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会長あいさつ

日本教職大学院協会

会長 加治佐 哲也

教職大学院は2011年度で創設後４年が経過します。この間，

各教職大学院において「理論と実践の融合・往還」を意図し

た教育課程と授業が開発され，実習や共同研究などを通じて

学校現場・教育委員会との連携関係が構築されました。また，

授業評価やＦＤを恒常的に行って，授業や実習の不断の改善

も図られてきました。

各教職大学院から，新人教員とスクールリーダとなる現職教員が現場に送り出されたわ

けですが，彼らは教職大学院のねらいである，学校づくりの有力な一員となり得ているの

しょうか，また学校や地域のリーダーたるにふさわしい高度の専門性と実践的指導力を習

得することができたのでしょうか。こうしたアウトカムについてのステークホルダーから

の評価を謙虚に受け止めなければなりませんが，中教審・教員の資質能力向上特別部会基

本制度ワーキンググループ報告（平成24年３月）において「教職大学院は教育委員会・学

校と大学との連携・協働の中で，今後の教員養成のモデルとなる実践例を示しつつある」

と高く評価されていることからも明らかなように，教職大学院の教育活動と運営体制の特

色や有用性への一定の認知は得られていると思います。

教職大学院は，現在中教審で審議されている教師教育改革の焦点であり，今後が重要で

す。上記の中教審ＷＧ報告では，当初の予想どおり，教員養成の高度化を目指して，新人

教員の養成を修士レベル化すること，また現職教員用の専門免許状を創設することが提言

されました。教職大学院は，修士レベル化と専門免許状のための高度な教育を担う中核と

され，その量的・質的な拡充が求められています。

それを果たすためには，これまでの成果の検証と課題の解決に加えて，「理論と実践の

融合・往還」に一層の磨きをかけることや，学校現場・教育委員会との連携関係と，教員

養成の高度化に前向きな大学・大学院間のネットワークをさらに拡充するなど，一段のレ

ベルアップが求められるように思います。本年報に掲載された2011年度シンポジウムの各

企画は，教職大学院の今後のあり方を考える上で，有用な情報や見解を提供してくれます。

ご活用いただければ幸いです。
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１ 平成２３年度日本教職大学院協会シンポジウム概要

シンポジウムテーマ 「４年目を迎えた教職大学院の成果と課題
－教員養成改革と教職大学院への各界からの期待－」

日時：平成２３年１２月１１日（日）10:30～16:30
会場：学術総合センター（東京都千代田区一ツ橋2-1-2）
趣旨：高度専門職業人養成としての教員養成に特化した専門職大学院として，平成２０年度に

「教職大学院」が創設され，現在では２５大学で開設されている。各教職大学院では，「理
論と実践の融合」を意図した教育課程が開発され，授業の設計や実習，共同研究などを通
じて学校現場・教育委員会との連携関係が構築されている。
今年のシンポジウムでは，各界からの教職大学院への期待・提言をもとに，４年目を迎え
た教職大学院の成果と課題について議論する。また，各教職大学院における教育研究の成
果に関する院生・修了生の発表を通して，教職大学院の教育研究活動を広く社会にＰＲす
るとともに，教職大学院相互の発展・充実のための交流の場とする。
これらを通して，現在，審議されている教員養成改革への一つの手がかりを得ること
としたい。

後援：文部科学省，日本教育大学協会，全国都道府県教育委員会連合会

〔プログラム〕

10:30～10:50（20分） 開会
会長挨拶 加治佐 哲也 （日本教職大学院協会会長）
来賓挨拶 村松 泰子 （日本教育大学協会長）

大原 正行 （全国都道府県教育長協議会会長）

10:50～12:00（70分） 基調講演
講演題目 「教職大学院の現状と課題」
講師 磯田 文雄 文部科学省高等教育局長

12:00～13:00 （休憩）

13:00～14:50 パネルディスカッション
（110分） パネリスト

森 民夫 （全国市長会長・長岡市長）
北城 恪太郎 （経済同友会終身幹事・日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ(株)最高顧問）
早川 信夫 （ＮＨＫ解説主幹）
武田 岳彦 （日本PTA全国協議会副会長･山形県PTA連合会会長）

コーディネーター
長島 啓記 （日本教職大学院協会副会長）

14:50～15:00 （休憩）

15:00～16:30 教育委員会等との連携報告
（90分） 趣旨説明・アンケート結果報告

事例報告
討論

（各教職大学院と教育委員会等との連携に関するアンケートの調査報告（分析・事例報告）
を行うとともに，教育委員会等との更なる連携・促進について議論する。）

12:00～16:30 ポスターセッション
（24教職大学院の院生・修了生が，学修の成果についてポスター掲示を行うとともに，

発表及び質疑応答を行う。） （15:00～16:30 発表・質疑応答）
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1 

２ 開会 

 

（司会） 皆さまおはようございます。本日は、平成 23年度日本教職大学院協会シンポジ

ウムに多数の方がご参加くださいまして、心からお礼を申し上げます。本日の進行全体を

担当します、日本教職大学院協会事務局長で、兵庫教育大学の米田です。どうか一日よろ

しくお願い申し上げます。 

 ただ今から、平成 23年度日本教職大学院協会シンポジウムを開会します。開会に当たり、

会長の加治佐がごあいさつを申し上げます。 

 

会長挨拶 

加治佐 哲也（日本教職大学院協会 会長） 

 

 皆さまおはようございます。平成 23年度日本教職大学院協会シンポジウムにお越しくだ

さいまして、本当にありがとうございます。今日はご来賓として、日本教育大学協会の村

松先生、さらに全国都道府県教育長協議会会長・東京都教育委員会教育長の大原先生をお

招きしております。さらには、今日この後ご講演をいただく文部科学省の磯田高等教育局

長、また今井教員養成企画室長はじめ、文科省の関係の方々にもお越しいただいています。

そして、午後からは今日のシンポジウムの特徴でもある、各界からの教職大学院への期待

を聞くということで、日本アイ・ビー・エム最高顧問の北城先生、さらには PTA全国協議

会の武田副会長など、さまざまな方々にお越しいただいています。どうぞよろしくお願い

します。 

 教職大学院は、平成 20年度に発足して 

4年目になります。日本の新しい教師教 

育、教員養成、教員研修の新機軸を開くと 

いうことで、非常に大きな期待の下に発足 

しました。ただ、4年たって、教職大学院 

の数、収容定員、入学定員など、量的なも 

のについては、はっきり申し上げて足踏み 

状態であると思います。教職大学院の設置 

には、これまでの教員養成大学以上の教員スタッフ数や、現場との連携を含めた運営体制
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の高度な構築が求められますので、相応の準備がないとなかなかできません。そういうこ

ともあり、足踏みしている状態だと思っています。ただ、今、論議されている教師教育の

改革が何らかの実現性を見ることになれば、量的にも一挙に拡大していくという確信を私

は持っています。 

 一方で、質的にはかなり改善されてきていますし、さまざまなところでかなり高い評価

を受けていると思っています。教職大学院の教育研究の成果は現場に送り出される学生の

質に端的に表れますが、この面についての評価も高いと思っています。 

 さらには、教育委員会や学校現場との実習を通じた連携体制、大学内での FD、あるいは

実務家教員と研究者教員との協働といったものも、中教審の論議にもあるように高く評価

されており、教育委員会からも評価されていると思っています。つまり、量的にはともか

く、質的には一定の改善を見ているのだということを、皆さま方とともに、ここで確認し

たいと思っています。 

 さて、今日はこの後、磯田局長から、教員養成・教員研修の現在の政策面での成果と課

題を中心にお話しいただきます。 

また、教職大学院が一定の制度的な定着を見つつある反面、教育界を離れるとあまり知

られていないということがあるかと思います。そこで午後からは、われわれ教育界以外の

各界を代表する方々にお越しいただき、今の教員養成の課題や教職大学院への期待等々を

お話しいただき、それを基に、教職大学院が教育界内部にとどまらず、外でも認知される

形での発展を期していく契機にしたいと思っています。 

 そして成果は一番大事ですが、昨年に続き在籍の大学院生あるいは修了生の成果発表を

ポスターセッションという形で行います。最後に、本協会の専門委員会の一つでもある教

育委員会等連携検討委員会から、教育委員会等と大学院の連携について調査報告をお願い

しようと思っています。 

 今日の取組が、現在論議されている教員養成、教員研修改革に寄与し、さらに教職大学

院の充実につながることを切に願っています。本日は、どうぞよろしくお願いします。あ

りがとうございました。 

 

（司会） ありがとうございました。本日は 2名の方々にご来賓として出席をいただいて

おります。最初に、日本教育大学協会会長の村松泰子様からごあいさつをいただきます。 
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来賓挨拶 

村松 泰子（日本教育大学協会 会長） 

 

皆さま、おはようございます。日本教職大学院協会の 3回目のシンポジウムの開催、お

めでとうございます。私は、来賓としてご紹介いただきましたが、本シンポジウムの後援

もしております日本教育大学協会（教大協）の会長として、ごあいさつさせていただきた

いと思います。教大協は現在、国立の教員養成系大学および学部で構成している組織です

ので、大学の中でもどちらかというと国立大学の立場ということになるかもしれません。 

 教職大学院は、平成 18年度の中教審答申を受けて、平成 20年度に最初の 19が設置され

ました。教職大学院の設立準備期間から、出来上がった当初までは、私ども教大協に教職

大学院連絡協議会を置いて、相互の連携をとって情報交換に努めてまいりました。その後、

こちらの日本教職大学院協会が設立されて着実な活動をしていただけることになり、正式

には昨年、教大協としては教職大学院の連携関連のことはこちらの協会にお任せすると決

定した次第です。 

 私が学長を務める東京学芸大学にも教職大学院が 

ありますし、こちらの協会の副会長も送り出してい 

ます。また、教大協は、教職大学院の認証評価を行 

う教員養成評価機構を設立するに当たって、日本教 

職大学院協会とともに準備に努力しました。専門職 

大学院の認証評価が 5年に 1回必要なので、既に一 

昨年にこの機構を立ち上げました。昨年度（平成 22 

年度）から認証評価の事業を開始し、本年度も 2年 

目で評価を行っているところです。私自身も同機構の理事をしている関係で、初年度の認

証評価の結果を拝見したり、また、訪問調査などに同行させていただいたりして、幾つか

の教職大学院を拝見しています。それらを通じて各教職大学院がそれぞれの特色を活かし、

多様な形で実績を上げており、同時に課題も抱えていることも承知しています。ただ、全

体としては成果を上げつつあると認識しています。 

 ところで現在、中央教育審議会に「教員の資質能力向上特別部会」が設置され、教員養

成制度や免許制度等々の改革を議論していることは、ご承知のとおりです。まだ結論には

至っておらず、実現がいつになるかは分かりませんが、教員養成の修士レベル化という方
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向性は固まってきています。そこでは、教職大学院が教員養成の高度化の一つの重要な核

になるという前提で、修士だけでなく教職修士も含めて考えることになると思います。い

ずれにせよ、教員養成の高度化の基本的な受け皿の核として、教職大学院が大きな役割を

果たさなければならないと思っています。 

 ただし、そのためには規模の拡大が必要です。平成 20 年度に発足してから教職大学院の

数はあまり増えておらず、足踏み状態です。その理由の一つには、現在中教審で議論して

いる教員養成制度がどうなるかという状況を見据えなければ、教職大学院をどのようにし

ていくかということが定まらないために、慎重になっている部分があると思います。 

 もう一つは、制度設計がなかなか厳しいということです。少し具体的に申し上げると、

教職大学院を含む専門職大学院においては、設置基準上必ず置くとされる専任教員は、ほ

かの修士課程や学部の専任教員を兼務することができないとされています。ドクターコー

ス（博士後期課程）との兼務は可能ですが、ほかの専攻などとの兼務はできないことにな

っています。ただし、いきなりそれでは厳しいので特例措置がとられています。専門職大

学院制度ができてから 10年間は、特例措置として、専任教員の必置数の 3分の 1までは先

ほど申し上げたような兼務ができる形になっています。ただ、教職大学院ができる前に専

門職大学院制度は発足しているので、今のところ平成 25 年度で特例措置を終了し、一律に

専門職大学院の基準を適用せねばならないという議論が始まっています。現在はあらゆる

分野の専門職大学院で 186 専攻あるそうですが、その中で、学部や修士課程と教職大学院

などの専門職大学院の兼務者のいる専攻が 116 あるそうです。 

 ただ、この特例を平成 25 年度でやめようという議論をしている場では、特例措置を終了

しても、必要教員数を下回る専攻は三つしかないので大丈夫だという議論が進みそうな気

配があります。専門職大学院全般についてはそうなのかもしれませんが、教職大学院のほ

とんどが教員養成の課程認定を受けた学部を持っている大学に設置されています。教職大

学院は専任教員が少なくとも 11 人必要とされています。現在は、おそらく学部や修士課程

の教職課程でも大きな柱を担っておられる教育科学の先生方、特に教職大学院は教育学、

教育心理学、特別支援教育、あるいは教科教育学などの教職科目の先生方が中心となって

いるところが多く、これらの先生は学部の教員養成においても専任教員として非常に重要

な役割を果たしています。 

 十分な人材がいれば、教職大学院の専任教員を必要なだけ置くことはもちろん可能です。

しかし、国立大学の話をさせていただくと、現在は大変厳しい財政状況に置かれています。
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教員養成の単科大学もそうですし、総合大学の中の教育学部もなかなかつらい立場に置か

れています。教育は人が支えるものなので、人件費が大変高い割合を占めています。例え

ば、国立の単科 11 大学では、国立大学法人化した年に専任教員が 2464 人おりましたが、

昨年度までに 180 人近く 177 人も減らさざるを得ない状況になっています。177 人という

数字は 11大学の教員数の平均値よりは若干少ないですが、このぐらいの人数でやっている

単科大学が 11 大学中の半数ぐらいを占めているので、この 7～8年で大学一つ分の教員が

消えているというような状況です。こうした中で、学部教育も教職大学院もきちっとしな

ければいけないというのは、他の専門職大学院よりも厳しい情勢にあるのではないかと思

っています。 

 そういう意味で、これまでは、この特例措置もあって教職大学院の成果が大いに上がっ

ているとしたら、今後、何らかの制度設計を考えていかないと、教職大学院の増加にはつ

ながらないのではないかと思います。そうでないと、学部を駄目にしてまで教職大学院を

設置するのかという議論になり、皆さん躊躇されてしまうのではないかという気がしてい

ます。教職大学院が発足してからまだ 4年目なので、特例措置を平成 25 年以降もしばらく

認めるとか、ほかの制度設計を行うといったことを考えていただかないと、日本の教員養

成の高度化に暗雲が立ちこめるのではないかと思っています。 

 本日はこの後、文部科学省高等教育局長磯田様から「教職大学院の現状と課題」につい

てご講演があり、午後は各界からの期待についてお話を伺えると聞いております。大変楽

しみにすると同時に、そのような将来方向につながる話の展開になるといいと期待してお

ります。 

 本日はおめでとうございます。ありがとうございました。 

 

（司会） ありがとうございました。続きまして、全国都道府県教育長協議会会長の大原

正行様からごあいさつをいただきます。 

 

来賓挨拶 

大原 正行（全国都道府県教育長協議会 会長） 

 

 皆さん、おはようございます。恐らく全国の都道府県市町村の教育長はすべて、このシ

ンポジウムの成果に大変大きな期待をしています。実は、それは不安の裏返しなのです。
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私たちは、教員養成の在り方について各界で行われている議論の行方に対し、正直に言っ

て不安を持っています。 

 幾つか数の話をさせていただきたいと思います。 

まず、大学院の収容力の問題です。今、全国で正 

式採用されている教員の数は、年間約 3万人です。 

いくら教員養成を学部段階から修士レベル化した 

ところで、われわれ教育委員会は、無試験でその 

先生方を採用することはできません。 

現在、教員の平均的な倍率は全国おしなべて 6倍 

です。3万人の募集に対して 18万人程度が教員採 

用試験を受けています。仮にレベルが上がったか 

らということで、6倍もいかないけれども、3倍の倍率は欲しいということになると、教員

免許を新たに取得して社会へ出てくる人が 9万人必要になります。この 9万人のために日

本の大学院がどれだけのキャパシティを持っているかというと、医学部も法学部も含めて

年間の収容力は 8万人ぐらいです。従って、教員の資格を修士レベル化するという話にな

ると、日本中の大学院を全部教員養成のために振り向けても、私たちが必要としている数

は確保できません。 

 では、原点を振り返って、なぜ今の教員養成では駄目なのか、何が足りないのかと考え

ると、一般には、実践的指導力やコミュニケーション能力が足りないと言われています。

では、それらをどうやって身に付けさせるか、大学院で何を教えればそれが身に付くかに

ついて考える必要があります。 

 東京都では、小学校の教員採用について「東京教師養成塾」をつくっています。これは、

各大学の 4年生から非常に優秀な学生を推薦してもらい、学部での勉強とは別に、東京都

で徹底した実習をさせ、座学を教え、教師としての魂、情熱を伝えるものです。さらに採

用段階では、先ほど述べたような能力をきちんと持っているか、情熱を持っているかとい

うことを十分チェックして採用します。さらに、今までは新規採用の教員の研修は 1年で

やっていましたが、1年の詰め込みではなかなかうまくいかないので、3年かけて新人の教

員育成を行っています。 

 東京都の場合は、学部の 4年にプラスして「東京教師養成塾」で 1年みっちりと鍛えま

す。さらに、新規採用で採用されてからは、現場で十分な実務研修をします。そこで私た
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ちは考えるわけです。大学院へ行って学部を含めて 6年間、つまりストレートマスターで

勉強して教師になった者と、東京都が養成しているように、学部 4年にプラスして「教師

養成塾」でみっちりと鍛えてさらに実務で 2年鍛えるという 6年間を比較したとき、実践

的な指導力ということにかけては、実務に就いて実践をしている人間の方が上なのではな

いでしょうか。 

 本当に教壇に立って子どもたちを教える上で必要な実践的能力の付与を標榜するのであ

れば、それは現場での実践にはかなわないのではないかという気がします。大学院で実践

的能力を付与するためには、教育実習をもっと長く実施するということが言われています。

しかし、採用されれば教育実習ではなく、教育実践そのものです。実習と実践を 2年間み

っちりやるのと、例えば 1年間で 40～50 日の実習を行うのとでは、質・量ともに恐らく比

較にならないと思います。そこで、教職大学院や教育学部の上にある修士課程が教師を養

成するというときに、本当に実践的能力あるいはコミュニケーション能力ということだけ

でいいのだろうか。もっと違うものを学生に付与することによって、学部卒プラス実務 2

年とはレベルの違う教員が育つのだということをぜひ見せてもらいたいと思います。 

 もう一つ、数字の話をさせていただきます。最初に言いましたように、教員になる前に

6 年間、大学と大学院へ行くという話になると、どう考えてもキャパシティの点で一遍に

はできません。そこで、少し別の観点から、例えば採用後 10年ぐらい経った先生を大学院

に行かせてもう 1回勉強してもらったり、免許を一般免許と専門免許の二つに分け、例え

ば専門免許を取らないと管理職にはなれないようにしたりしようという案もあります。し

かし、仮に採用後 10年経ったときにすべての先生が 1年でいいから大学院へ行って勉強し

直すという話になると、今度は、そのコストは雇っている方が負うことになります。 

 教員養成の段階では、大学院へ 2年行こうと 5年行こうと、それは学生さんかそれぞれ

の家庭でコストを負担しています。ところが採用した先生方が、10 年後に大学院へ行って

勉強するという話になると、その生活を支えるコストを持たなければいけないのは任命権

者の方です。採用後 10 年たてば、雇用主の負担分も含めて、一人 1000 万円（0.1 億円）

ほどかかります。それが 10 年前の新規採用の 3万人が全部行くということになると、3万

人×0.1 億円で、毎年 3000 億円かかります。しかも、その先生たちは教壇からいったん去

っているので、代わりの先生を 3万人入れなくてはならず、そのコストもかかります。 

 今、日本の国家財政や地方財政の状況からして、3000 億円の人件費を負担できるでしょ

うか。日本の国に今、それだけの国力があるでしょうか。そういうことも考えないと、あ
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ほどかかります。それが 10 年前の新規採用の 3万人が全部行くということになると、3万

人×0.1 億円で、毎年 3000 億円かかります。しかも、その先生たちは教壇からいったん去

っているので、代わりの先生を 3万人入れなくてはならず、そのコストもかかります。 

 今、日本の国家財政や地方財政の状況からして、3000 億円の人件費を負担できるでしょ

うか。日本の国に今、それだけの国力があるでしょうか。そういうことも考えないと、あ
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るべき論だけで、教員の養成を議論するのはいささか危ないのではないかという気がしま

す。その辺が私の、あるいは恐らく私も含めた全国の教育長が大なり小なり抱いている不

安の実態です。 

 不安ばかり言っていても、事は進みません。不安が大きいだけに、このシンポジウムや

教職大学院の試みに対する期待は大変大きいものがあります。良い教師を育てなければ、

この日本が駄目になるという問題意識も、恐らくここにおられる先生方、そして私ども教

育委員会関係者に共通していると思います。また、何をしなければいけないかということ

も、大体共通しているでしょう。ただ、検討していただくテーマの中に、実務の方からぜ

ひ加えていただきたいものが、お金やキャパシティの問題のほかにもう一つあります。そ

れは、開放制の教員養成をどうするのかという問題です。今、開放制の教員養成プロセス

を経て教員になっている人が全国で 55％程度います。半分以上が開放制のプロセスを経て

教員になっておられます。その人たちをどうするのか。修士レベル化することによって、

閉め出してしまうのか。そうなると、日本の教育は成り立ちません。その辺のところをぜ

ひテーマとして考えていただきたいという気がします。 

 それから、もう一つだけ東京都の試みを紹介させていただきたいと思います。学部卒で

社会人経験もなく、アルバイトもしたことがないという先生の卵たちも入ってきます。そ

こで、定年で辞めた教員の中で、若手教員に対する指導力を持つ教員を再任用という形で

雇い、ベテラン教師と全くの素人教師をペアにして、育成しながら教壇に立たせる、学級

運営をさせるということを試みています。初年度に 100 人、2年目も 100 人というように、

5 年間かけて 500 人規模にまで持っていきたいと思っていますが、予算の制約が少しあっ

てなかなか苦しいところです。しかし、人件費で言えば再任用の教員に 250～300 万円払う

ことで育成ができます。1 対 1 でなくてもできるかもしれません。このように、今われわ

れが持っている教育資源をどうやって活用するかということも、教員養成の在り方の中に

含めて考えていただく必要があると思っています。 

 そして、午後にも報告がなされるようですが、教職大学院あるいは教員養成大学と、教

育委員会との連携が一つのキーワードになってきます。しかし、連携にプラスする何かが

必要ではないか、連携という言葉だけでこの大きな問題を解決できるかというのが、私自

身が持っている不安の先にある課題です。私たちも連携という言葉をキーワードにして、

教員養成に当たっておられるすべての大学の先生方と本当に手を取り合って、良い教師を

つくり、日本の教育をもっともっと良くしたいと願っています。 
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 まさにこのシンポジウムがその起爆剤になることを心からご期待申し上げて、あいさつ

に代えさせていただきます。どうぞよろしくお願いします。 

 

（司会） ありがとうございました。来賓の皆さまが退席されますので、拍手でお送りし

たいと思います。ありがとうございました。 
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３ 基調講演 

 

基調講演「教職大学院の現状と課題」 

磯田 文雄  文部科学省高等教育局長 

 

1.はじめに 

 おはようございます。教職大学院は私が担当しておりますが、教員の資質能力向上につ

いてはかなりの部分を初等中等教育局長が担当しています。従って、教員の資質能力向上

については両局で対応していますが、今日は教職大学院にテーマを絞ってお話をさせてい

ただきます。 

 先生方とはいろいろな機会でお会いしておりま 

して、香川大学での協議会も参加させていただき、 

北海道教育大学の会にも参加しました。しかし、 

教員養成系の先生方からは、釜山にはなぜ来なか 

ったのかとおしかりを受け、まるで教員養成系の 

会議は全部私が出るべきものだという村松先生か 

らの強いご指摘もありましたが、私はほかの分野 

も担当しておりますので、ぜひご容赦いただきた 

く思います。 

 それから、今日は最初のごあいさつからかなり厳しい論点をご提案いただいたので、淡々

と話をした方がいいのか、やはり午後のご議論の参考になるようにすべきか、あるいは 4

時間 10分の事業仕分けと同じようにここで話をした方がいいのか考えましたが、やはり少

しはご提案いただいた内容についてお話をさせていただこうと思います。この点について

は、恐らく私の個人の意見と、省としての立場などが織り混ざることになると思いますの

で、そこは適宜、ご解釈いただければと思います。 

 

2.指摘された課題について 

 まず、村松先生からご提言のあった兼務の制限の問題です。これについては、非常に厳

しいという意見を、それぞれの関係者の方々から承っています。あるいは中教審の大学分

科会でいろいろご指導いただいている白井前早稲田大学総長からも、さまざまな課題を伺
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っています。これは非常に悩ましい問題ですが、教職大学院をなぜ私どもが提起したかと

いうことが重要です。特に人文社会科学系の大学院が、グローバルな環境の下で通用する

ものにするためにはどのように改革をすべきか、端的に言えば、グローバルスタンダード

の専門職養成がこの制度をスタートするきっかけでした。従って、法曹、会計、ビジネス、

MOT、公共政策等々、特に国際的重要性の高い分野を中心に改革が展開されており、その一

つとしてこの教職大学院が議論・制度設計され、今、運用に入っているわけです。 

 問題点は、先ほどの大原先生のお話とも連動しますが、結局は国費あるいは地方財政と

日本の高等教育との関係がまず基本にあります。大学関係者の方々からは、GDP比 0.5％の

高等教育への公的資金の投入は、OECDと比較して非常に不十分であるというおしかりを受

けます。しかしこれには、例えば東大の金子前教授がおっしゃっているように、わが国の

急速な高度化・経済成長に対応するためには、それに必要な高等教育機関の整備が国だけ

ではできなかったという背景があります。昭和 50年代前半までは国も整備を行いましたが、

圧倒的に急速な対応をしてくださったのは私学であり、それを支える保護者の家計負担に

よって、わが国の高等教育は支えられてきました。しかし、いかんせん GDP 比 0.5％の支

援では、さまざまなひずみや弱みが生じました。そして、世の中が非常にグローバル化す

るにつれて、国際環境の中でわが国の高等教育の欠点や弱さが明らかになり、それに対す

る社会や経済界からのご批判が生まれてきました。 

 大学の幹部の方とお話をすると、高度経済成長のときに、なぜ高等教育機関への資金注

入が増えなかったのかというご批判をいただきます。確かに昭和 50年代前半までは、私学

助成も含めてそれなりに資金注入が増加しましたが、その後、土光臨調（第二次臨時行政

調査会）がスタートし、われわれ文部科学省の大学に対する指導力の問題、あるいは社会

に対する説明責任や、大学とともに社会に適切に答えていくことに関する力不足もあり、

公的資金の注入がなかなか進まなかったということだろうと思います。 

 その中で現在、大学改革が喫緊の課題となっております。行政刷新会議の提言型政策仕

分けも、文部科学省からの提言は大半が原子力と科学技術でありながら、旧文部省関係で

は唯一、大学改革が提案されることになりました。私は担当局長として、引き続き重要な

課題として厳しいご批判をいただいていることは、真摯に受け止めなければいけないと思

っています。大原教育長のお話にもありましたように、期待と批判は表裏一体のものと考

えています。 

 端的に申し上げると、専門職大学院はグローバルな水準の大学院をつくるという意味で
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は理念型（理想型）ですが、マックス・ヴェーバーのようにプロトタイプを何としても実

現させて、それをモデルにしながらわが国の国力で実現可能な教員養成、あるいは高等教

育機関の在り方を考えていかなければいけないのではないかと思っています。白井前総長

からよくアドバイスをいただきますが、限られた資源をいかに有効に使うかという意味で

は、われわれ大学関係者にはまだまだたくさんなすべきことがあり、教育の質の向上、体

系化等々、多くの課題があるとは思いますが、完璧にアメリカ型あるいはヨーロッパ型に

なるには、財政的な問題や体制の問題などの課題が大きいということも、冷静に考えなけ

ればいけません。一般的な政策の展開は大きな政治の争点であり、政務あるいは政権全体

でご議論いただくことになりますが、少なくともわれわれ関係者としては、専門職大学院

が一つのプロトタイプとして、日本の教員養成の在り方に光を当て、方向性をつくってい

ただくものになればと考えているところです。 

 

3.教職大学院設立の狙い 

 大原先生のお話には、個人的には共鳴することもたくさんありましたが、その観点でお

話しすると省の方針と違ってしまいますので、省の方針に沿ってお話しします。 

 まず、資料 34ページに掲載されているものが中教審で示しているモデルです。この中で、

単に教職大学院や修士課程のみならず、教員の養成、採用、その後のキャリアパス全体を

とらえて議論をすべきだというのはご指摘のとおりだろうと思います。ともすれば制度改

正に議論が集中し、専門職大学院や教職大学院の論点のみが議論されてしまうため、教員

養成を俯瞰的にとらえてその本質に迫るという意味で課題があることについては重々承知

しています。 

 また、現在の議論は 4＋2年ではなく「4＋α年」となっており、このαをどうするのか、

あるいは 4とαとの関係をどうするかということについては、さまざまなご議論をいただ

いています。 

 それから、実践的指導力とコミュニケーション能力が足りないと言われています。それ

はそれで事実ではありますが、現職教員の方々から指摘されているのは、当然のことです

が、これまでの実践を振り返って、最新の学問体系の上でどう構成し直すかということで

あり、新しい時代に日本の学校教育をどのように改善していくかということだと思います。 

 その意味で、私どもが職員と議論しているのは「社会構造の大きな変動期」についてで

す。私自身は、現代は完全にエポックの時代に入っていると考えています。20世紀型の豊
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かな産業社会を前提にした福祉国家、統制された国の在り方と経済との関係が限界に至り、

今は新たな世紀に入ろうとしているのです。その 21 世紀のビジョン、あるいは、それに向

けての制度設計、その実行がわが国は諸外国と比べて極めて遅れている中で、政府全体で、

経済界の方々のご指導もいただきながら新しい時代を生む苦しみの中にいます。 

 従って、既存の枠組みで議論をしてはいけないと思っています。確かに若手の教員は増

えていますが、戦後も若手の教員が中心の時代で、先輩の先生方はいらっしゃらない状態

でした。私自身は香川県の教育委員会で 3年半勤務しましたが、そのときの香川県では大

量の退職があり、30～40 代がほぼ壊滅的という状況の中でどうするかということが問題に

なりました。私は特に 30～40 代の若手を中核にして教育界を構成し直し、また、女性の管

理職が全くいなかった状況を一新して、女性を登用していくことを提案し、次の時代をつ

くろうとしました。この既存の枠組みは新しい時代を考えるという意味では大事ですし必

要だとは思いますが、既存の枠組みの基準でこれからの教員養成を考えるということでは、

やはり限界があるのではないかと思っています。 

 次に、限られた社会の支持の中で、どのように教育を良くしていくかという問題があり

ます。われわれは大学に対する厳しい批判については、よく考えなければいけないと思い

ます。私は大学関係者ですから大学については理解しているつもりですが、社会の厳しさ

の中で、どのように調和点を見出していくかということは、われわれに課せられた使命で

す。 

 ここで、教育の質の問題についてお話しします。もともと「知識基盤経済」というもの

が OECD やヨーロッパで議論されており、いわゆる知的な活動に依存した経済がこれからの

基軸になるという議論の延長として、その経済を支える人材養成、あるいはその経済全体

を取り巻く「知識基盤社会」が必要であるということから、知識基盤社会という議論を、

大学審議会、大学分科会等でしていただき、現在これが進んでいるわけです。日本では、

知識基盤社会に向けての議論と同時に、高齢化への対応も必要となっています。言い換え

ると、ゼロサムゲームの有限の資源の中で、福祉・医療と教育のバランスをどう取るかと

いうのが政府全体の大きな課題であるということです。そういう意味でも、教職大学院に

よってプロトタイプとしての教員養成の一つの姿が見せられるということは、われわれが

教育の必要性について国民の理解を得ることになる象徴的なプログラムとして、大いに期

待し、支援しなければいけないと思っています。 

 教職大学院の問題は、わが国の大学院教育や人文社会の教育が、グローバルスタンダー
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ドから見ると、かなり課題があるという大きな議論の中から始まったものです。専門職大
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のか、それは単なる実践的指導力、実践的コミュニケーションだけでいいのかということ

です。これについては、先ほどのコペルニクス的転回、あるいはエポックにわれわれが来

ているということと連動しています。既存の日本の教育界が蓄積してきた伝統と、高度な

教育現場の教師の力だけで現在の教育課題が解決するのかという問題点ではないかと思っ

ています。そういう意味で、高度で専門的な能力がわが国の教員養成に求められていると

思っています。 

 私が筑波大学の理事をしていたときに、テーマとして次のようなことを考えていました。

例えば、中高教員については筑波大学の生命科学関係で博士号を持った学生に、同時に筑

波大学の教育関係の修士でしっかり勉強してダブルメジャーで資格を取っていただき、中

高の理系教員のリーダーになってもらうのです。それは単に授業を行うというだけではな

く、新たなカリキュラムの開発や学校経営の方向性の転換まで担当させていくということ

です。当時の議論を思い返すと、これまでのインクレメンタリズムの改善だけでは、産業

界や国民の期待に応えられないのではないかという思いを強くしていました。そういう意

味で、これまでのイメージとは 100％違うとまでは言いませんが、比べものにならないよ

うな新たな人材養成をしていただきたいと感じています。 

 

6.教職大学院の成果と課題 

 もう一点、理論と実務を架橋した高度で実践的な教育という点については、資料に学生

のアンケートを入れています（#9）。分かりやすく言うと、ストレートマスターの人たちは

ベテランの先生方からさまざまな示唆に富んだ教えを受けており、現職の先生方は学生か

ら新鮮な感覚を学べているという報告を受けています。 

 それはそのとおりではありますが、それを裏返したご批判も同時に聞いています。すな

わち、現職教員の方々がまるで TAのように使われているのではないかという批判です。資

料 9ページに現職の方の「学部新卒性の感覚や発想は新鮮」という意見が書かれています

が、同時に「われわれは新卒のための TAではない」というご批判も承っています。逆に、

ストレートマスターの学生からは、「現職教員学生とは知識・経験に差があり、合同授業を

すると追いつけない」と言われています。 

 さらに厳しい意見があります。教職大学院には、学部から来られた方々から、現職の方々

などさまざまな学生が在籍しています。もちろん県の教育委員会からご推薦いただいた方

には全く問題はありませんが、いろいろな方がいるので、そのようないろいろな方に対し
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て、例えばディベートやレポート、あるいは教育学に対する基礎など、基本的な力に課題

がないかという批判もあります。学生からの意見としては、「期間採用や非常勤講師として

活動していたが、正規採用を目指して教職大学院に入学」「教採に落ち、臨採と悩み、実力

に不安があったから、教職大学院を志望」などもあります。大学側からは、「採用試験に合

格すると、教職大学院への進学を迷っていた学生は教員へいってしまう」という厳しいご

批判も受けています。これは教職大学院の基本をしっかりとらえ直す必要があるのではな

いかと思っています。 

 学生と議論していると、学生たちは後輩に、学問をするのならば修士課程、訓練をする

のならば専門職大学院、あるいは教職大学院というアドバイスをしているとも聞きます。

もっともこれは一部の方々の意見だろうとは思いますが、このような議論も実際にあると

いうことを踏まえながら、対応していかなければいけないと思っています。こういうこと

を考えていくと、前述の実習が一つのポイントになりますが、実務家教員の在り方も、も

う一つの論点になると思っています。前にも見ていただいたように、明らかに教職大学院

は他の専門職大学院に比べて、実務家教員に対する期待が大きいのです。そのため、その

負担をどのようにこなしていくかということについて、実は課題があると思っています。 

 

7.教職大学院における教員養成の担い手 

 先ほど大原先生からお話があったように、実践的指導力の養成は現場が受け持つ、われ

われの力をもっと信頼してほしいという議論があります。それから専門性について、高度

で専門的なものとは何かというとき、それは実践的指導力やコミュニケーション能力だけ

を指すのかという考えから、私は先ほど、新たな時代を切り開く教員群像をつくっていく

ことではないかと申しました。では、それを担うのは誰なのでしょうか。実践的指導力を

担うのは実務家教員かもしれませんが、新たな大きな課題への対応を担うのは誰なのか、

学問と実務を架橋した高度で実践的な指導力を教えるのは誰なのかということになります。 

 それは当然、理論家であり実務家である実践家教員が本当に一体となって、協働して新

たな教育課程を組み、大学院として教育実践というか指導をしていかなければいけないの

だろうと思います。その際に、実践家教員は実際に産業界・実業界で活躍する実務家教員、

現場を熟知した方がなるべきだろうと思います。よく現場からは、例えば 10 年たてば生徒

指導の手法は陳腐化し、保護者との関係も変容してしまうと言われます。つまり、学級崩

壊などの問題も出ていますが、その実態は刻々と変化し 10 年前の知識は役に立たないので
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す。あるいは、5～6年の期間で女子生徒の対応も常に変化があるという報告も受けていま

す。 

 現場で活躍する優秀な実務家教員の確保というのは、大きな課題です。各教育委員会に

おかれましては、そういう方々は管理職として、指導教育として、あるいは教育研究セン

ターで実践的に活躍されています。その方々を専門職大学院にお呼びするのは至難の技で

す。県の教育委員会や、ご案内のとおり附属学校においてすら、そのような人材確保が困

難になっているという状況の中で、われわれは実務家教員を一定割合確保できるのかどう

かという非常に大きな悩みを感じます。 

 

8.社会と大学教育の態様の変化 

 次に、社会人学生への配慮の問題があります。これはわれわれ行政自体の反省になって

いきますが、全国の大学院大学では、入学者選抜、サテライト、夜間開講、1 年コースも

含め、かなりできることはしていただいているのではないかと考えています。しかし、日

本は生涯学習体系への移行がまだまだ進んでおらず、例えば雇用の流動性の問題、あるい

は社会人学生が学んだ成果が社会で評価されるかという問題、さらにはその学習を支援す

るための奨学制度の問題など、厳しい現実にどう対応するべきでしょうか。 

 例えば司法制度改革においても、われわれは法科大学院をつくりましたが、これについ

ては、弁護士会や多くの政治家の方々から厳しい批判を受けています。その批判の一つが

経済的な困窮の問題です。3 年間も学習に必要なコストをかけても受からないのは、大学

院の教育に課題があるのではないかなど、さまざまな議論をわれわれは承っています。学

習する方々の奨学制度の問題も考えなければ、実際に社会人学生への配慮は十分進まない

のではないかというご批判を受けています。 

 

8.開放制の維持と多様性 

 次に、大原先生の問題提起の中の一つに、開放制の議論がありました。基本的に日本の

教員養成制度が結果的に非常に質が高いというのは、開放制の下での採用試験による高い

スクリーニングであるということを小川先生がおっしゃっています。先ほど大原先生から

は、採用倍率はせめて 3倍はないと、優秀な人材が確保できないという議論がありました。

一方で、開放制をどのように維持すべきかという議論があります。この争点については、

現在までのご議論を聞いている限りは、多くの方々は開放制を堅持すべきではないか、そ
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の前提の下での専門職大学院、あるいは教員養成の 4＋αの議論をしていくことになるの

ではないかと思っています。 

 なぜそのように考えるかというと、知識基盤社会の到来やグローバル化、情報化、少子

化について、男女共同参加型社会といった話を承りますが、それはもう遅すぎるのではな

いかと私は思うからです。ダイバーシティという言葉が私は大好きで、これは別に今回ア

イ・ビー・エムを意識して申し上げているわけではありません。つまり、大事なことはダ

イバーシティではないかと思うのです。多様なもの、異質なものが激突し、混ざり合って

カオスができ、そこから新たな血潮が出ていく、新たな創造がなされていくということが

まさにグローバル化ではないかと思っています。その意味で、ダイバーシティの社会で生

きる若者を育てる、あるいはそのための教員を育てることを考えると、当然、開放制のメ

リットをわれわれは大事にしなければならないのではないかと思います。開放制を堅持し

ながら、教職大学院をどのように育てていくかということです。 

 

9.教職大学院の現状と批判 

 教職大学院は現状、25大学・830 名の定員で固まっているということですが、これは先

ほど申しましたようにプロトタイプです。各大学、特に私立大学の専門職大学院の先生方

からは、これだけの質を維持するコストは非常に厳しいといわれています。しかしわれわ

れとしては、プロトタイプとしてぜひともこのモデルを成功させたいと思っています。わ
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 もう一つ、35ページに教員養成を実施する大学院と教育課程を設置した大学の学部によ

って、どれだけの教員が採用されているかという資料をお示ししています。ここで明らか

なように、大半は現在、学部において実施されており、教員養成系と一般系で、小学校で

は 8220 名、8303 名、中学校が 3199 名と 6520 名、高校が 1161 名と 5676 名です。昭和 30

年代の国会答弁を見ると、小学校の教員養成はほぼ国立の教員養成大学で行い、中学校の

場合は半々などというデータがありますが、実態は、かなり一般系の大学に依存していま

す。この現実をどう考えるかということになるのだろうと思います。あるいは、教員養成

系大学の修士課程が、現在ここにあるような人数であり、その中で考えると、教職大学院

が規模としては非常に限られていると言われています。私どもとしては、プロトタイプと

しての教職大学院で望ましい姿を次々と模索していただくことを期待しています。 

 

10.日本の大学教育と教員に求められる力 

 教育の質の問題については、現在、大学分科会でご議論をいただいています。大学分科

会については、これまでどちらかというと、大学関係者のみでの議論が多かったのではな

いかと思います。確かに大学分科会の前身であるユニバーシティ・カウンシルを創設した

ときのイメージは、日本の大学の教育研究について、大学人が責任を持ってカウンシルで

議論するというイメージでした。しかし、近年はむしろ産業界やマスメディアの方々も含

めて、幅広い大きな視点でご議論をいただくため、大学分科会には経済界から従来よりも

多くの方々に参加をいただいています。もちろん事業仕分けでは、大学分科会の委員の数

を半分は経済人にすべきだというご意見も承っていますが、私どもとしては専門家だけの

ワーキンググループのような議論ではなく、大学分科会中心主義で、大学教育部会と大学

院部会があり、その体制で議論をしています。それぞれ大学分科会についても、お忙しい

経済界の方々もせめて月に 1回はご議論をしていただこうとしていますし、大学教育部会

でも議論を進めていますが、ここでの具体的な論点が幾つかあります。 

 例えば、なぜ日本の大学の先生は忙しいのかということです。科目間の調整ができてい

ないのではないか、それをもっと FDでやるべきではないかというご批判を承っています。

これは冗談ですが、私がまだ若いころに東京教育大学（現筑波大学）の教授が学会をつく

って会長になったので「素晴らしいですね」と言ったら、その先生が「磯田さん、そうで

はないのだよ。教授一人に学会が一つできるのが教育学関係の世界です」と言われ、驚き

ました。学会員は何十名だというようなお話です。例えば日本化学会は、学会員が数万人
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で、産業界も含めた非常に組織的な活動をされていますが、先ほどの言葉に象徴されるよ

うに、どうも日本では、特に人文社会を中心にご批判がありますが、教授ごとに教科が増

えます。Aという教授がいらっしゃると、その方が新たな教科をつくることになるのです。

先生が先にいて授業科目が決まるというのはおかしいのではないかというご議論を大学教

育部会で承っています。 

 つまり、しっかりした体系的なカリキュラム編成が本当にできているのかどうか、ある

いは一つの教科について、複数の教官が共同で教育内容を標準化していく努力がなされて

いるのかどうかという問題があるのです。実際に、アメリカでは 1教員が 1学期当たりに

4 コマ持つのが標準なのに対して、日本の教員は 8 コマ持っています。これはもちろん、

われわれの財政基盤が弱いことに原因がありますが、われわれは標準化・体系化によって、

教員の能力をもっと集中的に学生に充てられるのではないかということが一つの論点とし

て言われています。もちろん、これは分科会での議論なので、現場の先生方から大いに反

論があるかもしれません。そんな間違った議論はやめてほしいという議論があるかもしれ

ませんが、教育の密度をいかに高めるか、その最先端を行く教職大学院で取組をお願いし

たいと思います。 

 具体的には、例えばシラバスには非常に手厳しい議論がありました。われわれが大学現

場にお願いしているようなシラバスは、実際にはコースカタログで、授業内容の概要を総

覧する資料のレベルになってはいないかということです。例えば科目の到達目標、学生の

学習内容を明確に記述すること、準備学習の内容を具体的に指示すること、成績評価の方

法・基準を明示することなどについては、現在、多くの教職大学院で実現できていると思

います。しかし、大半の学部教育ではシラバスがようやくできたという段階であって、ま

だその先に進んでいないという批判が大学分科会の大学教育部会で行われています。 

 TA についても、例えば北海道大学などでは全学的な教員研修やガイドブックを設けるな

ど、大学としての組織的な取組がありますし、他の大学でも TAをうまく使った双方型の学

習、少人数指導ができています。しかし、果たしてこれだけのコストをかけられるのかど

うかという悩みも、恐らく大学の執行部の方々にはあるでしょうし、実際にそれを任され

ている各研究科長も限られた TA の中でどのような展開をしていくかという課題をお持ち

だろうと思いますが、ぜひ TA等についてもモデルを示していただきたいと思っています。 
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11.大学における教員養成の在り方 

11-1.政治家など外部からの指摘 

 それから、大きな論点として、教員養成の道筋は師範学校への方向をたどるのか。それ

とも、大学における教員養成という基本を堅持するのかということです。わが国の戦後の

教員養成の基本の一つは開放制ですが、もう一つは大学における教員養成です。近年、私

どもは専門職人材の養成について、非常に厳しい批判を受けています。例えば先般の行政

刷新会議の提言型政策仕分けにおいても、法科大学院についての需給のミスマッチの問題

を例に挙げながら、定員の適正化、産業界・経済界の連携を取りつつ、法科大学院制度の

在り方そのものの抜本的な改革を検討すべきであると言われています。 

 このときの財務省側の問題提起は決して法科大学院の問題に限らず、教員養成、医師養

成、歯科医養成、さらには理工系学部も含めた需給のミスマッチについては、一部の政治

家の方々からも、大学が社会の実情と乖離していないか、社会のニーズに十分な対応がで

きていないのではないかという批判です。この批判の行き着く結論で、ほかにも幾つか言

われているものとしては、例えば船員養成は大学でやらなくていいのではないかというも

のがあります。また、メディカルスクール構想もそうで、医師養成は文部科学省ではなく、

厚生労働省でやるべきではないかという議論もあります。これは、先ほどの実践的指導力

の問題とも連動しますが、例えば、医師養成であれば、医専（旧制医学専門学校）と呼ば

れていたものがあったころのように、教員養成も、教職大学院ではなく高等師範学校ある

いは青年師範学校のようなところで行うべきだという批判に対して、われわれがどこまで

応えられるかということなのだろうと思います。 

 あるいはもっと厳しい批判は、国立大学を統合・再編して縮小すべきだというご議論も

いただきました。あるいは、定員未充足の 4割の私学について、実際に需給のミスマッチ

があるので、コミュニティカレッジのような形にすべきだというご批判もいただきました。

いずれも、大学の教員養成の本質について問題提起をいただいていると思っており、私は

いずれについても反論をしています。 

 

11-2.批判に対する回答 

 例えば再編統合という問題提起に対しては、われわれとしてはそうではないのではない

かと考えています。今の時代は再編統合も大事ですが、連携することにより、それぞれの

機能が十全に開花しながら、全体として力が発揮されるというようなオープンなネットワ
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ーク型の組織、あるいは組織連携の在り方を模索しなければいけないのではないかと主張

しています。もちろん、これは各大学が努力を怠った場合、われわれがその要らなくなっ

た学部や研究所の維持を認めるということでは全くありません。スクラップ＆ビルドを展

開しながら、新たな時代にもっともっと社会のニーズを踏まえながら改革をすべきだろう

と思っていますが、それが鋼構造のモデルではないのではないかということを発言させて

いただいています。 

 人材養成に関しては、需給のミスマッチは完全にわれわれの反省が足りないと思ってい

ますが、だからといって完全にハウツーの教育をやるのは、大学の使命ではないと思って

います。ハウツー教育をやるのであれば、別の機関にお願いすればいいと思っています。

教員養成をなぜ専門職大学院で大学院として担わなければいけないのかということについ

て、しっかり国民に提起しなければいけないと思っています。 

 私がまだ係長だったころに、非常に栄えたコンピュータの専門学校の理事長がこんなこ

とをおっしゃいました。その方の夢は大学をつくることで、実際にその方は現在立派に大

学をつくって経営されています。そのとき私がなぜ大学なのかと聞いたところ、理事長が

育てているコンピュータ学院での学生の能力は 5年しかもたず、その後はやはり彼らにさ

らに新たな知識を付けなければいけないとおっしゃっていました。大学を卒業した学生は

その賞味期限がより長く、リカレント教育がより円滑に実施できるというお褒めの言葉を

いただきました。今、われわれが理事長先生のお言葉に十分応えられるような教育の中身

ができているかということが、問題ではないかと思っています。 

 経済界の幹部の方々とお話ししても、表面的な学力を付けてくれとはどなたもおっしゃ

いません。本質的な力を付けてほしいとおっしゃっているので、多分そのお考えは、この

教職大学院についても同じではないかと思っています。ハウツーものの授業だけでは、教

育委員会には満足していただけないと思います。数年間は満足していただけるかもしれま

せんが、10年後には満足していただけないのではないかと私は恐れています。 

 

11-3.教育委員会への要請 

 古い話になりますが、私が香川県教育委員会におりましたとき、香川大学の教育学部長

にお会いして、しっかり学問を付けてほしいとお願いしました。しっかり組織的な教育を

して、学生として育ててほしい、採用後の実践はわれわれにお任せくださいと言ったので

す。われわれの教育界はしっかり教員を育てます。その代わり、子どもへの愛に満ちた、
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教師愛に満ちた基礎力のある学生をつくることはわれわれにはできません。だからそれを

お願いしたということを思い出します。 

 また、管理主事には厳しく言いました。できるだけ間違えずにすぐに採用しろ、5 年も

講師をさせておいて、後になってこんな素晴らしい先生がいたと気付くような採用は、管

理主事としては失格だと言いました。管理主事は、大学を出た若者にどれだけの可能性が

あるかということをしっかり判断するのが仕事です。そして、もし勉強不足の学生がいれ

ばそれはいったん講師に採用し、現場の立派な校長先生の下で中堅の教員を配置して 1年

間観察してみます。その上で、その学生がしっかり力を付けられれば、採用すればいいの

ではないかという話をしています。いろいろな議論があって迷ってしまいますが、われわ

れが大学人として考えなければいけないのは、教員としての基礎をしっかり付けることで

はないかと思っています。実践的指導力についても、実践的指導力そのものはわれわれに

は不可能ではないか。実践的指導力を現場で育てていただくための基礎を付けることが、

われわれの重大な任務であると思っています。 

 あとは県の教育委員会にお任せして、より良い学生を採っていただき、それを育ててい

ただくことになります。また、単なる連携ではなく、ある意味で融合的に、もちろんお互

いに批判をし合いながら議論を深めていく関係が大事だろうと思っています。私が課長だ

ったころには、例えば研究会に大学の先生方が来られて、現場のニーズには全く合わない

お話をして帰るという時代が十数年間続きましたが、現在は多くの大学の先生方にご参加

いただいています。また単に教育委員会の方々や教員研修センターの方々だけでなく、さ

まざまなコミュニティ、あるいは教員集団のワークショップにも積極的に出ていただいて、

悩みを吸収しながら、それを教育プログラムの改革に活かしていただいていると思ってい

ます。 

 

11-4.現在の取組 

 今年は私どもで十分できていなくて非常に申し訳ないのですが、教員養成の支援のため、

一定の裁量的な予算を各大学長にお配りしたいと、現在財政当局と折衝中です。これまで

の教員養成はともすれば斜陽で、人的コストがかかりすぎるということで、非常にご批判

が多かったと思います。われわれも定員削減の問題、あるいは人件費や物件費も含めた経

費削減をお願いするばかりでした。しかし、現在は前向きにご議論いただきたいと考えて

います。まさに国大協がおっしゃっているように、機能強化をするために、教員養成学部
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は何をするのか、各大学の教育学部が何をするかということをお考えいただきたいのです。

当然、財源は有限ですから、その中で強化をするために、必要なところのスクラップ＆ビ

ルドをしながら、より良いビジョンに向けて大学院を改革していただくための予算を確保

しようと、財政当局と折衝中なのです。 

 残念ながら、財政当局はグッドプラクティス問題については非常に厳しい意見がありま

す。公募型プログラムは、むしろ既存予算で実施すべきだということで、私どもが国公私

共通で助成をしたいということについては、われわれの努力不足もあってなかなか理解が

得られません。それに対応して、国立については国費による助成、私立については私学助

成等による助成ができますが、公立大学に対するわれわれの支援手段が非常に限定的であ

り、悩ましい状況にあります。これは単に私個人としてのお願いですが、教職大学院、教

員養成の議論についても、国立・私立だけでなく、公立大学セクターも仲間に入れていた

だいて、侃々諤々の議論をしていただければと思います。特に公立大学は、知事や市長が

つくる大学です。つまり、地方の現場のニーズに基づいてつくられている大学なので、そ

ういう地域のニーズと国立大学、私立大学のニーズとの調整が必要ではないかと思います。 

 レジュメをきちんと書いてきたつもりでしたが、シラバスどおりに行きませんでした。

これは学生さんから大いに批判を受けると思いますが、これはお二人のお客さまのご議論

に刺激されたものですので、ご容赦いただければと思います。 

 

質疑応答 

 

（司会） 本日は、磯田高等教育局長をお招きしてご講演を賜りました。せっかくの機会

ですので、フロアからご質問をお受けしたいと思います。ご質問のある方は挙手をよろし

くお願いします。 

 

（Q1） 筑波大学大学院 1年生の末吉です。私は現職の教員でもあり、幸いなことに学び

の場を 2年間与えていただきましたが、教職大学院の現状と課題について、教員仲間の特

に若い世代と話をしていて、現場教員の学びのニーズがすごく多様化していると感じまし

た。例えば教科の専門性を向上させよう、スキルアップを考えようとした場合、必ずしも

学びの場が教職大学院だけではなく、大学院の修士は 4種類ありますが、どちらかという

と一般的なマスターコースで学びたいという意見があります。教職大学院以外に、一般的
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な研究活動を行っていく大学院での学びを今後さらに広く認めていただくことは、政府や

文科省として、教職大学院にプラスアルファという形で考えていただけるのでしょうか。 

 もう一点は要望ですが、そのような教職大学院以外の大学院に行く教員に対するサポー

トを今後さらに充実させていただけないでしょうか。よろしくお願いします。 

 

（磯田） 一般の大学の修士課程や博士課程で勉学をしたいという議論は、従来からあり

ます。古くは内留において、例えば教科教育法を学んでいくということがあります。今か

ら 20年前の議論で、当時私がいた教育委員会が非常に厳しい批判を受けたのは、『源氏物

語』を勉強することがどうして現場の小学校教育に役に立つのかということでした。そこ

はなかなか悩ましいところがあります。特に高等学校においては、物理や化学などは学問

の進展が激しいので、知識をリニューアルしていただかないとなかなか追いつかないとい

うことがあるので、教科の専門性は非常に大事だろうと考えています。 

 また、よく申し上げることですが、大正の教育改革がなぜあれほど進んだかというと、

附属学校等に実践力と研究力の優れた教員がいたからです。倉橋惣三さんなどさまざまな

学者の名前が思い起こされますが、彼らは教員でありながら学者でした。教育学を極める

という意味では、東大が言っているような、例えば博士号を持った小学校教員のようなイ

メージのものがあっていいのだろうと思います。教科の専門性、教授法、あるいは教育学

の進化は必要だろうと思ってはいますが、現代で求められているのは、そうしたものと、

子ども理解や指導法などのどちらなのかということがあるのではないかと思います。 

 それから、現在非常に強く主張されているのは、いわゆる学校経営の問題です。これに

ついてよく私が非常に平たく申し上げるのは、鍋ぶたの教室王国論です。つまり、一人の

教員が一人の力しか出せないという教員組織では駄目ですが、ピラミッド型の軍隊的組織

でも、知識基盤社会と学校のような知識を生産する組織においては不十分なのです。それ

にも関わらず、多くの校長先生は「黙っておれについてこい」という学校像が大好きです。

「そんなもので誰も運用はできません。あなたが校長になったからといって、誰もついて

こないですよ」とさんざん申し上げますが、まるでこれを金科玉条のように考える人たち

がいます。実際に必要なのは、オープンなシステムとネットワークをつくり、いかにネッ

トワークを駆使してそれぞれの構成員に力を出させ、全体として学校教育目標に向かって、

あるいは保護者の信頼に適切に応えられるような学校運営をしていくかということです。

ですから、組織、学校経営、あるいは保護者との関係という意味では、児童理解を含めた
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コミュニケーション能力が非常に大事なのだろうと思います。 

 こういう分野についての議論は多くありますが、教科内容についての議論は、学年や段

階によると思います。小学校段階の先生方にそれが強く求められるのかどうかということ

については、教育委員会側でいろいろな議論があろうと思います。高等学校関係について

は、場合によっては中学校や小学校でも、理科の教科について専門性を高めてほしいとい

うことがあるのかもしれません。全体としては、それぞれの教育委員会、あるいは私立学

校では学校が、それぞれの学校にどのような能力が欠けていて、どのような点を最も強化

すべきものと考えているかということとつながるのではないかと思います。 

 申し訳ありませんが、教員ご本人の願いと、教育委員会や私立学校であれば学校側の願

いが、完全に一体になるわけではありません。そこには乖離があるので、それを個人の教

員の方々が教育委員会側や学校と調整する必要があるのではないかと思っています。 

 それから、それに対する財政的な指導や支援、あるいは実際に現場から大学院にいらっ

しゃる先生方以外の先生たちにも参加できるような道をもっと支援してほしいというご要

望についてです。大原先生のお話にもありましたように、わが国の財政は非常に厳しく、

都道府県も同様です。端的に申し上げると、都道府県の人件費削減の努力の中で非常に厳

しいのが警察官と教員で、これがかなりの部分を占めています。そういう現実にもかかわ

らず、首長の方々は、安心・安全の問題にかかわる警察官や、未来の子どもたちに対する

投資としての教育予算の確保にご尽力いただいています。その中での優先順位の問題にな

ってくると思います。 

 ですから、40人学級は維持していいから、その代わりに研修等定数を増やしてほしいと

いうのは一つの選択肢です。逆に、35人学級を優先して、研修等定数の削減はある程度甘

受せざるを得ないというのも選択肢です。どちらを選ぶかというのは一つの論点だろうと

思います。もう一つは、夜学等、あるいは休職をして研修にご参加いただくなど、さまざ

まな仕組みをつくることによって、限られた資源の中で、われわれがどのように支援して

いくかということではないかと思っています。 

 厳しいようですが、一言申し上げると、私もこの世界に行政官として長く生きておりま

すが、国から全面的な支援を受けて研修をしているわけではありません。2 年間だけは大

学院に行かせていただきましたが、その後は自分で同僚の早稲田大学の先生方や、学芸大

の先生方、あるいはさまざまな外部の方々からご指導をいただいている日々です。お気持

ちは分かりますが、そこは選択の問題として教育界で、何がより重要かということをご判
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断いただきたいと思っています。現在、私どもとしては、35人学級の実現が最優先の課題

であると認識しています。 

 

（司会） ありがとうございました。それでは、会長の加治佐からお礼の言葉を申し上げ

ます。 

 

（加治佐） どうもありがとうございました。お人柄がよく表れたソフトな語り口で、通

常の官僚の方とはだいぶ違うという印象を受けました。ご自身でおっしゃったように、ス

ライドやパワーポイントに即さないお話で、私も最初はどうなるかと思いましたが、結果

的には非常に分かりやすかったという印象を持ちました。 

 教職大学院にとって、幾つかの非常に本質的かつ基本的なご指摘をいただいたと思いま

す。知識基盤社会において専門職大学院、教職大学院がどうして必要なのか、そこで求め

られる人材は何なのか。あるいは、現場の大原先生が指摘された、現場での実践的指導力

を養うために、教職大学院でやるべきことは何か。あるいは、実務家教員の質とその確保

や社会人学生の確保、またダイバーシティの視点からの開放制の有意性。あるいは、なる

ほどと思いましたが、総合大学での教職大学院の展開が弱いこと。そして、教員養成は本

当に大学で行う必要があるのかどうかなど、さまざまな本質的なご指摘をいただいたと思

います。 

 いずれも重要ですが、その中でもわれわれにとって特に大事なことは、本当に基本にか

かわる、教職大学院では何をするのかという問いだと思います。これから教員になる人や

現職教員にどのような力を養うのかということです。大原教育長が、実践的指導力は現場

での 1年ないし 2年の研修で十分付くのだとおっしゃいました。それに対して、私やわれ

われ教職大学院の者はその答えを用意しているとは思いますが、磯田局長からも最後の方

でそのお答えをいただいたと思います。少し表現は違うかもしれませんが、実践的指導力

の基礎になる力だということです。それは、教員として実践的指導力を高めていくための

学び続ける力、あるいは新しい教育方法やカリキュラムを生み出すような、開拓力、開発

力、研究力を養う必要があります。そうでなければ、5 年ですぐに飽きられてしまう、賞

味期限が切れてしまうというようなご指摘をいただいたかと思います。 

 最後の方でお話があったように、大学教育の充実経費が 101億円、教員養成機能の充実

経費の 27億円が概算要求で財務省に提出されており、非常に厳しい状況だとは伺っていま
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ほどと思いましたが、総合大学での教職大学院の展開が弱いこと。そして、教員養成は本

当に大学で行う必要があるのかどうかなど、さまざまな本質的なご指摘をいただいたと思

います。 

 いずれも重要ですが、その中でもわれわれにとって特に大事なことは、本当に基本にか

かわる、教職大学院では何をするのかという問いだと思います。これから教員になる人や

現職教員にどのような力を養うのかということです。大原教育長が、実践的指導力は現場

での 1年ないし 2年の研修で十分付くのだとおっしゃいました。それに対して、私やわれ

われ教職大学院の者はその答えを用意しているとは思いますが、磯田局長からも最後の方

でそのお答えをいただいたと思います。少し表現は違うかもしれませんが、実践的指導力

の基礎になる力だということです。それは、教員として実践的指導力を高めていくための

学び続ける力、あるいは新しい教育方法やカリキュラムを生み出すような、開拓力、開発

力、研究力を養う必要があります。そうでなければ、5 年ですぐに飽きられてしまう、賞

味期限が切れてしまうというようなご指摘をいただいたかと思います。 

 最後の方でお話があったように、大学教育の充実経費が 101億円、教員養成機能の充実

経費の 27億円が概算要求で財務省に提出されており、非常に厳しい状況だとは伺っていま

19 

す。ただ、とりわけ教員養成機能の充実経費ですが、今までと違って、少なくとも文部科

学省は、われわれ教員養成大学、あるいは教職大学院に対する積極支援の姿勢を持ってい

ることは十分に読み取れると思っています。そういう意味で、本当に心強く思っています。

今後とも、文部科学省高等教育局長にはご支援をよろしくお願いしたいと思います。 

 今日は本当に有意義なお話をありがとうございました。感謝申し上げます。 

 

（司会） 磯田局長、ありがとうございました。 
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平成２３年１２月１１日

教職大学院の現状と課題

文部科学省 高等教育局長

磯田 文雄

日本教職大学院協会シンポジウム

１ 教職大学院制度の概要

P1
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• 「知識基盤社会」の到来や、グローバル化、情報化、少子化、高齢化、社会全体の高学歴
化等を背景に、社会構造の大きな変動期

• 政治・経済・文化等のあらゆる分野において、人材の質がその有り様を大きく左右する社
会であり、教育の質が一層重要

• 生産性の高い知識集約型の産業構造に転換し、国際的な競争力を維持していく上で、既
存知の継承だけでなく未来知を想像できる高い資質能力を有する人材を育成する
ことは、極めて重要な課題

• 一人一人が自らの頭で考え、行動していくことのできる自立した個人として、心豊かに、
たくましく生き抜いていく基礎を培うことが重要

これからの学校は・・・
子どもたちの知・徳・体にわたるバランスのとれた成長を目指し、高い資質能力
を備えた教員が指導に当たり、保護者や地域住民との適切な役割分担を図りな
がら、活気ある教育活動を展開する場となる必要がある。

平成１８年７月 中央教育審議会答申

「今後の教員養成・免許制度の在り方について」

教職大学院設立の背景

○社会の大きな変動の中、大学院段階で養成されるより高度な専門的職業能力を備
えた人材が求められる

○機能が不分明だった大学院の諸機能を整理し、専門職大学院制度を活用した教員養
成教育の改善・充実を図る

○力量ある教員養成のためのモデルを提示
P2

科学技術の進展や社会・経済のグローバル化に伴う、社会的・国際的に活躍できる高
度専門職業人養成へのニーズの高まりに対応するため、高度専門職業人の養成に目的
を特化した課程として、平成15年度に創設。

法曹（法科大学院）、会計、ビジネス・MOT（技術経営）、公共政策、公衆衛生等の様々
な分野で開設が進み、平成20年度には、実践的指導能力を備えた教員を養成する教職
大学院が開設し、専門職大学院は、高度で専門的な知識・能力を備えた高度専門職業
人を養成することが期待されている。

時代が求める新しいタイプの大学院

教職修士（専門職）法務博士（専門職）○○修士（専門職）修士（○○）学位

①同左
②学校実習及び共通科目を必修

①同左
②少人数教育を基本（法律基本科

目は５０人が標準）

①事例研究、現地調査、双方向・多
方向に行われる討論・質疑応答

－具体的な授業方法

３割以上

３０単位以上

２年

専門職学位課程

－認証評価

４割以上２割以上
－

実務家教員

４５単位以上
（うち１０単位以上は学校等での実
習）

９３単位以上
30単位以上

修士論文の作成
（研究指導）

修了要件

２年３年２年修業年限

教職大学院
（平成２０年度～）

法科大学院
（平成１６年度～）

修士課程

実務家教員のほか、専攻ごとに配置しなければならない専任教員数は、修士課程より多く設定され、

かつ、学部等の他の課程の専任教員の兼務も原則禁止し、教員組織を充実

教育課程や教員組織等の教育研究活動の状況について、文部科学大臣より認証を受けた認

証評価団体の評価を５年毎に受審することを義務付け、教育の質保証を図る仕組みを担保

専門職大学院
（平成１５年度～）

専門職大学院制度の概要

P3
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①フィールドワーク ②ワークショップ
③シミュレーション ④ロールプレイング

職業分野に応じた柔軟で実践的な教育を実施。授業方法も、実習、事例研究等が中

心。
また、実際に産業界・実業界で活躍する実務家教員が、産業界等の最前線の実務の

専門的識見・経験をもとに、知見を理論化した授業を行うなど、理論と実務を架橋した教
育が受けられる。

①社会人に配慮した入学者選抜 ②夜間開講

③サテライトキャンパス ④１年コース

実際に社会で活躍する職業人に更に高度な専門性、最新の知識・技術を身に付け
させるための継続的な学習の機会を提供することも、専門職大学院の重要な役割。
社会人が学びやすい仕組みとしている専門職大学院も多くある。

柔軟で実践的な教育

社会人学生への配慮

専門職大学院の特徴

○研究者ではなく、高度で専門的な職業能力を有する人材を養成
○研究中心ではなく、理論と実務を架橋した高度で実践的な教育
○研究者教員だけでなく、高度な実務能力を有する実務家教員を一定割合配置

P4

１．教職大学院の特性（既存の修士課程との違い）

① 実務家教員（教職等としての実務経験のある教員）を必要専任教員の４割以上
置くことを法令上規定。

② ４５単位のうち１０単位以上は学校等での実習を行うよう義務化。

③ 既存の修士課程では学生が専門分野の研究に従事しているが、教職大学院
では研究指導を受けることや修士論文の提出が義務づけられていない。

④ 大学は７年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務づけられているが、
さらに、教職大学院は５年に１回、分野別の認証評価が義務付けられている。

２．現状（平成２３年度）

① 教員就職率（臨時的任用を含む）【平成２２年３月卒業者】

： ９０．０％ （国立教員養成大学・学部５９．６％）

② 入学定員充足率 ： ９２．４％ （前年度より３．６％減）

③ 志願者数 ：１，１０２人 （前年度より９６人減）

④ 入学者数 ： ７６７人 （前年度より３９人減）
現職教員 ３５６人（前年度より３６人減）
学部新卒学生等 ４１１人 （前年度より３人減）

教職大学院（専門職学位課程）制度の概要

P5
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教職大学院の現状（平成２３年度）

№
設置
年度

研究科・専攻名 位　　置 №
設置
年度

研究科・専攻名 位　　置

1 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 45 北海道 20 21 教職研究科　教職実践専攻 30 千葉県

2 20 教育学研究科　高度教職実践専攻 32 宮城県 21 20 教職研究科  教職専攻 25 東京都

3 21 教育実践研究科　教職実践専攻 20 山形県 22 20 教育学研究科　教職専攻 20 東京都

4 20 教育学研究科　教職リーダー専攻 16 群馬県 23 21 教職研究科　教職実践専攻 30 東京都

5 20 教育学研究科　教育実践創成専攻 30 東京都 24 20 教職研究科　高度教職実践専攻 60 東京都

6 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 50 新潟県 25 20 初等教育高度実践研究科  初等教育高度実践専攻 20 静岡県

7 20 教育学研究科　教職開発専攻 30 福井県

8 22 山梨大学大学院 教育学研究科　教育実践創成専攻 14 山梨県

9 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 20 岐阜県

10 21 教育学研究科　教育実践高度化専攻 20 静岡県

11 20 教育実践研究科　教職実践専攻 50 愛知県

12 20 京都教育大学大学院 連合教職実践研究科　教職実践専攻 60 京都府

13 20 学校教育研究科　教育実践高度化専攻 100 兵庫県

14 20 教育学研究科　教職開発専攻 20 奈良県

15 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 岡山県

16 20 学校教育研究科　高度学校教育実践専攻 50 徳島県

17 21 教育学研究科　教職実践専攻 20 福岡県

18 20 教育学研究科　教職実践専攻 20 長崎県

19 20 教育学研究科　教職実践開発専攻 28 宮崎県

入学定員（人）

２５大学 830 人

大　学　院　名

聖徳大学大学院

創価大学大学院

玉川大学大学院

帝京大学大学院

早稲田大学大学院

常葉学園大学大学院

鳴門教育大学大学院

福岡教育大学大学院

長崎大学大学院

宮崎大学大学院

愛知教育大学大学院

兵庫教育大学大学院

奈良教育大学大学院

岡山大学大学院

上越教育大学大学院

福井大学大学院

岐阜大学大学院

静岡大学大学院

宮城教育大学大学院

山形大学大学院

群馬大学大学院

東京学芸大学大学院

大　学　院　名 入学定員（人）

北海道教育大学大学院

P6

②設置計画履行状況等調査（アフターケア）

①認証評価
大学には7年ごとに機関別の認証評価を受けることが義務付け。
さらに、教職大学院には、5年に1回、分野別の認証評価を義務付け。

○ 教職大学院に関する認証評価機関として、平成22年3月に、「教員養成評価機構」が
認証評価団体として認証され、平成２２年度から認証評価を実施。
平成22年度は6大学について実施。平成23年3月に評価結果を公表。

○ 「教育の課程と方法」、「教育の成果・効果」、「教育委員会及び学校等との連携」
などの項目について評価し、対象の6大学すべてが適格認定。

★教員養成評価機構が行う認証評価には、 大学サイドに加え、
・全国都道府県教育長協議会 ・全国連合小学校長会 ・全日本中学校長会
・全国高等学校長協会 ・全国特別支援学校長会 ・（社）日本PTA全国協議会

等の学校関係者が参加

平成22年度調査対象23大学の
うち13大学に実地調査を実施、

4大学に留意事項が付された。

（参考：平成21年度調査対象24大学中、
留意事項を付された大学…20大学）

【主な留意事項】
・教員委員会との連携
カリキュラムや教育方法などの運営全般に関して教育委員
会等の要望を踏まえた改善を行うこと

・入学者の確保
学生の質を保ちつつ、安定的に定員を確保すること

教職大学院の質の保証

P7



─ 34─

２ 教職大学院制度の取組状況と成果・課題

P8

● 教職大学院制度については、平成２０年度の制度発足以来４年が経過、本年３月には

２回目の修了者を輩出するなど一定の運用結果が判明しつつある

● 一方、最近新たに教職大学院を設置しようとする動きはなく、現在２５大学／８３０名

の入学定員の規模で落ち着いている状態

● 一部の教職大学院では、①入学定員充足率が大幅に下回っている事例や、②学部新

卒者の受験者数と合格者数が同数となり学生の質に留意する必要がある事例等が存在

〔学生の声の一例〕

・ 期間採用や非常勤講師として活動していたが、正規

採用を目指して教職大学院に入学、授業での理論を

学びたい 【学部卒】

・ 教採に落ち、臨採と悩み、実力に不安があったから

教職大学院を志望【学部卒】

・ 現職教員学生とは知識・経験に差があり、合同授業

をすると追いつけない 【学部卒】

・ 現職教員学生にとって、これまでの教師経験に対す

る理論的裏付けと反省ができる点が良い 【現職】

・ 学部新卒生の感覚や発想は新鮮、どのような授業

を合同で行うか、分けて行うかは大学が工夫すべき

【現職】

〔大学の声の一例〕

・ 採用試験に合格すると、教職大学院への進学を迷っ

ていた学生は教員へいってしまう

・ 学生には、４５単位以上必要な教職大学院に入学する

メリットは見えにくく、３０単位で専修免許状がとれる修士

課程に入学する傾向がある

〔教育委員会の声の一例〕

・ 応募者が増えない一因として、県内に３０～４０代の教

員が少なく、学校の柱として活躍していることがある

・ 生徒指導、家庭的な背景から手をかけるべき子ども、

特別支援が必要な子どもに対応できる力を身につけるこ

とができるカリキュラムがほしい

・ 実践的なカリキュラムや研究に取り組んでほしい

教職大学院の成果と課題

P9
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○ 兵庫教育大学

① 校長や副校長、教頭などの学校経営の専門職や教育行政職を養成
② 大学院レベルにおける多様な背景を持つ即戦力新人教員を養成
③ 教職大学院研究・連携推進センターを設置

連携協力校や教育委員会と連携し、教職大学院のモデル教材開発や、院生へのリ
メ ディアル（補習）教育プログラムの実施、実習のコーディネート、修了生への継続的
な支援を実施
④ 先導的研究・事業を実施

・教員養成における「４プラスアルファ」のカリキュラム研究を実施
・教育長のリーダーシップを育成する「全国市町村教育長セミナー」を開催

大学の取組事例①

○ 岡山大学
① 学校現場の課題をテーマに、「教育実践研究」を展開

「教育実践研究」の学問的方法の基礎を「教育実践研究の方法」で学び、研究者教員・実務家教
員がチームを組んで定期的にグループ指導を行う。さらにテーマに即した指導教員による個別指導
と、現職教員には岡山県教委の指導主事の指導も行われている。学校現場・教育委員会・教職大
学院が課題意識を共有し一体となって指導し成果を報告書として公表している。

② 情報共有と交流のための教職大学院 Social Networking Service 「こらみゅ」 の設置
院生は実習日誌やレポート等を「こらみゅ」に投稿し、閲覧した大学教員は指導助言を投稿する。
これらのやりとりは、該当院生と大学教員だけが行うのではなく、教職大学院に関係する教員・

院生・修了生等も参加して学びの場を形成している。

P10

○ 玉川大学
① 小学校教員の養成に特化

・授業内容を小学校の実態に焦点を合わせることで、質の高い授業内容を提供

② 集中型の教育実習を実施
・主に学部新卒学生を対象として、１０週間の教育実習を分散せず１学期間に集中して実施
・授業づくり、児童理解に力を入れた指導を行っている

③ 「脳科学」や「コンピュータネットワーク」と教育など、大学の知見の活用

大学の取組事例②

○ 群馬大学
① 研究者教員と実務家教員との協働
・ほぼすべての授業・実習指導・課題研究指導において、研究者教員と実務家教員とのチーム・
ティーチングを実施。

② ＦＤ活動
・授業担当の全教員が参加する「授業研究会」を実施し、教育研究方法や学生への指導のあり方
を検討。
・院生の意見や要望を聴き取る「教員と院生の懇談会」を開催。
・修了生、修了生勤務校への聴き取り調査を通じて、大学院で獲得すべき教師スキルの解明を目
指す。

③ 実習の充実
・１年次に２８０時間、２年次に２４０時間の実習。現職教員学生に対する実習免除は行っていない。
・実習のなかで、実習校以外にも授業公開し、実践検討会を実施。
・実習と課題研究の成果は、公開の報告会で発表し、学外の評価委員からも評価を受ける。

P11



─ 36─

給与や処遇面への反映
・東京都において、管理職試験合格者を教職大学
院に派遣

名簿搭載期間の延長
・１～３年の事例。大学院修了までという事例もあ
る。

採用試験免除
・大学が推薦した者について第１次選考試験免除

・第１次試験免除、一部試験科目の免除

初任者研修免除
・実施しているのは東京都と岡山県の一部の実習
のみ

・初任者研修との整理は重要な課題

奨学金・授業料減免措置
・現職教員を対象として、成績優秀な者が対象

・企業等からの研究奨学金を給付

修了のメリット等に関する取組

学部との接続コース
・教職大学院につながるコースの設定

・学部２年生を対象に特別選抜を実施

一年コース
・教職経験を一定期間有している者、実習免
除の対象となる実務経験を有している者など
の基準を設けている

長期履修コース
・夜間クラスに在籍する者、勤務をしながら在
学する者など

小学校免許取得コース
・３年又は４年のコースを設定

実習免除
・一定の教職経験者を対象に、実習が目的と
する能力を身に付いているかどうか判断

P12

入学定員充足率 ９２．４％ （志願者数１，１０２名、入学者７６７名）【平成２３年度】

（ 平成２２年度 ９６．０％、 平成２１年度 ９０．４％ ）

・全体的には充足状況の改善傾向。

・教育委員会からの派遣による現職教員の減少や、一部の大学における入学者の伸
び悩みが見られる。

・より一層志願者・入学者の確保に努める必要性。

・入学者の質の確保に留意。

教員就職率（臨時的任用を含む）：９０．０％ 【平成２２年３月卒業者】

（参考）国立教員養成大学・学部 ： ５９．６％

方策１） 教職大学院修了者へのメリットの付与（教育委員会と連携）

方策３） 教育委員会のニーズを踏まえた教職大学院の改善・充実

方策２） 学校現場・学部学生等への一層のPR、学生への配慮

方策１） 修了生のフォローアップ（学部卒で就職した者との違い）

方策２） 修了生のネットワークの構築、理論と実践の架橋の支援

教員就職状況と入学定員充足率
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入学定員 志願者数

706名

826名
840名 830名

947名

1,121名

1,198名

1,102名

教職大学院全体の入学状況① （入学定員と志願者数の推移）

○ 平成２０年度創設以降、入学定員及び志願者数について年々増加していたが、平成２３年度

はともに減少

（名）
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教職大学院全体の入学状況② （入学者数と入学定員充足率の推移）

○ 入学者数については年々増加していたが、平成２３年度は若干減少

○ 入学定員充足率については、創設以来、９割以上を維持
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644名

747名
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767名

91.2％ 90.4％

96.0％ 92.4％
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教職大学院全体の入学状況③ （現職教員と学部新卒者等の比率の推移）

○ 現職教員と学部新卒生等の比率について、平成２０年度創設以降、現職教員の割合が半数を

越えていたが、その後、学部新卒生等の割合が年々増加

0% 25% 50% 75% 100%

平成20年度

平成2１年度

平成22年度

平成23年度

現職教員 学部新卒生等

５１.1％ ４８.９％

５１.５％ ４８.５％

５１.４％４８.６％

５３.６％４６.４％
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【理論と実践の架橋】

・研究者教員と実務家教員の協働体制

・カリキュラムの改善

・研究者教員・実務家教員の要件・育成

【実習の在り方・指導体制】

・実習免除の位置付け

・実習を指導する教員の資質能力

【教育委員会との連携】

・教育内容の改善

・初任研等の研修における大学の役割の拡大

・学校経営分野の強化

・教育センターとの連携

① 教職大学院の教育内容・教育体制等の見直し

② 大学教員の資質向上のための取組

③ 学部・既存の修士課程等の教員養成課程全体の見直し など

これまでの取組から見えてきた課題の例

【大学教員の資質向上】

・学生や教育委員会からなどの様々な評価の活用

・大学内でのカリキュラム等の検証スキームの確立

【学部・既存の修士課程との連携】

・教科専門との関係

・学部段階での実務家教員の活用

・既存の修士課程での実習

・実習や学校ボランティア等の在り方

【修了生の質の保証】
・教職大学院の成果の検証

【大学間連携】
・大学間で連携した質保証システムの試行
・地域の教員養成をリードする役割

P17
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３ 教育上の課題と教員に求められる力

P18

○ 近年、社会状況の変化や子どもの変化等を背景として、①学力の向上への対応、暴力行為、いじめ

等の生徒指導上の課題への対応、特別の支援を必要とする児童生徒への対応、家庭や地域力の低

下等、教員が対応すべき課題の急増、②今後１０年間に教員全体の約３分の１の教員が退職し、経

験の浅い教員が大量に誕生することが予想されること、③新人教員について、実践的指導力やコミュ

ニケーション力等が十分に身に付いていないとの指摘があること、④社会状況の変化や国際化、科学

技術の進歩に対応し、専門職である教員にもより高度な専門職としての資質が求められていること、

等を背景に、教員養成においてこれまで以上に高度な実践的指導力やコミュニケーション力等の育

成が求められている。

○ このため、平成２２年度入学生のカリキュラムから導入される教職実践演習の確実な実施など、大学

における教員養成教育の質的な充実をさらに進めるとともに、学士課程修了後も、高度な実践的指

導力を身に付けるための学びを続け、確実に教員としての資質能力を向上させる必要がある。

○ これらを踏まえ、教員養成は、学部４年に加え、１年から２年程度の修士レベルの課程等での学修を

要すること（修士レベル化）について、今後検討を進める。

○ ・・・（以下略）・・・

平成２３年１月 中央教育審議会 審議経過報告
「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」

１．教員養成の在り方
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教科に関する調査の結果

○算数の勉強が好きな小学生の割合が21年度と比べやや低く

なるなど，今後注意して見ていくべき項目もあるが，関心・意

欲・態度，宿題，基本的生活習慣等の多くの項目で肯定的な

回答をした小中学生の割合が高くなっている。

○３歳から６歳までの間に，「幼稚園に通っていた」，「保育所に

通っていた」，「どちらにも通っていなかった」小中学生の順に，

正答率が高い傾向が見られる。

児童生徒質問紙の結果

我が国の子どもたちの学力と学習の状況①

○ 平成２２年４月２０日実施，７月３０日結果公表（提供は教育委員会：７月３０日，学校：８月２日）
○ 小学校第６学年，中学校第３学年の児童生徒（約74万人）が対象

（95％の確率で，各都道府県の平均正答率が，誤差１％以内の精度（抽出率約30％））
○ 対象教科は国語，算数・数学 （児童生徒と学校に対する質問紙調査も実施）
○ 「知識」と「活用」（知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力など）に関する問題を出題

○国語，算数・数学の宿題をよく与える，宿題の評価・指導を

よく行う，国語の指導として書く習慣を身に付ける授業を行

う，ＰＴＡや地域の人々の参加等，学力向上のための取組

等が増加。

○家庭学習の取組として，調べたり文章を書いたりしてくる宿

題を出していた学校の方が平均正答率が高い傾向が見ら

れる。

学校質問紙の結果

◆ 平成22年度全国学力・学習状況調査の結果から

○「活用」に関する問題で，記述式問題を中心
に課題が見られる。

※資料や情報に基づいて自分の考えや感想を明確に記述

すること，日常的な事象について，道筋を立てて考え，数

学的に表現すること 等

○各設問を個別に見ると，「知識」に関する問題
においても継続的な課題が見られる。

※文の構成を理解し，伝えたい内容を適切に書いたり，推

敲したりすること，割合や比例など，２つの数量の関係を

理解すること 等

○中学校調査のうち，19年度調査を踏まえた問

題において，小学校調査から引き続き課題が

見られるものがある。
※スピーチなどにおける話し方の工夫をとらえる，円の面積

をもとめる 等
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・ＰＩＳＡ調査；ＯＥＣＤが15歳児（我が国では高校1年生）を対象に実施◆ ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（PISA）の結果から

◆ ＩＥＡ国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ２００７）の結果から
・ＴＩＭＳＳ調査はＩＥＡ（国際教育到達度評価学
会）が昭和39年から行っている調査で、2007
年は、小学４年生と中学２年生を対象に算数・
数学、理科について調査。

・ＰＩＳＡ調査のように「活用する力」ではなく、
学校カリキュラムを通してどの程度知識が身
についたかを調査。

・我が国の児童生徒の学力は、国際的に見て
上位。平均得点はすべて前回以上だが、統計
上の誤差を考慮すると前回と同程度。

・小学校で一部改善が見られるが、学ぶ意欲や
学習習慣に課題があり、また、テレビやビデオ
を見る時間が長く、家の手伝いをする時間が
短いなど生活習慣にも課題。

※１ 2000年、2003年の共通領域の結果で比較
※２ 出題の枠組みが変わったため、比較可能な共通問題の結果で比較

1.0
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0.6

1.6
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0.0

0.5

1.0
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2.0

2.5

3.0

宿題をする テレビやビデオを見る 家の仕事（手伝い）をする

一
日
当
た
り
の
平
均
時
間

日本

国際平均値

中学校中学校

算数 理科

2007年 70% 87%

2003年 65% 81%

国際平均（2007） 80% 83%

勉強は楽しいと思う
（小学校）

2007年
（第５回）

2007年
（第５回）

2003年
（第４回）

2003年
（第４回）

５７０点
(５位/４８か国)

５５４点
(３位/４８か国)

５７０点
(５位/４６か国)

５５２点
(６位/４６か国)

５６８点
(４位/３６か国)

５４８点
(４位/３６か国)

５６５点
(３位/２５か国)

５４３点
(３位/２５か国)

中学校

数学 理科

小学校

算数 理科

我が国の子どもたちの学力と学習の状況②

科学的
リテラシー
2006年調査の

中心分野

有意に低下

有意差なし 有意に上昇

有意差なし

数学的
リテラシー
2003年調査の

中心分野

読解力

2000年・2009年
調査の中心分野 有意に低下

有意差なし

前回と共通領
域の正答率
は変化なし
（※１）

共通問題の
正答率は変
化なし（※２）

有意差なし

全参加国・地域

ＯＥＣＤ加盟国

＜フィンランドに次ぐ
上位グループ＞

５２２点(8位/32ヵ国)
(8位/28)

＜上位グループ＞

５５７点(1位/32ヵ国)

(１位/28)

＜上位グループ＞

５５０点(２位/32ヵ国)

(２位/28)

＜上位グループ＞

５４８点(２位/41ヵ国)

(２位/30)

＜上位グループ＞

５３４点(６位/41ヵ国)

(４位/30)

＜ＯＥＣＤ平均と
同程度＞

４９８点(14位/41ヵ国)
(12位/30)

２００３年
平成15年7月調査実施、

翌年12月公表

２０００年
平成12年7月調査実施、

翌年12月公表

＜上位グループ＞

５３１点(６位/57ヵ国)

(３位/30)

＜ＯＥＣＤ平均より
高得点グループ＞

５２３点(６位/57ヵ国)
(10位/30)

＜ＯＥＣＤ平均と
同程度＞

４９８点(15位/57ヵ国)
(15位/30)

２００６年
平成18年6、7月調査実施、

翌年12月公表

２００６年
平成18年6、7月調査実施、

翌年12月公表

＜上位グループ＞

５２９点(９/65ヵ国)

(４位/34)

＜上位グループ＞

５２０点(８位/65ヵ国)

(５位/34)

＜上位グループ＞

５３９点(５位/65ヵ国)

(２位/34)

２００９年
平成21年6、7月調査実施、

翌年12月公表

全参加国・地域

ＯＥＣＤ加盟国

全参加国・地域

ＯＥＣＤ加盟国
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平成５年度 平成２０年度

１．９倍

0.17
%

0.32
%

小学校 中学校

平成５年度 平成２０年度

２．２倍

2.７７
%

1.24
%

不登校児童生徒の割合 学校内での暴力行為の件数

平成18年度 平成20年度

１．９倍

小学校

3,494
件

6,600
件

平成18年度 平成２０年度

中学校

27,540
件

39,382
件

通級による指導（注）を受けている児童生徒数 特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍

する児童生徒数（国・公・私立計）

（注） 平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍
する児童生徒数を合計した数字 (注) 平成５年度については、盲・聾・養護学校に在籍する児童

生徒数
を合計した数字。

（注） 要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、準
要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ずる
程度に困窮している者をいう。

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数

１．４倍

平成５年度 平成22年度

４．７倍

11,963
人

小学校

平成５年度 平成22年度

１４．８倍

296人

中学校

平成５年度 平成21年度

１．８倍

小学校・小学部

平成５年度 平成21年度

１．６倍

中学校・中学部

平成７年度 平成２1年度

１．６倍

要保護

平成７年度 平成２1年度

２．０倍

準要保護

56,254
人

(うち自閉症、

ＬＤ、ＡＤＨＤ
18,850人）

4,383
人

(うち自閉症、

ＬＤ、ＡＤＨＤ
2,751人）

学級
45,650人

学級
101，019人

8.7
万人

13.7
万人 67.9

万人

135.1
万人

(注) 通常学級に在籍しながら週に１～８単位時間、特別な場で指導を行う教育

形態

小中学校における通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等

学習面や行動面で著しい困難のある児童生徒の割合は約6.3％と推計され

ている(H14年度)。

学校

29,201人
学校

35,889人
学校

21,290人

学級
23,600人

学級
44,412人

学校
27, 662人

学校現場が抱える問題の状況について

平成22年度 平成22年度

日本語指導が必要な外国人児童生徒数

平成５年度 平成２０年度

小学校

7,569
人

19,504
人

平成５年度 平成２０年度

中学校

2,881
人

7,576
人

２．６倍

２．６倍
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●昭和４１年度調査

学

校

行

事

●平成１８年度調査

残業時間

授　業
授 業 準 備
成績処理等

授　業
授 業 準 備
成績処理等

学校行事

学

校

行

事

学校行事 事務的な業務
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務
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な

業

務

自

主

研

修

自

主

研

修
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憩
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修

（
校

務

）

補

習

・

部

活

等

生徒指導等

事

務

的

な

業

務

補

習

・

部

活

等

保

護

者

対

応

等

授

業

準

備

・

成

績

処

理

等

研

修

（
校

務

）

補

習

・

部

活

等

保

護

者

対

応

等

授

業

準

備

・

成

績

処

理

等

保護者対応等

月
約
８
時
間

月
約
　
時
間

３４

教員勤務実態調査（昭和４１年度調査と平成１８年度調査の比較）

・昭和４１年度と比べ、「事務的な業務」、「生徒指導等」、「補習・部活動等」の業務が増えている。

出典：文部科学省「教員勤務実態調査」

多忙化する教員の勤務実態
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文部科学省調べ【合計】 558,127人 44.4歳

5,471
7,793

8,732
10,027

10,759
11,481

11,647
11,769
11,961
11,935

11,306

11,902
12,327

12,898
12,933
12,687
13,098

14,459
15,876

14,613
15,809

17,692
18,246

19,346
20,336

21,476
22,586

24,114
23,655

22,531
21,080

19,776
17,542

14,613
12,116

22
4
0

63

11,216
10,674

11,556

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000

20歳(平成63年度退職）
21歳(平成62年度退職）
22歳(平成61年度退職）
23歳(平成60年度退職）
24歳(平成59年度退職）
25歳(平成58年度退職）
26歳(平成57年度退職）
27歳(平成56年度退職）
28歳(平成55年度退職）
29歳(平成54年度退職）
30歳(平成53年度退職）
31歳(平成52年度退職）
32歳(平成51年度退職）
33歳(平成50年度退職）
34歳(平成49年度退職）
35歳(平成48年度退職）
36歳(平成47年度退職）
37歳(平成46年度退職）
38歳(平成45年度退職）
39歳(平成44年度退職）
40歳(平成43年度退職）
41歳(平成42年度退職）
42歳(平成41年度退職）
43歳(平成40年度退職）
44歳(平成39年度退職）
45歳(平成38年度退職）
46歳(平成37年度退職）
47歳(平成36年度退職）
48歳(平成35年度退職）
49歳(平成34年度退職）
50歳(平成33年度退職）
51歳(平成32年度退職）
52歳(平成31年度退職）
53歳(平成30年度退職）
54歳(平成29年度退職）
55歳(平成28年度退職）
56歳(平成27年度退職）
57歳(平成26年度退職）
58歳(平成25年度退職）
59歳(平成24年度退職）
60歳(平成23年度退職）

61歳以上

(人)

小学校

中学校

公立小・中学校年齢別教員数（平成24年3月31日）

50歳以上
20.0万人
（35.6％）

40～49歳
15.5万人

（27.7％）

30～39歳
11.8万人

（21.1％）

20～29歳
6.6万人

（11.8％）

【小学校】 354,573人 44.4歳
【中学校】 203,554人 44.3歳
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学校規模（学級数）別学校数（22.5.1現在）

【小学校】１２学級以下 ５１．０％（最も多いのは７学級）

教職員配置の標準（例） ６学級：教諭７人 ７学級：教諭８．１人
１２学級：教諭１３．５人 １８学級：教諭２０．６人

（校長、教頭除く）

【中学校】 ９学級以下 ４２．１％（最も多いのは３学級）

教職員配置の標準（例） ３学級：教諭７．５人 ９学級：教諭１４．５人

１５学級：教諭２２．４人

（校長、教頭除く）

学校の小規模化により校内での人材養成も困難に
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25.2

27.3

7.0

21.1

56.8

58.8

41.6

34.1

28.5

32.9

37.6

38.5

49.0

52.5

51.3

58.1

17.3

13.3

51.6

58.7

62.1

58.6

54.8

53.7

42.1

39.6

38.7

19.7

5.1

6.0

3.0

2.9

2.5

1.9

2.3

3.7

1.2

2.9

2.8

3.0

4.8

4.6

6.0

7.5

5.0

3.1

0.6

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ａ．教師の仕事に対する使命感や誇り(N=5934)

ｂ．子どもに対する愛情や責任感(N=5968)

ｃ．子ども理解力(N=5972)

ｄ．児童・生徒指導力(N=5955)

ｅ．集団指導の力(N=5964)

ｆ．学級づくりの力(N=5955)

ｇ．学習指導・授業づくりの力(N=5948)

ｈ．教材解釈の力(N=5961)

ｉ．豊かな人間性や社会性(N=5965)

ｊ．常識と教養(N=5970)

ｋ．対人関係能力、コミュニケーション能力

(N=5972)

ｌ．教職員全体と同僚として協力していくこと

(N=5974)

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

とても充足している やや充足している やや不足している とても不足している

＜初任者教員の資質能力の充足度＞

「教員の資質向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果（速報）」より

（校長による評価）

ほとんどの項目で「やや不足している」「とても不足している」とする割合が４割を超えており、校長
の初任者教員に対する評価は厳しい。

校長の初任者教員に対する評価
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＜管理職に求められる資質能力の充足度 ＞

「教員の資質向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果（速報）」より

39.6

35.7

47.3

36.3

34.2

37.3

27.0

33.2

28.6

27.4

19.6

44.7

44.9

36.4

42.6

42.2

43.1

40.7

44.5

43.4

43.5

32.6

6.2
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12.5

9.5

17.8

9.3

14.3

13.8

9.4

7.0

7.0

8.0

12.2

6.4

7.7

7.9

8.0

7.5

11.3

10.2

12.0

31.5

3.4

3.5

1.7

2.0

3.2

2.4

2.2

1.2

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ａ．教育に関する理念や識見(N=13518)

ｂ．学校運営に関する法令等の知識と理解

(N=13520)

ｃ．管理職としての責任感(N=13525)

ｄ．地域や学校の状況・課題を的確に把握する力

(N=13518)

ｅ．状況や課題に応じて必要な対応策を創造する

力(N=13510)

ｆ．地域、保護者とのコミュニケーションを図る力

(N=13517)

ｇ．教職員の意欲を引き出すなどのリーダーシップ

力(N=13523)

ｈ．関係機関等との連携・折衝を行う力(N=13511)

ｉ．組織的、機動的な学校運営を行う力(N=13509)

ｊ．総合的なマネジメント力(N=13500)

ｋ．その他(N=2130)

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・

とても充足している やや充足している やや不足している

とても不足している わからない

（教員による評価） （教育委員会による評価）
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7.4

13.8

7.8

7.4

6.9

5.6

7.1

71.5

63.8

61.9

69.0

60.1

65.3

59.2

65.0

62.5

58.2

45.7

11.5

26.4

7.2

15.3

30.2

19.2

29.9

25.3

28.8

33.6

14.3 5.7 27.1

1.1

0.8

1.1

1.9

0.7

1.2

0.3

0.2

1.4

0.4

1.6

1.1

1.1

1.1

1.0

1.2

1.2

1.0

1.3

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ａ．教育に関する理念や識見(N=1133)

ｂ．学校運営に関する法令等の知識と理解

(N=1132)

ｃ．管理職としての責任感(N=1132)

ｄ．地域や学校の状況・課題を的確に把握する力

(N=1133)

ｅ．状況や課題に応じて必要な対応策を創造する力

(N=1129)

ｆ．地域、保護者とのコミュニケーションを図る力

(N=1134)

ｇ．教職員の意欲を引き出すなどのリーダーシップ

力(N=1134)

ｈ．関係機関等との連携・折衝を行う力(N=1133)

ｉ．組織的、機動的な学校運営を行う力(N=1133)

ｊ．総合的なマネジメント力(N=1133)

ｋ．その他(N=70)

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・

とても充足している やや充足している やや不足している

とても不足している わからない

管理職の資質能力の充足度については、「教職員の意欲を引き出すなどのリーダーシップ
力」「組織的・機動的な学校運営を行う力」「総合的なマネジメント力」が不足していると回答
する割合が高い。

管理職に求められる資質能力の充足度
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３ 今後の教職大学院と教員養成
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少子高齢化や産業構造の変化が進展する中、我が国社会が発展を続けていくためには、全ての
国民が社会参加する機会を保障されつつ、高付加価値を生み出す創造的な人材育成や科学技術・
文化による新たな価値の創造を拡大することが重要。

少子高齢化や産業構造の変化が進展する中、我が国社会が発展を続けていくためには、全ての
国民が社会参加する機会を保障されつつ、高付加価値を生み出す創造的な人材育成や科学技術・
文化による新たな価値の創造を拡大することが重要。

○家庭の経済力に左右されず、全ての若者が必要な学力を身に付け、進学の機会が保障される社会の実現
○社会人になってからも学びつづけることのできる、トランポリン型社会に対応した教育システムの構築
○将来を担う子どもたちが社会的・職業的に自立していくために必要な能力や態度を身に付けるキャリア教育の推進

○産業構造の変化に対応した職業教育の充実
○我が国発展のフロンティアを切り拓くグローバル人材の育成
○世界に誇れる教育の質保証システムの構築や世界を牽引するリーダーの育成

○将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実現につながるグリーン・イノベーション、ライフ・イノベーションや、
産学官連携による研究成果の社会還元

○海洋や宇宙等のフロンティアの開拓や国家安全保障・基盤技術の強化等、我が国の直面する重要課題への対応
○我が国のイノベーションのポテンシャルを高める基礎研究や人材育成の強化

分厚い中間層の復活分厚い中間層の復活

新産業の創出新産業の創出、、フロンティアの開拓フロンティアの開拓、、世界の成長力の取り込み世界の成長力の取り込み、、分厚い中間層の復活分厚い中間層の復活

新産業の創出、産業空洞化の阻止、世界の成長力の取り込み、フロンティアの開拓新産業の創出、産業空洞化の阻止、世界の成長力の取り込み、フロンティアの開拓

新産業の創出、産業空洞化の阻止、地域発展モデルの構築、フロンティアの開拓新産業の創出、産業空洞化の阻止、地域発展モデルの構築、フロンティアの開拓

○地域の防災・エコ拠点となる学校づくりの推進 ○地震・津波に関する研究開発の推進 ※再掲

○文化を核とした国家戦略＜Creative Japan構想＞
○学びの場を核にした住民参加による地域のコミュニティづくりの推進

日本再生のための日本再生のための
「知識基盤社会を担う人的資本の充実」と「イノベーションによる新たな価値の創造」「知識基盤社会を担う人的資本の充実」と「イノベーションによる新たな価値の創造」

全員参加型社会の実現

成長力の強化を担う人材の育成

科学技術による新たな価値の創造

安全・安心で温もりのある国の実現
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平成23年1月31日 中央教育審議会教員の資質能力向上特別部会

学校を取り巻く状況

■ 教員が対応すべき課題の多様化（学力の向上、生徒指導上の諸課題、
特別支援教育の充実、外国人児童生徒への対応、ICTの活用など）

■ 家庭・地域とのより緊密な連携の必要性

■ 今後１０年間に教員全体の約３分の１が退職し、経験の浅い教員が大
量に誕生 （先輩教員から新人教員への知識・技能の伝承が困難に）

■ 教員免許状取得者数と教員採用者数が大きく乖離(例えば、平成１７年
度大学等新規卒業者の中学校教員採用者数は中学校教員免許状取得
者数の約２５分の１)

■ 教育実習の期間が諸外国に比べて少ない(日本：２～４週、アメリカ：１２
週以上(２２州)、イギリス：４年制養成課程で３２週以上、教職専門課程
(１年)で１８~２４週)

■ 新人教員に実践的指導力やコミュニケーション力等が十分身について
いないとの指摘（校長の４割以上は、殆どの項目について新人教員は力
不足と評価）

取り組むべき課題・基本的な改革の方向性

教員に求められる資質能力

■ 高度な専門性と社会性、実践的指導力、コ

ミュニケーション力、チームで対応する力

■ 一斉指導のみならず、創造的・協働的な学

び、コミュニケーション型の学びに対応でき

る力

◇ 教員が身に付けるべき資質能力について、

教職生活の段階毎に考え、専門性や社会

性向上のための専門職基準としてより明確

に示すことについて検討

教員が教職生活全体を通じて不断に資質能力を高めていくことを支援するシステムづくりが必要

教員集団（チーム）をまとめていく校長のリーダーシップ・マネジメント能力がこれまで以上に必要

教員の養成・採用・研修の各段階についての総合的・一体的な検討

教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策
について（審議経過報告）の主な内容
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教員免許制度
教職生活全体を通じて教員の資質能力向上を図ることを支援する制度に改革

◇ 「基礎免許状（仮称）」「一般免許状（仮称）」創設の検討
当面は、学士課程修了者に基礎的な資格（「基礎免許状（仮称）」）を付与し、

教員採用後に、必要な課程等を修了すれば修士レベルの資格（「一般免許状
（仮称）」）を付与することも含め、教員養成の修士レベル化について検討

◇「専門免許状(仮称）」創設の検討
教職生活を通じて、より高い専門性と社会性を身につけることを支援

するため、 一定の専門性（*) を公的に証明する「専門免許状(仮称)」の
創設について検討

（* 学校経営、生徒指導、教科指導、特別支援教育など）
◇ 教員免許更新制について、教員が自発的かつ不断に専門性を高めることを

支援する新たな制度への移行を視野に入れた検討
◇ 教員免許更新制と１０年経験者研修との関係整理

◇ 「義務教育免許状」や「中等教育免許状」など、複数の学校種をまと

めた免許状を創設することの是非についての検討

教員養成
大学における教員養成教育の質的充実とともに、

学士課程修了後も、高度な実践的指導力を身に付
けるための学びを継続する教員養成制度が必要

◇ 学部４年に加え、１年から２年程度の修士レベル

の課程等での学修を要すること（修士レベル化）に
ついて、今後検討

◇ 課程認定審査の厳格化等を通じた、教員養成の

質の保証

採用

◇ 様々な段階で社会人等が、その専門性

を活かしつつ、教員を志せるようにする
ため、学士の教職課程を修了していない
者を対象とした修士レベルの課程を設け
ることについて検討

◇ 臨時的任用教員や非常勤講師の採

用・配置の在り方の検討

研修
教職生活全体を通じて教員の資質能力向上を

図っていくことを支援する研修制度が必要

◇ 初任者研修について、養成期間と初任者の時

期について複合的に検討
（初任者研修の発展的解消も視野に）

◇ 任命権者・大学が連携した研修の在り方や、

研修の受講成果を「専門免許状（仮称）」の取得
単位の一部とすること等について検討

◇ 校内研修や自主研修の活性化

◇ 国と地方の適切な役割分担
◇ 修士レベル化については、養成規模や大学の組

織体制、学生の経済的負担軽減の在り方も併せ
て検討

教育委員会・大学等の関係機関の連携・協働
関係機関や地域社会による連携・協働がより広範かつ確実に行われるような仕組みの構築が必要

（例）
◇ 大学の教職課程の認定や評価 ◇ 「専門免許状（仮称）」授与の際の履修履歴の評価 ◇ 大学と教育委員会が連携した研修の実施

◇ 教員の年齢構成の歪み（３０代・４０代

が少ないこと）の改善

校長のリーダーシップ・マネジメント能力
◇ 教職大学院等での学校経営を中心とした専攻・コースの充実を図るとともに、国や都道府県等の教員研修のためのセンター等において「マネ
ジメント型」管理職養成の実施
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諸外国における教員養成・免許制度について

幼・小・中学校

・・・・４週間

高等学校

・・・・２週間

不明学士課程（３年）

・・・・１４週間

修士課程（１～２年）

・・・・ ４週間

計 １８週間

（ニーダーザクセン州の
場合。

州により異なる。）

４年制養成課程

・・・・３２週間以上

教職専門課程

・・・・１８～２４週間

１２週間以上が２２州

（２００２年。

州により異なる。）

教育
実習
期間

・大学での所要単
位及び学士等の
資格を得た者に授
与（申請により都
道府県教育委員
会が授与）

・学校種、教科別
の免許状で専修、
一種、二種の３種
類

・修士号（初等教育教
員は教育学専攻、中
等教育教員は教職科
目履修を含む各領域
専攻）が教員免許に
相当

・第二次国家試験合格
後に州が資格を認定

・学校種類別の資格を
認める州と教育段階別
の資格を認める州があ
る

・教育大臣が認定した養
成課程の修了者に正教
員としての資格が与えら
れる

・学校種、教科の別はな
い

・州が免許状を発行

・免許状は教育段階別。
（一般に初等教員免許状、
中等教員免許状）

免許
等

無（１年間の条件
附採用期間と初任
者研修を義務）

無有（第一次国家試験合
格又は修士号取得後に
１～２年）

無無試補
勤務

無無有（第一次国家試験又
は修士号取得試験、及
び第二次国家試験）

無有（試験の方法・内容は
州により異なる）

資格
試験

大学（４年）におけ
る教員養成が標準

大学の教員養成課程
（５年）

大学の教員養成課程

（３．５年～５年）

高等教育機関の教員養
成課程（３～４年）又は学
士取得者を対象とした教
職専門課程（１年）

４年制大学（４年間の学
士号取得課程が主流で
あるが、延長型の５年課
程や大学院課程もある）

養成
機関

日本フィンランドドイツイギリスアメリカ
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中央教育審議会教員の資質能力向上特別部会
基本制度ワーキンググループ 第１回配布資料より

これまでの学校 これからの学校

・教員と児童生徒

【所属する集団】

・教員と児童生徒

【所属する集団】

・教員から児童生徒への一方向・一
斉授業型の教育・学習が中心
・学級担任や教科担任を中心とした
授業・学校活動

【学習・指導方法】

・教員から児童生徒への一方向・一
斉授業型の教育・学習が中心
・学級担任や教科担任を中心とした
授業・学校活動

【学習・指導方法】

・「ゆとり」か「詰め込み」かの二項対
立
・自主性を尊重する余り教員が指導
を躊躇
→基礎的・基本的な知識・技能の修
得が不十分
・知識・技能を活用する学習活動につ
いては、指導や成績評価が困難なこ
とから十分に行われていない
・思考力・判断力・表現力等の確かな
学力を育むための授業時数が不十
分
・豊かな心や健やかな体の育成につ
いて、家庭や地域の教育力が低下し
たことへの対応が不十分

【学習・指導内容】

・「ゆとり」か「詰め込み」かの二項対
立
・自主性を尊重する余り教員が指導
を躊躇
→基礎的・基本的な知識・技能の修
得が不十分
・知識・技能を活用する学習活動につ
いては、指導や成績評価が困難なこ
とから十分に行われていない
・思考力・判断力・表現力等の確かな
学力を育むための授業時数が不十
分
・豊かな心や健やかな体の育成につ
いて、家庭や地域の教育力が低下し
たことへの対応が不十分

【学習・指導内容】

教員と児童生徒に加え、地域の大人・学生たちの参加

【所属する集団】

教員と児童生徒に加え、地域の大人・学生たちの参加

【所属する集団】

・一斉指導を行うだけでなく、個別化や創造的・協働的な学習活動の
重視
・少人数学級により個に応じた指導の充実
・ＩＣＴの積極的活用
・学校の様々な課題について組織的に対応

【学習・指導方法】

・一斉指導を行うだけでなく、個別化や創造的・協働的な学習活動の
重視
・少人数学級により個に応じた指導の充実
・ＩＣＴの積極的活用
・学校の様々な課題について組織的に対応

【学習・指導方法】

・基礎的・基本的な知識・技能の修得と思考力・判断力・表現力等の
育成を相互に関連させながら伸ばす
・学校種ごとのつながりや教科間の関係性を意識した学習の実施
・繰り返し学習の実施
・知識・技能を活用する学習活動の充実
・課題解決的な学習や探求的な活動の充実
・確かな学力を育むための授業時数を確保
・豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実
・必要な情報を主体的に収集・判断・処理・編集・創造・表現し、発信・
伝達できる能力を育む
・英語教育の充実・異文化体験などを通じて英語・コミュニケーション
能力の育成を図る
・障害のある子どもと障害のない子どもが共に学ぶとともに、個別の
教育的ニーズのある児童生徒に対応した多様で柔軟な教育の実施

【学習・指導内容】

◆学力と意欲の向上
◆自立し共に生きるため
の知識や能力などを身に
つける
◆多様な人々とともに新
しい公共を担う人材の育
成
◆ＩＣＴを積極的に活用し
て将来の産業界を牽引す
る人材の育成
◆国際的視野を持ち、先
見性や創造性に富む人
材、各分野の指導力を有
する人材を育成
◆人々のつながり、社会
の絆の再構築

【目指す方向性】

(中央教育審議会答申等を参考に事務局作成)

新しい学校の在り方のイメージ
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中央教育審議会教員の資質能力向上特別部会
基本制度ワーキンググループ 第１回配布資料より

現行制度 新制度

40歳

30歳

50歳

大学院 大学

① 教職大学院等にお
ける学修

② 大学の講習
③ 教育委員会と大学

の連携による各種
研修

専修免許状 一種免許状

各教員の資質能力に応
じた専門分化

実習を重視した実践的指
導力の養成

主体的・継続的な新
たな研修等

・ 免許制度と研修制度の

一体化
・ 教育委員会と大学が連

携した資質能力向上
研修制度

初任者研修

十年経験者研修

校長
副校長
教頭

校長
副校長
教頭

教職大学院
教官

教科指導・
生徒指導等
の中核的

教員

「
専
門
免
許
状
」

「
専
門
免
許
状
」

免許状更新講習（55歳）

免許状更新講習（45歳）

免許状更新講習（35歳）

免許制度

免許状更新講習（55歳）

免許状更新講習（45歳）

免許状更新講習（35歳）

免許制度

教員採用

大学

「基礎免許状」

大学

「基礎免許状」

「一般免許状」
大学院等（修士レベル）

「一般免許状」
大学院等（修士レベル）

（初任者研修）

免許制度＋研修制度

教員採用

大学院等
（修士レベル）

「一般免許状」

大学院等
（修士レベル）

「一般免許状」

大学院等
（修士レベル）

「一般免許状」

教職生活の全体を通じた教員の資質能力向上のイメージ（例）
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5,676
名

6,520
名

8,303
名

1,161
名

3,199
名

8,220
名

一般系

○ 一般大学の大学院の主な仕組み自体は教員養成系大学の修士課程と同じ

○ 一般大学は、それぞれの目的を持って修士課程／学部を設けており、その目
的・性格との間で相当の関係があることなどを前提に、教職課程認定を受けて
教員養成を行っているところ

〔参考〕 教職課程認定基準より
教職課程は、認定を受けようとする学科等の目的・性格と免許状との相当関係、教育

課程、教員組織等が適当であり、かつ、免許状の授与に必要な科目の開設及び履修方
法が、当該学科等の目的・性格を歪めるものではないと認められる場合に認定

1,256
名

667
名

214
名

6,655
件

66,830
名

376
大学

教職課程を設
置した一般大
学の修士課程

教員養成系

705
名

288名（平成２３年度）

小学校

採用数

577
名

中学校

専修免許状

取得件数

入学

定員

大学

数 高校

625
大学

45
大学

25
大学

現在の教員養成の状況

545,165
名

3,333
名

830
名

（参考）

一種免許状

113,475
件

4,291
件

（参考）

教職課程を設
置した大学の
学部

○ 教員養成学部を基礎として、高い専門性や特定の分野についてより高度な資
質能力を備えた教員を養成するとともに、現職教員の資質向上のための再教育
を実施

○ 研究者養成・学術研究コースとして、各分野における高い専門性深い学問知
識・能力の育成

（主な仕組み）
・ 必要専任教員は、専攻毎に文部科学大臣が定める数置く

（※専攻により異なるが、研究指導教員を３～６名）

・ ２年以上在学、３０単位以上を修得し、かつ修士論文等の審査・試験に合格
･ ただし、優れた業績を上げた者については１年以上在学でも可

・ 当該大学院等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設する

とともに、学位論文の作成等に係る指導計画を作成し、体系的に教育課程を編成

416
名

教員養成系大学
の修士課程

○ 学部新卒生に関し、より実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくりの
有力な一員となり得る新人教員の養成

○ 現職教員に関し、地域や学校における指導的役割を果たし得る教員として、
確かな指導理論と優れた実践力・応用力を備えたスクールリーダーの養成
（主な仕組み）
・ 必要専任教員のうち、実務家教員を４割以上置く

・ 標準２年 （２年以上在学し、４５単位以上取得）

・ 実務の経験を有する者は、教育上支障を生じない場合、１年以上２年未満も可

・ 「理論と実践の融合」による体系的授業科目を設定、履修

・ 修士論文等の提出の代わりに、１０単位以上の学校等での実習が義務付け

教職大学院

主な特色／仕組み

教員養成を実施する大学院（修士課程）の主な概要について

中央教育審議会 教員の資質能力向上特別部会 基本制度ワーキンググループ 第４回配布資料より
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学部新卒者

現職教員

学部新卒者

現職教員

７６７名 〔↓〕８０６名 〔↑〕７４７名〔↑〕６４４名入学者

（調査予定）５０１名 〔↓〕５７０名 〔↓〕６７７名

国立教員養成系
の大学院

（４４大学）
２,１８６名 〔↑〕

３１３５名 〔↑〕

３,３３３名 〔↓〕

３６０名 〔↑〕

３９２名 〔↑〕

８４０名 〔↑〕

２２年度

（調査予定）

（調査予定）

３，２６５名〔↓〕

３６７名 〔↑〕

３５６名 〔↓〕

８３０名 〔↓〕

２３年度

入学者

入学定員

入学定員

２,９５７名 〔↓〕３,３２２名

１,９５８名 〔↓〕２,１０６名

３８５名 〔↑〕３２９名

３００名 〔↑〕２５３名

３,５０１名

７０６名

２０年度

３,３４７名 〔↓〕

８２６名 〔↑〕

教職大学院

（２５大学）

２１年度

● 現在の大学院レベルにおける教員養成の状況のうち、国立教員養成系大学院は、近年縮減傾向にある

● このうち現職教員について、国立教員養成系大学院では年々その数は減少する傾向にあり、教職大学

院についても平成２３年度は前年度に比べ、大きく減少

【近年における入学者数の推移】

● 課程認定を受けている大学院数（総数）： ４２４大学（総定員数 約 ７０，０００名（通信課程を除く））
〔平成２２年度〕

【公立学校教員の大学院等への派遣・定数措置の状況】

－９１９名〔↓〕９６７名〔↓〕１，００５名〔↑〕大学院派遣（加配）（※２）

－調査中１，０１１名〔↓〕１，０５４名〔↑〕大学院への派遣（※１）

２３年度２２年度２１年度２０年度

※１ ３ヶ月以上の期間で大学院への派遣（すべての学校種の教員）。その他、大学院修学休業制度、自己啓発休業制度を活用して
大学院等で修学する者がいる。

※２ 義務と高校の合計。

大学院レベル段階での現職教員の養成の現状
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● 現職教員の資質能力向上については、教職生活の段階毎に身に付けるべき力を描

くことが必要。
その際、どのような人材をどのような分野で活用するか、教員の生涯にわたるキャリア

パスをどのように描くのかが重要。
それに基づき、大学等において、どのような教育内容を提供する場を充実する必要

があるか決まってくる。

● 採用選考・採用形態について、各都道府県に検討を促すことが必要。
①修士レベル化を進めるための取組
・ 免許状の区分（専修、一種、二種）に対応した選考方法についての検討。
・ 大学４年次に採用試験に合格した者が、引き続き大学院に進学した後に改めて採用試験
を受験しなくとも採用されるような仕組みについての検討。

②優秀な教員を確保するための取組
・ 現在の採用選考・採用形態について指摘されている課題（大学新卒者の採用率が低い、
ペーパーテストの選別が厳しい、社会人登用制度が十分活用されていない、採用年齢が上
昇することにより教員の生涯賃金が低下する）などについても検討する必要がある。

● 初任者研修や大学院への派遣等の定数措置等をはじめとした予算の確保について

検討が必要。

● 現行の学部や大学院等の教職課程の内容の見直し、課程認定の見直し等を行う必

要がある。

教職大学院の見直し・改善の検討に関連して整理すべき諸課題
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現在、検討が進められている中央教育審議会の議論の動向に注視

ただし、教員養成の更なる改善に向けて取り組める事項については、直ちに
検討・着手していくことが不可欠

• 既存の修士課程の充実、学部４年間の教職課程の充実・改善についても踏
み込んだ検討・取組が求められる

また、附属学校についても、質の高い教育実習の場の提供など教員養成
に資するとともに、附属学校自体の教育活動、大学の研究活動への協力、
地域の公立学校等の拠点となるよう活動を展開することが重要

今後の取組の方向性

• 教職大学院は、これまでの成果の検証を行い、教育委員会や学校との連携
を一層進め、さらに高度化・特色化を図ることや、教員研修における協力体
制を構築していくことが必要

P38
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４ パネルディスカッション 

 

パネリスト 

森   民夫 （全国市長会長・長岡市長） 

北城 恪太郎 （経済同友会終身幹事・日本アイ・ビー・エム株式会社最高顧問） 

早川  信夫 （ＮＨＫ解説主幹） 

武田  岳彦 （日本 PTA全国協議会副会長・山形県 PTA連合会会長） 

コーディネーター 

長島  啓記 （日本教職大学院協会副会長） 

 

（司会） ただ今から、「4年目を迎えた教職大学院の成果と課題―教員養成改革と教職大

学院への各界からの期待―」をテーマに、4 名のパネリストをお迎えしてパネルディスカ

ッションを開催します。 

 パネリストは、地方自治体から全国市長会会長で長岡市長の森民夫様、経済界から経済

同友会終身幹事で日本アイ・ビー・エム株式会社最高顧問の北城恪太郎様、マスコミ関係

者として NHK解説主幹の早川信夫様、PTAを代表して社団法人日本 PTA全国協議会副会長

で山形県 PTA連合会会長の武田岳彦様、コーディネーターは、日本教職員大学院副会長で、

早稲田大学教職研究科長の長島啓記が行います。 

 

（長島） 本日のパネルディスカッションのテーマは、午前中から引き続き「4 年目を迎

えた教職大学院の成果と課題」ということで、教職大学院、教員養成改革について各界の

方々からいろいろご意見をいただきま 

す。2008年に教職大学院の制度が始ま 

り 4年目に入っておりますが、既に修 

了生も出ていますし、認証評価も始ま 

っています。ストレートマスターや現 

職教員の修了生が、それぞれの立場で 

既に活躍を始めており、一定の成果は 

示されつつあります。一方で、入学定 

員の確保や、理論と実践の融合、カリ 
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キュラムの問題など、さまざまな課題も指摘されているという現状かと思います。このよ

うな課題もありますが、教職大学院制度あるいは教員養成改革について、地方自治体、経

済界、マスコミ関係者、そして PTA の立場から、4人のパネリストの方に、1人 10～15 分

ずつご発言をいただきます。その後、フロアの方からもご質問やご意見をいただきながら、

ディスカッションを深められればと考えています。 

 森長岡市長、北城アイ・ビー・エム最高顧問、早川解説主幹、武田 PTA 全国協議会副会

長という順序でご発言をいただきたいと思います。 

 

○「『米百俵』の精神を現在（いま）に～熱中！感動！夢づくり教育～」 

森 民夫 （全国市長会長・長岡市長） 

 

（森） 皆さんこんにちは。長岡市長の森民夫と申します。トップバッターということで、

大変緊張しております。 

 長岡市では、市長部局と教育委員会とが非常に 

密接な関係にあります。一つ特徴をお話しすると、 

長岡市では教育委員会の中に子育て支援部を設置 

し、幼稚園も保育園も含めて一元的に教育委員会 

で扱うようにしています。国の形で言えば、厚生 

労働省と文部科学省を一緒にしたようなものです。 

全国的には教育委員会の不要論や、教育委員会を 

非常に限定的な範囲にとどめて学校教育だけにし、 

社会教育等を市長部局に持ってくる動きもありま 

すが、長岡市ではどちらがいいかという発想では 

なく、とにかく一元的に扱うことにしています。子育ても教育も相互に関係付けて水平思

考で扱うという意味合いから、教育委員会に持ってきました。 

 

1.アンケートから見た「子どもに身につけさせたい能力」 

 今から 5年前ですので、少し古い話になりますが、長岡市教育委員会が長岡市の保護者

と教員に分けて、意識調査を実施しました（#2）。市内の小学校 1年生から中学校 3年生ま

での小中学校の保護者 4,651 人、教員は 1,502 人が回答したので、母数は結構多いです。
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五つ以内の複数回答で、身に付けさせたい能力について聞きました。「読み、書き、計算な

どの基礎学力」「自然や社会のしくみなど基礎的な知識」など 13項目に分けました。 

 保護者と教員では大きな違いはありません。保護者も教員も「読み、書き、計算などの

基礎学力」がトップになりました。その反面、「高校や大学などに進学するために必要な高

度な学力」は、保護者でも教員でも 10％と 5％という、非常に低く数字が出ました。第 2

位に来たのは「友達をつくることや他人とのコミュニケーション能力」で、これは保護者

の場合、数字の上では基礎学力とほぼ拮抗しています。教員も本当に数パーセントの違い

しかなく、この二つが保護者も教員も必要なものと考えている中ではトップになりました。 

 保護者の方は、「あいさつや礼儀など、社会生活を送る上で必要な態度や習慣」が 63.5％

で第 3位に入っています。教員も同じ項目が第 3位ですが、「たくましく生きるための健康

や体力」「自然や社会のしくみなど基礎的な知識」と拮抗する形です。この三つはそれほど

大きく違わないので、大体そのような傾向で出てきたということです。 

 ここから分かるように、長岡市では保護者も教員も基礎学力とコミュニケーション能力、

それから基本的な社会生活を送る上での礼儀や習慣を、子どもに身に付けさせたい能力と

して意識しているのです。 

 

2.米百俵のまち長岡「熱中！感動！夢づくり教育」 

 長岡市は「米百俵」の町で、教育の町として教育に力を入れるという風土があります。

この「熱中！感動！夢づくり教育」というものは、私も参加しましたが、教育委員会も教

員も保護者も一緒になってつくった目標です。子どもたちを取り巻く現状として、「学ぶ意

欲の低下」という問題が非常に大きいという認識を持ちました。そのほかの「学力や体力

等の二極化」「家庭・地域の教育機能低下」という合計三つの課題に対して、やる気や学ぶ

意欲を引き出すことが大事だという目標を立てたのです。 

 そのために、一つはどの子にも分かる授業の実現を通して授業の拡充を図り、もう一つ

は地域の力・市民の力を活用すること、もう一つは、日常体験できないような、熱中して

感動する体験学習の充実を掲げました。目標はあくまで豊かな体験と確かな学びという二

つの非常に大事な事柄と、そして夢を描く力と生き抜く自信をはぐくむということです。

夢というと非常にあいまいですが、やはり一つの目標をしっかり立て、そこから意欲を引

き出すということを中心に、先述のとおり、母子保健、保育園、子育て支援を教育委員会

に統一して、保育園・幼稚園の連絡を密にし、保育園・幼稚園から小学校への引き継ぎを
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密にする取組を行っています。 

 最近、脳科学者の茂木健一郎さんに長岡市の応援団員になっていただきました。『感動す

る脳』というご著書に書かれた学説によれば、処理しきれない情報が脳にあふれることが

感動であり、人間の脳は感動することによって発達するそうです。クラブ活動であろうが、

科学であろうが、音楽であろうが、何でもいいのですが、一つのことに熱中して困難を克

服して達成する、つまり一芸に秀でることによって得られる体験は、ほかのあらゆる体験

に応用できるとおっしゃっています。「熱中！感動！夢づくり」教育は茂木さんに聞いてつ

くったのではなくて、みんなで相談してつくったのですが、今、著名な脳科学者の茂木さ

んが、この政策の理論的な裏付けをしてくださっていると私は思っています。 

 

3.「熱中！ 感動！ 夢づくり教育」の実践例 

 とにかく学力を高めるため、教員の資質を高めるにはどうしたらいいかを議論し、「教員

サポート錬成塾」という仕組みをつくりました（#4）。現在、教員 OBの嘱託指導主事 6名

が、現場の教員を 1 年間、マンツーマンで指導します。実際の授業を見て、1 年間、足り

ない点や良い点について、先生方とマンツーマンでディスカッションしながら教員の能力

向上を図ることにしています。7～30 年目のベテラン教員を対象としたクリエーティブコ

ースと、2～6年目の若手教員を対象としたベーシックコースをつくり、強制ではなく希望

としましたが、平成 23年度には 31人と 36人の参加がありました。平成 15年からの累積

参加人数は 531人になっています。 

 目標は、教え方のスキルの指導だけではありません。もちろん技術的な指導も行います

が、人間性を磨いて、総合的な人間力を高めるにはどうしたらいいかという指導を中心に

しています。ですから、6名の教員 OBの方は、人間的な魅力に富んだ方をお願いするよう

にしています。本来、採用も人事も新潟県の仕事であり、長岡市長の仕事ではありません

が、県がやらないので長岡市で始めました。長岡市でこのような教育を受けた方が、県の

異動でいなくなるのが悩みの種ではありますが、それもいとわないという考えで始め、既

に 6年ほどの実績を持っています。 

 もう一つ、「学校・子どもかがやき塾」といって、学校や校長の裁量で行う事業に小・中

1校当たり 40万円の予算を配当し、使い道は一切規制せず、校長判断に任せるという取組

があります（#5）。さらに、子どもに夢を与える企画事業には、30 万円を追加配当するこ

とにしています。そこからは例えば、手作りカヌーを作って、40km 離れた佐渡まで 10 時
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間かけて子どもがカヌーでこぎ渡るというようなプロジェクトや、地域と一体となって、

学校前の野原を学校畑に開墾を行うプロジェクトが出てきました。これは教育委員会によ

る指示ではなく、校長先生がしたいとの思いが自然に出てきたもので、相当な成果が出始

めています。 

 さらに、NPO に対する助成も行っています（#6）。向かって左の写真は、先生がヘビを持

って子どもが触れている自然体験のものですが、それだけでなく、科学や音楽などいろい

ろなことを行っています。クラブ活動ではできないようなことを、NPO を使って体験学習

として実施しています。これも上限 20万円とわずかですが、助成をして成果を出している

と思っています。例えば敷地内に「森のようちえん」を開設した NPO など、ごく自然に出

てきます（#7）。 

 ほかにもラジオ作りや、本物のオーケストラを聴かせるというようなこともやっていま

す（#8）。これはそれほど重視していませんが、しかし、本物体験は大事だと茂木さんもお

っしゃっています。 

 

4.育つ喜び、育てる幸せ、子育てを応援するまち 

 子育て支援に関しては「子育ての駅」といって、保育士に子育て相談ができる場をつく

ったところ、市外からも大勢来ていて、大変にぎわっています。このようなことも教育委

員会で実施しています。一番大事なのは、発達に少し疑問がある子どもさんや、ぎりぎり

のボーダーラインのお子さんが随分増えています。診断はつかないけれども非常に手がか

かるお子さんなど、そのような子どもを早期に親御さんと一緒に発見して、小学校の特別

支援教育につなぐということにも長岡市は取り組んでいます。 

 私は、最初に申し上げたアンケートで、保護者も教員も共通の認識を持ったということ

が大変大きかったと思っています。 

 

（長島） どうもありがとうございました。長岡市独自のユニークな教育を NPO などの協

力も得ながらやっていました。それを主として担うベテラン教員、若手教員を対象とした

教員サポート錬成塾を事業として行い、毎年何十人かの先生方の支援を行っている点は、

教職大学院にとっても非常に参考になる点が多いのではないかと考えます。どうもありが

とうございます。 

 続いて、北城アイ・ビー・エム最高顧問からお願いします。 
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かるお子さんなど、そのような子どもを早期に親御さんと一緒に発見して、小学校の特別

支援教育につなぐということにも長岡市は取り組んでいます。 

 私は、最初に申し上げたアンケートで、保護者も教員も共通の認識を持ったということ

が大変大きかったと思っています。 

 

（長島） どうもありがとうございました。長岡市独自のユニークな教育を NPO などの協

力も得ながらやっていました。それを主として担うベテラン教員、若手教員を対象とした

教員サポート錬成塾を事業として行い、毎年何十人かの先生方の支援を行っている点は、

教職大学院にとっても非常に参考になる点が多いのではないかと考えます。どうもありが

とうございます。 

 続いて、北城アイ・ビー・エム最高顧問からお願いします。 
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○教職大学院への期待 

北城 恪太郎 （経済同友会終身幹事・日本アイ・ビー・エム株式会社最高顧問） 

 

（北城） 森市長、大変面白いお話をありがとうございました。校長先生が自由裁量でき

る予算を持つということは非常に良いことです。やはり自分で考えると、良いアイデアが

たくさん出ると思います。 

 私は経済界に身を置く者として、経済界から 

教育に対する期待についてお話をしたいと思い 

ます。経済の発展のためにも優れた人材が社会 

に出てくることは大変大事なことだと思います 

し、私は今、中央教育審議会の委員もしており 

ますが、国際基督教大学の理事長としても、若 

者を育てることに関係しています。余談ですが、 

私は息子が三人いますが、一人は中学校・高校 

の英語教員をしています。そういう意味では、 

教育は本当に大事だと私自身も思っていますが、今日は経済界の立場からお話をしたいと

思います。 

 

1.教職大学院への期待 

 まず、今日の議論のテーマである教職大学院への期待ということですが、特に高度な専

門職としての教員という位置付けは大事だと思います。大学院を修了するかどうかは別と

しても、ともかく教員という仕事は、大変重要な、高度な専門職だと思います。何といっ

ても、子どもの教育に熱心な教員を育てていただきたい。やはり教えるということは非常

に大事なことだと思います。 

 一方で社会の変化も理解していただかなければなりません。とにかく社会はどんどん変

化しています。10年前、20年前に期待された人材像とは随分変わってきているので、社会

の変化を理解せずに教えていただいても、子どもたちは育ってから社会の中で活躍してい

くことが難しくなってしまうと思います。それは子どもにとっても不幸なことだと思いま

す。 
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 それと併せて、先生方の多くは実社会で働いたことのない方が大半だと思います。大学

あるいは大学院を出て、すぐに先生になられるので、実社会がどのように運営されている

かご存じありません。ところが、子どもの働く場所の 8割は会社です。自営業を入れると

9割です。ですから、9割のビジネスの世界が、今どのように動いているのかということを

理解して教育をしていかなければならないと思いますが、先生方が自ら行うのは難しいの

で、地域社会の方々、地域の企業経営者を含めて、いろいろな人たちに教育の現場に参加

していただき、それによって社会の変化を子どもたちにも理解していただくことがとても

大事だと思います。 

 子どもに動機付けをするといっても、どこの大学に行くかということだけでは動機付け

にはならないので、いろいろ働く場所を見せて、将来あのように働くのだという認識を持

たせてはいかがでしょうか。とにかく多くの大人は 20～60 代まで、40 年はどちらにして

も働きます。その働く場所にどういう仕事があるのかということを子どもに見せながら、

子どもたちを刺激することが必要ではないかと思うのです。 

 なおかつ、専門分野を極めた先生がいます。これは特に教職大学院の場合には、教育方

法といってもいろいろな分野があると思うので、それぞれについて研究をしていただくよ

うな教員、また、いずれ学校教育のリーダーになるような教員を育てていただき、学校運

営や学校経営などを理解していただくことが必要ではないかと思います。 

 

2.社会の変化と求められる能力 

 特に社会の変化は重要です。戦後、日本はいわゆる追いつき型の社会構造であり、企業

も追いつけ追い越せということが目標になっていました。そのときには、既にある知識を

吸収することが非常に大事なので、知識吸収型の教育をしており、それが非常にうまく機

能して、吸収した知識を使ってそれを少し改良しながら大量生産をし、品質の良いものを

作って日本は発展してきました。 

 しかし、日本が世界で第 2位、第 3位の経済大国になってくると、既にあるものを吸収

する知識だけでは立ち行かず、日本の企業もうまくいかないため、自ら新しいことに挑戦

しなければいけなくなります。そうすると、自ら課題を見つけ出す力が必要です。課題と

は、例えばわれわれの業界で言えば、どんなパソコンを作ったら売れるのか、画面が大き

い方がいいのか、小さくて軽い方がいいのか、電池が長持ちする方がいいのか、値段はど

のぐらいがいいのかなど、いろいろな問題を自ら考えて答えを出していかなければなりま
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 それと併せて、先生方の多くは実社会で働いたことのない方が大半だと思います。大学

あるいは大学院を出て、すぐに先生になられるので、実社会がどのように運営されている

かご存じありません。ところが、子どもの働く場所の 8割は会社です。自営業を入れると

9割です。ですから、9割のビジネスの世界が、今どのように動いているのかということを

理解して教育をしていかなければならないと思いますが、先生方が自ら行うのは難しいの

で、地域社会の方々、地域の企業経営者を含めて、いろいろな人たちに教育の現場に参加

していただき、それによって社会の変化を子どもたちにも理解していただくことがとても

大事だと思います。 

 子どもに動機付けをするといっても、どこの大学に行くかということだけでは動機付け

にはならないので、いろいろ働く場所を見せて、将来あのように働くのだという認識を持

たせてはいかがでしょうか。とにかく多くの大人は 20～60 代まで、40 年はどちらにして

も働きます。その働く場所にどういう仕事があるのかということを子どもに見せながら、

子どもたちを刺激することが必要ではないかと思うのです。 

 なおかつ、専門分野を極めた先生がいます。これは特に教職大学院の場合には、教育方

法といってもいろいろな分野があると思うので、それぞれについて研究をしていただくよ

うな教員、また、いずれ学校教育のリーダーになるような教員を育てていただき、学校運

営や学校経営などを理解していただくことが必要ではないかと思います。 

 

2.社会の変化と求められる能力 

 特に社会の変化は重要です。戦後、日本はいわゆる追いつき型の社会構造であり、企業

も追いつけ追い越せということが目標になっていました。そのときには、既にある知識を

吸収することが非常に大事なので、知識吸収型の教育をしており、それが非常にうまく機

能して、吸収した知識を使ってそれを少し改良しながら大量生産をし、品質の良いものを

作って日本は発展してきました。 

 しかし、日本が世界で第 2位、第 3位の経済大国になってくると、既にあるものを吸収

する知識だけでは立ち行かず、日本の企業もうまくいかないため、自ら新しいことに挑戦

しなければいけなくなります。そうすると、自ら課題を見つけ出す力が必要です。課題と

は、例えばわれわれの業界で言えば、どんなパソコンを作ったら売れるのか、画面が大き

い方がいいのか、小さくて軽い方がいいのか、電池が長持ちする方がいいのか、値段はど

のぐらいがいいのかなど、いろいろな問題を自ら考えて答えを出していかなければなりま
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せん。従って、ビジネスの世界には、1＋1＝2という正解がなかなかありません。 

 ところが、多くの子どもたちは、大学受験も含めて会社に入るまで、とにかく正解があ

る問題をやってきます。そのため、問題は与えられるものであり、そしてそれには答えが

あるものと思ってビジネスの世界に出てきますが、われわれの世界には正解がありません。

自分で考えて、どうやったらそれが解決できるのか、やってみて駄目ならば次のことを考

えるということが必要です。従って、知識を活用したり組み合わせたりして、新しい価値

を作る必要があります。価値とは、会社にとっては売上利益ですが、社会にとっては、社

会がより便利になる、より安心できる、環境に配慮できるなどといったことです。特にリ

ーダーはそうですが、とにかく新しいことに挑戦する人が必要です。 

 新しいことはイノベーション（変革）と言われています。これは技術革新だけでなく、

あらゆるところで新しいことに挑戦して、価値を作り出さなければいけないのが、今の社

会です。ですから、言われたことを学んで、知識を知っているというだけでは成功しませ

ん。 

 

3.これからの社会で求められる能力 

 そうすると、当然、企業の求める人材が変わってきます。東京の経済同友会で、222 社

にアンケートを採った結果をお示しします（#4）。これからの社会で求められる能力につい

てですが、大学卒も大学院卒も大体同じです。とにかく大学卒の学生を採用するときに、

どのようなことを重視して企業が採用しているかというと、1 番目が熱意・意欲です。そ

こから行動するかどうかということも含めて、意欲があるかどうかが求められています。2

番目が行動力・実行力、すなわち何かを実現しようとする力です。3番目は協調性ですが、

これはみんな仲良くということよりも、自分一人では仕事ができないので自分の考えを相

手に伝え、理解してもらって共感を持って一緒に仕事をしてもらうための協調性です。4

番目が論理的に物事を考える力、5 番目は大学卒では問題を解決する能力、大学院卒の場

合は専門知識です。このような能力を持った学生を企業は採用したいのです。ただ、熱意

や意欲、行動力や協調性があるかどうかをどのように判断するかというと、学校の入学試

験のようなものでは分かりません。 

 大学生を採用するときに、企業が一番重視しているのは面接の結果です（#5）。要するに、

9割の会社が人物本位で採用します。2番目に見ているのが筆記試験です。恐らく魅力のあ

る会社はたくさん応募者がいて全員は面接ができないので、ある程度筆記試験で人数を絞
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ることはしています。それから、専門分野も 2～3割の会社が 2番目、3番目としては見て

います。大学院の方がもう少し高いです。 

 ちなみに、学校の成績を最も重視して採用している会社はゼロです。どこの大学を出た

かということを一番重視している会社もゼロです。いずれも数年前は 1～2社ありましたが、

今は 2番目や 3番目を入れても 1割もありません。ですから、保護者はよく、良い学校へ

行って良い成績を取れば、自分の子どもが希望する企業に入れるだろうと言いますが、そ

れは 10年か 20年前の企業の在り方です。今はその学生がどういう人物なのか、自分で何

かを解決しようという意欲があるかどうかです。 

 特に大学の先生に、学校の成績を一番重視している会社はゼロだというと、大学の教育

はどう評価されているのかと、本当にがっかりされます。しかし、その程度の評価なので

す。こうなると、入社試験などはどんどん早くなります。大学でどういう教育を受けてい

るかというよりは、素材で判断して早く採りたいというのが、いろいろな問題の原因にも

なっていますが、とにかく人物本位だということです。 

 

4.これからの社会で求められる人材像 

 ただし、基礎学力はなければ困ります。読み、書き、そろばんではありませんが、全く

学力がなくて熱意だけあっても半導体の設計はできないので、基礎学力は必要なのです。

それから、やはり語学は必要です。森さんは語学があまり必要ないと思っていらっしゃる

かもしれませんが、これから国際社会で活躍するときに、語学ができないと活躍できませ

ん。それから、日本の歴史・文化を含めて、哲学や倫理などの教養も必要です。それから、

高い倫理観や価値観は大事です。不正をしても利益を上げれば良いというような人は会社

では活躍できず、リーダーにはなれません。そのような人が社長をやっていたら、会社は

つぶれてしまいます。やはり倫理観や人への思いやりや公共心も大事です。それから、先

ほどお話ししたような、熱意や行動力を持った人材を企業は求めています。 

 

5.海外展開に対応する企業の採用の動き 

 特に最近の大きな動きとして、大企業だけでなく中小企業も海外へどんどん出ています。

例えば、パナソニックは、今年、7～8割は外国人を採用するそうです。国内での採用を減

らしながら、海外で採用を増やしていく。あるいは国内で採用をしていても、グローバル

に活躍できる人材を採用します。国内の雇用が減るのは、企業としては国内だけで採用を
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ることはしています。それから、専門分野も 2～3割の会社が 2番目、3番目としては見て

います。大学院の方がもう少し高いです。 

 ちなみに、学校の成績を最も重視して採用している会社はゼロです。どこの大学を出た

かということを一番重視している会社もゼロです。いずれも数年前は 1～2社ありましたが、

今は 2番目や 3番目を入れても 1割もありません。ですから、保護者はよく、良い学校へ

行って良い成績を取れば、自分の子どもが希望する企業に入れるだろうと言いますが、そ

れは 10年か 20年前の企業の在り方です。今はその学生がどういう人物なのか、自分で何

かを解決しようという意欲があるかどうかです。 

 特に大学の先生に、学校の成績を一番重視している会社はゼロだというと、大学の教育

はどう評価されているのかと、本当にがっかりされます。しかし、その程度の評価なので

す。こうなると、入社試験などはどんどん早くなります。大学でどういう教育を受けてい

るかというよりは、素材で判断して早く採りたいというのが、いろいろな問題の原因にも

なっていますが、とにかく人物本位だということです。 

 

4.これからの社会で求められる人材像 

 ただし、基礎学力はなければ困ります。読み、書き、そろばんではありませんが、全く

学力がなくて熱意だけあっても半導体の設計はできないので、基礎学力は必要なのです。

それから、やはり語学は必要です。森さんは語学があまり必要ないと思っていらっしゃる

かもしれませんが、これから国際社会で活躍するときに、語学ができないと活躍できませ

ん。それから、日本の歴史・文化を含めて、哲学や倫理などの教養も必要です。それから、

高い倫理観や価値観は大事です。不正をしても利益を上げれば良いというような人は会社

では活躍できず、リーダーにはなれません。そのような人が社長をやっていたら、会社は

つぶれてしまいます。やはり倫理観や人への思いやりや公共心も大事です。それから、先

ほどお話ししたような、熱意や行動力を持った人材を企業は求めています。 

 

5.海外展開に対応する企業の採用の動き 

 特に最近の大きな動きとして、大企業だけでなく中小企業も海外へどんどん出ています。

例えば、パナソニックは、今年、7～8割は外国人を採用するそうです。国内での採用を減

らしながら、海外で採用を増やしていく。あるいは国内で採用をしていても、グローバル

に活躍できる人材を採用します。国内の雇用が減るのは、企業としては国内だけで採用を
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していたのではグローバルに活躍できないからです。たとえ国内で採用するにしても、海

外で活躍できる人材を求めています。 

 そうなると、とにかく語学ができないとグローバルに活躍はできません。もちろん英語

だけできても駄目で、話す中身がなければ何もできませんが、英語ができなくては国際社

会では活躍できません。正式な会議は通訳が入りますが、非公式な場でいろいろなことが

決まっていきますから、それに参加できなければグローバルに世界で活躍できないのです。 

 そうすると、何のために英語を学ぶのかという、学ぶ必然性をも子どもたちに教えるこ

とが大事です。そのためには、先生の人間的魅力が必要になります。皆さんもご経験があ

るでしょうが、嫌な先生だと、その科目も嫌になってしまいます。ですから、先生にも魅

力がなければいけないでしょう。また、英語を母国語としない人に英語をどう教えるかと

いう教授法についても学んでおく必要があると思います。私の息子は、この教授法を学ぶ

ために、アメリカの大学院に行ってマスターを取ってから、英語教師をやっています。 

 

6.教職大学院導入の課題 

 いろいろお話ししましたが、今、教員養成について、修士とするのか、4 年制＋αにす

るのかということが一つの議論になっています。すべてを修士とする形は、今の教職大学

院の定員からして恐らく無理だろうと思います。そうすると、＋αをどのように決めてい

くのか、そして、専門職としてどう認定するのかという問題が出てくると思います。これ

は、どんな仕事でもそうだと思いますが、ただ資格を持っていればうまくいくというわけ

ではありません。従って、マスターを取らなくても、教育の場で学んで実績を残しつつ、

例えば夜学やスクーリングなどの方法で何年かかけて修士を認定するなど、いろいろな方

法があると思います。とにかく教育にふさわしい人に専門職として活躍してもらう仕組み

が要ると思います。 

 それから、教員養成における開放制も重要です。特に専門の教科である物理や化学など、

自然科学などは特にそうでしょうが、そのものについてものすごく関心があって、それを

よく知っているという方から学ばないと、子どもにとっても興味がわかないでしょう。従

って、教員養成の大学院も大事ですが、開放制で、ほかの学部から出てくる人たちも教員

として活躍できる仕組みが要ると思います。それを教員免許と準免許という形にするのか

どうかは、これからの議論だと思います。ある程度の認定は要ると思いますが、ほかの学

部の学生が教員になる道も非常に大事です。多様性を確保するためにも、教員養成学部、
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教職大学院だけということではないと思います。 

 それから、どういう方を採用するかということは、各県の教育委員会などが決めていく

ことになるでしょうが、ここにおいてもやはり多様性は重要です。教職大学院を出た方が

素晴らしい教員になるという実績が出てくれば、恐らく教職大学院を出た方たちが採用さ

れる可能性は非常に高まるのではないかと思います。 

 それから大学院とすると、そこに行くための費用をどうするのかという問題があります。

また、今の定員では少ないかもしれず、特にこれから開放制を基にした 4年＋αの人たち

が何らかの形で大学院に行く仕組み、あるいは認定を求めるような仕組みになるとすると、

今の定員でいいのかという問題もあると思います。ですからこれは非常に大きな問題で、

長期的な制度設計と移行可能な現実的取組をしなければならないと思っています。なんと

いっても、国の将来を支えるのは教育ですから、質の高い先生方が育成されていくことが

非常に重要だと思います。 

 

（長島） どうもありがとうございました。基礎学力や高い倫理観、熱意や意欲を持った

人材を育てることのできる教員をいかに養成していくかということが、教職大学院として

は問われていることなのだろうと受け取りました。併せて、制度設計についてもご発言を

いただいたことになるかと思います。 

 続いて、早川解説主幹からご発言をいただきたいと思います。 

 

○教職大学院の意義 

早川 信夫 （ＮＨＫ解説主幹） 

 

（早川） 皆さんこんにちは。既にお二人の方がお話ししているので、つなぎというか、

お二人のお話を引き取る形で、若干コメントをさせていただきたいと思います。 

 

1.教職大学院の課題 

 まず、森さんから教員サポート錬成塾のお話が出ました。私も教員サポート錬成塾の取

材におじゃましたことがあり、そのときに聞いた話として印象に残っていることがありま

す。教員サポート錬成塾の指導者は退職校長の方などですが、非常に報酬が安いのです。

パートぐらいの報酬ですが、それでも指導者をやっています。では、なぜやっているかと
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お二人のお話を引き取る形で、若干コメントをさせていただきたいと思います。 
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 まず、森さんから教員サポート錬成塾のお話が出ました。私も教員サポート錬成塾の取

材におじゃましたことがあり、そのときに聞いた話として印象に残っていることがありま

す。教員サポート錬成塾の指導者は退職校長の方などですが、非常に報酬が安いのです。

パートぐらいの報酬ですが、それでも指導者をやっています。では、なぜやっているかと
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いうと、人を育てることに対する気持ちがとても強く、非常に熱心で厳しい指導をしてい

るのが印象的でした。一方で、受け手の側の先生は、技術的なこともそうですが、学校の

中で同僚たちになかなか相談できないようなことを、だんだん距離が近づいていくことに

よって何でも相談できる関係になれるため、非常にありがたいとおっしゃっていました。 

 このことを教職大学院の問題と引きつけて考えた 

とき、教職大学院でやることと現場で教育委員会が 

やることが、同じことなのか違うことなのかという 

問題があります。パートタイマー程度の報酬で安上 

がりにできるのだったら、そちらの方が得で、実際 

に具体的な効果があるではないかという話になって 

しまうと、教職大学院は必要なのかという話になっ 

てきます。そこをどう考えるかということは一つの 

課題でしょう。 

 そのことと絡んで、先ほど北城さんから、現場は素材で早くよこせという感覚を持って

いるという話がありました。教育委員会の側からすると、先生を長い間大学で教育しても

らうよりも、大学の 4年間できっちり育ってきて、あとはオン・ザ・ジョブで鍛えるのだ

というような考え方もあります。そこをわざわざ大学院まで行って、時間を費やして何が

得られるのかについては、オン・ザ・ジョブで鍛えた教員以上のものを身に付けた者が来

てくれなければ、良しとしないのではないかという気がします。 

 最初は課題ばかり申し上げたので、教職大学院はなかなか元気が出ないということにな

ってしまいかねません。しかし、私は教職大学院に対して応援したいという気持ちがある

ので、やや厳しめの指摘から話を始めたということです。 

 

2.教職大学院導入時の議論について 

 この問題について考えるときに、やはり原点に立ち戻る必要があるのではないかと思い

ます。まず、導入に当たってどのような議論がされたのかということを、もう一度思い起

こしてみることが必要かと思います。やはり人は忘れやすいので、4 年前にどういう議論

があったのかということはすっかり忘れてしまいますので、そこから思い出してみた方が

いいと思います。 

 スタートは、教師不信にあったかと思います。確かに表向きの理由は、もっと実践的な
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力を持った先生を育てようということだったはずです。親の期待に応えられる先生、場合

によっては、ハードルの高い親の要求にびくともしない先生を鍛え上げられないかという

構想だったと思います。しかし、議論の根底にあったのは、教員養成への不信ではないか

と思います。とりわけ教員養成系大学への不信という形で、議論の最中は言われていたよ

うな気がします。 

 当時、大学の教員は先生を育てることよりも、研究者を育てることに熱心であるとよく

言われました。一方、学生は教員採用で採用されないから、取りあえず大学院にでも行く

という形で、大学院進学者が決まっていくような実情があるのではないかと言われていま

した。そのときは、確かそうした教員養成系大学の大学に対する考え方、姿勢を変えよう

ではないかという議論が根底にありました。例えば総合大学の研究室のまねごとのような

研究ばかりして、教員養成系大学は十分に現場の役に立ってこなかったのではないかとい

う批判がありました。 

 もう一つ時代背景を考えると、教員給与の国庫負担問題、三位一体の改革の議論で、教

員への風当たりが強くなっていた時期とも重なって、そのようなことが議論されてきたの

だろうと思います。それとともに、一方では大学改革が背景にあったかと思います。 

 こうして教員の指導力不足が課題として取り上げられていたころだったので、現場の先

生の鍛え直しということから議論がスタートしました。しかし、現場の先生だけを受け入

れるということでは、大学院としては不十分ではないかということで、学部との連続性に

ついても考え、学部生を受け入れるという二本立ての制度になってきたというのが今の教

職大学院かと思います。 

 そのときにしきりと使われていた言葉は、今ではあまり使われなくなったように思いま

すが、例えば現職教員については、「スクールリーダー」を育成するということが言われて

いました。最近は「ミドルクラスリーダー」など、別の言葉が使われるようになってきた

かと思います。また、新卒の方は即戦力となる大物教師に育ってほしいということが、当

初議論されて、「スーパールーキー」なる言葉がありました。しかしそれもいつの間にかあ

まり使われなくなりました。当時は、野球のドラフト会議になぞらえて、新人時代は大物

と騒がれても、いつの間にか先細りになってしまいかねないから使わないのだというよう

なことが言われたように思います。 

 そのような経緯で議論がされてきて、当時、メディア側で幾つか懸念の声が挙げられま

した。一つは、現場で経験を持った先生を教えられる、そんなすごい力を持った先生の先
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 こうして教員の指導力不足が課題として取り上げられていたころだったので、現場の先

生の鍛え直しということから議論がスタートしました。しかし、現場の先生だけを受け入

れるということでは、大学院としては不十分ではないかということで、学部との連続性に

ついても考え、学部生を受け入れるという二本立ての制度になってきたというのが今の教

職大学院かと思います。 

 そのときにしきりと使われていた言葉は、今ではあまり使われなくなったように思いま

すが、例えば現職教員については、「スクールリーダー」を育成するということが言われて

いました。最近は「ミドルクラスリーダー」など、別の言葉が使われるようになってきた

かと思います。また、新卒の方は即戦力となる大物教師に育ってほしいということが、当

初議論されて、「スーパールーキー」なる言葉がありました。しかしそれもいつの間にかあ

まり使われなくなりました。当時は、野球のドラフト会議になぞらえて、新人時代は大物

と騒がれても、いつの間にか先細りになってしまいかねないから使わないのだというよう

なことが言われたように思います。 

 そのような経緯で議論がされてきて、当時、メディア側で幾つか懸念の声が挙げられま

した。一つは、現場で経験を持った先生を教えられる、そんなすごい力を持った先生の先
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生がそう何人もいるのかということです。二つ目は、授業力を鍛えるための、いわば道場

となるような実習の場、教室の確保が本当にできるのか。三つ目は、若い人たちが、そこ

で鍛えてもらいたいと集まってくるような魅力ある大学院にできるのか。四つ目は、本当

に教員鍛錬の場にできるのか、実践力を高めたいという理念は理解できるが、現場で行わ

れている教員研修との違いがはっきりしないのではないか。五つ目は、リーダー格の先生

を現場から外して現場は本当に大丈夫なのか、大学院での鍛え直しによって、どのような

理想の先生を誕生させようとしているのかが不明瞭ではないか。六つ目は、型にはまった

先生を量産することになりはしないか、とりわけ現職教員の場合は、大学院に行くように

と命じた教育委員会からの覚えめでたい先生ばかりになってしまわないかという懸念です。

これ以外にもまだまだあったかもしれませんが、つらつらと挙げただけでも、こうした課

題や懸念が当時示されていたように思います。 

 

3.これからへの期待 

 船出もスムーズではなかったし、設置申請は 21大学中 19校にとどまったという経緯も

あります。また、このような問題が、現在どうなっているかということが大きな課題にな

っているのかと思います。そのことの検証はこれからきっちりやっていかないといけない

と思いますが、私が懸念ばかり挙げてしまったので、否定的に物を考えているかのように

聞こえるかもしれません。しかし、決してそうではなくて、そうした懸念を乗り越えなが

ら、教職大学院を良いものに育てていくということがとても大事なのではないかと思って

いるのです。 

 特に最近は何でも評価の対象になって、評価ばかりが着目されますが、短期的な評価を

急ぐべきではないというのが私の個人的な意見です。人が育つには 10年ぐらいかかり、そ

の育っていった先にやっとその成果を評価することができるのではないか。つまり、目の

前の瞬間風速での評価もとても大事で、悪いことがあればそれはどんどん直していかなけ

ればいけませんが、4 年たったのにまだ成果が上がっていないではないかと断じてしまう

のは急すぎるのではないかと思います。むしろ、今足りないことをどう補っていくのか、

例えば定員が 830名程度で止まっていると言われていますが、一部の先生だけを教育する

のではなく、もっと定員を増やせないのかということは議論があると思いますし、その条

件についてもこれから議論していく必要があるのではないでしょうか。 
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（長島） ありがとうございました。導入に当たっての時点に立ち戻って、どのような議

論が交わされたかということを整理していただき、幾つかの課題をご指摘いただきました。

午前中の来賓あいさつと基調講演の中でも、期待と課題は裏返し、あるいは裏表という話

が何回か出ましたが、今ご発言いただいた課題に対してわれわれはどのように応えている

のか、応えられるのかと思いました。 

 続いて、4人目のパネリストの武田日本PTA全国協議会副会長にご発言をお願いします。 

 

○教育に関する保護者の意識調査 

武田 岳彦 （日本 PTA 全国協議会副会長・山形県 PTA 連合会会長） 

 

（武田） 保護者を代表して若干お話をさせていただきます。私は教育界のことには疎い

ので、一般的なつたないお話になるかと思いますが、ご容赦いただきたいと思います。 

 

1.アンケート結果に見る保護者の意識 

 まず、日本 PTA で毎年行っている保護者の意識調査から、先生に関する項目についてご

紹介したいと思います。資料の 27～28 ページをご参照ください。 

 まず、「あなたが教員に求めるものは何ですか」 

という設問の答えとしては、人間性を求めるとい 

う答えが一番多く、83.9％です。その次に指導力 

で、70％です。そこから先は少し数字が下がって、 

公平性、包容力、道徳観と続いていく結果になっ 

ています。 

 「あなたは教員免許更新制についてどう思いま 

すか」という設問に対しては、必要だと思うとい 

う保護者が半数を超えています。皆さん、この制 

度に対しては期待するものがあるようですが、ただし、昨年度（平成 21 年度）も同じ質問

をしていますが、そのときには 64.7％の保護者が必要だと思うと挙げており、今年度は 8.2

ポイント減少しています。従って、期待に添うものが返ってきていないと保護者が感じて

いるのではないかととらえています。 

 「教員免許更新制の実施により、あなたは何を期待しますか」という設問に対しては、
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教員の知識・能力・指導力の維持と向上という項目が一番多く、38.8％という数字が挙が

っています。また、教員の適性を見極めてほしいという項目も、その次に高い数字（14.1％）

を示しています。初心忘れるべからずという項目が、教員の人間性の向上と同じ 9.1％と

いうのは、どういう意味なのかくみ取るのが難しいですが、教員免許更新制にはいろいろ

なことを保護者が期待していたのだと感じています。 

 「学力向上のために学校に求めたいことの有無」という質問では、あるというお答えが

66.3％です。その中身は、習熟度別学習の促進が 70.6％で、恐らくは少人数学級等のお話

も含めての要望だと思います。また、朝の読書活動や宿題をもっと多くなど、非常に一般

的な感覚でご要望を挙げているような気がします。 

 政策研究大学院の今野教授に詳しい分析をしていただいているので、こちらはお時間の

あるときにお目通しいただければと思います。今の保護者は先生にこんなことを求めてい

るということが分析されています。 

 

2.求められる教師像 

 このようなアンケートを踏まえて、保護者が先生に求めるものとして、第一は人間性で、

その次に指導力です。これらが 2本の柱で、どちらが後先ということではありませんが、
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ことなのではないでしょうか。 
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 私は、少なくとも PTA や先生方という子どもたちの一番近くにいる大人たちには、ほか

の大人たち以上に、生きる喜びを子どもに伝える責任があると思っています。そのために

は、保護者や先生が生き生きとした姿を子どもたちに見せることが大切だと思っています。

学校の現場に行くと、本当に生き生きと仕事をされている先生方がどれぐらいいるのかと

いうことが一番大事ではないかと、親として思っているところです。 

 また、教員免許の更新制については過半数の保護者がその必要性を感じていますが、こ

のことは後に触れますが、若干の失望を感じている現状があるのではないかということを

認識いただきたいと思います。 

 

3.教職大学院に期待すること 

3-1.トップランナーの養成 

 次に、教職大学院に期待することは何かということです。教職大学院に対しては、保護

者としては本当に大いに期待しています。意欲のある人材がより充実したカリキュラムで

資質を高めて学校現場を担ってくださることは、われわれ保護者にとって本当に大きな喜

びであり、大変結構なことだと思っています。一人でも多くそのような人材を育成してほ

しいと、保護者は諸手を挙げてエールを送らせていただきたいと思います。 

 もう少し踏み込んで、どんなことを期待しているのかお話しさせていただきます。先生

という職業を終えられるまでには、本当に長いステップがあると思います。私なりに感じ

ていることを説明するために、マラソン大会に例えてお話をしてみたいと思います。多く

の市民マラソンの大会は、スタートラインに横一列にみんなが並ぶわけではありません。

時には何百メートルも長い縦の列をつくって、スタートラインを越えるまで 5分もかかる

ような大会も珍しくありません。これは狙う記録に従って、あるいは、その大会のモチベ

ーションによって、速く走りたい人はスタートラインの前の方に並んで、その後、自分の

目指すタイムごとに、ずらっと後ろに並んでいくような形にならざるを得ないのです。 

 教職大学院というのは、そのスタートラインの最前列に、鍛えられた優秀な選手を送り

込むものだというイメージを持っています。彼らには先頭集団になって、後ろから来る選

手を引っ張っていってほしいと思っています。その結果、参加選手全体のモチベーション

が上がって、高いレベルのレースになることを期待します。もちろんこれは競争をしろと

いう意味ではなく、学校現場を活性化させ、あるいはニーズに合った専門性や情報を教育

現場に取り入れていく役割を担う人材を一人でも多く育成し、どんどん学校現場に送り込
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んでほしいという意味での大きな期待です。 

 反面、その先頭集団が後続集団にのみ込まれてしまうということも、マラソンにはよく

あるケースです。最高のスタートを切ったメリットを活かしていただいて、いつまでも後

続集団を引っ張っていけるような、トップランナーとしての自覚と誇りを持って活躍でき

る先生方を育成していただきたいと期待します。 

 

3-2.現役教員の給水所 

 また、教職大学院に期待することの二つ目として、マラソン大会には給水所があります。

これは、走っている選手たちが失われた水分やエネルギーを補給して、選手のより質の高

い走りをサポートするためのシステムです。教員生活を 5年、10 年と続ける中で、時代が

先生に求めるものももちろん変わります。個々のモチベーションも恐らくは変化するでし

ょう。マラソン大会の給水所が果たす役割を教職大学院が果たしてくれるのではないかと

いう期待感があります。 

 恐らく保護者としては、教員免許更新制度にもその役割を期待した部分があったと思い

ますが、思う効果が得られているのかどうか、なかなか分かりません。いずれにしても要

所要所で、そのときの先生方に合った応援やエネルギー補給、あるいはスキルを保つため

のステップがあってもいいのではないかと感じています。意欲のある先生方が必要に応じ

て教職大学院を利用して、さらなるスキルアップをした上で、学校現場に戻っていただく

ということで、学校現場の教育力の底上げが期待できるのではないかと思っています。 

 しかしながら、中堅どころの先生が学校現場を離れるということに対する学校側の理解、

あるいは代わりの教員の配置、教育委員会との連携なども恐らく課題になるだろうと感じ

ます。その辺は、保護者以前に、教育界全体の理解と連携が不可欠だろうと感じています。 

 教職大学院に期待することは、以上、大きく二つのことです。専門家ではないので、こ

のようなことしかお話しすることができませんが、実のところ、保護者が本当に望んでい

るのは、マラソンコース全体の整備なのではないかと思います。悪い路面や坂道など、走

りに適さない事柄を丁寧に改善し、より走りやすいコース整備を行うことが必要だろうと

思います。これと同じように、学校現場も先生方がより誇りを持って働きやすい職場に改

善していく必要があろうかと思います。例えば、部活動と先生のかかわりや、書類仕事が

非常に多いなど、さまざま保護者に伝わってくる先生の多忙さを減らしていくため、教育

界においては、免許制度の在り方、職務の煩雑さの解消など、全体的な視点で教育現場を
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整備していただきたいと願っています。 

 今回の教職大学院を切り口にして、それに連動するシステム全体の見直しと構築を早急

にやっていただきたいということを、保護者は本当に願っています。ぜひ頑張っていただ

きたいと期待しているところです。 

 

4.保護者から見た課題 

 最後に、保護者から見た素朴な疑問というか、課題についても一応触れておきます。一

番強く思うのは、現行の新規採用者の初任者研修や、免許更新制におけるさまざまな研修

がありますが、それと教職大学院で学ぶ内容の違いが明確に保護者には見えてこないこと

です。違いが明確であれば逆に教職大学院を応援していく上で、保護者の理解を求めやす

い部分ですので、ぜひその辺の違いを明確にしていただけたらと思います。 

 また、学生の金銭的な負担についても何度かご指摘がありましたが、教職大学院に通う

ことは、保護者にとっても学生にとっても、金銭的な負担の増加という現実的な問題があ

ります。経済的な負担増によって間口が狭くなることは、人材を育成する上では本当に大

きなデメリットになると感じています。私の地元は山形で、ほかの都道府県にも同じもの

があるのかどうか勉強不足で分かりませんが、山形教育振興財団奨学金というものがあり

ます。これは山形大学の学生を対象にした財団法人による奨学金の制度で、山形大学で学

んで 2年以内に山形県の教員になり、10年以上教職を勤めると、貸付金の返済は 2分の 1

免除になるというシステムです。いろいろな形の奨学金があるかと思いますが、金銭的な

面をサポートするという体制づくりも大切だと感じています。 

 少し早足でしたが、保護者として教職大学院に期待することをお話しさせていただきま

した。今日、午前中から参加して感じたことですが、PTA 自体が先生方を養成するシステ

ムについて本当に勉強不足だと感じました。自分たちの子どもが直接かかわる部分ですの

で、もっと保護者が関心を持って、皆さんが変えていこうとするところを応援していける

ような、追い風を吹かすことができるような空気を PTAとしても持っていく必要があると

感じました。改善すべきことに対しては改善すべく、PTA も応援をさせていただくので、

その辺の連携もぜひ図っていく必要があろうかと思います。 

 

（長島） どうもありがとうございました。保護者の意識調査から始まり、マラソンに例

えてストレートマスターや現職教員の養成についてお話しいただけたかと思います。 
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質疑応答 

 

（長島） 4 人のパネリストの方にご発言いただきました。それぞれ他の 3 人のパネリス

トの方の発言を受けて、何か補っておきたいこと、追加しておきたいことなどがあれば、

お願いできますか。よろしいですか。 

 それでは、フロアの方々から、いろいろご質問やご意見をお伺いして、それに対してパ

ネリストの方からいろいろお答えいただくという形で進めたいと思います。3 人ぐらいま

でいろいろお聞きして、お答えいただこうかと考えています。いかがでしょうか。 

 

（Q1） このテーマの設定にかかわった者として、ぜひお聞きしたいことがあります。普

段、われわれ教育界だけでの話をすると、どうしても内輪の情報に偏ってしまいます。今

日は、市長、経済産業界、マスコミ、そして直接のステークホルダーである保護者（PTA）

のお話を伺いましたが、教職大学院というものがどういうイメージで映っているのか。要

するに、知られているのか知られていないのか、もっと言うと、知られるためにはどうし

たらいいのかということを、まず率直にお話しいただきたいと思います。 
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（長島） これについては、取りあえずお答えいただいた方がよいかと思いますので、そ

れぞれお願いできますか。 

 

（森） いつも最初というのは、ハンディキャップがありますが（笑）。今回、パネルディ

スカッションへの参加を依頼されて認識が深まったという程度です。ただ、これは私が間

違って認識しているかもしれませんが、以前から教育学部の通常の教員養成カリキュラム

について、どちらかというと知識や教えるスキルや教え方はあまり行っていないとおっし

ゃる方もいます。私はよく分かりませんし、それが当たっているかどうか本当は自信があ

りませんが、例えば専門的な知識などを中心に教育学部で教育していると私は思っていま

す。ただ、先ほどから教職大学院についていろいろな指摘が出ていますが、人間性と指導

力は表裏一体のものだと思います。そのようなことを中心に深めていただけると、それは

また大変良いことではないでしょうか。それが年を追うごとに現場の感覚が入っていって、

大学院で教えるべきことが成長していけばいいのではないかというのが私の意見です。 

 

（北城） 経済界でも、教職大学院という言葉は知られていると思います。また、教員養

成に当たって今の 4年の大学の卒業だけで本当に優れた教員になるのかというと、そうで

はないのではないかということも理解されていると思います。しかし、それと教職大学院

とがうまく結び付いているかというと、そうでもないと思います。これは先ほど武田さん

から、保護者も教員養成についてもっと関心を持たなければとありましたが、一般的に言

うと、経済界ないし保護者は、初等・中等教育については関心があります。子どもの学力

やいじめ、不登校などです。ところが多くの親は、大学に入ったらあとは何をやっている

のかほとんど関心がありません。ですから、大学改革についてはほとんど関心を持たれて

いないのです。専門職大学院として教員養成も含めて、大学院改革は非常に重要なテーマ

なので、もっとわれわれは教職大学院の問題についても、いろいろなところで話をしてい

かなければいけないでしょう。 

 このような機会は非常に良いことですが、来ているのはほとんど教職大学院関係の方だ

けです。マスコミの方はいらっしゃいますが、ほかの人も入れていろいろ議論をした方が

いいでしょう。こういう問題があるけれども、どうした方がいいのかなどについても、先

ほど磯田局長からもお話がありましたが、最後は優先順位の付け方になってしまいます。

そのときに、ただ要求するだけの議論をしても、なかなか社会の理解を得られません。そ
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れから先ほどお話ししたように、多くの人は企業で働くので、もっと企業経営者を入れて

議論した方がいいかもしれません。ということで、名前は知っていますが、経済界では中

身までよく知らないというのが実情だと思います。 

 

（早川） 先ほど申し上げたように、原点に立ち返ると、2007年には教職大学院ができる
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言葉で話すようになったというか、私たちに対して説明する言葉も分かりやすい言葉で説

明ができるようになりました。大学の先生も進化したなと、多少は感じるところもありま

す。 

 ただ、そうしたことをこれからメディアを突き抜けて、さらに世間に発信していくとい

うことは、難しいけれどもやっていかなければいけません。それこそ足場の不便な兵庫教

育大学にメディアの関係者を一泊で呼んでみたり、「見に来ませんか」などと声を掛けたり、

いろいろ方法はあろうかと思います。今は噴き出している課題が教育界に見えにくい状況

なので、あそこでああいう問題が起きているから、教員の問題はこうだという議論があま

りありません。そのため、大学の養成課程がどうなっているのか、あるいは教職大学院が

それにどのように対応しているのかということに関心が向かないという状況になっている

のではないかという気がします。 

 それから先ほど北城さんから、国際化の観点からのお話がありました。この部分は、こ

れからの教員養成の中で大事な部分になってくると思います。それも単に英語が話せると

いうことではなくて、海外と伍していくためには、恐らく英語の使い手を育てることより

も、自分たちの思いや日本人的な感覚を英語にして伝える難しさを克服していかなければ

いけません。その点はグローバル化のためにやるというよりも、日本がステータスをきっ



─ 72─

23 

ちり確立するために何ができるかという研究として、教職大学院で扱っていくべきテーマ

ではないかと思います。 

 

（武田） 今回、このパネラーをお引き受けして、地元の飲み会などでその話をしたら、

「何のパネラー？」と聞き返されます。教職大学院の話だと言うと、みんな逃げていきま

す。全然その話題に触れようともしないというか、やはり分からないのです。正直、皆さ

んの前でお話しするのは非常に心苦しいのですが、保護者はほとんど知らないのではない

でしょうか。制度が変わった、あるいは変わろうとしている動きについて知らないと思い

ます。 

 知らない、分からないというのは、免許の部分などは自分たちには変えられないと思っ

ていて、自分たちがかかわる分野ではないという認識がまずあると思います。そこのとこ

ろは今日、私も自分なりに反省しましたが、むしろ保護者が望む教育のやり方がまずあっ

て、それから議論や連携が進んでいくべきものだろうと思います。先ほど言った保護者の

理解は、本当はものすごく大事なことではないかと思います。制度を変えていくときには、

税金を大幅に投入しなければならないという点もあると思います。そのようなハードルを

一つ一つクリアするためには、子を持つ親に訴えかけながら進めていかないと、変わって

いかないような気がします。 

 教員の世界というのは、あまりにも多角的にいろいろなものが組み合わさっているので、

一つを変えるとこちらも変わるという、いろいろな要素が働く複雑さをわれわれは感じて

います。口出しをしたり、意見を挟んだりすることはなかなかできないという認識が今ま

ではありましたが、それではまずいだろうということを今日は痛感しました。日本 PTA 全

国協議会に持ち帰って、そんな意識が必要だということをこれから伝えていこうと思って

います。 

 

（早川） 言い残したことですが、いかんせん入学定員が少ないのではないかと思うので

す。最初のころ、文科省は「小さく産んで大きく育てる」と言っていたような気がしまし

たが、小さく産んで小さく育っている状態がずっと続いていて本当にいいのかという気が

します。では、これ以上定員を増やせるかという問題もあるでしょう。しかし、小さく産

んで大きく育てると言った割には育っていないという感覚が率直なところです。 

 ですから、文科省は最初このぐらいからスタートして、だんだんこう増えましたという



─ 73─

23 

ちり確立するために何ができるかという研究として、教職大学院で扱っていくべきテーマ

ではないかと思います。 

 

（武田） 今回、このパネラーをお引き受けして、地元の飲み会などでその話をしたら、

「何のパネラー？」と聞き返されます。教職大学院の話だと言うと、みんな逃げていきま

す。全然その話題に触れようともしないというか、やはり分からないのです。正直、皆さ

んの前でお話しするのは非常に心苦しいのですが、保護者はほとんど知らないのではない

でしょうか。制度が変わった、あるいは変わろうとしている動きについて知らないと思い

ます。 

 知らない、分からないというのは、免許の部分などは自分たちには変えられないと思っ

ていて、自分たちがかかわる分野ではないという認識がまずあると思います。そこのとこ

ろは今日、私も自分なりに反省しましたが、むしろ保護者が望む教育のやり方がまずあっ

て、それから議論や連携が進んでいくべきものだろうと思います。先ほど言った保護者の

理解は、本当はものすごく大事なことではないかと思います。制度を変えていくときには、

税金を大幅に投入しなければならないという点もあると思います。そのようなハードルを

一つ一つクリアするためには、子を持つ親に訴えかけながら進めていかないと、変わって

いかないような気がします。 

 教員の世界というのは、あまりにも多角的にいろいろなものが組み合わさっているので、

一つを変えるとこちらも変わるという、いろいろな要素が働く複雑さをわれわれは感じて

います。口出しをしたり、意見を挟んだりすることはなかなかできないという認識が今ま

ではありましたが、それではまずいだろうということを今日は痛感しました。日本 PTA 全

国協議会に持ち帰って、そんな意識が必要だということをこれから伝えていこうと思って

います。 

 

（早川） 言い残したことですが、いかんせん入学定員が少ないのではないかと思うので

す。最初のころ、文科省は「小さく産んで大きく育てる」と言っていたような気がしまし

たが、小さく産んで小さく育っている状態がずっと続いていて本当にいいのかという気が

します。では、これ以上定員を増やせるかという問題もあるでしょう。しかし、小さく産

んで大きく育てると言った割には育っていないという感覚が率直なところです。 

 ですから、文科省は最初このぐらいからスタートして、だんだんこう増えましたという

24 

グラフをつくるのが得意ですが、だんだん育っているというグラフにはなっていないので、

こんなものかと思うわけです。メディアが注目しないのも、そういうところに一因がある

のではないかという気がします。 

 

（長島） 今のご発言をどのように受け止めたらいいか、微妙なところですが、午前中の

議論の中で、プロトタイプという言葉が出ました。それは小さく産んで、小さいままでプ

ロトタイプになっていくのだとも取れます。それは置いておいて、また何かありましたら

お願いします。 

 

（Q2） 鳴門教育大学の村川です。朝から東京都の教育長のお話も聞いていて感じたこと

があります。教職大学院によって少し差はありますが、基本的には一人の院生に対して、

私たちが個人の力量の向上だけでなくて、そこの院生の在籍校（勤務校）に 1年ほどかか

わって、院生の力量向上だけでなく、院生が学校を巻き込んで授業改善やカリキュラム開

発等を行うことがあります。そうすると一人の院生を通して、場合によっては 30～40 人も

の先生方や学校丸ごと、あるいはその学校を拠点校として周りの学校へも若干の影響を与

えることもあります。したがって、単に 1対 1対応の力量向上ではなく、もう少し広がり

のある、学校全体の改善につながるような取組を多くの教職大学院はやっていると思いま

す。 

 ですから、人数だけで見れば伸びていないかもしれませんが、一人の院生を通して、今

言ったように、何十人という先生方にも影響を与えたり、学校改善にもつながったりして

いるので、例えば東京都の養成塾とはまた違った意味の学びの広がりがあるのが教職大学

院だと思います。人数だけの問題ではないと思います。 
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（長島） ご意見ありがとうございます。それでは、続けてほかの方に質問、ご意見をい

ただき、また併せてお答えいただく部分があれば、お答えいただくことにしたいと思いま

す。 

 

（Q3） 東京学芸大学教職大学院の成田と申します。私も教職大学院の設置の準備からか

かわってきて、考えながら走ってきています。第 4回のシンポジウムを迎えて、ただ 4年

目ということだけではなく、今年は 3月 11日の震災と原発事故などが社会に非常に大きな

問題を投げ掛けたと思います。教育の問題について、教職大学院が今後本質的な問題を考

えていくときに、これを抜きに考えることは難しいのではないかと思っています。今日お

集まりのそれぞれの先生方のお立場から、ポスト 3.11の教職大学院の在り方について、ご

示唆をいただけるような視点あるいはご提言があれば、ぜひお聞きしたいと思っています。 

 

（早川） 最初の方のご意見で、入学定員数だけ言うなというのは確かにそのとおりだと

は思いますが、やはり数もとても大事なところだと思います。教職大学院を始めるという

のは、確かにそういうことが非常に重要なところですし、それこそ中堅クラスが大学院に

学びに来る意味は、まさにおっしゃるとおりだと思います。ただ、いかんせん全体の数か

らすると少ないと感じざるを得ない部分があることと、それぞれ大学で教職大学院に出せ

る先生の数も相当ぎりぎりでやっているという状況があると聞いています。大学全体に資

源配分が減っていく中で、主張していかなければいけないと思います。やはり人手も手間

もかかるのは、必要だからこそ、そこに人手もかけたいし手間もかけたいと言っていかな

いと、忘れられてしまうような気がします。ですから、小さく産んで育っていく先が見え

ないというのは、非常に世の中にアピールしにくいのではないかという気がします。おっ

しゃることは大変よく分かりますが、その先に、やはり世の中に訴えていくだけの発信も

必要かなという気がします。 

 3.11について、特別の提言は思いつきません。ただ、私は被災地の学校や被災者の方々

のインタビューもしていて、冒頭に森さんが体験活動を非常に重視されて取り組まれてい

るという話をされていましたが、学校ごとの対応で非常にはっきり分かれたのは、日常的

に体験的な活動に取り組んでいる学校は強みを発揮したという印象を持ちました。 

 被災地のある小学校の例ですが、海が近いので、総合学習の時間で 3年生は磯遊びから
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始まって、徐々に段階を踏んで養殖体験をし、自分たちの町のアピール活動をし、最後に

自分たちの町の防災マップづくりをするという積み上げ学習を行っています。ここは、積

み上げた結果として防災学習になっていたので、避難にあたってもちろん先生が誘導しま

すが、子どもたちは当たり前のように自分で考えて自主的にスムーズに行動したいという

ことです。だから、上級生が下級生を誘導して連れていくということまでできてしまうわ

けです。 

 それから、被災地では津波でずぶ濡れになった人たちが中学校に避難してきました。寒

い寒いと震えている人たちに、周りに材料がなく、仕方がないので中学生たちがカーテン

を切ってもいいかと先生に申し出て、切ったカーテンを渡して毛布代わりに掛けてあげた

のだそうです。それもやはり日常的にそういう体験活動などをきちんとやっていた学校で

の取組です。 

 そうした良い事例を積み上げていくことが、これからとても大事になると思います。し

かし、教育委員会がつくる震災の記録などは非常に大部なものですが、それを全部読んで

何かを発見するというのは難しいのです。このため、もっとポイントが分かるようなもの

を示すということをむしろ教育活動の中でやっていくべきことではないかと思います。そ

のように、体験の大事さが分かるような例を教育の実践の中でつくっていくことは、大学

院の中でできるのではないでしょうか。あるいは、現職教員たちが現場に足を運んで自分

たちが発見し、何か発信するということも考えられるのではないかという気がします。 

 

（北城） 最初のご意見で、教職大学院が持つ意義は、一人の先生を教えるだけでなく、

その先生の背後にいる学校にも大きな影響を与えることだというのは、そのとおりです。

ただ、このようなことはどんどん情報を出していかないと、多くの人が理解されないと思

います。要するに、いくら事実があってもほかの人に知られていなければ、相手から見る

と事実が存在しないことと同じになってしまうので、良い活動はできるだけ知らせた方が

いいと思います。 

 例えば、教職大学院に毎年 830 名の方が入学されるとして、では卒業して教職に就きた

いと考えた学生のうち、何割が教員になれたのか。実務者として来てまたもとの学校へ戻

る方は別にして、要はこれから教員になるという希望を持っている方のうち、何割が教員

になられたのか。伺うところによると、九十数パーセントという学校もあるようです。今、

多くの保護者は子どもの就職をものすごく気にしているので、教員になりたいなら教職大



─ 76─

27 

学院に行けば九十数パーセントが教員になれるのだという数字を示すことも魅力になり得

ると思います。そういう意味では、いろいろな情報をできるだけ積極的に出していただく

ことが非常に重要だと感じました。 

 ポスト 3.11 については、この 3.11 がわれわれに突き付けたことは、想定外のことが起

きるのであって、人から教えられたことだけですべてうまくいくわけではないということ

です。文科省がよく教育の大事な柱として「生きる力」や「自ら考える力」が大切だと言

いますが、そう言われても、今までは初等・中等教育は大学受験のための教育と考える人

たちもいたかもしれませんが、今回、本当に自ら考えて行動する力がなければ、想定外が

起きたときに対応できないということが明らかになったわけです。そうすると、想定外と

いうことが、今までのような想定で良かったのかということを考えなければいけません。

日本社会は、いろいろ不都合なことを先延ばししてきたわけです。財政再建も税収も含め

て、不都合が起きても先延ばしして何もしないで本当に済むのかというと、そんなことは

なくて、いずれ何か想定外のことが起きるのです。 

 想定外のことが起きたときに、例えば教育委員会から言われた退避の仕組みだけでよか

ったのかというと、そうではないと思います。先生方も、普段から何か起きたらどうする

のか、想定外が起きたらどうするのかということを自分で考えて、自分で行動できなけれ

ば不十分だと思います。子どもたちにも、自分で行動することの大事さを言っていないと、

先生の指示がなく退避しなかったために多くの子どもたちが亡くなった学校もあれば、起

きたら逃げろと言われていたために多くの子どもが救われた学校もたくさんあったようで

す。ですから、3.11 は自ら考えることの重要性をわれわれに突き付けているのではないか

と思いました。 

 

（森） 最初の方のお言葉で、確か「広がりのある取組」とおっしゃったと思いますが、

私は大変大事なポイントだと思います。私も中央教育審議会の委員をしたりして、ずっと

かかわってきました。教育の世界には、教育学部の先生方を中心とした学会のような教育

界というものと、実際に教えている現場、それから政治の部分があります。この三つのコ

ミュニケーションが非常に悪いような印象を、私は受けています。教育に関して言えば、

特に政治が比較的みんなにとっていろいろな意見が言いやすいので、私の印象では理念や

目的の議論よりも、手段の議論に政治が偏る傾向があります。 

 例えば、教員の資質の向上というのは目的で、免許制は手段です。ところが、手段にか
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かわる議論が先行する傾向があると思っています。子どもたちに社会的規範を教えるとい

うのは目的ですが、道徳を教科にするのは手段に過ぎません。手段の方に拘泥するという

のは、教育界だけでなく日本全体が理念や目的の議論をせずに、すぐ分かりやすい手段に

飛びつく傾向があります。それが世の中を大変悪くしていると思います。目的や理念、長

岡の「熱中！感動！夢づくり教育」もそうですが、こういうものをしっかり掲げると手段

は幾つでもあります。それがどうも政治に左右されていて、どのような目的の教育をする

か、どういう子どもを育てるかということをしっかり議論していくことが、教育界や現場

の先生方の役割だと思っています。そういうことは、ただ学部の教育を受けて先生になる

だけでは難しいわけですから、そうした制度や仕組みに踏み込んで、良い事例を広めると

いうこともそうですが、政策的な提案などができる人材を育てることがすごく大事なこと

ではないかと思っています。そういう意味でおっしゃったのかなという感じがしたので、

大変良いご指摘ではないかと思います。 

 3.11については、早川さんと全く同意見です。長岡市も中越地震がありました。規模は

違いますが、一つの地域から見れば同じように深刻な問題を抱えました。危機の状況に陥

ると、人間は教えられたことだけでは駄目で、自分の頭で考えて解決していかなければな

らないという経験をたくさんします。先日も読売新聞の 1面で、生きる力というものをか

なり狭く解釈しておられましたが、サバイバルという意味でやはり体験が大事だという論

調がありました。私は良いことだと思っています。机の上の座学だけではなくて、きっち

りと体験学習も積み上げて、自ら考え、自ら行動する力を付けることはすごく大事なこと

です。そういう力を付けた子どもはアイ・ビー・エムに入れるのではないかという気持ち

があります。 

 

（武田） お一人目のご意見に、私も本当に期待するところがあります。大学院を卒業し

て、現場に立たれた先生方が活躍する、生き生きと働く姿を見せてくれれば、それが恐ら

く保護者に伝わります。先ほど保護者は何も分からないというようなことを申し上げまし

たが、保護者にはもちろん非常に敏感なところもあり、素晴らしい先生が活躍すれば、そ

のことは情報としてすぐに広がります。それがこの制度の後押しにつながっていくのでは

ないかと感じています。数ではありませんが、積み重ねることで、この制度がより良い形

で確立していくことを期待しています。 

 3.11のあれほど悲惨な災害を経験した国として、ぜひ命の教育に力を入れていただくこ
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とをお願いしたいと思います。子どもたちの成長過程に合わせる形で、命の大切さ、生き

ることの素晴らしさを子どもたちに教えていくためには、どんな教材やカリキュラムが必

要なのかということを、ぜひ専門的なお立場で議論して、それを形にしていただくことが

求められているのではないかと思います。もちろん、子どもたちの命にかかわる教育をし

ていく上で、家庭との連携も必要不可欠なことだと思います。今回の震災を経験したわれ

われは、次世代の子どもたちに、生きるということ、命ということをきちんと教育という

形で示していかなくてはならないと思っておりますので、よろしくお願いします。 

 

（長島） ありがとうございました。フロアの方々から、まだご意見やご質問などがおあ

りかと思いますが、進行役の不手際で時間をすでにオーバーしていますので、これで終わ

りにさせていただきたいと思います。 

 教職大学院に対する、あるいは教員養成改革に対する期待をテーマとしていましたが、

期待というよりは、課題の方が多く突き付けられたと受け止めています。パネリストの方々

のご発言に対して、どのような部分を強く受け止めたかはそれぞれかと思います。しかし、

期待されていると同時に課題も多いのだということを再確認し、協会としても情報発信し

て、もっといろいろな人たちに状況なり成果なりを伝えていく必要があるのだということ

も確認して、閉じさせていただきたいと思います。パネリストの方々、どうもありがとう

ございました。 

 

（司会） パネリストの皆さま、どうもありがとうございました。いま一度、拍手でお送

りしたいと思います。ありがとうございました。 
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パパネネリリスストト  ププロロフフィィーールル 

 

   森  民夫 氏 

   （もり たみお・全国市長会会長、長岡市長） 

東京大学工学部建築学科卒業後、75年建設省住宅局入省。都市・住宅政策や東京ドームの建設計

画に携わる。99年長岡市長に就任、現在 3期目。07年全国市長会副会長、08年「せんたく」世話

人・幹事を歴任し、09年全国市長会会長に就任。「市民力」を生かし、市民生活に密着したまちづ

くりを実践する。また全国市長会長として、現場の声を国に届け、地方と国の協働による政策形成

に取り組む。 

 

   北城 恪太郎 氏 

   （きたしろ かくたろう・経済同友会終身幹事、日本アイ・ビー・エム株式会社 最高顧問） 

1944年4月生まれ。67年 慶應義塾大学工学部卒業、72年 カリフォルニア大学大学院（バークレ

ー校）修士課程修了。67年 日本アイ・ビー・エム株式会社入社。93年 代表取締役社長に就任。99

年 IBMアジア・パシフィック・プレジデント兼日本アイ・ビー・エム株式会社代表取締役会長。ま

た、03年から社団法人経済同友会の代表幹事を務める。07年より現職。主な兼職として国家公務員

倫理審査会委員、学校法人国際基督教大学理事長、文部科学省中央教育審議会委員。尊敬する人物

は福沢諭吉、好きな言葉は「自由闊達」 

 

   早川 信夫 氏 

   （はやかわ のぶお・ＮＨＫ解説主幹（教育・文化担当）、東京学芸大学経営協議会委員・客員教 

授、国立大学法人評価委員会臨時委員等） 

1953年福島県生まれ。1978年東京大学経済学部卒業後、ＮＨＫに放送記者として入局。千葉、 

函館放送局勤務の後、報道局社会部、科学・文化部で主に教育・文化取材を担当。1994年「週刊こ

どもニュース」企画・創設。1997年より教育・文化担当の解説委員。2005年より解説主幹。 

出演・制作番組は、ＮＨＫ特集「教育は変えられるか」（1988年）、「学校を変えるのは誰だ」 

（2004 年）等。現在、ニュース解説「時論公論」（月～金 23：50～0：00）、「スタジオパーク

からこんにちは“暮らしの中のニュース解説”」等に出演。ラジオでは「私も一言！夕方ニュース」

“早川解説委員のここに注目！”を担当。 

 

 武田 岳彦 氏 

   （たけだ たけひこ・日本 PTA全国協議会副会長、山形県 PTA連合会会長） 

日本大学山形高等学校卒。海上自衛隊入隊、掃海隊に勤務。1985年除隊後、地元山形において建

築会社に就職。結婚を機に、現在の(有)北庄武田酒店に勤務。2008年に取締役社長に就任、現在に

至る。主な PTA活動は、山形市、山形県 PTA連合会会長を隔年で、それぞれ２度ずつ歴任。H22年、

山形県 PTA連合会会長に就任。H23年に日本 PTA全国協議会副会長に就任。現在に至る。 

 

 



─ 80─

日本教職大学院協会シンポジウム

『米百俵』の精神を現在に

熱中！感動！夢づくり教育

い ま

～ 熱中！感動！夢づくり教育 ～

全国市長会会長・長岡市長 森 民 夫

2011年12月11日(日)

アンケートから見た「子どもに身につけさせたい能力」

92.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

81.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

読み、書き、計算などの基礎学力

保護者 教 員

51.3%

16.7%

52.7%

45.1%

15.9%

34.3%

自然や社会のしくみなど基礎的な知識

福祉やボランティアなどを通じた社会貢献の意欲

たくましく生きるための健康や体力

54.1%

6.1%

68.5%

8.5%

あいさつや礼儀など、社会生活を送る上で必要な態度や習慣

外国語能力など、国際化に対応できる力

7.1%

23.9%

84.1%

8.0%

37.8%

80.4%

コンピュータ操作能力など情報活用能力

一人一人の子どもが持つ個性や創造力

友だちをつくることや他人とのコミュニケーション能力

9.1%

3.9%

5 1%

7.2%

4.6%

10 3%

地域や郷土を愛する気持ち

料理や金銭管理など生活に必要な知識や技能

高校や大学などに進学するために必要な高度な学力 5.1%

40.4%

10.3%

36.9%

高校や大学などに進学するために必要な高度な学力

自分の進路・将来を自分で考えることのできる力

※市内の小学１年生～中学３年生までの保護者４，６５１人、教員１，５０２人が回答。複数回答可（５つ以内）

1

平成18年度 長岡市教育委員会「長岡市の児童生徒・保護者・教員意識調査」より

１位「基礎学力」、２位「コミュニケーション能力」
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米百俵のまち長岡『熱中！感動！夢づくり教育』

子どもたちを取り巻く現状子どもたちを取り巻く現状

学ぶ意欲の低下 学力や体力等
の二極化

教育機能低下
家庭・地域の
教育機能低下

子どもたちを取り巻く現状子どもたちを取り巻く現状

の二極化

今、最も必要なことは 子どものやる気や学ぶ意欲を引き出すこと

どの子にもわかる
授 業 の 実 現

地域の力、市民の力を
生かした教育の推進

熱 中 ・ 感 動
体 験 の 充 実

豊かな体験と確かな学びで、夢を描く力と生き抜く自信をはぐくむ

※さらに教育委員会組織を改編し、一貫した教育施策を実施

母子保健、保育園、子育て支援を教育委員会に統一

2

母子保健、保育園、子育て支援を教育委員会に統

家庭、学校、地域に関する教育施策の連携を図る

『熱中！感動！夢づくり教育』の実践例その１

どの子にもわかる授業の実現

教員ＯＢの嘱託指導主事（６名）が 現役の教員をマンツ マン指導

～ どの子にもわかる授業の実現 ～

◆ 教員サポート錬成熟
教員ＯＢの嘱託指導主事（６名）が、現役の教員をマンツーマン指導

《平成２３年度の参加人数》
・クリエーティブコース（７～３０年目のベテラン教員対象） ３１人

ベ シ ク ス （２ ６年目の若手教員対象） ３６人

指導技術だけでなく 人間性を磨き 総合的な人間力を高める

・ベーシックコース （２～６年目の若手教員対象） ３６人
※平成１５年度からの累積参加人数は５３１人

⇒ 市が県教員を徹底的に育て、数年で市外へ異動することもいとわない

指導技術だけでなく、人間性を磨き、総合的な人間力を高める

3全国のさきがけとなった長岡オリジナルの先進モデル事業
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『熱中！感動！夢づくり教育』の実践例その２

どの子にもわかる授業の実現～ どの子にもわかる授業の実現 ～

学校や校長の裁量で行う事業に 小 中１校あたり４０万円の予算を配当

◆ 学校・子どもかがやき塾
学校や校長の裁量で行う事業に、小・中１校あたり４０万円の予算を配当

《平成２３年度の夢企画事業の採択数》 小学校１６校、中学校９校

さらに、子どもに夢を与える企画事業には、３０万円を追加配当

創意工夫をこらした特色ある教育活動を財政面で支援

◆手作りカヌー・プロジェクト ◆食を原点から～造る・作る・つくる～◆手作りカヌー・プロジェクト
（青葉台中学校）

◆食を原点から～造る・作る・つくる～
（希望が丘小学校）

４０kmの越佐海峡を 学校前の野原を学校畑に開墾

4学校の主体性重視、校長の裁量権拡大により特色ある教育活動が展開

４０kmの越佐海峡を
１０時間かけて漕ぎきる

学校前の野原を学校畑に開墾
地域住民と一緒に、収穫感謝祭を開催

『熱中！感動！夢づくり教育』の実践例その３

地域の力 市民の力を生かした教育の推進～ 地域の力、市民の力を生かした教育の推進 ～

ＮＰＯ等が実施する子ども対象の各種教育活動に助成（上限２０万円）

◆ 地域・子ども元気塾助成金交付事業
ＮＰＯ等が実施する子ども対象の各種教育活動に助成（上限２０万円）

《平成２３年度の採択数》 １０件

行政や学校では実践が難しい教育も 市民活動では可能に行政や学校では実践が難しい教育も、市民活動では可能に

採択事業例：赤城コマランド採択事業例：赤城コマランド
～３万坪の広大な里山がフィールド。ちょっと危険な自然体験が豊かな感性を育む～

5地域の教育力を生かして、市民総がかりによる教育を実践

みんなに人気の石窯ピザ野生のヘビに触れる子どもたち 遊具などの施設は全て手作り
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『熱中！感動！夢づくり教育』の実践例その３

敷地内に 『森のようちえん ふたば こ』を運営～敷地内に、『森のようちえん ふたばっこ』を運営～

晴れの日も雨・雪の日も、そして、学びの場も遊びの場もすべて森（自然）の中

～少年学院の野外活動の場としても活用～ ～茂木健一郎さんも視察～

6地域の教育力を生かして、市民総がかりによる教育を実践

能舞台の建設作業風景。舞台は能だけでなく、様々な用途で活躍 平成２３.１１.１９に視察

『熱中！感動！夢づくり教育』の実践例その４

熱中！感動体験の充実～ 熱中！感動体験の充実 ～

全中学校を対象 生徒が ジオ番

◆ ながおか夢ラジオ
全中学校を対象に、生徒がＦＭラジオ番
組の企画から制作まで行い、各校の学校
自慢などを放送

◆ 船橋洋介プロデュース
東京フィル夢づくりコンサート

本物の芸術にふれ、感動を体験すること
で、芸術を愛する心や感性をはぐくむ

東京フィル夢づくりコンサート

◆ 未来の防災リーダーの育成
１泊２日、消防庁舎で災害時の救助・消
火訓練や、はしご車などの消防車両の乗
車などを体験

7たくさんの感動体験を通して、子どもたちの感性・情操をはぐくむ
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育つよろこび、育てる幸せ、子育てを応援するまち

◆ こどもすこやか応援事業 ◆ 子育ての駅◆ こどもすこやか応援事業
特別な支援が必要な児童に対し、保
護者とともに、就学前から就学後ま

◆ 子育ての駅
お母さんの声から生まれた、全天候
型運動広場と子育て支援施設を一体

で一貫した支援を行い、児童のより
良い成長を促す

にした全国初の施設
世代を超えた交流やＮＰＯとの連携
により、子育て支援の輪が拡大

8
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平成23年 日本教職大学院協会シンポジウム

教職大学院への期待教職大学院 期待

2011年12月11日2011年12月11日
日本アイ・ビー・エム株式会社 最高顧問

中央教育審議会 委員議
国際基督教大学 理事長

北 城 恪太郎

© IBM Corporation 2011

平成23年度 日本教職大学院協会シンポジウム

教職大学院への期待教職大学院への期待

「高度専門職としての教員」の育成

 子供の教育に熱心な教員子供の教育に熱心な教員

「高度専門職としての教員」の育成

 子供の教育に熱心な教員子供の教育に熱心な教員

 社会の変化を理解した教員社会の変化を理解した教員 社会の変化を理解した教員社会の変化を理解した教員

 開かれた学校運営に取り組む教員開かれた学校運営に取り組む教員

 専門分野を究めた教員専門分野を究めた教員

 将来、学校教育のリーダーになる教員将来、学校教育のリーダーになる教員

© IBM Corporation 20112
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平成23年度 日本教職大学院協会シンポジウム

社会の変化と求められる能力社会の変化と求められる能力

かつては．． これからは．．

欧米諸国への
キャッチアップ

イノベーション
による成長キャッチアップ

既存 仕組 自ら考え

による成長

既存の仕組みの
理解、模倣

知識の吸収 蓄積

自ら考え、
課題を発見・抽出

知識の活用 組合せ知識の吸収・蓄積

既存のものの活用と改善

知識の活用、組合せ

新しい価値の創出と
実行力

イノベーションの実現を担う人材の育成

実行力

© IBM Corporation 20113

イノベ ションの実現を担う人材の育成

平成23年度 日本教職大学院協会シンポジウム

これからの社会で求められる能力
新卒採用時、ビジネスの基本能力として重視する力

これからの社会で求められる能力

＜大学卒＞ 大学院卒

社会人基礎力

熱意・意欲１ 位

＜大学卒＞ ＜大学院卒＞

熱意・意欲

前に踏み出す力（70.3％）

行動力・実行力２ 位

(67.7％）

行動力・実行力

前に踏み出す力

チ ムで働く力（50.5％）

協調性３ 位

（46.4％）

考え抜く力

チームで働く力

協調性

（40.1％）

論理的思考力４ 位 論理的思考力

考え抜く力
（34.4％）

（30.2％）

問題解決力５ 位 専門知識

（33.3％） 企業経営者の

問題意識とも共通

© IBM Corporation 20114

（21.7％） （26.6％） 出典：経済同友会実施の調査報告書 (2010年12月)より抜粋
調査対象846社／回答230社（社員数総計80万人）
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平成23年度 日本教職大学院協会シンポジウム

企業が採用の際に重視する事項

大学 （回答 222社） 大学院 （回答 208社）

企業が採用の際に重視する事項

面接の結果

3位

3
1位

202
2位

6
3位

3
1位

182
2位

9

大学 （回答：222社） 大学院 （回答：208社）

面接の結果 3

筆記試験の成績 45

202

1 

6

76

3

39

182

1

9

64筆記試験の成績

専攻分野 334 26 367 37 

学校での成績

出身校

19

6

0

0

5

7

16

4

0 

0

3

5出身校 60 7 40 5

出典：経済同友会実施の調査報告書 (2010年12月)より抜粋

© IBM Corporation 20115

出典：経済同友会実施の調査報告書 (2010年12月)より抜粋
調査対象846社／回答230社（社員数総計80万人）

平成23年度 日本教職大学院協会シンポジウム

これからの社会で求められる人材像

● 国際社会で通用する豊かな教養

これからの社会で求められる人材像

基礎学力
● 国際社会で通用する豊かな教養

● 基礎学力、語学
基礎学力

倫理観
● 高い倫理観、価値観

● 社会規範 公共心社会規範性 ● 社会規範、公共心

● 他者への思いやり

社会人
基礎力

● 課題を発見し、考え、行動する力

● 熱意 意欲 ミ ニケ シ ン基礎力 ● 熱意、意欲、コミュニケーション

国際競争力向上 イノベ シ ン推進に寄与する人材を！

© IBM Corporation 20116

国際競争力向上、イノベーション推進に寄与する人材を！
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平成23年度 日本教職大学院協会シンポジウム

語学教育における専門性

何のために英語を学ぶのか

語学教育における専門性

何のために英語を学ぶのか

興味やおもしろさの目標を明確に

☆英語を学ぶ「必然性」の理解の促進

生徒が英語に興味を抱く動機付け

「なぜ英語が必要か」を生徒に繰り返し伝える「なぜ英語が必要か」を生徒に繰り返し伝える

☆☆先生の育成先生の育成

英語教育にかける情熱、人間的魅力英語教育にかける情熱、人間的魅力

非英語圏の生徒に英語を教える「教授法」の習得非英語圏の生徒に英語を教える「教授法」の習得

© IBM Corporation 20117

非英語圏の生徒に英語を教える「教授法」の習得非英語圏の生徒に英語を教える「教授法」の習得

平成23年度 日本教職大学院協会シンポジウム

教職大学院導入の課題

修士とする か修士とする か 年生「プ年生「プ

教職大学院導入の課題

修士とするのか修士とするのか ４年生「プラスアルファ」４年生「プラスアルファ」

教員養成における開放制教員養成における開放制教員養成における開放制教員養成における開放制

教員免許と准免許の関係教員免許と准免許の関係

教員採用の基準教員採用の基準

経済的支援策経済的支援策経済的支援策経済的支援策

教職大学院の定員拡大教職大学院の定員拡大教職大学院の定員拡大教職大学院の定員拡大

⇒長期的視点での制度設計と 充分な移行期間の確保

© IBM Corporation 20118

⇒長期的視点での制度設計と、充分な移行期間の確保

（注）一部資料添付略
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パネリスト資料 
                 日本 PTA 全国協議会 

                 副会長 武田岳彦 
 

日本 PTA 全国協議会 H２２年度 教育に関する保護者の意識調査より、抜粋。 
 
[設問] あなたが教員に求めるものはなんですか。 
[結果] 人間性 83.9% 指導力 70.0% 公平性 38.7% 包容力 36.0%以下、道徳観・・ 
 
[設問] あなたは教員免許更新制についてどう思いますか。 
[結果] 必要だと思う 56.5%で最も高いポイント。 
    しかし、平成２１年度の調査では、64.7%であり、8.2 ポイント減少している。 
 
[設問] 教員免許更新制の実施により、あなたは何を期待しますか。 
[結果] 教員の知識・能力・指導力の維持と向上 38.8%  

教員の適正を見極めて欲しい 14.1%  
初心忘れるべからず 9.1%  
教員の人間性の向上 9.1%  
最新の技能・知識の習得 6.7%・・ 

 
[設問] 学力向上のために学校に求めたいことの有無  
[結果]  ある 66.3%  
 
[設問] あると答えた方に問い。 （是非実行して欲しいこと） 
[結果] 習熟度別学習の促進 70.6%  

朝の読書活動 44% 
宿題をもっと多く 24.3%  
テスト回数の増加 20.3%  

   ＊その他記述 少人数学級を増進。 学力だけではなく人間性を大切に。 
     基本的な学力をつけて欲しい等・・ 
 
 
教員の資質能力について、アンケートの結果分析より以下の記述を抜粋 
 
保護者が教員に求める資質能力９つのうちから３つ選択する質問で、回答のもっとも

多かったのが人間性で 84%、次が指導力で 70%であった。他の項目に対して、この

２つが突出して高くなっている。教員としての教育指導の能力への期待も高いが、そ

れ以上に、人間としての好ましい資質が強く求められているというのは、興味深いと

ころである。「人間性」に何をイメージするかは人によって違うだろうが、「公平性」

（39%）、「包容力」（36%）がある程度高く、逆に、「道徳観」（21%）｢社会性｣（13%） 
がかなりっ低いところからすると、「人間性」の内容は、公平性・包容力を含め、保



─ 90─

護者に対する、思いやりの気持ち、コミュニケーション能力などの人間関係能力とい

ったものと想像できる。「専門性」（8%）「積極性」（8%）が、特に低いのは、意外で

もあるが、これらは、保護者が求める「指導力」の中心的なものとしては考えられて

いないということであろうか。今の保護者の教員に対する気持ちの一つの特色を現す

ところかも知れない。教員の免許状について、平成２１年から１０年ごとに更新する

こととされた。更新には３０時間以上の講習の受講終了が必要とされる。この制度の

必要性については、「必要」とするもの 57%、「必要だと思わない」もの 10%と、必

要と思うものが圧倒的に多くなっている。ただし、「どちらともいえない」が 33%い

る。必要とするものにおいて、期待するところを自由記述方式で回答を求めたところ、

「知識・能力・指導力の維持向上」にかかわるものが 39%で最も多く、「教員の適正

の見極め」に関わるものも 14%と高くなっている。この教員免許更新制については、

今や、廃止を含めての検討となっているところではあるが、こうした保護者の意向に

も配慮して慎重に検討されてしかるべきと思われる。 
 
                   国立大学法人 政策研究大学院大学教授 

 学長特認補佐 今野 雅裕 
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護者に対する、思いやりの気持ち、コミュニケーション能力などの人間関係能力とい

ったものと想像できる。「専門性」（8%）「積極性」（8%）が、特に低いのは、意外で

もあるが、これらは、保護者が求める「指導力」の中心的なものとしては考えられて

いないということであろうか。今の保護者の教員に対する気持ちの一つの特色を現す

ところかも知れない。教員の免許状について、平成２１年から１０年ごとに更新する

こととされた。更新には３０時間以上の講習の受講終了が必要とされる。この制度の

必要性については、「必要」とするもの 57%、「必要だと思わない」もの 10%と、必

要と思うものが圧倒的に多くなっている。ただし、「どちらともいえない」が 33%い

る。必要とするものにおいて、期待するところを自由記述方式で回答を求めたところ、

「知識・能力・指導力の維持向上」にかかわるものが 39%で最も多く、「教員の適正

の見極め」に関わるものも 14%と高くなっている。この教員免許更新制については、

今や、廃止を含めての検討となっているところではあるが、こうした保護者の意向に

も配慮して慎重に検討されてしかるべきと思われる。 
 
                   国立大学法人 政策研究大学院大学教授 

 学長特認補佐 今野 雅裕 
 
 
 
 

1 

５ 教育委員会等との連携報告 

 

（司会） ただ今から、各教職大学院とそれぞれの教育委員会等との連携に関する報告会

を開催します。本件については、本協会の教育委員会等連携検討委員会が担当しておりま

すので、その座長の篠原清昭岐阜大学教授に進行をお任せします。 

 

「教職大学院と教育委員会の連携に関する調査結果」 

 篠原 清昭 （座長・岐阜大学教授） 

 

（篠原） 今から報告する内容は、文字どおり教職大学院と教育委員会との連携の実態で

す。25 校の教職大学院に対して、まずは連携等の内容についてアンケートを行いました。

まず、アンケートの結果から、今の状況全体をご説明します。その後、個別の大学ごとの

事情を含めて、それぞれの連携について 3人のご報告をお願いしたいと思っています。そ

の後、全体討議に入っていきたいと思っています。 

 

1.アンケートの背景 

 教職大学院のマネジメントの 

中で、教育委員会との連携は極 

めて中心的な課題です。ただ、 

教育委員会との連携というのは、 

ある意味で交渉事の要素を持っ 

ていますので、いかに理想的な 

モデルをつくったとしても、そ 

れを 25校すべてには汎用でき 

ないという限界があります。し 

かしながら、連携の方法やコンテンツは共通に有効である場合もあるので、そのような思

いを持ってこの委員会ではこの内容について協議をしました。 

 さて、大学と教育委員会は、固有の組織文化や風土に大きな違いがあります。そのため、

この二つの協働は、どちらかというと形式的な協力や一方的な支援にとどまっている段階

が、日本ではずっと長く続いてきました。しかし、今はそうも言っていられません。教師
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2 

教育は、養成段階では教師養成塾に、研修は教育委員会から教職大学院を含む大学へと事

業が委託されています。つまり、ある意味で教師教育制度そのものがメルトダウンし始め

ているのです。そういう状況の中では、教育委員会と大学が、協力・支援という一方的な

方向ではなく、既得権の収奪や組織文化の摩擦を越えて、コラボレーション（協働）する

ことが前提として求められています。 

 

2.教職大学院への派遣教員数 

 それでは、25 校の教育委員会との連携の実態について簡単にご報告します（#2）（注:#

数字は PPT の資料ページ番号を示す。以下同様）。教職大学院でまず重要なのは派遣教員数

ですが、平成 23年度は全体に占める現職教員の割合が 5割を切りました。この中では連携

を前提としているので、とりわけ派遣教員に絞ると、平成 20 年の設置から本年度（平成

23 年度）の中では、各都道府県教育委員会からの派遣教員は、全体の 36～37％の領域にと

どまっています。デマンドサイドから派遣教員として何人送っていただけるかが、教職大

学院の今後を左右する非常に重要な点だと思います。 

 しかし、やはりどうしても教育委員会からの派遣数は横ばいです。その理由としては、

地方財政における削減の問題等、派遣定数の縮小が大きくネックになっていると考えられ

ます。充足率についても、定員全体 840 名前後に対して全体で 95％（前年度 90％）で、や

はり入学定数を埋めるという第一義的な課題が大きくあろうかと思います。いずれにして

も、われわれとしては、教育委員会サイドへ研修定数の拡大と運用への期待を求めたいと

考えています。 

 派遣教員の中身を学校種別ごとに見てみると、25 校全体の傾向として、どうしても小学

校教諭が中心になります（#3）。全体で言えば 52.9％が小学校教員という実態です。今後、

学校種別において中学校教諭、できれば高校教諭の方へ派遣の拡大が、最も強くお願いし

たい点です。ただし、中学・高校教諭の受け入れを求める分、受け入れる教職大学院サイ

ドにも、中学校教諭あるいは高校教諭に対するさらにグレードアップした内容上あるいは

カリキュラム上の受け皿が用意されなければ、実質に応えられないという問題があります。 

 

3.教員派遣に関する教委との取り決め 

 次に、このような派遣にかかわって、連携そのものを形式上どの程度の取り決めによっ

て運用しているかという問題です。教員派遣について、教育委員会との間でオフィシャル
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な取り決めがあるかないか尋ねてみたところ、「ある」が 17校、「ない」が 7校、無回答が

1校という結果が得られました（#4）。この取り決めそのものにこだわる理由は幾つかあり

ますが、取り決めの形式で言うと、教育委員会と大学の文書のない申し合わせによるもの

が比較的多いという状況があります。定数運用における財政的な問題があり、なかなか固

定的な定数が取り決めとして文書化できないという事情があるようですが、非常に不安定

な状況であることは事実として否めないかと思います。連携は基本的に組織間のものです

が、教育委員会サイドには異動等があります。期待するキーパーソンの異動等があると、

その申し合わせそのものが口約束であれば、やはり不安定な状況にならざるを得ないと思

います。 

 さらに、その取り決めについて派遣する教員数が定数化されているかどうか、さらに突

っ込んで内容を確認すると、定数化されているところは 10校に過ぎません（#5）。その派

遣定数は、6名が 1校、そのほかは 8名、9名、10名、13名、14名、一番多いところで 15

名となっています。やはり教育委員会等からの派遣が教職大学院サイドにとってみれば、

定数の有無が次年度の教育指導等の計画性に大きく影響を与えていくという点で、非常に

重要な部分ではないかと思っています。ただし、定数はいつ崩れるか分かりません。この

不安定さも、教職大学院の頭の痛いところかと思います。 

 さて、この取り決めに基づく派遣教員は、どのような形態になっているでしょうか（#6）。

例えば 1年派遣のみか、14条適用の 2年派遣か、さらに丸ごとの 2年派遣なのか。これは

極めて重要な問題として、指導上、影響を与えると思います。1 年派遣の教員を受け入れ

る 10校で、やはりかなり多いです。次に多いのが 14条適用の 2年派遣です。理想型であ

る丸 2年の 2年派遣は 8校にとどまるという現状があります。 

 1年派遣については、過密なスケジュールで、1年で 45単位以上の履修が可能かどうか

という問題があります。学生は相当に多忙感を持っているようで、関係の教職大学院の先

生方には、1年の成果の完成度に難があると伺っております。一方、14条適用による 2年

派遣については、「１４条適用」という法運用に疑問を持っています。とりわけ 2年目の派

遣教員が大学に通学できる日が何日あるかという現実的問題があります。さらに 2年目に

現場での業務に復帰する際、例えば定数運用加配による人事措置が、週 1日来るための措

置として条件整備されているかどうか、あるいは校務分掌上、学級担任を負担として外し

ていただいているかどうかといった問題等を含めると、ディテールのところでなかなか多

くの問題があろうかと思っています。 
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4.派遣教員学生に対する教育委員会の優遇措置 

 次に、制度設計当初の段階から問題になっていた、派遣教員学生に対する教育委員会の

優遇措置についてです。修了後の人事措置は、行っているところが 3大学、行っていない

ところが 21大学です（#7）。ここでは派遣教員が、管理職登用制度に関して一定のアドバ

ンテージが与えられているかどうかが問題になっています。仮にそれが制度化されていな

いとしても、人事運用上において、一定程度、指導主事登用あるいは管理職登用につなが

った形の運用がなされているかどうかについては、教育委員会の人事の内部的措置による

ものなので、教職大学院側からはストレートには要求できないという限界もあります。 

 さらに、派遣教員に対する就学上のさまざまな措置についてです（#8）。大学院就学休業

制度であれば授業料免除ができますが、派遣教員の学生の場合はそれが法制度上できませ

ん。ただし、それに代わる処置を行うことは十分可能です。例えば、附属学校教員に対し

ては一部免除措置が法的にできます。この場合、特に経済的支援について言えば、一部の

教職大学院については独自の奨学金制度、支援金の貸与制度、あるいは大学の職員の宿舎

への入居の条件整備、交通費援助、場合によっては研究助成等、大学側がそれなりに努力

をすれば、経済的な支援ができる可能性はあります。 

 次は、ストレートマスターに対する優遇措置です（#9）。やはり派遣教員学生と同様に、

名簿登載期間の延長、それから修了予定者への採用選考試験の一部免除、採用後の初任者

研修の一部免除等におけるアドバンテージにかかわるものです。とりわけ名簿登載期間の

延長、あるいは選考試験の一部免除等については、教育委員会等のご努力によって、数が

拡大しているという状況にあります。ただし、採用後の初任者研修については、まだまだ

これから検討する措置がいろいろあろうかという状況にあります。 

 

5.実務家教員人事に関する教委との連携 

 次に、実務家教員の人事にかかわる連携の問題です（#10）。現在、教職大学院に在籍す

る実務家教員の人事措置について、教職大学院と教育委員会との連携は内容上、特任教員

の推薦、専任教員の推薦、交流人事という制度化も含め、任期付きの形で専任教員の推薦、

それから非常勤講師の推薦にとどまるケースがあろうかと思います。しかし状況としては、

かなり積極的に、例えば交流人事としての任期付専任教員など、人事交流的な連携は相当

に拡大してきているのではないかと思います。 
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 ここで、少し教職大学院の内情を離れて、地元の大学と教育委員会との全体的な連携に

ついてお話しします。大学と地元の教育委員会との全体事業の連携を見ると、やはり一番

多いのは大学の学部、大学院を含めた授業への講師依頼で、次に行政研修の講師出向が多

くなっています。しかし、今後さらに連携を深めるためには、やはり行政研修の共同開発

や共同研修、あるいは管理職研修あるいは管理職養成研修が必要です。これは校長・教頭

の養成研修ではなく、とりわけ新任教頭になる前の段階で実質的なスクールリーダーを養

成するために共同的に開発している教師の養成研修です。これらが、今後われわれが新た

に取り組んでいかなくてはならない新しい連携事業ではないかと思っています。 

 以上、アンケートを通じて簡単に、連携の実態をご報告させていただきました。 

 

事例報告 

 

（篠原） ここではまだ全体の状況しかお話ししていません。各大学の個別的な事情の下

で、ここが課題である、あるいはここを特に詰めているといった内実のお話について、3

人の方にご報告いただきたいと思います。報告者は、静岡大学の山崎先生、玉川大学の坂

野先生、兵庫教育大学の大野先生です。この委員会はこの方々が委員であり、そのほかに

サプライサイドとして、群馬大学の入澤先生、北海道教育大学の玉井先生、鳴門教育大学

の岩永先生が参加されています。また、連携ですからデマンドサイドからも、文科省の須

原さん、岐阜県教育委員会の早川さんに毎回参加いただき、それから教育改革調整官の日

向さんにも委員会の会議に 2～3回来ていただいて、協議を実質化しています。 

 それでは、静岡大学の山崎先生から報告をお願いします。 

 

○教育委員会との連携報告―静岡大学の事例― 

 山崎 保寿 （静岡大学教授） 

 

（山崎） 静岡大学教職大学院の教育委員会等との連携の状況について、ご報告させてい

ただきます。最初に、先ほど篠原先生が報告されたアンケートについて、静岡大学におけ

る状況を簡単にご報告します。その後、静岡大学と静岡県教育委員会等との連携の状況に

ついてお話をします。最後に教職大学院として、そうした連携を踏まえた院生への指導を

どのようにやっているかについてご報告します。 
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1.静岡大学のアンケート結果 

 では、アンケートの静岡大学の数値的な状況についてです。現在 15名の現職の院生が派

遣されています。内訳は小学校が 5名、中学校が 8名、高校が 1名、特別支援が 1名、合

計 15名です。全体に比べると、中学校が若干多いですが、基本的に教育委員会でバランス

を取って派遣されています。また、派遣元の教育委員会は、静岡県および政令市である浜

松市と静岡市の教育委員会です。期間はフルタイムで 2年間です。 

 次に、ストレートマスターの状況です。定員は 20名ですが、若干定員以上採っているの

で各学年 6～7名のストレートマスターがいます。彼らの名簿登載の期間延長等は、静岡県

では 2年間の延長が認められており、一方で浜松市と静岡市については現在検討中で、特

にそうした措置がありません。新規採用等、採用された場合の初任者研修の免除等につい

ては、まだ行われていません。また、実務家教員については教育委員会との取り決めがあ

り、それについて特任教員や専任教員、交流人事等の交流形態が必要に応じて、こちら側

の人事措置との関係で動くことがあります。 

 

2.教育委員会等との連携 

 さて、そうした派遣をより円滑に実施し、また教職大学院の実習というカリキュラムを

進めるため、静岡県では三つの委員会が動いています。そのうち二つは静岡大学に関する

もので、もう一つは、常葉学園大学の教職大学院も含めた組織です。 

 この三つの委員会のうち、第一の組織として設置されているのが教職大学院運営員会で、

静岡県の教育委員会の代表者や政令市の教育委員会代表者、校長会の代表者等々で組織さ

れています。教職大学院の運営全般について話し合い、できるだけ円滑な運営ができるよ

うはからっています。 

 もう一つ、連携協力校との連絡協議会が行われています。回数は年 2回です。各政令市

に加えて富士市は、教職大学院の特に教育方法開発の領域が入り込んでいろいろと研修活

動をしているので、それらの教育委員会の代表者と連携協力校の代表者、附属学校関係等々

から組織されています。これも先ほどの委員会と同じく年 2回です。特にカリキュラム上

の実習を円滑に実施するために、いろいろな問題を話し合ったり、今後の連携に関するさ

まざまな要望等を交換したりしています。 

 もう一つは静岡県教育委員会が主催しているもので、常葉学園大学の教職大学院も含め
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た委員会で、教職大学院検討委員会と称しています。教育委員会、政令市、常葉学園大学、
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 さて、先ほど述べましたように、院生は成長デザインシートを作成しています。静岡大

学教職大学院では、このシートによる方式をパドック PADDOC（Power-up And Development 

Design: Operation & Charter）と称しています。左側には大学院へ入学するまでの本人の取組

について記載し、右側には、修了後に学校現場等へ戻った後で、教職大学院で修めた成果

をどのようにつなげ、還元していくかについて記載します。1 枚のシートで 2 年間の教職

大学院での学びやその変化が一覧できるようになっています。 

 それぞれの院生が 2年間の間に、学習の目的や内容についてのさまざまな発展を図に表

してみました。それぞれの時期において、この図がより綿密につくられていき、また、必

要に応じて内部で発表して、教員の指導を受けるなどしながら、さらに改善していくよう

な手段をとっています。こういったものが、内部で実施している連携を活かした取組です。 

 以上、簡単ですが報告させていただきました。 

 

（篠原） どうもありがとうございました。続いて玉川大学の坂野先生、お願いします。 
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○東京都教育委員会と玉川大学との連携について 

 坂野 慎二 （玉川大学教授） 

 

（坂野） 東京都教育委員会と大学院との連携についてお話をさせていただきます。初め

に、玉川大学の教職大学院の概要からご説明いたします。先ほど座長からは、中高にも拡

大をというお話がありましたが、玉川大学は小学校に特化しています。定員は 20名で、現

職教員と学部新卒者（ストレートマスター）と、免許を持っている人が入学対象になりま

す。現職何名、あるいはストレートマスター何名という形では決めていません。 

 

1.東京都教育委員会と教職大学院の枠組み 

 まず、東京都教育委員会との枠組みですが、多くの教職大学院は 1教育委員会と 1国立

大学という形が多いかと思いますが、東京都の場合には東京都教育委員会と五つの教職大

学院が連携するという形になっています。そのうち 1大学については、ストレートマスタ

ーについてのみとなります。5 大学と教育委員会との連携になりますが、会合としては連

携協議会を年に 2～3回程度、およびその幹事会を年に数回開催しています。先ほどのアン

ケートで、協定書を結んでいるところが 6大学ということでしたが、東京都は協定書を交

わしている教育委員会ですので、そのうち 5大学については東京都との連携を協定書に基

づいて行っているということになります。 

 

2.現職教員学生の派遣 

 実際の具体的内容ですが、東京都の場合には現職教員と言っても 2種類の方がいらっし

ゃいます。一つは管理職選考（A 選考）に合格した者、もう一つが自分で希望した形でい

らっしゃるそれ以外の方です。人数の割り振りは、現職教員学生は四つの大学院と連携し

ているので、均等に割り振って学生を派遣しています。割り振りは大学ではなく、東京都

の方で行っています。 

 それから、現職教員の場合は 1年、2年、あるいは 14条適用と 3パターンありますが、

東京都の場合には 1年間の派遣を協定で決めています。修了後の優遇措置等については、

管理職選考に合格してきた方々の多くに指導主事の形で勤務していただいています。一部

そのまま学校に戻られる方がおられますが、多くは選考に受かっているので指導主事にな

ります。選考合格者でない方々については、もといた勤務校に戻られる場合が一般的です。 
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 授業料については、管理職選考に合格された方の分は東京都が負担しています。それ以

外の方については原則的に個人負担で、人によっては東京都で補助を行うという形になっ

ています。 

 

3.ストレートマスターについて 

 ストレートマスターの関係では、大学院に入る前、すなわち学部卒業時、あるいはスト

レートマスターの 1年のときに教員採用選考に合格した場合、名簿登載期間があるので大

学院の修了までお待ちいただけることが、一つの特色です。また、玉川の場合はストレー

トマスターに対して、10週間の連続した実習を行っています。1年次の秋学期については

すべて実習です。その実習を実施するための連携協力校について、東京都から提供いただ

いています。また、教職大学院修了予定者については、教員採用選考のときに特別選考の

枠があります。 

 

4.実務家教員 

 最後に、実務家教員にかかわる取組についてお話しします。玉川大学では東京都に対し

て、何年間の規定を設けて派遣をお願いするといったことは、特に実施していません。私

どもでは、実務家の先生方は原則として教育行政職と管理職を経験した方に来ていただい

ています。来ていただく方の年代を考えると、協定を結んで年数を決めるよりは、そのま

ま完全移籍の形で来ていただいた方がいいだろうと考え、そのような運用をさせていただ

いています。ただし東京都からは、必要があれば講師派遣は可能だというプロポーズはい

ただいています。しかし、必要だという形で処理をしたことは今までありません。 

 現状における課題ですが、これまで 

のところ特段大きな支障を私どもでは 

感じていません。ただ、東京都の場合 

は 1年の期間になるので、とりわけ管 

理職に合格している人たちについては、 

大学院に派遣している期間中も東京都 

の研修が一部入ります。そのことによ 

って、授業とのバッティングが起こる 

こともあります。また、東京都で夏休み等に、実務研修という形で教育センター等を中心
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に 1週間程度の実務実習をやっておられます。時々、それが夏の集中授業とぶつからない

よう調整が必要な場合がありますが、連携の一つとしてこのような形も有効だろうと思い

ます。このように、玉川は今のところ東京都と連携していますが、特にこれが大きな支障

になっているということはあまり感じていません。 

 

（篠原） どうもありがとうございました。前提として確認しますが、玉川の場合には東

京都内の都教育委員会の派遣については、基本的にそれ以外の大学とも共通の形式という

ことになります。 

 それでは、最後に兵庫教育大学の大野先生お願いします。 

 

○兵庫教育大学大学院学校教育研究科（教育実践高度化専攻）の事例 

 大野 裕己 （兵庫教育大学准教授） 

 

（大野） 最後の報告をさせていただきます。ほかの先生方と同様に、最初のアンケート

結果に基づいて、兵庫教育大学がどのような状況であるかという観点から報告を申し上げ

たいと思います。全体は事実に基づいていますが、特徴や課題について、一部私自身の私

見が入っているところもありますので、お含み置きください。 

 

1.兵庫教育大学教職大学院の概観 

 まず、兵庫教育大学教職大学院の特徴的なところから申し上げます。概観としては、大

きく 4点のポイントがあろうかと思います。1点目として、学生定員が 100名で、専任教

員が 42名の非常に大きなコースになっていることが挙げられます。4コース制で運営をし

ていますが、大きなコースなので、教職大学院としての連携の動きもあるし、各コースで

の連携もあるという格好です。そのため、分厚い連携活動ができるというポテンシャルが

そもそもあります。 

 2点目に、新構想の教育大学なので、各地の教育委員会より派遣教員を受け入れており、

本年度の新入学生でいうと 12府県の 29名を教職大学院に受け入れています。いろいろな

府県から現職派遣をいただいているので、その意味で連携開発の可能性がさまざまあり得

ると考えています。 

 3 点目の特徴は、教職大学院の四つのコースで専任教員を配置している構成とは別に、
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10 名のセンター長はじめスタッフからなる教職大学院研究・連携推進センターを設置して

います。ここでは、連携協力校のマッチングや共同研究の後方支援を行っています。 

 最後に、共通基礎科目の大半で現職教員とストレートマスターが別に授業を行うという

形をとっており、大人数の教職大学院である点を利用して、多様なニーズに対応していま

す。実習は、現職教員の場合は原則現任校に行き、ストレートマスターの場合には、研究

連携推進センターのマッチングにより連携協力校に行くという形をとっています。 

 ほかにご紹介できることもありますが、この四つの特徴が、兵庫教育大学の連携の可能

性や課題につながっていきます。兵教大の一つの課題を示すデータかと思いますが、現職

の派遣状況は定員の 3割程度です。教職大学院としてはさまざまな努力もあって、横ばい

という形で派遣をいただいていますが、大学全体では減少傾向であり、大学としての派遣

教員の確保が大きな課題になってきています。 

 教職大学院研究・連携推進センターは、コースとは独立して設けられています。特にス

トレートマスターに向けての連携協力校のマッチングや、共同研究の部門が専任教員等々

の教育委員会とのさまざまな研究開発を支えているという側面があります。 

 

2.教育委員会との連携 

 アンケートの結果と関連してのところに戻ります。先ほど申し上げたように、新構想の

教育大学なので、さまざまな府県から現職派遣をいただいていますが、今日の課題として

は兵庫県教育委員会との連携の場合に焦点を当てて、どういう連携の内実であるかを報告

させていただきます。 

 まず、教員の派遣関係に関しての事柄です。教員派遣について、特別の協定は持ってい

ません。ただし、兵庫県側で毎年 50名の本学大学院の派遣予算枠を設定しています。これ

は県議会、あるいは教育委員会での公式な発言の中でも、50名という派遣数が確立してい

ます。基本的には 50名の枠の中で、希望をとって来ていただく形になっていますが、一部、

学校経営コースに管理職教頭試験の選考の合格者を派遣するなどの場合があります。 

 派遣方式は、限定なしの 2年の派遣という形でいただいており、大学としての教育活動

を充実させる非常に大きな支えになっています。派遣教員の修了後の処遇について特別の

措置はありませんが、例年、教頭や指導主事に任用される方が多くあります。これは、先

ほど申し上げた管理職選考の合格者の中から派遣していることも関係しています。また、
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授業料免除はありませんが、大学・民間による研究経費の助成制度があります。 

 次に、ストレートマスターに関連することを申し上げます。兵庫県とのこれまでの連携

の中で、教員採用選考においては採用猶予制度をいただいています。これは、修士課程で

専修免許状を取る方において共通のもので、その中に教職大学院も入っています。最大 2

年の猶予があります。そのほか、修了予定者への選考免除や初任者研修への免除措置は今

のところありません。 

 次に、実務家教員関係のことをご報告します。実務家教員への人事について、特別の連

携は今のところとっていません。大学側でも、実務経験を有する者の教員選考基準を設け

ており、さらに実務家教員の特性を加味したポイント制を敷いており、その中で公募制を

行うことが基本です。ただ、さまざまな内部努力を含めて、専任教員や特任、客員教員に

兵庫県の現職経験を持つ方を多数受け入れています。 

 次に、教育委員会とのその他の連携にかかわってのものです。これは兵庫教育大学の一

つの特徴になるかと思う点です。その他の連携に関する特徴については、取り得る連携の

取組については、かなりのバリエーションで行っています。講師の行き交いは当然のこと、

運営面の協議も県の参加の下に行っています。さらに申し上げれば、先ほどのお二方の先

生からもご報告いただいたことですが、研修開発や研究等についての共同というタイプの

連携も行っています。例えば県教委の新任教頭や新任指導主事などの特別研修について、

大学と県教委関係者で企画の段階から連携して取組を行っており、共同的に研修を行うこ

とができています。 

 また、県の研修プログラムなどの共同開発も進んでおり、今後の開発の発展が期待され

るところです。また、本学の現職教育プログラムの開発にかかわって、県教委のほか、県

下の市教委関係者の方にも加わっていただいていますが、大学側のプログラムの開発に対

する協議体制も整っています。もともと兵庫教育大学が専門職大学院の設置を構想すると

きにも、このような体制を敷いて議論をしてきました。 

 このような連携に関する分厚いバリエーションが、大きな大学院の中で一定程度取り組

めているということ、そしてその中で教育委員会からも全体として 50名 2年間の派遣をい

ただいているので、大学の教育活動を充実するための連携も組めていると思います。 

玉川大学と同様に、基本的に支障はないという認識を持っています。このような連携体制

を築くことができたのは、長期的に連携関係が組めていることや、連携推進センターを設

けていることが非常に大きく関係しています。 
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3.まとめ 

 最後にまとめをさせていただきたいと思います。報告は非常に簡潔にさせていただきま

したが、兵庫教育大学の特徴を述べるとすれば、規則に定める専任教員数よりもはるかに

多い教員を教職大学院に置いており、その意味で教育委員会に対しても分厚い連携を取る

可能性を持っている点です。事実、県教委や県下の教育委員会との間でさまざまな活動を

行っています。そして、県からも派遣の人数、派遣の形式について応答をいただいており、

一つの連携の進展モデルと言えるかと思います。 

 その中で、課題として挙げられることが幾つかあるかと思います。まず、先ほど申し上

げたとおり、現職派遣院生が定員の 3割程度しかないため、学生の確保が大きな課題で、

執行部が中心になってかなり努力をしていただいているところです。これは非常に大きな

課題です。 

 そのほか、可能性含みの課題について申し上げると 3点ほど挙げられるかと思います。

非常に大きな専攻であるということは、それだけ多くの実習生がいます。その実習生を指

導する現場側のメンターの方々が円滑に指導していただけるための支援などの取組が一つ

の課題になるかと思います。逆に言えば、大規模な大学院ですから、二度目や三度目を受

け入れてくださった連携教育校の側には、かなり創造的な、例えば院生を活かした共同研

究等の取組を行ってくださるところがあります。そのように考えると、メンターの支援と

いったことは一つの課題であるかと思います。 

 二つ目は、研修関係で共同研究を組んでいますが、このようなものをさらに発展させて

いくことが一つの課題かと思います。さまざまな教育委員会から派遣をいただいています

が、中には非常に明確な人材育成の目的を持って、私たちに送ってくださっている教育委

員会もあります。兵庫県とも円滑な連携を組んでいるので、兵庫県とさらに共同研究をし

て現職研修を発展させていくことも望まれますし、それ以外の明確な目的を持っている教

育委員会との関係においても、共同の取組をしていくことも課題であるかと思います。 

 三つ目は、後継者の課題が出てこようかと思います。大規模な教職大学院なので、実務

家も研究者も、それぞれ開設時（第一世代）の教員が退職したり異動したりしたときに、

どのようにその次の後継者を育てていくかという課題です。これについては基本的に公募

制で取り入れるというのが私たちの今の取組です。しかし、場合によっては県教委との連

携という考え方で、また私たちは博士課程も持っているので、それも活かしながら、どの
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ように育てていくかというところが課題になるかと思います。 

 以上、簡単ですが、話を終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。 

 

（篠原） どうもありがとうございました。まず、アンケートに基づく 25校の全体傾向を

ご報告しました。その後に、各大学の事情を含めた事例的なものの説明、報告をいただき

ました。 

 お待たせしました。これはシンポでも GPでも FDでも、まして認証評価でもありません。

ここから本音トークで少し議論をしましょう。その前に、勝手なことを言うな、教育委員

会にも事情があると思われるでしょうから、デマンドサイドの教育委員会の方に、まず指

定討論をいただきたいと思います。岐阜県教育委員会の早川三根夫さん、お願いします。 

 

指定討論 

 早川 三根夫 （岐阜県教育委員会 義務教育総括監） 

 

（早川） 朝からお話を伺ってきて、なるほどと思うことや、これは県教委として説明し

たいと思うことなど、いろいろありました。特に現職教員の派遣に関して、それぞれの大

学の先生方は、恐らく立ち上げ時から県教育委員会と交渉されていたと思いますが、県の

教育委員会というのははっきりしないところだと思われたのではないでしょうか。なかな

か決定権がない、やる気があるのかないのか分からない、いつも検討中でなかなか話が進

まないではないかと感じられたかと思います。一方、われわれが大学の先生とお付き合い

をすると、それぞれの方が思い思いのことをお話しになって、誰のどの意見を信じていい

のか分からない、というような印象を持ちます。 

 はっきりしない県教委とそれぞれの思いを語られる大学との間で、交渉がなかなか進ま

ないということがあったのだと思いますが、2～3回やるうちに、どなたがキーパーソンか

お互いに分かるようになってきました。そうした中で、本気度もだんだん感じることがで

きました。結局、中身についての話もさることながら、何がブレークスルーするかという

と、県から何人派遣してくれるのかということだったと思います。私どもの方もそこの話

になって、「7人ですよ。しかし、14条適用ですれば、その倍になりますね」「それなら派

遣できるではないか。では、やりましょう」という話になってきたわけです。そうした経

緯は、恐らくどこの教育委員会との交渉も同じだったと思います。 
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 県教委側から、今日の午前の会議や今のお話の中で、5 点に渡って説明や質問の中であ

ったことについてお話ししたいと思います。まず、1 点目の数が増えないということです

が、これは現職教員に関しては、恐らくどこの都道府県も出す数はこれ以上増やすことが

できないと思います。なぜなら、設立時は行革大綱の真っ最中で、岐阜県の場合は教員の

本務者を 4.3％（730人）減らせと言われ、その中で教職大学院に派遣するという話が出て

きました。どのようになったかというと、教員配置には基礎定数プラス加配というものが

ありますが、その加配の中にある研修等定数の数も減らせということです。つまり、学校

現場の教員数を減らすわけにいかなければ、研修へ行く人間の数を減らせということにな

るのです。そうした中で、地元の大学が教職大学院を立ち上げることになりました。これ

は誠に申し訳ありませんが、その数をどこから生み出したかというと、新構想大学院の数

を振り分けたということになります。 

 しかも、そのときにはちょうど主幹教諭を配置するという話が出てきたので、県として

は教員数を減らしながら、主幹教諭を純増させなければいけなくなりました。そこでどこ

かをスクラップしろという中で、研修等定数が狙われて、そうした中での数としてこれが

出てきました。恐らくどこの都道府県もそのようなことを行った上での数なので、今後も

財政状況が変わらない限り数を増やすということは難しいと思います。 

 そうした中での現状の数なので、先生方はどう思われるか分かりませんが、現在の教職

大学院数の状況について、ミドルリーダーの養成という点においては、私どもとしてはや

や違和感を覚えており、むしろそうした人材を派遣して、教職大学院のトップリーダーを

養成してもらった方が、派遣教員もはっきりすると思います。そのため、トップリーダー

の養成だと岐阜県は思っています。 

 2点目に、OJTのことです。学校には確かにそういう雰囲気があるのは事実ですし、今ま

で大学院に行く人たちに対して「あの人は現場を逃げた」という学校の無言の圧力がなか

ったわけではないでしょう。その中で、トップリーダーの養成ですから、「あなたは期待さ

れているから行きなさい」と大学に行っていただきます。そうすると、ほとんどの人は渋々

行きます。しかし、私どもの追跡調査の結果、戻ってきた人は大変勉強になったと言って

います。しかも、校長も良い評価をしていますし、2 年目（M2）のときよりも、現場に戻

ってきたときの方がさらにその成果は上がっているという追跡調査結果が出ています。こ

れはやはり私どもや教育界や学校現場多くの人から、あの人たちは現場から逃げていると

いう無言の圧力を受けるという事実があるにせよ、大変効果のある、意味のあることだと
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いうことは、大学院の 2年間が証明しているとみんなが評価しています。 

 ただ、それを周りの先生はほとんど知りません。先ほど PTA 連合会の副会長の武田さん

がお話しになったように、PTA が知らないのは当たり前で、周りの同じ学校の先生も、な

ぜ行っているのかについてよく説明していません。しかも、教職大学院で勉強している間

に次の新しい校長が来たら、その校長からも「おまえは何をしているのだ」などという目

で見られる場合があります。ですから、教職大学院は教育界の中でも十分に認知されてい

ないと言わざるを得ません。それは県の教育委員会の責任でもあると思っています。 

 成果を広げるという点ではっきり分かったことは、これもデータが出ていますが、送り

出すときに、個人の研究ではなく、市町村教育委員会や県教委の課題について研究するよ

う指定して送り出した場合、戻ってきたときにその汎用性が高いということです。私ども

は岐阜大学について、県教委のシンクタンクとしての活用を考えています。課題を与えて、

その問題を解決して戻ってきてください、そのことを実際に実行してくださいというポジ

ションに付けようと考えています。 

 3 点目に、実務家教員についてです。良い人がなかなか採れないのではないか、県の方

は出せないのではないかというお話がありましたが、私どもは最高の人材を出そうと思っ

ていますし、それがキャリアパスになるのだと思います。ただ、大学側として一言忠告さ

せていただくと、実務家教員と競合する仕事は市町村教育長です。ですから、市町村教育

長になったらどうかと言われると、そちらへぱっと行ってしまうので、目を付けた人には、

ぜひ早めにつばを付けておかれるといいと思います（笑）。 

 4 点目に、東京都の大原教育長が教師塾のお話をなさいました。やはり大都市は教師塾

をたくさんやっていらっしゃいます。恐らく大学にばらつきがあるため、その中で共通し

たものをつくっていく必要性があるのだと思います。私ども岐阜県には、岐阜大学と地元

の聖徳学園大学があり、そこから出た教員が 7～8割を占めるところについては、教師塾を

するつもりはありません。むしろ養成課程において、県の教育委員会の考えが出せるよう

にしたいと考えていますが、その辺りについて大学の先生方はどのような感触を持たれて

いるかというのは少し興味があります。 

 5 点目は、ぜひ登壇されている先生方にお伺いしたいのですが、私どもの今後の悩みは、

優秀な教員を今後も供給し続けることができるかということです。初期の理念は理念とし

てあるにせよ、自分で授業料も払われるわけですし、それができるかということが一番の

心配ですし、一番努力しなければいけないことだと思っています。数を増やすことは無理
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なので、質を高めることで補うため、現在とにかく OBには伝道者として教職大学院で学ん

だ良さを語りなさいと言っています。さらに、県もその後の人事配置で活躍できる場をイ

ンセンティブとしてきちんと与えて、キャリアパスになるようにということを人事上、は

っきり見える形でやろうと思っています。 

 

 

 しかし、教職大学院の制度ができてから 4年がたったわけですが、初期の時点から、こ

ういう点でレベルアップしてきたのだ、トップリーダーとは言わなくてもこういう点で見

える形にしてきたのだとアピールすることがあれば、お話ししていただければ、それをま

たいろいろな場面で広めることができるかと思います。大変失礼なことばかり言いました

が、以上です。ありがとうございました。 

 

（篠原） どうもありがとうございました。指定討論として、報告者に対する質問という

よりも、デマンドサイドの教育委員会からただ派遣の数を増やせ、あるいはいろいろ支援

をしろと勝手なことを言うな、その前に教職大学院サイドで一定程度の実質の成果をどう

示すのだというような、厳しいご意見だったと思います。 
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 岐阜大と岐阜県教育委員会の連携は、それほど悪くはありません。別途のことを言いま

すが、5 年前に岐阜大の教職大学院を立ち上げるとき、私は研究科長ではなく教授の一人

で、早川氏は教職員課の教育主幹でした。ただ、手前みそですが、実質は二人で岐阜大の

教職大学院をここまで引っ張ってきたと自負しています。その意味で、連携というのは実

質的には人間によるのだと思いました。今まで話したこととは全く矛盾することを言って

いますが、お許しください。 

 

討論 

 

（篠原） それでは、いちいち報告者から返答をする必要があるかどうか分かりませんが、

一応何か返答をしたいですか。では、全体をフロアに返しますので、ここから少し熱い議

論をしたいと思います。どんな点でも結構です。できれば質問ではなくて、一定程度のオ

ピニオンをどんどん出していただければと思います。 

 

（加治佐） 調査されて、事例も出てきて、現在は一応教職大学院制度ができたわけです

ね。しかし、国の制度としては、教育委員会との連携について明文規定はありません。す

なわち、教職大学院への現職教員の派遣や現職教員への支援なども、決められているわけ

でも何でもありません。あるいは、出口においても何もあるわけではないですね。これは

現職教員もストレートもそうです。一言で言うと、すべて地方任せになっている、あるい

はそれぞれの地域とそれぞれの教職大学院での努力に任されているわけです。 

 ですから、現在、新しい免許制度が論議されていますが、そういうときにはまた同じよ

うに、連携が地方レベルの問題になってしまいます。大野さんからの報告にあったように、

自治体の範囲は少し広域になりますが、それぞれの地方自治体とその自治体に立地する教

育委員会などに任せられたままでよしとするのか、それとも、この委員会は国への全体的

な連携の在り方についての制度設計に何か提言するのでしょうか。 

 今日の結論のようになるかもしれませんが、調査されて国レベルではどういうことをす

べきだということがもしあるならば、ぜひ話し合うべきではないでしょうか。このことを

はっきりさせなければ、なかなか元気が出ないと思います。今の中教審の論議にも少し影

響を与える意味で、ぜひお聞かせください。 
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（篠原） ありがとうございました。最後に答えることを先に答えろと言っているような

ところが、ルール違反の質問ではないかと思いますが、会長から座長への命令的質問だと

受け取って、座長として個人的見解を含めてお答えさせていただきます。 

 制度設計のミスを制度運営者である教職大学院が引き受け、最終的に学習者自身にマイ

ナスが至るという、まさに三すくみの状況があるのではないかと思っています。一方で特

別部会の議論は、ミスター文科省がいなくなった分、はしごを取られた議論になっていま

す。状況として政策がどのように展開するかについては、ストレートに申し上げて期待は

できません。ということは、われわれ教職大学院サイドは自分たちの城をどう守るかとい

うところに固執せざるを得ません。ただ、教職大学院はワン・オブ・ゼムで、部分的に小

さな集合と制度ですが、それを地方においても拡大する路線は歩んでいきたいと思ってい

ます。 

 例えば、やはり管理職養成やスクールリーダー養成は教職大学院における派遣教員のみ

に限定せず、都道府県教育委員会の管理職研修全体にどう自分たちがどうリンクするかが、

今後は大学側にとって鍵になるかもしれません。場合によっては、今後の委員会の運営課

題はそのようなテーマに発展的につなげていきたいと思っています。本当はこれを最後に

答えようと思っていたのです（笑）。 

 どうぞほかの方、自由に。文科省の方はいませんか。 

 

（今井） 文部科学省教員養成企画室長の今井です。今、座長より制度的欠陥があるとい

うことがありましたが、当初の制度にどのような欠陥があったのか、思っておられること

があれば教えていただきたいです。 

 

（篠原） 今、ここでストレートに全体のことをお話しするのは気が引けるので、部分的

に述べさせていただきます。基本的に教職大学院という制度における最も大きな欠点・欠

陥は、この制度自体が国立大学を含めた私立大学の教育学研究科全体を見通した、体系的

な養成制度の中で構想されたものであるかどうかが、大きな問題ではないかと思います。 

 それから、教職大学院における基本的なカリキュラムや方法についても、さまざまな形

で設置審に対する対応の中でわれわれは苦労しましたが、その中で繰り返し言われたのが、

岐阜大の教職大学院の特色は何なのか、それを打ち出せということです。ここで申し上げ

たいのは、高度専門職養成における教職大学院のカリキュラムと方法に関して、おしなべ
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て言って、当時の私どもは特別な特色を出す状況になかったということです。場合によっ

ては、金太郎飴的なカリキュラムと方法の踏襲の中で、どのように設置申請の認可をいた

だくかということに、短い時間の中で奔走せざるを得なかったのです。 

 

（今井） ありがとうございます。そうしますと、私どもからもきちんとしたメッセージ

を本当はもっと出さなければいけないのだろうと思っていました。特に今の点について申

しますと、教職大学院は大変難しい制度・仕組みなのだろうと思います。恐らく大学の皆

さま方にも大変厳しい条件を課している部分があると思います。例えば、今日、私どもの

局長もご説明させていただいたように、他の専門職大学院と比べても、特に学校での実習

を 10単位以上設ける、もしくは専門のいわゆる実務家教員の先生を 4割集めるなど、いろ

いろと厳しい条件を設定しており、そして学生数に対して先生を何人用意するのかについ

て大変厳しい面があると思っています。確かに、そのような厳しい条件が課された制度で

はありますが、なぜそんな制度をつくらなければいけなかったのかというところを、私ど

もも含めて、もう一度戻ってみなくてはならないと思います。 

 今日、お配りした資料にありますが、特に本日局長より、教職大学院はプロトタイプで

ある旨ご説明させていただきました。資料の 2ページに示した、力量ある教員養成のため

のモデルを提示するということも、この制度の大きな目的の一つであったのだと思います。

現在、中央教育審議会の教員の資質能力向上特別部会やその下に置かれたワーキンググル

ープで大変精力的に議論していただいています。新たな教職大学院の在り方を示していく

のかどうかも含めて、絶対に議論が必要だと思っていますので、今いただいた指摘は私ど

もも胸にきちっと収めて、新たに考えていかなければいけないと思います。 

 少なくとも、現時点では、25 の教職大学院は、本当にそれぞれの立場で頑張っていただ

いていると思っています。特に、モデルの提示、プロトタイプとして、既存の修士課程が

どうだったのか、もしくはそもそも学部の 4年間に対して、教育委員会からの信頼が得ら

れているのかなど、さまざまな議論があって、専門職大学院、そして教職大学院の設立の

流れになっているのではないかと思っています。 

 その中で、過去の反省点や今後の改善点を含めて、条件が厳しくなっている部分はあり

ますが、ここにお集まりの皆さま方には 4年間の実践をやっていただいたと思っています。

ただ、大学数が増えないことや、入学定員の問題も含めて、この辺りをどのように突破し

ていくのかは課題だと思います。中身について良いものがあれば、それをどんどん広めて
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いくという流れをとっていきたいと思います。例えば教育委員会と連携をしていくことに

よって、大学側の意識も変われば、教育委員会の側の意識も変わっていくということを、

私どもは随分聞かせていただいています。そのような意味で、教職大学院が果たしている

モデルは相当大きな意味があると思っています。 

 例えば、福井大学などほかの大学でも教育委員会と一体どのように連携をとっていくの

か、現職教員の研修も含めて、ストレートマスターをどのように育成して現場に送り出し

ていくのかということについて、さまざまな取組をしていただいているものをしっかりと

広めていただく必要があると思っています。 

（篠原） ありがとうございました。やり取りが個別になってしまっています。もう少し

いろいろな方のご意見をお願いします。 

 

（若井） 上越教育大学の若井です。岐阜大学ではどのように教職大学院がスタートした

かというお話で、大変なご苦労をされているのだということが、よく分かりました。そう

いう面では、本当に貴重な裏話というか、真実だったのだと思います。 

 午前中からのつながりもあって、一言発言させていただきたいと思ったのは、教職大学

院協会の最初の正式な会合では、トーンとして、個別の大学院ではなく教職大学院全体に

ついての非常に素直、または素朴な危機感がかなり出ていたと思います。そういう面で貴

重なスタートだったと思っています。まさしく今、教職大学院そのものの船出が少し厳し

かったというよりも、寂しかったわけですが、その後に力を増してきているかというと、

必ずしもそうとは言えません。数が増えているかいないかではなく、やはり変わっていな

いのです。 

 今井さんからも先ほど大変ありがたいというか、みんなで力を合わせて頑張ってくださ

いというご発言をいただきました。確かに、私は前回の教職大学院協会の集まりのときに

も申し上げたと思いますが、大学院の入学定員を充足できるかできないかということは、

もちろん各大学の努力いかんにもかかわっている部分があります。当事者努力をしないで、

定員を全部満たすように現職教員を派遣するなどできるはずがありません。精いっぱい努

力しなければいけません。そのようなことを当然の前提とした上で一つお願いしたいのは、

国でもう少し奨励策というか、励ましのメッセージを出していただきたいということです。
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くくなってきたので、そういうことをにらんだ上で、「意欲のある方々は、決して損はしな

いから、頑張ってきてください」という意味で教育公務員特例法の改正によって大学院修

学休業制度を導入したのだと、私自身はその含みがあったのではないかと思っていました。 

 今回の教職大学院の制度について言えば、2 年間の給与保証の方々だけでなく、修学休

業制度を個別的に利用して、申し出ている人たちが何人も出てきています。これは恐らく

各大学院の現状を聞けば、実例が幾つか見つかると思います。そこでぜひお願いしたいこ

とがあります。2 年間の給与保証がしにくくなってきている現状で、国の教育行政機関が

大学院修学休業制度を使っていただくよう、自分の力を付けてくださいと言ってもすぐに

御利益があるという話でなくてもいいから、積極的な自己研修も含めて、みんなで力を付

けていかなければいけないというメッセージを送っていただければ、学校の先生方はまじ

めなので、身銭を切ってでも 2年間頑張ってこようと思う人たちが出てくると思います。 

 日本全国はそう狭くはないので、現職教員も相当の数がいるわけです。100 万とは言わ

ないまでも、それに近い数の人たちが頑張っているのですから、給与保証されなくても大

学院の修学休業制度を活用できるのならば行こうという人たちが出てくると思います。ぜ

ひそういうことを考えてもらいたいと思っています。金は出さなくてもいいので、せめて

メッセージを送ってもらいたいと思っています。それが現場教師の励みになります。 

 勉強しにきたのだということをあまり公にできないような研修の現状では、あまりにも

寂しすぎると思います。なぜ隠れるような形で勉強をしなければならないのか、もっと大

手を振って「頑張ってきます」と言えるような研修制度にしたいのです。それをぜひここ

で篠原先生に方向付けができるのならば、そういう元気の出る話にしていただきたいと思

います。 

 

（篠原） ありがとうございました。就学休業制度のみならず、派遣についても基本的に

は授業料や入学金は自己負担の場合が多いので、財政的な支援と、修学休業については、

授業料保証がなくても、それに対する一定のオーソライズというか、ぜひ行ってこいとい

う言葉掛けのような指導のようなものがあってもいいのかもしれません。今回は連携なの

で、派遣教員にしかターゲットを当てていませんが、ご指摘のとおり、修学休業によって

大学院に来ている現職教員は、全体的には 10％前後で、非常に重要な存在だと思います。

ありがとうございました。 

 報告者から、今のことについて何か答えることがありますか。 
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（坂野） 今、若井先生からもありましたが、費用負担の問題は抜いて考えることはでき

ないので、基本的なところとして、まず考えていただきたいと思います。例えば、玉川大

学には今年、ストレートマスターで修了する者が 8名おり、たまたまうまく全員が合格し

ました。ただし、そのためには授業の外でも、相当手間暇をかけた指導をしています。こ

れを学部でやれと言われても、恐らくできません。つまり、実際の学生と教員の比率は、

小学校・中学校の 35人学級なども同じですが、手間暇をかける制度設計をすれば、それな

りに精度が上がります。しかし、それを裏打ちする費用負担を誰がするのかということの

設計図がなければ、ほとんど絵に描いた餅になってしまいます。教職大学院の場合、今、

教員でいうと最低が 11 名というところが多いと思います。この定員を例えば 100 名、200

名、300 名にしろと言われても、恐らく無理です。ということは、今日の午前中からの議

論にもありましたが、教職大学院が質保証をするのだったら、それなりの財政的な基盤が

なければできないということを逆に明らかにしてしまいました。 

 つまり、例外的な事例として教職大学院は普及しません。なぜ普及しないかというと、

簡単に言えばお金がないからです。既存の学部内、大学院内でも、そのような条件整備が

あれば成果は上がるはずです。ただし、実際にはそれだけのお金をつぎ込めないというの

が現場の現状です。ということは、違ったやり方を考えるのか、あるいは現在のシステム

の中で、より効率的な運用を考えるのかというのが、むしろ妥当だと思います。 

 

（篠原） ありがとうございました。時間がないので、あとお一人だけ。 

 

（堀内） 兵庫教育大学の堀内と申します。ちょうど今、坂野さんが良い方向に持ってい

ってくださったので、ぜひともと思いました。 

 午前中、お金の話をされて、どなたも反論されなかったので、極めて不満に思っていま

した。一言で言うと、教員養成にもっとお金をかけるべきという論調を、全体としては主

張してもらいたいと思っています。ご記憶にあると思いますが、午前中の 1000 万円うんぬ

んの話がまたぞろ出たということに、大変奇異な思いを抱きました。あれは、間違いなく

偽りです。教育委員会の方もいらっしゃると思いますが、教員の平均給与は 45～46 歳で

800 万円強、いわゆる雇用者負担を含めて 1000 万円ということだと思います。単純に考え

ていくと分かりますが、例えば教員を 1 年間、大学院に派遣するとして、46 歳で 1000 万
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円の人を講師として入れるわけがありません。月 40 時間の常勤講師で入れて、大体年間

300 万円弱です。 

 坂野さんが言われたように、基本的に教職大学院は大変お金がかかります。しかし、わ

れわれは今、お金をかけていいことをやっているのです。これをどうして普遍化できない

のかというところにデッドロックを持っているわけです。文科省の方にも来ていただいて

いますが、教員養成について専門職大学院の枠で今は論議をしています。もちろんこんな

単純に比較する必要はないと思っていますが、医師に対して、これは私学と国立では随分

違いますが、例えば医学部で 1年間に大体一人数千万円かけています。それから少し違い

ますが、法曹界も法科大学院を見れば分かるとおり、教職大学院の比ではありません。100

万人の教員と数千人の法曹界あるいは医師と一緒にするつもりはありませんが、われわれ

は専門職大学院の枠の中で教職大学院を立ち上げようとしてきていながら、それに対する

費用計算をほとんどしてきませんでした。結果論として、坂野さんが言われたように、従

来の開放制の中でかけてきたコストに対して、教職大学院という枠の中でかけているお金

は一体どうなのかという論議は、これからすべきだろうと思います。 

 もう一つこれは委員会にお願いですが、今の問題と派遣の問題はつながっているので、

25 大学をお調べになって、私も実を言うと、大野さんの発表で初めて兵庫教育大学の実態

を勉強させていただきました。不勉強で恐縮です。私は前任校が京都教育大学でしたので、

私も苦労しました。そのとき教育委員会は、お金がない、派遣枠がない、したがって派遣

できないと言われましたが、今日のご発表を聞く限りでは、ものすごく差があります。兵

庫県は 50人とのことでしたが、これは 2年派遣なので、来ている方は 100 人です。それに

対して、ほかの府県は5人や10人しか来ていません。どうしてこの差が出るのでしょうか。

県の大きさに比例するのは分かります。ですから、教員の数が例えば 1 万人いるから 10

人ということならば、5000 人ならば 5人というような数が出ているかどうか。違っている

ことを前提に話をしています。 

 そうすると、あとは都道府県の努力という形でいいのでしょうか。そこまでわれわれが

詰めて派遣枠と考える必要があるかどうかは置いておきますが、実態として各教職大学院

で、各府県といろいろな形で交渉なりお願いをしています。しかし、そのときは一律に国

から派遣枠が削られて、厳しい、出せないという形で逃げられています。ところが、ほか

を見たら、もっと小さい県でもたくさん出している場合もあります。ぜひとも委員会で、

なぜ派遣の数が教員の数に比例していないのか、それは単なる各教育委員会の姿勢や努力



─ 115 ─

24 

円の人を講師として入れるわけがありません。月 40 時間の常勤講師で入れて、大体年間

300 万円弱です。 

 坂野さんが言われたように、基本的に教職大学院は大変お金がかかります。しかし、わ

れわれは今、お金をかけていいことをやっているのです。これをどうして普遍化できない

のかというところにデッドロックを持っているわけです。文科省の方にも来ていただいて

いますが、教員養成について専門職大学院の枠で今は論議をしています。もちろんこんな

単純に比較する必要はないと思っていますが、医師に対して、これは私学と国立では随分

違いますが、例えば医学部で 1年間に大体一人数千万円かけています。それから少し違い

ますが、法曹界も法科大学院を見れば分かるとおり、教職大学院の比ではありません。100

万人の教員と数千人の法曹界あるいは医師と一緒にするつもりはありませんが、われわれ

は専門職大学院の枠の中で教職大学院を立ち上げようとしてきていながら、それに対する

費用計算をほとんどしてきませんでした。結果論として、坂野さんが言われたように、従

来の開放制の中でかけてきたコストに対して、教職大学院という枠の中でかけているお金

は一体どうなのかという論議は、これからすべきだろうと思います。 

 もう一つこれは委員会にお願いですが、今の問題と派遣の問題はつながっているので、

25 大学をお調べになって、私も実を言うと、大野さんの発表で初めて兵庫教育大学の実態

を勉強させていただきました。不勉強で恐縮です。私は前任校が京都教育大学でしたので、

私も苦労しました。そのとき教育委員会は、お金がない、派遣枠がない、したがって派遣

できないと言われましたが、今日のご発表を聞く限りでは、ものすごく差があります。兵

庫県は 50人とのことでしたが、これは 2年派遣なので、来ている方は 100 人です。それに

対して、ほかの府県は5人や10人しか来ていません。どうしてこの差が出るのでしょうか。

県の大きさに比例するのは分かります。ですから、教員の数が例えば 1 万人いるから 10

人ということならば、5000 人ならば 5人というような数が出ているかどうか。違っている

ことを前提に話をしています。 

 そうすると、あとは都道府県の努力という形でいいのでしょうか。そこまでわれわれが

詰めて派遣枠と考える必要があるかどうかは置いておきますが、実態として各教職大学院

で、各府県といろいろな形で交渉なりお願いをしています。しかし、そのときは一律に国

から派遣枠が削られて、厳しい、出せないという形で逃げられています。ところが、ほか

を見たら、もっと小さい県でもたくさん出している場合もあります。ぜひとも委員会で、

なぜ派遣の数が教員の数に比例していないのか、それは単なる各教育委員会の姿勢や努力

25 

のせいなのか、あるいは篠原さんが言ったように、教職大学院のネゴのうまさなのか、そ

の辺は分かりませんが、費用対効果の問題があると思いますが、そのようなところも含め

て、派遣ということに対して、これまでどのような取組がなされてきて、何が問題かとい

うことは明らかにするべきではないでしょうか。 

 いろいろなことを言いましたが、一つはここにいらっしゃるすべての方に、特に文科省

の方もいらっしゃるので、教員養成に日本はもっと金をかけるべきです。あるいは、教員

採用もそうです。こんなところてん式の教員採用をしていて、後でいろいろな問題が出て

きているということも含めて、研修もしかりだと思います。もっと日本の国民社会の中で、

教員養成、あるいは教師教育に対してお金をかける機運をぜひともつくっていただきたい

と思います。 

 

（篠原） ありがとうございました。すべての時間を消化してしまいました。最終的に、

委員会への今後の検討課題をいただいたような気がします。最初に申し上げました、制度

設計のミスが制度運営にさまざまな問題を投げ掛けている現状があります。しかし、最終

的には学習する学生自身がどれだけの利益を得られたかという三すくみの状況があるとい

うお話をしました。ただ、制度設計のミスだけを批判しても仕方がありません。財政的保

証も含めて、われわれサイドからできる戦略は立てられるはずです。さらに、自分の教職

大学院を守るという姿勢だけでなく、より広く各都道府県のこれからのリーダー養成のた

め、行政研修の共同開発など、さまざまな戦略の立て方が、これからの連携の在り方とし

てあろうかと思います。 

 かなり一方的な発言をしてしまいましたが、特にそれぞれ報告をしていただいた 3名の

方に、最後に感謝を込めて拍手をいただければと思います。どうもありがとうございまし

た。 

 

（司会） 篠原先生をはじめ、教育委員会等連携検討委員会の委員の皆さま、熱い議論を

ありがとうございました。これをもちまして、本日のシンポジウムの全日程が終了しまし

た。皆さま方の絶大なご協力に感謝申し上げます。ありがとうございました。 
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教職大学院と教育委員会の連携に関する調査結果
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60.0

80.0

20.0

40.0

0.0
20年度 21年度 22年度 23年度

教職大学院の入学者のおよそ教職大学院の入学者のおよそ33分の分の11が派遣教員。が派遣教員。
教委による派遣数は横ばい。教委による派遣数は横ばい。
財政削減による派遣定数の縮小が今後進行財政削減による派遣定数の縮小が今後進行

2

財政削減による派遣定数の縮小が今後進行。財政削減による派遣定数の縮小が今後進行。
入学総定員（入学総定員（840840名）充足率は今年度９５．５％（前年度９０．４％）名）充足率は今年度９５．５％（前年度９０．４％）
教委サイド（市教委を含め）への研修定数の拡大と運用の期待教委サイド（市教委を含め）への研修定数の拡大と運用の期待



─ 117 ─

教職大学院への派遣教員数（教職大学院への派遣教員数（学校種別学校種別））

幼稚園幼稚園 小学校小学校 中学校中学校 高校高校 中等教育学校中等教育学校 特別支援学校特別支援学校 合計合計

１１
（（0.30.3））

１６６１６６
（（52.952.9））

８０８０
（（25.525.5））

３３９９
（（12.412.4））

００
（（0.00.0））

１３１３
（（4.14.1））

３１４３１４人人
（（100.0100.0））

小学校教諭がおよそ半数。小学校教諭がおよそ半数。
高校教諭が少ない。高校教諭が少ない。
教員人事・研修体制の二元化教員人事・研修体制の二元化

中学校及び高校教諭の受け入れ体制の整備中学校及び高校教諭の受け入れ体制の整備

3

教員派遣に関する教委との取り決め教員派遣に関する教委との取り決めⅠⅠ

大学院数（％）大学院数（％）

ああ るる 17(68%)17(68%)
教員派遣教員派遣

ああ るる 17(68%)17(68%)

なな いい 7(28%)7(28%)

無回答無回答 1(4%)1(4%)

合合 計計 25(100%)25(100%)

教員派遣教員派遣
に関するに関する
教委との教委との
取り決め取り決め
が未整備が未整備

教委教委と大学の協定文書により定められている。と大学の協定文書により定められている。 66
教委教委と大学の申し合わせ（文書なし）による。と大学の申し合わせ（文書なし）による。
特特に取り決めはなく、教委の判断による。に取り決めはなく、教委の判断による。

1010
11

合合 計計 1717

協定文書がなく、申し合わせが多い協定文書がなく、申し合わせが多い
教委側のキーパーソンの異動等による流動性教委側のキーパーソンの異動等による流動性
制度的・定例的会議以外の日常的な交流制度的・定例的会議以外の日常的な交流
教職大学院の認知教職大学院の認知

4
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教員派遣に関する教委との取り決め教員派遣に関する教委との取り決めⅡⅡ

大学院数（％）大学院数（％）

ああ るる 17(68%)17(68%)ああ るる 17(68%)17(68%)

なな いい 7(28%)7(28%)

無回答無回答 1(4%)1(4%)

合合 計計 25(100%)25(100%)
６名１校６名１校
88名２校名２校

定数化されている定数化されている。。
定数化されていない定数化されていない

1010
77

88名２校名２校
９名１校９名１校

１０名３校１０名３校
１３名１校１３名１校
１４名１校１４名１校
１５名１校１５名１校 定数化されていない定数化されていない。。 77

合合 計計 1717

１５名１校１５名１校

入学者のうち、定数派遣者の割合が少ない入学者のうち、定数派遣者の割合が少ない
派遣の定数が財政事情等により不安定派遣の定数が財政事情等により不安定派遣の定数が財政事情等 より不安定派遣の定数が財政事情等 より不安定
年度により派遣教員の入学者が変動年度により派遣教員の入学者が変動

5

教員派遣に関する教委との取り決め教員派遣に関する教委との取り決めⅢⅢ

過密スケジュール過密スケジュール
学生の多忙感学生の多忙感
成果の完成度に難成果の完成度に難

派遣方式派遣方式 大学院数（％）大学院数（％）

11年派遣年派遣 10(40%)10(40%)

22年派遣年派遣（（1414条適用により条適用により22年目年目は通学は通学が限定）が限定） 7(28%)7(28%)

22年年派遣（限定なし）派遣（限定なし） 8(32%)8(32%)

週週11日教職大学院へ出校（定数運用加配による人事措置）日教職大学院へ出校（定数運用加配による人事措置）
勤務校による校務分掌上の配慮（担任を外れる）勤務校による校務分掌上の配慮（担任を外れる）
夜間時間帯での指導措置夜間時間帯での指導措置
夏季休業中の出校夏季休業中の出校
大学院に近い学校への異動措置大学院に近い学校への異動措置

6
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派遣教員学生派遣教員学生に対する教委の優遇措置に対する教委の優遇措置

派遣教員学生の修了後の人事措置派遣教員学生の修了後の人事措置派遣教員学生の修了後の人事措置派遣教員学生の修了後の人事措置

大学院数（％）大学院数（％）

行って行っているいる ３３((１２１２%)%)行って行っているいる ３３((１２１２%)%)

行って行っていないいない ２１２１((８４８４%)%)

無回答（派遣実績なし）無回答（派遣実績なし） 1(4%)1(4%)

合合 計計 25(100%)25(100%)

派遣教員（管理職候補）は管理職登用制度により修了後、都・区市の派遣教員（管理職候補）は管理職登用制度により修了後、都・区市の派遣教員（管理職候補）は管理職登用制度により修了後、都 区市の派遣教員（管理職候補）は管理職登用制度により修了後、都 区市の
指導主事になる指導主事になる

制度化されていないが、実際には県教委（事務所、首長部局を含制度化されていないが、実際には県教委（事務所、首長部局を含
む）・市町村教委等の指導主事になるむ）・市町村教委等の指導主事になる

教頭登用選考試験一次試験免除の制度化を期待教頭登用選考試験一次試験免除の制度化を期待教頭登用選考試験一次試験免除の制度化を期待教頭登用選考試験一次試験免除の制度化を期待

7

派遣教員学生派遣教員学生にに対する授業料等の一部免除対する授業料等の一部免除派遣教員学生派遣教員学生にに対する授業料等の 部免除対する授業料等の 部免除

大学院数（％）大学院数（％）
行って行っているいる 3(12%)3(12%)

附属学校教員附属学校教員
への一部免除への一部免除
措置措置 行って行っているいる 3(12%)3(12%)

行って行っていないいない 22(88%)22(88%)
合合 計計 25(100.25(100.００%)%)

措置措置

派遣教員と大派遣教員と大
学院就学休業学院就学休業
制度利用の一制度利用の一
般教員への対般教員への対
応の相違応の相違

派遣教員学生派遣教員学生にに対する対するその他その他の経済的支援の経済的支援

大学院数（％）大学院数（％）

行って行っているいる 7(28%)7(28%)

行って行っていないいない 17(68%)17(68%)

無回答無回答 1(4%)1(4%)

独自の奨学金制度独自の奨学金制度
支援金貸与制度支援金貸与制度
大学職員宿舎への入居可大学職員宿舎への入居可
交通費援助交通費援助無回答無回答 1(4%)1(4%)

合合 計計 25(25(100.0100.0%)%)

交通費援助交通費援助
研究助成制度研究助成制度

8
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学部新卒学生学部新卒学生に対する教委の優遇措置に対する教委の優遇措置

大学院数（％）

行って行っているいる ２０２０((８０８０%)%)

行行 いないいない ４４((１６１６%)%)

学部新卒学生への名簿登載期間の延長学部新卒学生への名簿登載期間の延長学部新卒学生への名簿登載期間の延長学部新卒学生への名簿登載期間の延長

第第11年次受験合格の学生の年次受験合格の学生の11行って行っていないいない ４４((１６１６%)%)

無回答（派遣実績なし）無回答（派遣実績なし） 1(4%)1(4%)

合合 計計 25(100%)25(100%)

第第11年次受験合格の学生の年次受験合格の学生の11
年延長年延長

大学院数（％）大学院数（％）

行って行っているいる ８８((３２３２%)%)

教職大学院修了予定者への採用選考試験一部免除教職大学院修了予定者への採用選考試験一部免除教職大学院修了予定者への採用選考試験一部免除教職大学院修了予定者への採用選考試験一部免除

ほとんどが小学校教員採用ほとんどが小学校教員採用行って行っているいる ８８((３２３２%)%)

行って行っていないいない １６１６((６４６４%)%)

無回答（派遣実績なし）無回答（派遣実績なし） 1(4%)1(4%)

合合 計計 25(100%)25(100%)

ほとんどが小学校教員採用ほとんどが小学校教員採用
試験試験

高校教員採用試験は適用な高校教員採用試験は適用な
しし

教職大学院修了者に対する初任者研修（一部）免除教職大学院修了者に対する初任者研修（一部）免除教職大学院修了者に対する初任者研修（一部）免除教職大学院修了者に対する初任者研修（一部）免除

大学院数（％）大学院数（％）大学院数（％）大学院数（％）

行って行っているいる 4(16%)4(16%)

行って行っていないいない 20(80%)20(80%)

無回答無回答 1(4%)1(4%)

教職大学院の実習と初任者教職大学院の実習と初任者
研修の相違とは研修の相違とは
校内研修免除校内研修免除OROR校外研修校外研修

9

合合 計計 25(100%)25(100%) 免除免除

実務家教員人事に関する教委との連携実務家教員人事に関する教委との連携

実務家教員の人事措置 大学院（％）

特特任教員 推薦をお願いしている任教員 推薦をお願いしている 4(16%)4(16%)特特任教員の推薦をお願いしている任教員の推薦をお願いしている 4(16%)4(16%)

専任専任教員の推薦をお願いしている教員の推薦をお願いしている 5(20%)5(20%)

交流交流人事として任期付専任教員の推薦を人事として任期付専任教員の推薦をお願いお願いしてして
いるいる

12(48%)12(48%)

非常勤非常勤講師の推薦をお願いしている講師の推薦をお願いしている 1(4%)1(4%)

特特になしになし 11(44%)11(44%)

対外的には教委との人事協定書対外的には教委との人事協定書
対内的には実務家教授・准教授採用資格審査基準対内的には実務家教授・准教授採用資格審査基準

10
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教委との連携の内容教委との連携の内容

連携内容 大学院数（％）

行政行政研修の講師出向研修の講師出向 13(52%)13(52%)

行政行政研修の共同開催や企画協議への参加研修の共同開催や企画協議への参加 7(28%)7(28%)

カリキュラムカリキュラム開発や授業開発の共同研究開発や授業開発の共同研究 9(36%)9(36%)カリキュラムカリキュラム開発や授業開発の共同研究開発や授業開発の共同研究 9(36%)9(36%)

授業授業への講師依頼への講師依頼 17(68%)17(68%)

教員教員免許状更新講習の講師依頼免許状更新講習の講師依頼 9(36%)9(36%)

その他その他（（支援アドバイザー、センターでの実務実習支援アドバイザー、センターでの実務実習）） 6(24%)6(24%)

教員研修事業の再編化・体系化教員研修事業の再編化・体系化
教員研修事業の協働化教員研修事業の協働化
新任校長研修・新任教頭研修の見直し新任校長研修・新任教頭研修の見直し
管理職登用制度の見直し管理職登用制度の見直し
スクールリーダー養成研修の再編化と共同開発スクールリーダー養成研修の再編化と共同開発スク ルリ ダ 養成研修の再編化と共同開発スク ルリ ダ 養成研修の再編化と共同開発

11

教職大学院と教育委員会等との連携内容の体系 
連携領域 連携項目 連携内容 

教育委員会との連携 学生募集 □ 教員派遣（14条適用 １年派遣 ２年派遣）

教職大学院と教育委員会等との連携内容の体系 
連携領域 連携項目 連携内容 

教育委員会との連携 学生募集 □ 教員派遣（14条適用 １年派遣 ２年派遣）教育委員会との連携 学生募集 

 

□ 教員派遣（14条適用、１年派遣、２年派遣） 

□ 一般教員（広報） 

教員採用 

 

□ 教員採用試験合格者の「名簿掲載」の保留（１年、２年） 

□ 教員採用試験の一次試験免除（全国、大学限定、学校種別） 

教育委員会との連携 学生募集 

 

□ 教員派遣（14条適用、１年派遣、２年派遣） 

□ 一般教員（広報） 

教員採用 

 

□ 教員採用試験合格者の「名簿掲載」の保留（１年、２年） 

□ 教員採用試験の一次試験免除（全国、大学限定、学校種別） 

修了生の人事・処遇

 

□ 新卒学生の初任者研修免除（一部を含む） 

□ 派遣教員学生の管理職登用（管理職試験一部免除、主幹教諭登用、指導主事登用など） 

大学院教員人事 □ 教員派遣（交流人事、推薦） 

組織運営 □ 連携組織による運営協議 

修了生の人事・処遇

 

□ 新卒学生の初任者研修免除（一部を含む） 

□ 派遣教員学生の管理職登用（管理職試験一部免除、主幹教諭登用、指導主事登用など） 

大学院教員人事 □ 教員派遣（交流人事、推薦） 

組織運営 □ 連携組織による運営協議 

□ 外部評価の導入 

□ 研究報告会の共同開催 

研究開発 □ 研究委託・指定、共同研究 

連携協力校との連携 組織運営 □ 連携組織による全体運営協議

□ 外部評価の導入 

□ 研究報告会の共同開催 

研究開発 □ 研究委託・指定、共同研究 

連携協力校との連携 組織運営 □ 連携組織による全体運営協議連携協力校との連携 組織運営 □ 連携組織による全体運営協議

教育実習 □ 各連携協力校と運営協議（スクール・ミーティング） 

□ 大学院サイドの教育実習指導体制（スタッフ） 

□ 教育実習のカリキュラム編成、評価 

連携協力校との連携 組織運営 □ 連携組織による全体運営協議

教育実習 □ 各連携協力校と運営協議（スクール・ミーティング） 

□ 大学院サイドの教育実習指導体制（スタッフ） 

□ 教育実習のカリキュラム編成、評価 

□ 研究報告のマッチングと支援 

派遣教員の勤務校との連携 □ 派遣教員学生の研修扱い（現任校での実習確保、大学院への研修出張日の確保、） 

□ 派遣教員学生の研究報告のマッチングと支援 

研究開発・支援 □ 共同研究、研究支援など

□ 研究報告のマッチングと支援 

派遣教員の勤務校との連携 □ 派遣教員学生の研修扱い（現任校での実習確保、大学院への研修出張日の確保、） 

□ 派遣教員学生の研究報告のマッチングと支援 

研究開発・支援 □ 共同研究、研究支援など

アフターケア □ 修了生の勤務評価・支援 

文部科学省との連携 教員養成制度改革 □ 制度改革のための研究開発 

政策支援 □ 教員派遣の推進（教育長協議会への働きかけなど） 

□ 教職大学院ＰＲ

アフターケア □ 修了生の勤務評価・支援 

文部科学省との連携 教員養成制度改革 □ 制度改革のための研究開発 

政策支援 □ 教員派遣の推進（教育長協議会への働きかけなど） 

□ 教職大学院ＰＲ

12

□ 教職大学院ＰＲ

財政支援 □ 教員派遣推進のための予算措置（定数化） 

 

□ 教職大学院ＰＲ

財政支援 □ 教員派遣推進のための予算措置（定数化） 
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教職大学院運営委員会
静岡県教育委員会代表者

専攻会議
教職大学院構成員

静
岡

教
静岡県教育委員会代表者
静岡市教育委員会代表者
浜松市教育委員会代表者

岡
大
学
大

教
育
学
研
究浜松市教育委員会代表者

静岡県校長会代表者
研究科長・専攻長

経営企画会議
専攻長
各専門領域の代表者
各部責任者

学
院

究
科

各部責任者

本専攻の運営全般に関する意見・要望などを聴取・検討し、
改善を図ることを目的とする。現職大学院生の派遣、学卒
大学院生 就職 学校 おけ 実習 協力など本専攻大学院生の就職、学校における実習での協力など本専攻の
円滑な運営にとって重要な位置を占める静岡県教育委員会、
静岡市及び浜松市両政令市教育委員会の派遣担当課長及び静岡市及び浜松市両政令市教育委員会の派遣担当課長及び
静岡県校長会長に委員を依頼する。本研究科からは研究科
長と専攻長が参加する。本会議は年２回、６月と２月に開
催する。

連携協力校連絡協議会
静岡県 静岡市 浜松市 富士市

専攻会議
教職大学院構成員

静岡県・静岡市・浜松市・富士市
各教育委員会代表者
連携協力校代表者 附属学校園代表者

経営企画会議
専攻長
各専門領域の代表者
各部責任者

連携協力校代表者、附属学校園代表者
専攻長、各専門領域の代表者
学校における実習担当

連携協力校・附属学校との間で学校における実習をはじめ
とする連携協力の在り方や内容の企画・運営・評価に関す
る協議を行う とを目的とする 静岡県 静岡市 浜松市る協議を行うことを目的とする。静岡県、静岡市、浜松市、
富士市各教育委員会の派遣担当者、連携協力校及び附属学
校の代表者からなる外部委員に 専攻長 学校における実校の代表者からなる外部委員に、専攻長、学校における実
習担当及び各領域の代表者から構成される。本会議は年２
回、７月と３月に開催する。
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報告検討
専攻会議

教職大学院構成員教職大学院構成員

経営企画会議経営 画会議
専攻長
各専門領域の代表者
各部責任者

常葉学園
大学

静岡大学

教職大学院検討委員会
(静岡県教育委員会主催）

年２回開催 出席者:
教職大学院：静岡大学教員・常葉学園大学教員
行政：県教育委員会政令市教育委員会関係課員
（教育政策課、総合教育センター、教育事務所関係課員）

協議内容：教職大学院との連携協力について

今後の展望今後の展望

・教職大学院入学前から現職復帰後の実践につなげ教職大学院入学前 現職復帰後 実践 なげ
る成長デザインシートの活用

教職大学院授業 部と教育セ タ 研修 部・教職大学院授業の一部と教育センター研修の一部
との相互受入

（教育センター指導主事が教職大学院授業の一部に（教育センタ 指導主事が教職大学院授業の 部に
参加する、現職派遣院生が教育センター研修の一
部を受ける）

・教職大学院と教育センターとの共同による教員研
修プ グラム開発 院生が関わる修プログラム開発へ院生が関わる



─ 124 ─

教職大学院入学前から現職復帰後の実践につなげる成長デザインシート

修了後

入学前入学前

ＰＡＤＤＯＣ
（成長デザインシート Power-up And Development Design: Operation & Charter）
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東京都教育委員会と玉川大学と東京都教育委員会と玉川大学と
の連携についての連携について

玉川大学玉川大学 坂野坂野 慎二慎二玉川大学玉川大学 坂野坂野 慎二慎二

玉川大学教職大学院の制度玉川大学教職大学院の制度玉川大学教職大学院の制度玉川大学教職大学院の制度
◎◎小学校教員養成に特化小学校教員養成に特化

設 置 形 態設 置 形 態 教育学研究科に専攻として設置教育学研究科に専攻として設置

専 攻 名専 攻 名 教職専攻教職専攻

課 程 名課 程 名 専門職学位課程専門職学位課程

学 位 名学 位 名 教職修士（専門職）教職修士（専門職）学 位 名学 位 名 教職修士（専門職）教職修士（専門職）

標準修業年限標準修業年限 ２年２年 （短期、長期履修制度あり）（短期、長期履修制度あり）

開 設 時 期開 設 時 期 平成２０年４月１日平成２０年４月１日

入 学 定 員入 学 定 員 人（現職教員 学部新卒者 社会人（現職教員 学部新卒者 社会入 学 定 員入 学 定 員 ２０人（現職教員、学部新卒者、社会２０人（現職教員、学部新卒者、社会
人）人）

取 得 資 格取 得 資 格 小学校教諭小学校教諭専修免許状専修免許状取 得 資 格取 得 資 格 小学校教諭小学校教諭専修免許状専修免許状
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玉川大学教職大学院の実際（１）玉川大学教職大学院の実際（１）玉川大学教職大学院の実際（１）玉川大学教職大学院の実際（１）

••平成平成2020年度入学者年度入学者 1717名名
現職現職学生学生 １年課程１年課程1111名名
新卒者等学生新卒者等学生 ２年課程５名長期課程２名２年課程５名長期課程２名新卒者等学生新卒者等学生 ２年課程５名長期課程２名２年課程５名長期課程２名

••平成平成2121年度入学者年度入学者 2020名名
現職学生現職学生 １年課程１年課程1111名名現職学生現職学生 １年課程１年課程1111名名
新卒者等学生新卒者等学生 ２年課程６名長期課程２年課程６名長期課程 ３名３名

玉川大学教職大学院の実際（２）玉川大学教職大学院の実際（２）玉川大学教職大学院の実際（２）玉川大学教職大学院の実際（２）

平成平成2222年度入学者年度入学者 1818名名
•• 現職現職学生学生 １年課程１年課程 77名名
•• 新卒者等学生新卒者等学生 ２年課程２年課程77名名 長期課程長期課程44名名•• 新卒者等学生新卒者等学生 ２年課程２年課程77名名 長期課程長期課程44名名

平成平成2323年度入学者年度入学者1616名名
•• 現職現職学生学生 １年課程９名１年課程９名•• 現職現職学生学生 １年課程９名１年課程９名

•• 新卒者等学生新卒者等学生 ２年課程５名２年課程５名 長期課程２名長期課程２名長長
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１ 東京都教育委員会と教職大学１ 東京都教育委員会と教職大学１．東京都教育委員会と教職大学１．東京都教育委員会と教職大学
院の枠組み院の枠組み

教育委員会と 教職大学院と 連携（教育委員会と 教職大学院と 連携（•• ・１教育委員会と５つの教職大学院との連携（・１教育委員会と５つの教職大学院との連携（
１大学は１大学はSMSMについてのみ）についてのみ）

•• ・連携協議会、同幹事会を年数回実施・連携協議会、同幹事会を年数回実施

協定書に基づく協定書に基づく•• ・協定書に基づく・協定書に基づく

２ 現職教員学生の派遣２ 現職教員学生の派遣２．現職教員学生の派遣２．現職教員学生の派遣

•• ・管理職選考（Ａ選考）合格者とそれ以外の者・管理職選考（Ａ選考）合格者とそれ以外の者

•• ・各大学（４大学）に均等な学生の派遣。割り・各大学（４大学）に均等な学生の派遣。割り
振りは東京都が実施。振りは東京都が実施。振りは東京都が実施。振りは東京都が実施。

•• ・１年間の派遣。・１年間の派遣。

管 考 格者 終 後指 事等管 考 格者 終 後指 事等•• ・管理職選考合格者は、終了後指導主事等・管理職選考合格者は、終了後指導主事等
に。それ以外の者は勤務校に。に。それ以外の者は勤務校に。

•• ・管理職選考合格者は、授業料等を東京都・管理職選考合格者は、授業料等を東京都
が負担が負担が負担。が負担。
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３ ストレートマスター（ＳＭ）につ３ ストレートマスター（ＳＭ）につ３．ストレ トマスタ （ＳＭ）につ３．ストレ トマスタ （ＳＭ）につ
いていて

•• ・入学前、第１学年時に教員採用選考に合格・入学前、第１学年時に教員採用選考に合格
した場合の「名簿搭載期間」があるした場合の「名簿搭載期間」があるした場合の「名簿搭載期間」がある。した場合の「名簿搭載期間」がある。

•• ・実習のための連携協力校を東京都が提供。・実習のための連携協力校を東京都が提供。

•• ・教職大学院終了予定者に対する特別措置・教職大学院終了予定者に対する特別措置
がある。がある。がある。がある。

４ 実務家教員４ 実務家教員４．実務家教員４．実務家教員

•• ・特に推薦等を依頼していない。・特に推薦等を依頼していない。

•• ・東京都から講師の派遣が可能・東京都から講師の派遣が可能•• 東京都から講師の派遣が可能。東京都から講師の派遣が可能。
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日本教職大学院協会シンポジウム
「教育委員会との連携報告」事例報告

兵庫教育大学大学院学校教育研究科兵庫教育大学大学院学校教育研究科

（教育実践高度化専攻）の事例

兵庫教育大学 大野裕己

１．兵庫教育大学教職大学院の概観

• 学生定員100名・専任教員42名（20年以上実務家13）

→４コース制（学校経営・心の教育・授業実践・小学校→４コ ス制（学校経営・心の教育・授業実践・小学校

特別）で運営

各地 教育委員会 派遣教員を受

教職大学院としての「連携」・各コースでの「連携」

• 各地の教育委員会より派遣教員を受入

（2011年度新入学生：12府県29名）

• 教職大学院研究・連携推進センターを設置

• 共通基礎科目の大半で現職教員・ＳＭ別授業実施• 共通基礎科目の大半で現職教員 ＳＭ別授業実施

（実習は、現職教員の場合は原則現任校）
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兵教大（大学院全体・教職大学院）への現職派遣状況

大学全体は減少
傾向

教職大学院は横ば教職大学院は横ばい

兵教大教職大学院と連携協力校・教委との（実習等での）連携図
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２．教育委員会（兵庫県教委）との連携

《教員派遣関係(1)-(3)》
教員派遣 特別の協定はなし ただし県側は毎年50名• 教員派遣：特別の協定はなし。ただし県側は毎年50名
の本学大学院（修・専）への派遣予算枠設定。

派遣方式は 年 タイム 派遣派遣方式は、2年フルタイムでの派遣

• 派遣教員の修了後処遇：特別の措置はなし。

• 派遣教員への経済的支援（本学側）：

授業料免除なし 研究経費助成制度（大学・民間）あり授業料免除なし 研究経費助成制度（大学 民間）あり

２．教育委員会（兵庫県教委）との連携

《ストレートマスター関係(4)》
教員採用選考 採用猶予あり 修了予定者への選考• 教員採用選考：採用猶予あり 修了予定者への選考
免除なし

初任者研修 修了者 免除措置なし• 初任者研修：修了者への免除措置なし

《実務家教員関係(5)》
• 実務家教員への人事について特別の連携なし

（「実務経験を有する者の教員選考基準」に基づく公募制が基本）（ 実務経験を有する者の教員選考基準」に基づく公募制が基本）
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２．教育委員会（兵庫県教委）との連携

《その他の連携(6)》
①運営面協議等

大学全体・県教委他との長期的な連携関係
教職大学院研究・連携推進センター

①運営面協議等

• 教職大学院外部評価委・連携協力校推進協議会への県教委関係者の委員
参加

• 各コースの学習成果発表会への県教委関係者の参加

②研修開発・研究等での共同

• 県教委「学校管理職・教育行政職特別研修」や県教育研修所研修プログラム• 県教委「学校管理職・教育行政職特別研修」や県教育研修所研修プログラム

• 本学現職教育プログラムの開発（大学全体－県教委・県下市教委等）

③講師の行き交い③講師 行 交

• 本学教職大学院授業への講師依頼、行政研修や院生実習校（連携協力校）
等への講師出向は多数（大学全体でのスクール・パートナーシップ制度）

３．その他（連携構築の課題等）

(1)兵庫県教委以外の教育委員会（現職派遣）との関係

(2)教育委員会との連携の課題

・現職派遣院生の確保
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番号 大学院名 区分 氏　　名 現　　　職 成 果 発 表 の タ イ ト ル

1
北海道教育大学
大学院

修了生 廣島　　亨 釧路市立共栄小学校教諭
「科学的な思考力を育成する理科学習」
―　実験の結果を整理し考察する学習活動を通して　―

2
宮城教育大学
大学院

大学院
１年生

菅原　洋一 登米市立横山小学校教諭
非都市部におけるキャリア教育の展開
～地域社会を素材とする学びの意味の確認を手がかりとして～

3
山形大学
大学院

大学院
２年生

渡邉　　智
鶴岡市立鶴岡第一中学校教
諭

開かれた学校経営に向けたファシリテーターの役割
－外国語活動を基軸とした小中の連携関係の構築に向けて－

4
群馬大学
大学院

修了生 矢嶋　将之
群馬県中之条町立沢田小学
校教諭

高学年児童のリーダーシップを育成する指導の工夫
― 異年齢集団活動を生かした育成プログラムの作成と改善を通して ―

5
東京学芸大学
大学院

大学院
１年生

波多江　誠
東京都品川区立第一日野小
学校主幹教諭

品川区保幼小連携校園における教員の相互理解について
～エスノグラフィーによる子どもの「居場所」分析を通して～

6
創価大学
大学院

大学院
１年生

野澤　一代
東京都荒川区立尾久第六小
学校教諭

一人一人を大切にする教育的支援に関して
―認知と学習スタイルの多様性を踏まえて―

7
玉川大学
大学院

大学院
１年生

井元　章二
町田市立鶴川第二小学校主
幹教諭

第６学年の物語教材で基礎的な力の定着・活用を図る学習指導の改
善

8
帝京大学
大学院

修了生 三品　孝之
東京都羽村市教育委員会
指導主事

学びの還元
～指導主事として現場で学びを活かす～

9
早稲田大学
大学院

修了生 菅原　　亮 世田谷区立砧南中学校教諭
初等中等教育におけるICT活用
－教職大学院での可能性－

10
上越教育大学
大学院

大学院
２年生

清水登紀子 上越市立春日小学校教諭 言語活動の充実をめざす学校支援

大学院
１年生

遠藤　正宏 坂井市立丸岡南中学校教諭

所属長 坪川　淳一 坂井市立丸岡南中学校校長

12
山梨大学
大学院

大学院
２年生

新海　大博 北杜市立甲陵高等学校教諭
併設型公立中高一貫校における数学科教材の開発
～関数領域の授業を通して～

13
岐阜大学
大学院

大学院
２年生

樋田　光代 岐阜市立藍川北中学校教諭
コミュニケーション能力の向上を目指す小中一貫英語指導法
～会話を継続させる指導モデル「D.C.Method」の開発～

14
静岡大学
大学院

大学院
２年生

山元　 薫
静岡県立御殿場特別支援学
校教諭

子どもの「育ち」に着目した現在及び将来における「参加」を促進
する特別支援教育の在り方について
－ある小学校・中学校での指導実践を通して－

15
常葉学園大学
大学院

大学院
１年生

石野　政史 浜松市立井伊谷小学校教諭 他者との連携や交流による新たな知の創出

16
愛知教育大学
大学院

修了生 松田　　徹 名古屋市立扇台中学校教諭
教師と生徒・保護者とが互いの信頼関係を高められる学校を目指し
て
～生徒指導における校内連携システムの構築と校内研修体制の確立～

17
京都教育大学
大学院

修了生 江尻與四宏 京田辺市立田辺小学校教諭
特別な支援を必要とする児童を抱える初任者教員の学級経営
～「学級のユニバーサルデザイン」をどう構築していくのか～

18
兵庫教育大学
大学院

修了生 西村　純一 尼崎市立大庄北中学校教諭
『中学校における暴力行為予防のための実践プラン』
～SVPP (School Violence Prevention Program）による取り組み～

19
奈良教育大学
大学院

修了生 川畑　惠子
奈良教育大学附属中学校教
諭

ピア・サポートトレーニングプログラムとＱ-Ｕを活かした学級づ
くりと個別支援

20
岡山大学
大学院

大学院
１年生

圓井　大介 岡山市立鹿田小学校教諭
ミドルリーダーとしての教師力向上をめざして
－「数学的コミュニケーション力」を育成するモデル授業の構想－

修了生 森本　英己 鳴門市立里浦小学校教諭
児童の体力・運動能力の向上をめざして
～学校や家庭で自ら進んで体を動かし，体力を高めていこうとする
児童の育成～

大学院
２年生

福本翔太郎 ストレートマスター
児童が主体的に学び合う授業づくり
～教師と児童、児童と児童のコミュニケーションを中心に～

22
福岡教育大学
大学院

大学院
２年生

西田　剛信
宗像市立日の里西小学校
主幹教諭

施設分離型小中一貫教育校における学校組織の活性化を図る一方途
　～ミドル・アップダウン・マネジメントを通して～

23
長崎大学
大学院

大学院
２年生

野口　亮介 ストレートマスター
ねりあいによる子どもの学びの高まり
～小学校国語科文学教材において～

24
宮崎大学
大学院

大学院
１年生

沼口　和彦
宮崎県立宮崎北高等学校教
諭

イオンの移動観察実験に関する教材開発
～マイクロスケール実験で銅イオンを調べる～

６　ポスターセッション
「教職大学院における教育研究の成果」成果発表の概要

鳴門教育大学
大学院

11

21

福井大学
大学院

教科の壁を越えた協働
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ポスターセッションの様子
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Ⅰ 授業実践のねらい  
 平成２０年に改訂された『小学校学習指導要領』において、科学的な思考力の育成を図

る観点から観察・実験の結果を整理し考察する学習活動の重視が示された。このことを踏

まえて私は、科学的な思考力は、児童が学習した内容や自らの経験を整理し、そのことを

用いて自然の仕組みを表現することで育成されると考えた。ここで私が考える児童の姿は、

客観的な実験事実に基づいて考察し、実験全体を振り返って整理し、まとめたことを説明

できる児童である。そこで本実践では、実験の概要を示すポスター (以下実験ポスター)を
児童が作成し、実験ポスターを用いて学習内容を説明する活動を設定し、科学的な思考力

の育成を図ることをねらいとした。 
 

Ⅱ 授業実践 
１ 本授業実践における実験ポスターと実験ポスターを用いた説明活動の捉え  
児童が表や図を用いることで、実験結果は客観的な実験事実として記録、整理でき、
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図 実験ポスターを用いた学習の流れ 

 

「科学的な思考力を育成する理科学習」 

― 実験の結果を整理し考察する学習活動を通して ― 

 

北海道教育大学大学院釧路校高度教職実践専攻 修了 

廣 島 亨 （釧路市立共栄小学校）     

 



─ 136 ─

２ 授業展開 

  授業実践は、平成２３年１１月に、釧路市立Ｋ小学校第３学年、２７人を対象に、「も

のと重さ」単元で行った。表「授業展開の概要」には授業展開の概要が示されている。 

 

表 授業展開の概要  

時 授業展開の概要 

１ ・実験１：あきかんとつぶれたあきかん、アルミニウムとプラスチック、木球と

ねんどを比べて、どちらが重いか手で比べる。 

・実験１の結果から、単元の学習課題を明確にする。 

 

 

 

 

２ 

３ 

４ 

５ 

・実験２：あきかんの形を変えて重さを量る。 

・実験２の結果からあきかんは形を変えても重さは変わらないことを知る。 

・実験３：身の回りの物の形を変えて重さを量る。 

・実験３の結果から、ものは形を変えても重さは変わらないことを知る。 

６ ・実験３の実験ポスター(実験ポスター①とする)を作成する。 

７ ・実験ポスター①を用いて説明活動を行う。 

８ 

 

９ 

１０ 

・実験４：同体積のプラスチックとアルミニウムの重さを量る。 

・実験４の結果から、プラスチックとアルミニウムは同体積でも、重さは変わる

ことを知る。 

・実験５：身の回りの物を同体積にはかりとり、重さを量る。 

・実験５の結果から、同体積でもものの種類が違うと重さは違うことがあること

を知る。 

１１ ・実験５の実験ポスター(実験ポスター②)を作成する。 

１２ ・実験ポスター②を用いて説明活動を行う。 

 

Ⅲ 成果と課題 

 本実践では、全員ではないながらも、真っ白な画用紙に、表や図を児童自身が作り上げ、

実験の概要をまとめ、説明活動を行うことができた。本実践は科学的な思考力を育成する

実践として、これからも研究をしていく価値があると考える。  

 

 

課題１ ものは形を変えても重さは変わらないのだろうか。  

課題２ 体積が同じならば、どんな物でも重さは変わらないのだろうか。  
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１ なぜ，小学校段階からキャリア教育が必要なのか  

若者の勤労観・職業観形成の遅れ，社会人・職業人として自立して生きていくために必

要な基礎的能力が不足しているという実態から，これらの能力や態度を小学校のうちから、

発達段階に合わせて育てていくことが、現在求められている。 

これからの社会は激動の時代といわれ，迫りくる課題を解決しながら生きていく自立し

た社会人や自己教育力を身に付けた職業人が強く求められている。例えば，基礎的・汎用

的能力として提唱されている「課題対応能力」は，実際に試行錯誤を繰り返して課題を解

決する過程がなければ身に付くことが難しいので、学校教育の中で課題解決学習に多く取

り組ませていかなければならない。また、小学校段階からその能力育成をねらって系統的

に指導していくことが必要である。 

これまでも基礎的・汎用的能力を育てる指導は，あらゆる機会を通して指導されてきた

が、断片的になりがちであった。そこで，教師は計画的・系統的に指導し，しっかりと子

どもたちに身につけさせていこうとする意識を強くもつことが大切である。  

小学校のキャリア教育は，各教科・領域ですでに実施されているカリキュラムが点在し

ているのでそれらを利用し，キャリア発達能力を育成するうえで機能的な学習プログラム

にバージョンアップし，横断的・系統的に指導できるように計画していく予定である。現

在までに各教科・領域において，キャリア教育のねらいと関連のある単元を抽出したグラ

ンドデザインを作成した。  

 

２ 非都市部におけるキャリア教育とは何か，どのように展開していけばよいか  

将来，自分の住むまちを自分の力で支え，発展させていこうと未来を描ける子どもを育

てることは，魅力あるまちづくりの第一歩であると考える。現任校は山間部にあり，全校

児童７０名程度の小規模校である。登米市津山地区の住民は３，０００名程度であり，基

幹産業の一つは林業であり，この規模の地区を「非都市部」とおさえた。子どもたちの実

態としては，自分の住むまちのよさを誇らしげに感じたり基幹産業を伸ばしていったりし

ようとする意識が低いといった課題がある。 

 

非都市部におけるキャリア教育の展開 

～地域社会を素材とする学びの意味の確認を手がかりとして～  
 

宮城教育大学 専門職学位課程 高度教職実践専攻１年  

菅 原 洋 一 （登米市立横山小学校教諭） 
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 地域連携の点では，仙台市のような都市部での取組が先進的であり，地域人材を有効に

活用する組織づくりや地域教育資源を生かした実践が数多く報告されている。しかし，山

間部，沿岸部，農村部などの「非都市部」では，都市部同様の物理的条件がそろうことを

期待することは難しい。そこで，この研究では，「非都市部」のキャリア教育において，そ

れら都市部での実践を，どのように応用できるかを探ることが目的である。 

 これまでの非都市部での実践は，現任校のある山間部の登米市津山地区では，PTA や地

域民にゲストティーチャーや取材といった形でかかわってもらってきた経緯がある。地元

の基幹産業である林業に携わる林業組合の方々とも体験活動を継続的に行ってきている。

非都市部であっても今までの地元のつながりをキャリア教育に生かしていける可能性が十

分にあり，それらをカリキュラムや学習プログラムに明示して，整理し直していく作業を

現在行っている。非都市部における地域教育資源の活用方法についての再検討を行う。 

 

３ 学びの意味を確認する必要性と地域社会とかかわらせる意義は何か  

いまの子どもたちの実態として，学びに対する興味関心の希薄さ，将来との関係性が見

えないままでの学び，受験終了後に落ちる学力の危険性について指摘されている。また，

子どもたちは他人や地域のために役に立ったと思う経験が少なく，学んだことを生かして

成功したという達成感や地域の中で役に立っているといった自己有用感を感じにくいとい

う課題が挙げられている。 

現任校のある山間部の子どもたちも，みやぎの子どもたちも学ぶ意義や学習目的を十分

に理解していない傾向にあるので，この研究では，「学びの意味の喪失」に焦点を当てて実

態を把握し，その課題の解決を図る手だてを探っていきたい。 

学びの「実用性」を子どもたちに意識させるには，「生きた」素材から、現在なぜ自分

たちが学びの過程におかれているのかを考えさせる機会を提供することが必要と考える。

その際，地域社会や NPO などと連携・協力していくことが不可欠であり，子どもたちに

現在の学びと社会や職業とのつながりを意識させたい。それらを含んだ授業を提案してい

く予定である。 

たとえば、現在は職に就き働いている方々から，いま従事している仕事において過去に

学んできたことがどのように生かされているか話を聞く機会を設けたり，また，地域の産

業に従事する人に取材し、それについてクラスで討論をしたりするといったような授業も

有効ではないかと考えられる。そこで，地域社会を素材とする「学びの意味」を確認する

時間や機会を各学年のカリキュラムデザインに明記して位置づけた。また，その「学びの

意味」を確認する時間や機会を含んだ指導案を作成し，授業を提案する２年次の実践に備

えている。併せて，地域人材を活用するために，募集用のおたよりの例を示し，研修会の

内容を検討している。また，子どもたちの系統的な学びを記録するポートフォリオについ

て，小・中学校の連携を活かす有効な形を考案していくこととする。  
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たとえば、現在は職に就き働いている方々から，いま従事している仕事において過去に

学んできたことがどのように生かされているか話を聞く機会を設けたり，また，地域の産

業に従事する人に取材し、それについてクラスで討論をしたりするといったような授業も

有効ではないかと考えられる。そこで，地域社会を素材とする「学びの意味」を確認する

時間や機会を各学年のカリキュラムデザインに明記して位置づけた。また，その「学びの

意味」を確認する時間や機会を含んだ指導案を作成し，授業を提案する２年次の実践に備

えている。併せて，地域人材を活用するために，募集用のおたよりの例を示し，研修会の

内容を検討している。また，子どもたちの系統的な学びを記録するポートフォリオについ

て，小・中学校の連携を活かす有効な形を考案していくこととする。  

 

開かれた学校経営に向けたファシリテーターの役割 
 

―外国語活動を基軸とした小中の連携関係の構築に向けて― 

 

山形大学大学院教育実践研究科 ２年 

渡邉 智 （山形県鶴岡市立鶴岡第一中学校） 

 

 

１ 発表に使用したポスター 

 
２ 発表の概要 

 (１)この実践について 
  近年，中学校進学に伴う学習量の増加や人間関係に適応できないことなどから生じる「中一

ギャップ」の存在が取りざたされている。また，今年度より小学校高学年で，週 1 時間の「外
国語活動」が完全実施されたことにより，小中の連携が喫緊の課題となっている。一方で，中

学校ブロック内において小中の連携体制が十分に整っている事例は，全国的に見てもそれほど

多いとは言えない。本実践は，中学校ブロック内に小中の連携関係を生み出すために，はじめ

に，小学校での外国語活動の導入により今まで以上にニーズの増した英語教育分野で小中の協

同関係を構築し，その体制を様々な分野に活かして，「中一ギャップ」の緩和，ひいては，9年
間を見通した児童生徒の育成することを目的としている。そして，そのような取り組みを私た
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ち中堅教員が推進役（ファシリテーター）となって進めていく際に，どのようなことができ，

どのような成果が得られるかを，実践的に検討したものである。 
  (２)英語部会の定例化 
  本校には，８名の英語教師がいる。小中の英語教育の円滑な接続をするためには，英語部会

の理解と協力が不可欠である。そのため，毎週月曜日の１校時を英語教科部会の時間と定めた。

部会内での共通理解が促進され，お互いの情報交換が今まで以上に円滑に行えるようになった。 
  (３)中学校ブロック小中合同研修会での授業提案と合同協議会の開催 
  今年度１１月１０日，本校を会場に，ブロック内の３つの小学校の教職員と，本校教職員が

一堂に会しての合同研修会が開催された。中学校教員による授業提案と事後検討会，小中連携

の方策についての話し合いが，各教科部会に分かれて行われた。小中英語部会では，「小学校に

おいては，とにかくたくさんの英語を言えるようにし，そこで得た音声知識を中学校で正しい

発音に矯正し，また，文字を使って書き表す方法を教える」という流れが確認された。中学校

英語の導入期に体系的な書き方指導を行うことが重要である強く感じた。 
  他教科部会からは，「中学生の鉛筆の持ち方が悪いこと」や「『○日までにワークを○ページ

まで進める』といった長期スパンでの課題に対応しきれない生徒が多い」などの意見も出され

ていた。各部会の話し合いの記録の詳細な分析から，今後の連携の方針が見えてくると考えた。 
  (４)「中一つまずきアンケート」より 
  今年度７月，中学校１年生を対象に，「中学校に入って，慣れるのに時間がかかったことは何

か」を調査するアンケートを行った。中学校に入ってはじめての教科担任制に対する抵抗感が

それほどなく，荷物の増加といった，物理的な面での困り感が強かったことがわかった。各教

科での教材を精選することも必要かもしれないが，それよりは，「○○は，学校においておいて

もよい」といったように，中学校での生活の仕方を丁寧に教えていくことがよいと考えられる。

小中間の「ギャップ」を解消するのではなく，うまく超えることを教えるのが，本校にはあっ

ているであろう。 
  (５)今後の方向性 
  今年度の実践を踏まえて，以下のことに取り組んでいる。 
・ 中学校ブロック小中合同研修会での話し合いの結果をもとに，発達段階も考慮し，「中学

校入学までにつけたい力（仮称）」をまとめる。 
・ 中一の英語導入期の指導を徹底させるために，中１英語での T.T.指導導入を検討。（今年度
１２月より試行） 

・ 可能であれば，小中連携担当を新設する。 
 
３ まとめとして 

  何かと多忙な学校現場において，さらに新たな取り組みを加えていくためには，かなり差し

迫ったニーズが必要であると考える。現在本校では，小中の連携に関して差し迫ったニーズは

ない。しかし，今行われていることにほんの少しの工夫を加えることで，より良い成果が得ら

れ，互いの学校に貢献できる可能性が広がると考える。小中連携関係の構築にもそのような姿

勢で取り組んでいきたい。 
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ち中堅教員が推進役（ファシリテーター）となって進めていく際に，どのようなことができ，

どのような成果が得られるかを，実践的に検討したものである。 
  (２)英語部会の定例化 
  本校には，８名の英語教師がいる。小中の英語教育の円滑な接続をするためには，英語部会

の理解と協力が不可欠である。そのため，毎週月曜日の１校時を英語教科部会の時間と定めた。

部会内での共通理解が促進され，お互いの情報交換が今まで以上に円滑に行えるようになった。 
  (３)中学校ブロック小中合同研修会での授業提案と合同協議会の開催 
  今年度１１月１０日，本校を会場に，ブロック内の３つの小学校の教職員と，本校教職員が

一堂に会しての合同研修会が開催された。中学校教員による授業提案と事後検討会，小中連携

の方策についての話し合いが，各教科部会に分かれて行われた。小中英語部会では，「小学校に

おいては，とにかくたくさんの英語を言えるようにし，そこで得た音声知識を中学校で正しい

発音に矯正し，また，文字を使って書き表す方法を教える」という流れが確認された。中学校

英語の導入期に体系的な書き方指導を行うことが重要である強く感じた。 
  他教科部会からは，「中学生の鉛筆の持ち方が悪いこと」や「『○日までにワークを○ページ

まで進める』といった長期スパンでの課題に対応しきれない生徒が多い」などの意見も出され

ていた。各部会の話し合いの記録の詳細な分析から，今後の連携の方針が見えてくると考えた。 
  (４)「中一つまずきアンケート」より 
  今年度７月，中学校１年生を対象に，「中学校に入って，慣れるのに時間がかかったことは何

か」を調査するアンケートを行った。中学校に入ってはじめての教科担任制に対する抵抗感が

それほどなく，荷物の増加といった，物理的な面での困り感が強かったことがわかった。各教

科での教材を精選することも必要かもしれないが，それよりは，「○○は，学校においておいて

もよい」といったように，中学校での生活の仕方を丁寧に教えていくことがよいと考えられる。

小中間の「ギャップ」を解消するのではなく，うまく超えることを教えるのが，本校にはあっ

ているであろう。 
  (５)今後の方向性 
  今年度の実践を踏まえて，以下のことに取り組んでいる。 
・ 中学校ブロック小中合同研修会での話し合いの結果をもとに，発達段階も考慮し，「中学

校入学までにつけたい力（仮称）」をまとめる。 
・ 中一の英語導入期の指導を徹底させるために，中１英語での T.T.指導導入を検討。（今年度
１２月より試行） 

・ 可能であれば，小中連携担当を新設する。 
 
３ まとめとして 

  何かと多忙な学校現場において，さらに新たな取り組みを加えていくためには，かなり差し

迫ったニーズが必要であると考える。現在本校では，小中の連携に関して差し迫ったニーズは

ない。しかし，今行われていることにほんの少しの工夫を加えることで，より良い成果が得ら

れ，互いの学校に貢献できる可能性が広がると考える。小中連携関係の構築にもそのような姿

勢で取り組んでいきたい。 

 

高学年児童のリーダーシップを育成する指導の工夫 

― 異年齢集団活動を生かした育成プログラムの作成と改善を通して ― 

 

群馬大学大学院  教育学研究科  教職リーダー専攻  児童生徒支援コース  修了 

 矢嶋将之（中之条町立沢田小学校教諭）  

 

 

１．問題と目的 

   研究校（東吾妻町立原町小学校）の児童数は、ここ 4 年間で約 20％の減少があり、

数年後には全学年が単学級の学校になっている可能性もある。これは児童の育成とい

う視点から無視できない問題であり、学校の指導体制もこの変化に対応しなければな

らない。研究校では、こうした少子化の現状の中、望ましい人間関係を築き、思いや

りの心を育むための取り組みとして、異年齢集団活動の充実に取り組んだところ、①

年間を見通した指導計画の整備、②学年の発達段階に応じた指導の在り方、といった

課題が残り、改善の必要に迫られた。本実践研究は、こうした課題の解決を目指して、

高学年児童のリーダーシップの育成を切り口にして取り組もうと考えた。  

また、本実践研究では指導経過を県内の異年齢集団活動の課題解決のモデルとして

示すことも目的とした。 

 

２．「リーダーシップ育成プログラム」の実践 

本実践研究の中心となるのが「リーダーシップ育成プログラム」である。これは学

級活動の年間計画と、団活動の年間指導計画を、リーダーシップ育成の視点で一つの

時間軸に沿ってまとめたものである。 

このプログラムの作成にあたり、指導のポイントとなる高学年児童のリーダーシッ

プについて、PM 理論（三隅 ,1966）を基本的な視点とした。Ｐ機能（Performance 

function:目標達成機能）とＭ機能（Maintenance function:集団維持機能）の要素を

児童のリーダー行動に照らし合わせて分析をし、意図的に指導することで、児童の特

性に合ったリーダーシップが育成させるだろうと考えた。  

また、モデリング理論（Albert Bandura,1985）および代理強化の考え方を意識し

た指導計画を立案した。これは 6 年生から 5 年生へ、リーダーシップの在り方が伝統

として引き継がれ、最終的にはよき学校風土として定着していくことも期待するため

である。 
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 ３．児童の様子（応援合戦の準備より） 

1 学期に 3 回の「団あそび集会」で各団の集団作りを行った。2 学期の団活動は運動

会応援合戦の準備からはじめた。応援合戦は研究校では初めての取り組みであり、活

動の特性上、高学年児童のＰ機能の発揮が期待される。以下はその様子である。 

赤団の応援歌は「サザエさん」の替え歌に決定した。これは低学年でも覚えやすく

歌いやすいと 6 年生が判断したためである。決定に至るまでは、主に男子が主張する

「サザエさん」と、主に女子が主張するアイドルグループの歌とに意見が分かれ対立

していた。司会であった団長は「みんなが歌いやすい応援歌にしたい」という希望が

あった。そこで団長の発案により、両者実際に歌ってみて決めることにした。団長は

終始「1 年生も歌えるように」とういう点にこだわり、最終的に「サザエさんに」決

定した。団長が最後まで低学年に配慮する姿勢を見せたことで、女子たちも納得して

決定に従った。その後、歌詞もできるだけ易しい言葉を選び、リズムもゆっくり歌う

ことが話し合われた。また、他団に先駆けて歌詞カードを作成し全学年の団員に配布

した。この発案は女子によるものであった。この後、歌詞カードを作成、配布するこ

とは他団へも広がりを見せた。 

歌詞カードが配布されると、休み時間等学校のあちらこちらで応援歌が聞かれるよ

うになった。各学年担任の話によると、自分の団の歌詞カードが配布されるのを心待

ちにする児童が多数いたということである。下学年も自分の所属する団に素直に愛着

を示し、その姿を見て 6 年生も意欲を高めていた。また、放送委員会が給食の音楽で

各団の応援歌を放送するなど、準備段階から全校的に盛り上がりが見られた。 

児童の人間関係に着目すると、団の勝利および応援合戦の成功を目指すことで、団

への所属感や一体感を高めることに成功したといえる。また、その中で学年を超えて

新しい人間関係を築いた児童が多くみられたり、協力してくれた下級生へ感謝の言葉

がみられたりすることから、団の中に「望ましい人間関係」が形成されつつあること

が考察される。 

 

４．総合考察 

本実践研究は「リーダーシップ育成プログラム」に基づき授業等の教育実践を通し

て、教育活動を展開してきた。前述のように、その過程で 6 年生児童のリーダーシッ

プが育成される様子が認められた。また、6 年生がリーダーシップを発揮することに

より、縦割り班（団活動）全体で「望ましい人間関係」が形成されていった。これは

6 年生児童のリーダーシップを重点的に指導することが異年齢集団活動における「望

ましい人間関係」の形成に有効であったことを示していると考える。 

そして、このことは県内他校の異年齢集団活動の取り組みに対し、一つの指導モデ

ルを示すことができたと考える。 
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 ３．児童の様子（応援合戦の準備より） 

1 学期に 3 回の「団あそび集会」で各団の集団作りを行った。2 学期の団活動は運動

会応援合戦の準備からはじめた。応援合戦は研究校では初めての取り組みであり、活

動の特性上、高学年児童のＰ機能の発揮が期待される。以下はその様子である。 

赤団の応援歌は「サザエさん」の替え歌に決定した。これは低学年でも覚えやすく

歌いやすいと 6 年生が判断したためである。決定に至るまでは、主に男子が主張する

「サザエさん」と、主に女子が主張するアイドルグループの歌とに意見が分かれ対立

していた。司会であった団長は「みんなが歌いやすい応援歌にしたい」という希望が

あった。そこで団長の発案により、両者実際に歌ってみて決めることにした。団長は

終始「1 年生も歌えるように」とういう点にこだわり、最終的に「サザエさんに」決

定した。団長が最後まで低学年に配慮する姿勢を見せたことで、女子たちも納得して

決定に従った。その後、歌詞もできるだけ易しい言葉を選び、リズムもゆっくり歌う

ことが話し合われた。また、他団に先駆けて歌詞カードを作成し全学年の団員に配布

した。この発案は女子によるものであった。この後、歌詞カードを作成、配布するこ

とは他団へも広がりを見せた。 

歌詞カードが配布されると、休み時間等学校のあちらこちらで応援歌が聞かれるよ

うになった。各学年担任の話によると、自分の団の歌詞カードが配布されるのを心待

ちにする児童が多数いたということである。下学年も自分の所属する団に素直に愛着

を示し、その姿を見て 6 年生も意欲を高めていた。また、放送委員会が給食の音楽で

各団の応援歌を放送するなど、準備段階から全校的に盛り上がりが見られた。 

児童の人間関係に着目すると、団の勝利および応援合戦の成功を目指すことで、団

への所属感や一体感を高めることに成功したといえる。また、その中で学年を超えて

新しい人間関係を築いた児童が多くみられたり、協力してくれた下級生へ感謝の言葉

がみられたりすることから、団の中に「望ましい人間関係」が形成されつつあること

が考察される。 

 

４．総合考察 

本実践研究は「リーダーシップ育成プログラム」に基づき授業等の教育実践を通し

て、教育活動を展開してきた。前述のように、その過程で 6 年生児童のリーダーシッ

プが育成される様子が認められた。また、6 年生がリーダーシップを発揮することに

より、縦割り班（団活動）全体で「望ましい人間関係」が形成されていった。これは

6 年生児童のリーダーシップを重点的に指導することが異年齢集団活動における「望

ましい人間関係」の形成に有効であったことを示していると考える。 

そして、このことは県内他校の異年齢集団活動の取り組みに対し、一つの指導モデ

ルを示すことができたと考える。 

 

１．はじめに 

 近年、保幼小連携の重要性がさかんに論じられている。以前から「小１プロブレム」へ

の対応を目的として、保育所・幼稚園と小学校との連携が求められてきた。しかし、幼児

教育の重要性がさらに高まる中で、保幼小連携の意義が問い直され始めている。 

２．現状と課題 

 保幼小連携の取り組みについて整理すると、現状は以下の４点に整理できる。 

①子ども同士の交流  ②教員同士の交流・相互理解  ③保護者の理解啓発   

④連携カリキュラムの開発 

 この中で、教員同士の交流・相互理解

については、これまでの調査から、保幼

小の違いを理解しようとする意識が全般

に低く、保幼小連携の取り組みの中でも

教員間の相互理解が十分に図られていな

いことがわかる。 

 また、意識のずれについては、保幼小

の教育目標や教育内容・評価方法の違い

が原因になっているという指摘がある。 

３．目的と方法 

 研究対象については、保幼小連携に取

り組んでいる所属校（品川区立第一日野小学校）を中心とした１校２園をフィールドとし

た。研究の目的については、「学校種間の

相互理解が行われていると思われる品川

区保幼小連携校園において、教員・保育

士（以下教員と呼ぶ）の間には、保幼小

連携の取り組みについていかなる考え

方・行為が相互理解されているのか、あ

るいは差異があるのか」というリサーチ

クエッションを設定した。研究の方法に

ついては、エスノグラフィーの手法を用

いて、子どもの「居場所」を分析概念と

して、教員の相互理解を検証した。 

４．研究① 

 研究①では、幼稚園教員２名、小学校２名にインタビューを行い、１５のカテゴリーを

 

品川区保幼小連携校園における教員の相互理解について 

～エスノグラフィーによる子どもの「居場所」分析を通して～ 

 
東京学芸大学大学院教育学研究科教育実践創成専攻 １年 
波多江 誠 （東京都品川区立第一日野小学校主幹教諭）  
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設定してサンプリングを行った。 

 ４歳児担任は、「単純な物事を＜して

いるんだね＞とか、積み木で＜電車が

できたね＞とか、砂場で＜山ができた

ね＞とか、その子がやっていること、

していることをそのまま言葉で返して

いるだけで、子どもが安心できたり」

というように子どもの「身構え」をな

ぞる行為を行っていた。また、１年生

担任は、「前に行って歌いたいんですよ

ね。それで全員が前に出て行く。結局、

私が後ろに行って 1 人で聞いている。

構図としては同じ。教室でやっている

んだから。でも前に行って歌いたい。」

というように子どもが象徴体系を変容

させる行為を認め、そこに価値を見い

だしていた。 

 ４人全員のインタビューを分析する

と、幼小に共通して見られた考え方・

行為と、幼小の差異として見られた考

え方・行為があった。 

５．研究② 

 研究②では、研究①に見られた共通

点や差異が、実際の保育・授業場面に

おいて、どのような形で表れているの

かについて、保育・授業事例を研究①

のカテゴリーを適用しながら分析した。 

６．研究③ 

 研究③では、保幼小合同校内研究会

の協議会における教員の談話分析を行

い、ここでも研究①のカテゴリーを適

用して、共通点や差異の表れに着目し

た研究を行った。 

７．むすび 

 発達や学びの連続性を踏まえた滑らかな接続のために保幼小の連携が行われるようにな

ってきているが、保幼と小の間にはさまざまな違いによって相互理解の壁が生じやすい状

況がある。しかし、教員間の相互理解を図ることは十分可能である。それは、保幼小すべ

ての時期において＜応答的同調＞や＜相互承認の「まなざし」＞などの行為が共通して重

要であることや、子どもの発達に伴って子どもの「居場所」を創出する教員の考え方・行

為が異なってくることを理解することである。今後は、本研究が間主体性を担保した研究

になるよう、さらに保育・授業の事例分析、研究協議会の談話分析を継続していく。 
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Ⅰ はじめに 

 我が国が目指すべき社会は、障害の有無にかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊

重し、支え合う共生社会である。その実現のため、障害者基本法や障害者基本計画に基

づき、ノーマライゼーションの理念に基づく障害者の社会への参加・参画に向けた総合

的な施策が政府全体で推進されており、その中で学校教育は、障害者の自立と社会参加

を見通した取組を含め、重要な役割を果たすことが求められている。 

Ⅱ 研究の目的と方法 

１ 研究目的と課題 

 通常学級では、障害の有無に関係なく「学校生活で苦労している子」がたくさんいる。

特別支援教育の視点で子供たち一人一人を捉え直すことによってこれまで気付かなかっ

た学級に在籍する子供たちのニーズが浮かび上がってくるのではないだろうか。その児

童の多様性を踏まえた学習や環境を考え、工夫すること等を通常学級の標準装備とする

ことができたら、それこそが一人一人を大切にする教育になるのではないだろうか。 

２ 方法 

（１）ＩＣＦシートを活用した自閉症の児童の分析（２）自分の実践の振り返り 

（３）ＭＩ理論等に基づいた授業設計（４）教師自身の特別支援教育的視点を磨く提案 

Ⅲ 研究分析 

１ 児童分析するにあたって～ＩＣＦの活用～ 

 今まで学級担任をしてきて特別に支援を要する児童を１人取り上げて，ＩＣＦの方法

を参考にして児童の情報を整理する。健康状態，心身機能・身体構造，活動，参加，環

境因子，個人因子に本人の気持ち等も交えて多面的・総合的に児童の生活をとらえ，ま

た，そこに書き込まれた情報の相互作用を考えながら整理をする。 

Ⅳ ＭＩ理論等に基づいた授業設計 

１ 児童を理解するということ 

 

一人一人を大切にする教育的支援に関して 

―認知と学習スタイルの多様性を踏まえてー 

 

創価大学大学院教職研究科教職専攻 リーダーコース 1年 

   野澤 一代（東京都荒川区立尾久第六小学校） 
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 一人一人の児童には個人差があり，学級はそれを前提に運営されているが，その個人

差の中身までは深く今まで検討されてこなかった。さらに，その授業は個人差があった

としても，それに適応できる児童に照準を合わせていた。 

これまで「児童たちが学校に合わせていた」のであるが，特別支援教育の考え方では，

「学校が児童のニーズに合わせる」ということが求められたのである。個に応じた指導

とは本来，児童のニーズに合わせた授業づくり，学級づくりのことなのである。 

児童一人一人が，自分の特性と向き合い，それを自分の強い個性として使いこなすこ

とができるようになること，また，自分の苦手を知って，それと向き合い，克服できる

ように努力し，上手く付き合うことができるようになること，自分の「学習スタイルを

確立する」ことが必要なのである。 

２ 誰でも分かる授業づくりを考える 

 そこで教室に求められることは，「誰にでもわかる授業」である。児童の特性に配慮し

た授業，教育内容と児童を結び付けていくことを考えた授業が必要である。児童を理解

し，その上で授業を作る。 

そこで，私は児童を理解するために出会ったＭＩ理論を導入することを考えた。 

Ⅴ 教師自身の特別支援的視点を磨く提案 

１ 豊かな学びの場の提供  

２ 授業こそ「つながる」場 

３ 教室環境の整備と過敏性への配慮 (1)刺激を制限する (2)過敏性への対応 

４ 一人一人の児童の見とりの大切さ 

５ 教師と子供、子供同士の関係作り 

６ 保護者との関係作り 

７ あきらめない気持ち 

８ 理解するために教師が変わる 

Ⅵ おわりに 

 一人一人の児童に必要なことを見極めながら，認知と学習スタイルの多様性をふまえ 

て個を伸ばしつつ，集団全体を見て指導する。また，そのような教室の中で教師自身も 

今までの一斉指導のスタイルを変え，教師自身の児童への見方，考え方，学級集団の作 

り方を変えていかなければならない。児童の特性を踏まえるという観点を教師がもつこ 

とによって授業は確実に「わかる授業」へ転換する。それゆえ教師には，十分な教育内 

容の理解を踏まえた上で，目の前にいる児童の特性や学級集団に合わせた授業作りをし 

なければならない。 

特別支援を要する児童との出会いは，教師自身のものの見方，感じ方，児童の捉え方 

が豊かになっていくと感じる。関わった子どもたちの可能性を見つめることは，教育の

本質を深めることになるのである。 
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 一人一人の児童には個人差があり，学級はそれを前提に運営されているが，その個人

差の中身までは深く今まで検討されてこなかった。さらに，その授業は個人差があった

としても，それに適応できる児童に照準を合わせていた。 

これまで「児童たちが学校に合わせていた」のであるが，特別支援教育の考え方では，

「学校が児童のニーズに合わせる」ということが求められたのである。個に応じた指導

とは本来，児童のニーズに合わせた授業づくり，学級づくりのことなのである。 

児童一人一人が，自分の特性と向き合い，それを自分の強い個性として使いこなすこ

とができるようになること，また，自分の苦手を知って，それと向き合い，克服できる

ように努力し，上手く付き合うことができるようになること，自分の「学習スタイルを

確立する」ことが必要なのである。 

２ 誰でも分かる授業づくりを考える 

 そこで教室に求められることは，「誰にでもわかる授業」である。児童の特性に配慮し

た授業，教育内容と児童を結び付けていくことを考えた授業が必要である。児童を理解

し，その上で授業を作る。 

そこで，私は児童を理解するために出会ったＭＩ理論を導入することを考えた。 

Ⅴ 教師自身の特別支援的視点を磨く提案 

１ 豊かな学びの場の提供  

２ 授業こそ「つながる」場 

３ 教室環境の整備と過敏性への配慮 (1)刺激を制限する (2)過敏性への対応 

４ 一人一人の児童の見とりの大切さ 

５ 教師と子供、子供同士の関係作り 

６ 保護者との関係作り 

７ あきらめない気持ち 

８ 理解するために教師が変わる 

Ⅵ おわりに 

 一人一人の児童に必要なことを見極めながら，認知と学習スタイルの多様性をふまえ 

て個を伸ばしつつ，集団全体を見て指導する。また，そのような教室の中で教師自身も 

今までの一斉指導のスタイルを変え，教師自身の児童への見方，考え方，学級集団の作 

り方を変えていかなければならない。児童の特性を踏まえるという観点を教師がもつこ 

とによって授業は確実に「わかる授業」へ転換する。それゆえ教師には，十分な教育内 

容の理解を踏まえた上で，目の前にいる児童の特性や学級集団に合わせた授業作りをし 

なければならない。 

特別支援を要する児童との出会いは，教師自身のものの見方，感じ方，児童の捉え方 

が豊かになっていくと感じる。関わった子どもたちの可能性を見つめることは，教育の

本質を深めることになるのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私は、学校現場で物語教材を指導する際に児童の学習意欲を持続させることが難しいと

常々感じていた。また、指導のねらいが絞れていない授業をしているのではないかとも感

じていた。したがって、私も児童も授業を通してどのような読む力が身に付いたのかあま

り自覚できないという不安がいつもつきまとっていた。 

 また、学校現場にいると、物語教材の指導をする上で難しいと感じている事項について、

若手からベテランまでその経験年数に関わらず多くの教員から難しいという声を聞く。  

 そして、よく話題に上ることは同じ物語教材を長い時間扱うと児童が飽きてしまい学習

意欲が持続しないこと、象徴的な言葉や暗示的な言葉の内容を理解させるのが難しいこと、

毎時間心情を読み取っているが作品のおもしろさに触れさせることが十分できないという

声もよく耳にした。  

 上記の現状を改善するために、以下の研究仮説を立てた。  

 「物語全体の流れの中で表現特性に応じ、重点となる指導事項に焦点を当てた指導を行

えば、児童に物語教材で基礎的な読む力を定着・活用させることができる。」という仮説で

ある。 

 児童が、自ら物語を手に取り楽しんで読み味わうようにするためには物語を場面ごとに

区切るのではなく、物語の全体を通して作者が描いている物語世界を味わう楽しさを児童

に感じさせることが大切である。そして、優れた叙述に児童が気付き、その良さを理解す

るためには、ストーリー展開を追うだけではなく物語の表現特性に応じて読み取ることが

必要であると考えた。  

そして、教師が単元を通して身に付けさせたい力に重点を置いて指導計画や言語活動を

充実させることで、確実に基礎的な力を児童に習得させることができると考え、以上の研

究仮説を設定した。  

そこで、本研究においては現場での指導実践をアンケート調査と指導案分析という方法

で調査するとともに、第 6 学年の教科書に掲載及び紹介されている物語を分析した。そし

て、分析によって明らかになった物語の特質に応じた読む力を習得させるために、学習指

 

第６学年の物語教材で基礎的な力の 

定着・活用を図る学習指導の改善 
 

玉川大学教職大学院教育学研究科教職専攻専門職学位課程 １年 

井元 章二（町田市立鶴川第二小学校主幹教諭）  
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導要領の指導事項と言語活動例との関係を考慮しながら言語活動を設定して学習指導事例

案を開発した。本研究を通して以下のことを明らかにすることができた。  

 

１．物語教材の指導が多くの教員の指導上の難点であるということが分かった。そして、  

難点とする原因を明らかにすることもできた。それは、学習指導要領に示されている

重点的に指導する事項を十分に理解していないということである。  

２．多くの学校で物語を場面ごとに区切った指導計画が設定されているということが分か

った。また、本時の導入部と展開部で同じような学習活動が画一的に行われていると

いうことも分かった。  

３．第 6 学年の教科書に掲載されているすべての物語教材を分析することで物語教材の特  

質を理解することができた。そして、特質に応じて分類することができるということ

が分かり、それぞれの特質に応じた読む力を児童に身に付けさせることが大切である

ということが分かった。 

４．物語の特質に応じた読む力を児童に身に付けさせるためには場面ごとに区切らずに物

語全体の流れの中で表現形式に即して読み取っていく指導計画を立てる必要があると

いうことが分かった。  

５．学習指導要領の指導事項と言語活動例との関係を考慮して多様な言語活動を設定する

ことで、1 単位時間の授業展開が画一的にならずに児童が目的意識を持って主体的に

学習活動に取り組める授業展開を考えることができた。  
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導要領の指導事項と言語活動例との関係を考慮しながら言語活動を設定して学習指導事例

案を開発した。本研究を通して以下のことを明らかにすることができた。  

 

１．物語教材の指導が多くの教員の指導上の難点であるということが分かった。そして、  

難点とする原因を明らかにすることもできた。それは、学習指導要領に示されている

重点的に指導する事項を十分に理解していないということである。  

２．多くの学校で物語を場面ごとに区切った指導計画が設定されているということが分か

った。また、本時の導入部と展開部で同じような学習活動が画一的に行われていると

いうことも分かった。  

３．第 6 学年の教科書に掲載されているすべての物語教材を分析することで物語教材の特  

質を理解することができた。そして、特質に応じて分類することができるということ

が分かり、それぞれの特質に応じた読む力を児童に身に付けさせることが大切である

ということが分かった。 

４．物語の特質に応じた読む力を児童に身に付けさせるためには場面ごとに区切らずに物

語全体の流れの中で表現形式に即して読み取っていく指導計画を立てる必要があると

いうことが分かった。  

５．学習指導要領の指導事項と言語活動例との関係を考慮して多様な言語活動を設定する

ことで、1 単位時間の授業展開が画一的にならずに児童が目的意識を持って主体的に

学習活動に取り組める授業展開を考えることができた。  

 

 

 

 

 

 

  

 1 年間の教職大学院での学びを現在の職である行政の立場から指導主事としてどの様に

活かしているのかについて「マインドマップ」を基に報告する。  

１ はじめに  

 平成 23 年度、東京都から現職教員の派遣として研修する機会をいただいた。お陰様で 1

年間学校現場を離れ、帝京大学教職大学院で学修したことは現在の職、指導主事として様々

なところで活きていると実感することが多くある。私自身の気付きを基にお伝えしたい。  

２ 学修によって  

 学校現場を離れて自分の実践を振り返ること、これは学びのスタートとしてとても大切

であった。これまでも研究や修養として様々な機会（10 年経験者研修等）を得てきたが、

自分の実践をあらためて振り返り省察することで、客観的に見直すことができた。また、

ストレートマスターをはじめ、多くの院生に事例を提示することでさらに自らの教育実践

を整理し、「インプット」と「アウトプット」の学びの連続の中で自分自身に対する気付き

が生まれた。  

 課題研究では、テーマを「児童の自尊感情や自己肯定感を高める教師のかかわり」とし、

研究の方法として授業記録における教師の言葉掛けを中心に、教師の言動と子供に対する

姿勢を追っていった。研究を進める中で、授業の本質を見つめ、子供と教師の姿から児童

の自尊感情や自己肯定感を高めるための視点を得たと考える。これは、指導主事の立場で

学校に対し、指導・助言をするために大きな自信とつながっている。  

 教師は、授業を通して子供たちにどんな力をつけさせたいのかそのために、どのような

かかわりをもっているのか。また、それらを改善していくためにどのように指摘し、助言

することが効果的なのかを考えた。 

３ 資質の向上 

 指導主事として、学校現場を支える「底力」を付けてきた。これが、私の学びの成果で

ある。具体的には、問題解決、課題解決に対する「対応力」である。それらを解決するた

めの考え方は、多様であり、柔軟であり、こだわりを必要としていることを学んだ。様々

な課題に対応するためには、学んだことを活用する力が大切である。私自身が意識するよ

うになったことは、目的の明確化である。  

 インプットによる学びを効果的に活かすためには、ねらいや目的を明確にすることが大

切であった。授業改善でも、手立てや工夫をちりばめただけの改善は、アウトプットの羅

 

学びの還元 〜指導主事として現場で学びを活かす〜 

 

帝京大学教職大学院教職研究科 教職実践専攻 ｽｸｰﾙﾘｰﾀﾞｰｺｰｽ修了 

三品 孝之（東京都羽村市教育委員会指導主事） 
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列につながる。大切なことは、様々な視点や考え方から適切な視点をもち、目的に合わせ

た効果的な解決である。しかし、これらの気付きを指導主事として伝えるためには、これ

らを法令や理論によって確かな根拠をもって示すことが必要である。その基礎・基本に当

たる考え方や知識を学ぶことができた。今後も学びの追究を続けていく必要を感じている。 

 明確な目的意識と課題や問題に対する対応力を支える知識として、次の 2 点を中心に学

修した。 

（１）方法的知識  

 ・理論と実践の活用をどのようにつなげるか。（理論と実践の融合） 

 ・授業観察とその省察（リフレクション）…子供の姿から考える。 

 ・新たな知の獲得  

（２）専門的知識  

 ・知識の活用…教育課程、学習指導、児童・生徒指導、特別支援教育  

 ・医療との連携の可能性⇒児童・生徒理解  

これらは、教職大学院での学修によって確かなものになった。  

４ 現場に戻っての活用（指導主事として）  

 帝京大学教職大学院では、子供たちの学びの姿を見て授業を省察（リフレクション）

することを重要視してきた。当たり前のことではあるかもしれないが、これらにこだわ

り追究することの大切さを実践を重ねる中で自覚できた。このような視点から、学校現

場と関わるうちに一つの発見をしている。それは、多くの教員の視点が、授業の手立て

や工夫への改善に向けられ、肝心の子供の様子からの省察につながっていないことが多

いことである。私は、課題研究で取り入れた「プロセスレコーダーワークシート」を活

用しながら授業研究に対する指導・助言をすることがある。「プロセスレコーダーワーク

シート」によって授業の省察を行ってもらうと研究熱心な先生であっても、授業のねら

いや扱う資料、指導法についての記述はあるものの、子供の姿や子供を通しての省察は、

ほとんど見られないことがある。授業改善の手立てや方法を考えることは大切なことで

あるが、肝心の子供の姿や表情を意識していないことは、本質的な授業改善につながら

ない。記述に合わせ、これらを指摘してみるとあらためて授業者から驚かれることが多

い。また、授業者には、省察から自己への課題発見をしてもらい、指導・助言者の側か

らは、できる限り授業者の意識した課題に寄り添うことに留意している。その結果、授

業者に指導・助言を受け入れてもらえることが多くなったと感じている。現場に戻って

の活用の一例であるが、私自身の役割を見直す場面にもつながっている。  

 おわりに、ご縁あって教職大学院で学ばせていただいたことから学校現場でのリーダ

ーとして役割を担っていく責任を感じている。現職教員としての成果を還元する場面は、

目に見えにくいことも多いが、私自身、確実に教師の底力として残っていることを実感

している。今後も学びの還元で学修させていただいたご恩を返していきたい。  
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初等中等教育における ICT 活用 

―教職大学院での可能性― 

 
                    早稲田大学大学院教職研究科 修了 

菅原 亮 （世田谷区立砧南中学校 教諭） 
 
 
若い教員に求められる ICT活用指導力 

ICT活用指導力とは，2006年に「IT新改革戦略」を受け，文科省が策定した。5つの項目（「教
材研究・指導の準備・評価などに ICTを活用する能力」など）で構成されているが，今回は教員
または児童生徒が ICTを授業に活用することを想定する。 
 今日の教育においては新しい教育観・授業観，問題発見・解決能力，コミュニケーション力な

どの育成を視野に入れた「授業設計能力」が必要となっている。そこで教職大学院院生が，この

ような力を習得するために，ICTの活用が有効ではないかと考える。（１） 
（１）ICTを活用することは手段であり，目的になってはいけない。 

 
ICT活用の普及 
 米国のコンサルタントであるジェフリー・ムーアはハイテク産業の普及について，図 1に示さ
れる「テクノロジー・ライフサイクル」（２）を（下図）提唱した。また，ハイテク産業の普及の問

題として E.A.と E.M.の間にある深い溝「キャズム」があることを挙げている。 
 ICT活用について，この理論が完全に適応するとは言い切れないが，少なくとも普及を考える
上での参考になるのではないか。 
２）一般的な普及を提言したのはエベット・ロジャーズである。ロジャーズの後，ムーアがハイテク産業について提言した。 

 
 

図 テクノロジー・ライフサイクル（TLC） 
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T L C
テクノロジー・ライフサイクル

から分かること 
 TLCによると，物事の普及は時間が経過するにつれ，その採用者数は累積正規分布上に増えて
いく。物事が普及するためには 16%の普及率を超えること（E.M.の採用）が重要になる。 
 また，ハイテク産業において 16%の境には大きな溝「キャズム」が存在すると言われている。
「キャズム」は E.A.と E.M.の特性が違うことから起きる溝である。キャズムを超えるためには，
いかに初期市場で成功していても，普及の戦略を変える必要がある（下表参照）。 
 
まとめ 
 ICT活用の普及を考えるならば，初期段階として Innovatorsと E.A.層を育成する。次に E.M.
と L.M.に向けての支援を行うことを推奨する。 
 また，大学卒業者より専門性が高い人材を輩出する教職大学院においては，全員が積極的に ICT
活用することはもちろん，その修了生が Innovators や E.A.の役割を果たしてくれることを期待
する。 

参考文献 
ジェフリー・ムーア，2002，「キャズム ハイテクをブレイクさせる超マーケティング理論」， 

川又政治訳，翔泳社 
2007，「教員の ICT活用指導力の基準（チェックリスト）」，文部科学省 

段階 採用時の特性 
ICT活用に関する特性 

（想定される教員像，役割，課題） 

1 Innovators
イノベーター

 
「改革的採用者」 

アーキテクチャを理解 

早期に購入 

高い適応力をもつ 

「テクノロジーマニア教員」 

・先進的な ICT活用 

2Early
アーリー

 Adopters
・アドプター

 
「初期少数採用者」 

ビジョンを持つ、実利主義者 

ブレークスルーを期待 

ハイテクに興味 

適応力をもつ 

「中核的中堅教員」 

・実践力のさらなる向上 

・普及に対しての校内提言 

・E.M.以下への支援 

3Early
アーリー

 Majority
・マジョリティー

 
「初期多数採用者」 

現実直視型（変化を嫌う） 

長期的に製品を使用 

同業他社の実例を探す 

「若手教員」 

・研修：授業事例 

・研修：実践的な教材作成（静止画・動画編集等） 

4 Lateレイト  Majority・マジョリティー  
「後期多数採用者」 

ハイテク「製品」に興味 

自分で使うことに抵抗 

適応力がない 

「ベテラン教員」 

・研修：実践的な教材作成（Excel，PowerPoint等） 

・研修：指示の明確化，情報倫理 

・ICTに対する認識 

5 Laggardsラガード  
「無関心層，伝統主義者」 

基本的には採用しない 

製品には見向きもしない 

戦略の誤りを教える 

「伝統主義教員」 

・戦略の誤りを教える 

表 TLCの各階層と購買時の特性 
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言語活動の充実をめざす学校支援 

   

上越教育大学大学院学校教育研究科教育実践高度化専攻 2 年 

清 水 登 紀 子 （上越市立春日小学校教諭） 

 

 

１ 上越教育大学教職大学院「学校支援プロジェクト」の特徴 

 上越教育大学教職大学院には、「学校支援プロジェクト」という実習科目と選択科目を統

合した取り組みがある。「学校支援プロジェクト」の特色は以下の５点である。 

 ① アドバイザー（専任教員）が中心となって支援にかかわる。 

 ② 現職院生は２年間フルタイム派遣で、勤務校とは異なる学校の支援を行う。 

 ③ 現職院生もフィールドワークがあり、学卒院生とチームを組んで学校支援をする。 

 ④ 特任教授もかかわりながら、支援校との連携づくりを大事にしている。 

 ⑤ 院生と支援校とで、成果を共有することができる。 

 本稿は、平成 22・23 年度の学校支援プロジェクトの取り組みについて述べたものである。 

２ 学校支援活動の実際 

 学校支援プロジェクトでは、支援校（公立小学校・学級数 19 ※特支４含）において 2

年間の学校支援フィールドワークをおこなった。支援チームは、言語活動を取り入れた授

業づくりと校内研修運営の両面から支援を行った。  

(1) 言語活動の充実を中核とした校内研修運営について 

校内研修について、1 年次は通常学級の全ての学級担任が各自で実践教科、単元等を決

めて研究授業を公開した。1 年間の校内研修では、11 教科等の 15 実践が公開された。「豊

かな言語活動をとおして、学びを深める児童の育成」という 23 年度からの新しい校内研究

テーマについて、授業者一人一人が各自の興味や関心にもとづき授業実践を行ったことは、

学校全体で取り組もうとする言語活動について、テーマを共有し、校内研修の「直接の参

加者」であり「責任の分担者」としての自覚を促すことができた。また、国語科のみなら

ず、他教科等の実践も数多く行われたことで、支援チームとして、後述の言語活動の成立

条件の理論的仮説を導き出すことができた。  

 2 年次は 1 年次の成果と課題をふまえ、校内研修の運営方針として、①学年 1 名参加の

研究推進体制づくり、②学年・学年部を中心とした研究推進、③全員参観の公開授業（全

体研修）の設定、④教科を絞った研究推進の 4 点について提案し、校内研修運営に反映さ

れた。これにより、研究推進委員会が有効に機能し、どの学年でも協働的な授業研究がな

され、学年として、授業の質的向上を目指す姿が見られた。また、全体研修を位置づけた

ことで、全職員間で授業実践を通して成果と課題の共有化を図ることができた。  
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 (2) 言語活動をつくる 

 支援校における言語活動の充実を目指した具体的な実践から、言語活動の成立条件に関

する理論的仮説が導き出され、その有効性について実践を通して確認することができた。 

〈言語活動のとらえ方〉 

 松本修（2010）は、言語活動を「習得・活用・探究の関係との関連」から考え、「探究

的な活動の中で活用を図ることにより、言語的思考の知識・技能をたしかなものにする」

と述べている。「探究的な活動の中で活用を図ることにより、国語・算数・図工 etc の知

識・技能をたしかなものとする」のが教科に即した言語活動のとらえ方である。 

 言語活動をつくる上で重要なのは、①探究的な活動としての言語活動をつくること ②

学習者間のコミュニケーションをつくること ③学習者間のコミュニケーションの中で、

自他を「比較」し、「異同」がわかり、「説明」できること の 3 点である。これらは言

語活動をつくる上で外すことのできない要点であり、言語活動のベースとなるものである。 

〈国語科における言語活動の成立条件〉 

 国語科においては、話し方や聞き方、書き方といった知識・技能が重視される。その上

で学習者間のコミュニケーションをつくろうとしたとき、学習者の実態に応じて言語活動

のための内容をつくり、学習をデザインしていくことが必要不可欠となる。これは探究的

な活動の中で活用を図るための実の場の保証である。これらのことから、国語科における

言語活動の成立のための条件は、①話す・聞く・書くことの知識・技能の重視 ②学習者

に応じた内容をつくる の 2 点であるといえる。 

〈他教科等における言語活動の成立条件〉 

 他教科等における言語活動では、その教科等に即した形式が重視される。つまり、その

教科の用語を用いたり、その教科特有の説明の仕方で説明したりすることである。言語活

動の前提として教科特有の用語や説明の仕方を学習者間で共有することがベースになる。

その上で、話す・聞く・書活動をコミュニケーションとして、あるいはコミュニケーショ

ンを通じて成立させることが重要である。以上のことから、他教科等における言語活成立

のための条件は、①教科に即した形式の重視 ②コミュニケーションの重視 の 2 点であ

る。他教科等では、考えを説明し、交流するという言語活動を通して、教科の内容につい

て理解がより深まったり、確かなものとなったりするのである。 

３ まとめ 

 学校支援プロジェクトにおける最大のメリットは、院生と支援校とで成果を共有できる

ことである。支援チームが、その学校の支援を終えても、成果が院生のみならず、支援に

入った学校の現場に残ることである。それを可能にするのは、学習指導案レベルからの支

援チームと学校現場との協働の授業づくりであったと振り返る。  

 学校支援プロジェクトでは、授業をつくるという教育実践と授業を共有するという研修

運営の両面での学びを得ることができた。今後は、実践現場での教育にぜひ生かしたい。 
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〈国語科における言語活動の成立条件〉 

 国語科においては、話し方や聞き方、書き方といった知識・技能が重視される。その上

で学習者間のコミュニケーションをつくろうとしたとき、学習者の実態に応じて言語活動

のための内容をつくり、学習をデザインしていくことが必要不可欠となる。これは探究的

な活動の中で活用を図るための実の場の保証である。これらのことから、国語科における

言語活動の成立のための条件は、①話す・聞く・書くことの知識・技能の重視 ②学習者

に応じた内容をつくる の 2 点であるといえる。 

〈他教科等における言語活動の成立条件〉 

 他教科等における言語活動では、その教科等に即した形式が重視される。つまり、その

教科の用語を用いたり、その教科特有の説明の仕方で説明したりすることである。言語活

動の前提として教科特有の用語や説明の仕方を学習者間で共有することがベースになる。

その上で、話す・聞く・書活動をコミュニケーションとして、あるいはコミュニケーショ

ンを通じて成立させることが重要である。以上のことから、他教科等における言語活成立

のための条件は、①教科に即した形式の重視 ②コミュニケーションの重視 の 2 点であ

る。他教科等では、考えを説明し、交流するという言語活動を通して、教科の内容につい

て理解がより深まったり、確かなものとなったりするのである。 

３ まとめ 

 学校支援プロジェクトにおける最大のメリットは、院生と支援校とで成果を共有できる

ことである。支援チームが、その学校の支援を終えても、成果が院生のみならず、支援に

入った学校の現場に残ることである。それを可能にするのは、学習指導案レベルからの支

援チームと学校現場との協働の授業づくりであったと振り返る。  

 学校支援プロジェクトでは、授業をつくるという教育実践と授業を共有するという研修

運営の両面での学びを得ることができた。今後は、実践現場での教育にぜひ生かしたい。 

 
教科の壁を越えた協働 

 

福井大学大学院教育学研究科教職開発専攻（教職大学院）１年 

遠藤 正宏（坂井市立丸岡南中学校教諭） 

 

 

丸岡南中学校（以下，「本校」と表す。）は，平成 18 年度に，大規模校からの分離独立

の形をとって新設された開校 6 年目の学校である。本校は，生徒が主体的に学習に取り組

めるように支援していくために，福井県内で初の教科センター方式を採用した学校として

設立された。恵まれた環境を最大限に生かすために，1 年生から 3 年生までの異学年集団

で構成される「スクエア制」を考案し，給食や清掃，学校行事，生徒会活動など，様々な

学校生活の中心となっている。特に，そこでは上級生が中心となって下級生への指導を行

うことで，リーダーとしての自覚が生まれ，行事を終えたときの達成感を感じることがで

きる。下級生は上級生の姿を見て，未来の自分の姿を思い描くことができる。これらのこ

とが重なることによって学校文化の伝承が行われる土壌が出来上がっている。 

本校では，開校当初から，恵まれた環境を教育活動に生かしていくために研究に熱心に

取り組んできている。研究の取組については，開校 2 年目の平成 19 年度から，毎年，「自

主研究発表会」を開催し，成果を発表している。平成 20 年度から，福井大学教職大学院

拠点校となり，当時の研究主任が教職大学院に入学し，丸岡南中学校に勤務しながら大学

院で学んだ。  

福井大学教職大学院は，学校現場に在籍し，現職として学校の校務を行いながら，週休

日や長期休業中に大学院で学ぶスタイルをとっている。現場での実践が大学院での授業の

一環としてとらえられ，履修単位として反映される。大学院では，学校現場での実践につ

いて他の院生や大学院の教員とカンファレンスを行うことで，違った視点からのアドバイ

スを受けたり，実践について省察したり，今後に向けての展望を見いだしたりすることが

できる。さらに，大学院で学んだことや刺激を受けたことを学校現場にリアルタイムに還

元し，院生以外の教員とも学びを共有することができる。また，インターンシップではス

トレートマスターの院生を受け入れ，彼らにとっては，週に 3 日間，学校現場で一般教員

と同様の仕事をこなすことで，教師の職務の総体を直に体験でき，採用されて現場に出た

ときに，ある程度の見通しを持って教育活動に取り組むことができるという利点がある。  

拠点校になると，研究の方向性について大学院の担当教員と協議しながら決定していく

ことができる。また，毎月の研究会に担当教員から貴重な意見をいただいたり，「自主研究

発表会」での公開授業で，教科専門の大学教員の協力をいただいたりするなど，得るもの

が多い。 
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本校が拠点校となってからは，環境を生かす方法の模索から，授業づくりに主眼を置い

た研究にシフトしてきた。生徒の主体的な学びを生み出すために，探究型学習が有効であ

るとアドバイスを受け，全教科において探究型学習を実践した。本校では，3 年間を一く

くりととらえ，研究に取り組んできている。2 巡目の平成 21 年度からは，生徒の主体的な

学びを助成するために，研究主題を「学び合う環境の創造」と設定した。授業づくりに主

眼を置き，小グループでの話し合い活動を授業に積極的に組み入れることによって，生徒

同士の学び合いをさせるようにした。また，教員同士の学び合いもしようと，複数教科を

一くくりとした教員グループを形成し，お互いの授業を見合うようにした。実際に，1 年

間取り組んだが，授業については教科部会主体で行い，授業を見合うことも形式的になっ

ているとの反省が出た。22 年度，23 年度には研究主任と副主任が教職大学院に入学し，

大学院での意見交換で新しい刺激をもらい，学校現場での実践について意見交換を行って

いる。その中で，「教科の壁を越えた協働」というヒントをいただき，形式的ではない教員

グループでの学び合いを行えるように研究計画を見直した。管理職と相談し，複数教科で

構成された教員グループで，授業を見合い，事後協議会を行う時間を確保してもらうこと

で，話し合いをしやすい素地を作った。また，「自主研究発表会」の公開授業の授業づくり

も行った。大学院教員もそこに参加し，貴重な意見をいただいている。そこでの話し合い

では，異なる教科からの質問や指摘があり，同一教科の教師では見落としがちであった生

徒の側に立った視点や問題点に気付かせてくれるきっかけとなった。そのようなことの積

み重ねで，生徒の実態を考えた授業づくりにつながった。発表会当日は，県外の教員や大

学院の院生など多数の参加者を得て，授業は大変に盛り上がった。授業後の分科会では，

これも大学院での学びの中でヒントをいただいた小グループでの生徒の学びを追った分科

会を行い，大変有意義な時間を得た。司会は，その授業を作った教員が行い，参加した教

員から生徒のつぶやきや表情などから学びの変化の様子の報告があり，それを語ることで

生徒の変容を共有することができた。通常の授業研究会では気付くことができない，深い

学び合いができたと思われる。  

このように，本校は，拠点校として，大学院での院生の学びが学校現場に還元され，院

生を中心として学校現場でもその学びが広がりを見せている。今後も，学校現場での実践

と大学院での省察を繰り返して，より新しい可能性に挑戦するなど，質の高い教育を行っ

ていきたい。  

共同研究者 渡邉朋重 
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本校が拠点校となってからは，環境を生かす方法の模索から，授業づくりに主眼を置い

た研究にシフトしてきた。生徒の主体的な学びを生み出すために，探究型学習が有効であ

るとアドバイスを受け，全教科において探究型学習を実践した。本校では，3 年間を一く

くりととらえ，研究に取り組んできている。2 巡目の平成 21 年度からは，生徒の主体的な

学びを助成するために，研究主題を「学び合う環境の創造」と設定した。授業づくりに主

眼を置き，小グループでの話し合い活動を授業に積極的に組み入れることによって，生徒

同士の学び合いをさせるようにした。また，教員同士の学び合いもしようと，複数教科を

一くくりとした教員グループを形成し，お互いの授業を見合うようにした。実際に，1 年

間取り組んだが，授業については教科部会主体で行い，授業を見合うことも形式的になっ

ているとの反省が出た。22 年度，23 年度には研究主任と副主任が教職大学院に入学し，

大学院での意見交換で新しい刺激をもらい，学校現場での実践について意見交換を行って

いる。その中で，「教科の壁を越えた協働」というヒントをいただき，形式的ではない教員

グループでの学び合いを行えるように研究計画を見直した。管理職と相談し，複数教科で

構成された教員グループで，授業を見合い，事後協議会を行う時間を確保してもらうこと

で，話し合いをしやすい素地を作った。また，「自主研究発表会」の公開授業の授業づくり

も行った。大学院教員もそこに参加し，貴重な意見をいただいている。そこでの話し合い

では，異なる教科からの質問や指摘があり，同一教科の教師では見落としがちであった生

徒の側に立った視点や問題点に気付かせてくれるきっかけとなった。そのようなことの積

み重ねで，生徒の実態を考えた授業づくりにつながった。発表会当日は，県外の教員や大

学院の院生など多数の参加者を得て，授業は大変に盛り上がった。授業後の分科会では，

これも大学院での学びの中でヒントをいただいた小グループでの生徒の学びを追った分科

会を行い，大変有意義な時間を得た。司会は，その授業を作った教員が行い，参加した教

員から生徒のつぶやきや表情などから学びの変化の様子の報告があり，それを語ることで

生徒の変容を共有することができた。通常の授業研究会では気付くことができない，深い

学び合いができたと思われる。  

このように，本校は，拠点校として，大学院での院生の学びが学校現場に還元され，院

生を中心として学校現場でもその学びが広がりを見せている。今後も，学校現場での実践

と大学院での省察を繰り返して，より新しい可能性に挑戦するなど，質の高い教育を行っ

ていきたい。  

共同研究者 渡邉朋重 

 

併設型公立中高一貫校における数学科教材の開発 

 

～関数領域の授業を通して～ 

 

山梨大学大学院教育学研究科教育実践創成専攻 2 年 

新 海 大 博（北杜市立甲陵高等学校教諭）       

 

 

中高一貫校において，子どもの発達段階に最も適した数学科教材の開発を行うことが本

研究の目的である。小学校，中学校，高等学校と子どもの発達段階に対して，学習速度を

速めるカリキュラムや教材が，子どもの状況に最も適したものであるとは限らない。それ

では中高一貫校にとって理想の教材とはどのようなものであろうか。 

私は昨年度，山梨大学の教職大学院在学中に 2 つの連携協力校の協力を得た。連携協力

校の 1 つは A 高校に，週 2 回，1 日 4 時間，第 1 学年の数学Ⅰ「2 次関数」の分野の授業を

観察した。もう 1 つは B 中学校に，週 2 回，1 日 3 時間，第 3 学年の数学「関数 y=ax^2」

の分野の授業を観察した。授業前に高校 1 年，中学 2，3 年の既習事項を確認し，観察の焦

点を明確にした。演習中はチーム・ティーチングで教員とともに机間巡視を行い，どの点

につまずきがあるかという点や教科書の中身で中学の範囲から大きく飛躍がある点を確認

した。授業終了後，教科書の内容と生徒の反応から，中学・高校での学習内容の接続をス

ムーズにするための教材や指導方法を考えた。 

2 つの連携協力校の授業を観察して感じたことがある。それは小学校，中学校では数学

の内容の多くに，似た内容や思考の過程を繰り返し行うような要素（スパイラル）が含ま

れているが，中学数学から高校数学への移り変わりの際，その要素は少ないのではないか

ということである。特に関数の分野においては前述のように，文字定数 a を含むグラフや，

グラフの平行移動は高校 1 年から学習する。中学ではグラフが「動く」ということは学習

指導要領上に明記されていない。「動く」ことは不等式につながるため，扱いが難しいとし

て中学の学習内容ではここ数年敬遠されてきた。しかし数学の概念を具体的な計算から一

般化したものとして扱う際に，変数と定数の概念を区別できることは，重要なことである。

また，「高校入試にでないから」という理由で，中学時に「動く」ことのイメージを磨かな

いことは，高校教諭の視点から言うと非常に残念なことである。中学の時に記述を嫌がっ

たり，途中過程を書かずに値を求めたがったりする生徒が多いことも，上記の理由に関係

があると私は考える。中学の段階から，定数やグラフの概念の拡張を少しずつ学び，考え

ることが必要である。 
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中高一貫校のメリットとして，受験がないため，特に中学 3 年の 2～3 学期に伸び伸びと

した学校生活を送ることができる。そこで生徒は部活を続けられたり，受験勉強に特化し

ない学習を行ったりすることができる。その一方で，高校現場での授業の課題として，「新

しい見方・考え方が多く，生徒が理解し，使えるようになるまでには時間がかかる」とい

うことは現場で教員をしていて，強く感じる。高校の数学は進度が速く，内容は深く，理

解するのには多くの時間を要する。そこで高校数学の思考法のいくつかを「できる限り中

学の学習範囲内に収まる形で」授業展開する。中高一貫校においては中学 3 年の秋以降，

受験のない比較的余裕のある生活の中で，「家に帰ってじっくり 1 問 1 問考える」ことを行

い，疑問に思ったことを深く考える習慣を身につける。その習慣が身につくことによって

受け身の姿勢が弱まる。高校数学に対する興味関心も高まり，真の数学力が身につくと考

える。  

私は今回，中高の数学学習のスムーズな接続に焦点をあて，関数領域を中心に数学科教

材を開発した。授業回数は，現在の学校のカリキュラムに大きく影響がない回数で，かつ

高校数学の思考を感じさせるために，関数領域で全 5 回とする。5 回の授業のテーマは  

①繁分数と，0 を含む分数の値②不等式の計算の基礎③定数を含む直線の範囲④条件付き

の 2 変数関数の最大値，最小値⑤定数を用いたグラフの最大値，最小値 である。ここで

開発した教材の特徴として，①は，繁分数の多様な計算方法，不定な値に対する理解，不

定な値を視覚化する，背理法の理解，割り算を離散的に考える思考からグラフを使い別の

視点を取り入れる③は，定数の意味の理解，x の値に対応する y の値の意味の理解，グラ

フの連続性の理解，別解が提示されたときの受け入れる姿勢・態度・理解，グラフをきま

ったものとして見るのでなく，定数 a の値によって形が変わりうることの理解，x 軸と交

わるときの式の扱い④は，関数の連続性，グラフの便利さ，変域の見方を広げる・豊かに

する，文字を減らし，条件を整える⑤は，定数の意味の理解，変域が変わるグラフのイメ

ージを持たせる，グラフの種類の広がりを持たせる，数学を日本語で表現することの意識

づけ，解答が複数ある問題に対する意識づけである。いずれも中学の範囲で考えることの

できる教材である。 

これらの教材を用いて中学 3 年生を対象にした授業実践を行い，有効性を明らかにした。

2010 年度の 2 月から 3 月にかけて 5 度の授業を中 3 対象に行い，その生徒にはその後宿題

として問題をじっくりと家で考えてもらった。この教材は中 3 の段階で解けることを目標

としない。中 3 の時にじっくりと思考を磨き，高校 1 年に進学した後に，関数の問題に対

して少しでも関数の問題に対してイメージがつくことを目標としている。実際今年度進学

してきた内進生の高 1 は，学習感想で中高の思考の接続として効果的であるとの感想を寄

せてくれた生徒が数名いた。今後もこの問題に対するブラッシュアップを図り，関数のテ

ーマにとどまることなく，中高一貫教育にふさわしい数学科教材の問題を考えていきたい。 
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中高一貫校のメリットとして，受験がないため，特に中学 3 年の 2～3 学期に伸び伸びと

した学校生活を送ることができる。そこで生徒は部活を続けられたり，受験勉強に特化し

ない学習を行ったりすることができる。その一方で，高校現場での授業の課題として，「新

しい見方・考え方が多く，生徒が理解し，使えるようになるまでには時間がかかる」とい

うことは現場で教員をしていて，強く感じる。高校の数学は進度が速く，内容は深く，理

解するのには多くの時間を要する。そこで高校数学の思考法のいくつかを「できる限り中

学の学習範囲内に収まる形で」授業展開する。中高一貫校においては中学 3 年の秋以降，

受験のない比較的余裕のある生活の中で，「家に帰ってじっくり 1 問 1 問考える」ことを行

い，疑問に思ったことを深く考える習慣を身につける。その習慣が身につくことによって

受け身の姿勢が弱まる。高校数学に対する興味関心も高まり，真の数学力が身につくと考

える。  

私は今回，中高の数学学習のスムーズな接続に焦点をあて，関数領域を中心に数学科教
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１．課題設定の理由 

 小学校の外国語活動が全面実施となり、中学校への効果的な接続を図っていくことが求
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られる授業においては、児童生徒が、やり取りしている会話の内容に注意を向け、会話を

継続していく楽しさを味わうことができる活動の設定がされにくい。しかし、よりお互い

の理解を深める情報のやり取りを行うためには、会話を継続することが重要な要素となる。

そこで、会話の継続のために効果があると考えられる、理解や不理解を伝えたりするなど、

会話をつなぐ言葉（リンクワード）と、相手とのかかわりを維持していこうとするなどの

コミュニケーションスキルに着目し、会話の継続を目指した指導法の開発とコミュニケー

ションスキルの分類・整理をしたうえ

で、リンクワードを位置づけた小中一

貫カリキュラムの開発を行う。  

２．検証方法 

 図 1 で示すのが検証の方法である。

調査を行ったのは特区事業として英語

の学習を小学校 1年生から行っている

地区にある小学校と中学校である。小

学校 1 年生、6 年生、そして中学校 2

年生の各 2 学級を調査対象とし、意識

調査とインタビュー調査からなるプレ

テストを行なった。会話の継続の指導法(D.C.Method)を 15 回（小学校１年は 10 回）実施

した後、ポストテストを行った。二つの調査の結果から、D.C.Methd の効果と、コミュニ

 

コミュニケーション能力の向上を目指す小中一貫英語指導法 

～会話を継続させる指導モデル「D.C.Method」の開発～ 
 

          岐阜大学大学院教育学研究科 教職実践開発専攻 ２年 

                  樋田光代（岐阜市立藍川北中学校教諭） 

 

図１：開発と検証の一貫方法 
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ケーションスキルとリンクワード指導の適時年齢を明らかにしていくものである。  

２．Deepen Communication Method (D.C.Method)の開発方法  

 会話を続けるためには、既習言語の使用といった

言語面だけでなく、会話の相手との関わりを続け、

深めていく態度面の指導が欠かせない。この、人と

関わっていく際の指導は子供のソーシャルスキルト

レーニングにつながる。そこで、ソーシャルスキル

の体験モデル(Kolb et al.,1971)のステップに変更を

加え会話の継続に向けた指導モデルを作成した。こ

のモデルの基本形は、① imaging ②modeling③

planning ④会話活動⑤ feedback⑥reviewing から

なる。②の modeling の際には、会話の相手との接

し方や会話を円滑に進めるためのリンクワードを示す。図 2 にあるのは、発達段階に合わ

せ中学校 2 年で行った D.C.Method である。中学校 2 年においては会話活動を 3 人で行っ

た。これは中学生の発達段階において、仲間からの評価が行動に大きな影響を及ぼすため

である。2 人の会話者とそれを観察し評価を与えるコメンテイターの 3 人で活動した。 

３．結果と考察  

 意識調査により、学年が上がるにつれて会話の内容に意識が向く児童生徒が増えてくる

ことがわかった。D.C.Method 実施後のポストインタビュー調査で次のような結果が得ら

れた。まず、小学校１年生においては、相手の話が分かったときは OK.と答える指導を行

った。ポストインタビューでは 75％の児童がそれを使うようになった。次に、既習言語の

理解に関しては、実験クラスが統制クラスよりも正しく理解できるようになり、話をしっ

かり聞こうとする態度が理解につながったと言える。（t=2.838,df=49,p<0.05）小学校 6 年

生と中学校 2年生の発話数には変化が見られなかったが、つながりのある発話数は増えた。

(小 6：t=4.159,df=56,p<0.000)(中 2：t=6.099,df=66,p<0.000)また、学年が上がるほど、

つながりのある会話を続けることができるようになり、D.C.Method の効果と会話を続け

る指導の適時年齢が明らかになった。リンクワード You do.は、中学校 2 年生より小学校 6

年生が好んで使用した。中学生は新たな相づちの表現を使用することより、次に尋ねたい

内容を英語にすることに、より注意を払ったことが考えられる。  

４．開発実践のまとめ 

 相手と「話が盛り上がる」のは児童生徒にとって楽しい時間である。英語での会話も相

手との共通点や相違点を見出せた時に楽しい瞬間となる。D.C.Method を通し児童生徒は、

自分の聞きたいことを持ち、既習言語材料から必要なものを選び出して相手に伝えていっ

た。これはまさしく言語活用の能力である。本実践開発により、小学校 1 年生から中学校

までの発達段階に合わせた指導の必要性とその効果を明らかにすることができた。  

図２：D.C.Method 中学

校 
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子どもの「育ち」に着目した現在及び将来における 

「参加」を促進する特別支援教育の在り方について 

―ある小学校・中学校での指導実践を通してー 

 

静岡大学大学院 教育学研究科 教育実践高度化専攻（2 年） 

山元 薫（静岡県立御殿場特別支援学校教諭） 

 

 

１．課題意識と目的 

 平成 19 年度に特殊教育から特別支援教育に転換され、5 年が経とうとしている。そ

の中で、文部科学省の調査（「平成 22 年度特別支援教育体制整備状況調査」）からも分

かるように、特別支援教育のシステムが整備されつつある。しかしながら、より複雑

な「育ち」（子どもがもつ生物学的な要因と環境因子の両方がお互いに働きかけ合い作

るもの（杉山 2007））の中で、二次障害や三次障害の影響を受け、社会参加が阻害さ

れているケースが多いことも事実である。 

 今後特別な教育的ニーズのある子どもたちの増加はまだまだ続くと予想され、イン

クルーシブ教育が日本で推進されていこうとしている今日、ただ単にシステムの構築

だけでなく、特別支援教育の質の向上が求められてくるであろう。そこで本研究では、

特別支援学校の教員が小中学校をフィールドとするアクションリサーチを通して、今

後期待される特別支援教育の在り方や特別支援学校の果たすべき役割や課題を明らか

にすることを目的とした。 

２．アクションリサーチの内容 

（１） 発達障害のある児童の「育ち」を促進する個別の指導の在り方と通常学級における

環境因子について 

・通常学級での授業や他の場面における事例児童Ａの継続的な観察 

・通級指導教室での指導の実践と分析、評価 

（２）「育ち」に影響を受けている生徒の多面的な理解の方法と主体的な活動を支える指 

   導支援の在り方について 

・適応障害の傾向をみせる生徒 B の指導の実際と変容（指導仮説の立案とその後 

の指導の追跡）、評価 

（３）中学校から知的障害特別支援学校高等部への参加を促進する移行の在り方について 

・知的障害特別支援学校高等部教員へのインタビュー、アンケート調査等 

３．アクションリサーチの経過 

（１） X 小学校でのアクションリサーチ（通常学級での授業参加の状況を中心に抜粋） 

 今年度は、事例児童 A は授業妨害等の行為をすることなく、他の児童とともに落ち
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着いて授業に参加することができている。授業その他の場面の継続的な観察から、Ａ

児の肯定的行動への変化に影響された因子として、担任の授業づくりおよび学級経営

に関する熟達したスキルと他児のＡに対する理解の２点をあげることができた。 

 担任の熟達したスキルとは、学級での生活の約束や学習スキルの徹底、人への中傷

は許さない姿勢等を、一つ一つ生活の中で丁寧に確認し、能力差の大きいクラスの中

で共に学び合う学級風土を形成していく力である。人とのかかわりに困難さを示す発

達障害のある児童にとって、いわゆる常識であったり暗黙知であったりするものが、

言葉となって明確になることは、人とかかわる上で重要な支援となることが改めて確

認された。また、発達障害の A がすべての教科において最後まで授業に参加できてい

るのは、教師の１回の発話の長さが数秒以内と短いこと、繰り返される言葉の確認、

対話中心の早い授業展開、教師と児童のやりとりの多さが大きな促進因子であったと

考えられる。このように、授業は教師と児童の対話で成立しつつも、明確な指示、言

葉の確認などを行うスキルの高さが、通常学級における発達障害のある児童の支援と

して重要であることが示された。 

（２） Y 中学校でのアクションリサーチから（事例生徒 B の周辺生徒の観察から抜粋） 

 中学校入学当時は孤立的な行動をとっていたＢであるが、仲間とともに過ごすこと

で人とかかわりながら生活できるまでに変容した。このＢの変容を通して、二次障害

の影響を受けた発達障害のある生徒たちにとって、等身大の仲間と悩みを共有したり、

一緒に活動したりする中でお互いに影響し合いながら生活することが、人間関係の形

成において大切であることが分かった。発達障害の生徒たちは他者の意図を読むこと

が難しく、思春期後期以降も課題としてその難しさが残ることが指摘されている。そ

うした中で、思春期を迎えた生徒にも、条件がそろえば他者との関係を成立させ、集

団の中で自分の行動を決定できるようになることが明らかになった。 

（３）知的障害特別支援学校高等部職員へのインタビュー調査（課題意識の違いを中心に） 

 インタビュー調査の中で、中学校の職員と高等部の職員には課題意識に違いがある

ことが分かった。中学校では、これまでの「育ち」に影響される精神面への指導を行

い、「人とのかかわること」「集団の中にいること」を重視する。しかし、高等部では

「生活スキル」や「作業スキル」などの個人のスキルに指導目標がおかれ、行動面へ

の課題意識が高かった。高等部入学当時に不適応を起こす生徒が多い原因の一つに、

上記のような教員間の課題意識の差が関係しているのではないかと推察される。 

４．総合考察 

 本研究においては、発達障害のある児童生徒にとってどの「育ち」の段階において

も、人とのかかわりの中で指導することの大切さが明らかになった。つまり、児童生

徒が身につけた様々なスキルを運用する場があり、人とのかかわりを持つことを通し

て自己と他者の変容を実感することが、特別支援教育の理念で述べられている「自立

や社会参加に向けた主体的な取り組み」を推進する上で重要であることが示された。 
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他者との連携や交流による新たな知の創出 

 

常葉学園大学大学院初等教育高度実践研究科初等教育高度実践専攻 １年 

     石 野 政 史（静岡県浜松市立井伊谷小学校教諭） 

 

 

１ 本学の概要 

  本学は、養成教育と現職教育の統合を目指して、日々の学修活動を実践している。そ

の特長として、講義や現場実習で学部新卒学生と現職教員学生との共学の場が保障され

ていることに加え、相互に日々の学びや悩み等を意見交換できる院生室の場が機能して

いることが挙げられる。経験の差や発想や感性の違いが新鮮な刺激となり、互いの考え

を議論を通して深めることによって、問い続ける学びのスタイルが生み出されている。 

２ 課題意識 

学校が開かれた組織へと急速に変化し、教職員には授業や子どもの指導、学級経営に

関する力量だけでなく、内においては同僚との円滑なコミュニケーションを図りつつ、

人間関係を構築する能力、外に対しては関係者との連携・調整する能力が求められてい

る。こうした状況の中で、学校現場では、教育活動の目的に対する自己解釈が不十分な

まま日々業務に追われ、様々な実践の後、何を変えなければならないのかを整理できて
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３ 学修の実際 

(1) 学部新卒学生と現職教員学生との交流 

日々の講義を通して、学部新卒学生は現職教員学生の現場の実態を知る。また、現場

の課題に触れることにより、幅広い見識をもち、自己課題解決への見通しを立て、将来
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の自分へのあこがれやビジョンを明確にすることができる。さらに、学校経営の視点か

ら教育観を構築する機会にもなっている。現職教員学生は学部新卒学生の質問や意見に

答えることにより、自身の考えが明確になり、自分の体験や経験をベースにアドバイス

する中で、様々な視点を自らの考えに生かすことができる。その過程で、問題点や課題

が明確になり、自身の教育観の理解が促進される。  

院生室は講義の延長線上にあり、学部新卒学生にとっては自分をそのまま表出できる

場であり、現職教員学生にとっては学部新卒学生を伸ばす場となっている。院生室は、

両者のコミュニケーションを促進し、信頼関係を築く場として機能している。こうした

場を学校現場では職員室に求めたい。  

(2) 現場実習による連携 

   現場実習を中心にした実習Ⅰ（教科指導、学級経営中心）実習Ⅱ（生徒指導、教育相  

談中心）実習Ⅲ（学校運営・経営、地域連携中心）及び外国人児童教育観察実習、野外  

教育活動実習が行われ、教師の独り立ちをサポートしている。  

実習Ⅲでは、「グランドデザイン」を作成する。グランドデザインとは、学校の存在理  

由や果たすべき役割を描いた経営の全体構想である。子どもや地域の実態に応じた学校  

の特色を具体的に示し、教育目標具現化のための具体的な手立てを明確にした羅針盤の  

役割を果たす。作成にあたっては、教育関係者だけでなく、保護者や地域住民等にも学  

校の教育活動が理解できるように、分かりやすい表現を心掛ける必要がある。  

グランドデザイン作成のために 10 人の校長から聞き取りを行った。Ａ校では、グラン  

ドデザインを管理職だけではなく、学級担任が自分の言葉で保護者に説明している。Ａ  

校校長は、①教職員が説明責任を果たそうとする過程で他者との議論が生まれ、教師の  

成長を促す機会になる、②学校教育目標達成のための目的意識や見通しが明確になる、 

③職員室が子どもの自立を促すための議論の場となると、その意図を語った。  

現場実習では、日々の学修で得た知を具体的に検証できるだけでなく、組織の協働化 

を促す実際を知ることができる機会となっている。  

４ 学修から見えてきたもの  

新たな知識を得て、これまでになかった見方や考え方に触れ、自分自身に対する内への

問いが生まれた。その基盤になったのは、他者との連携や交流である。この他にも、修了

生と語る会や教育フォーラムが開催され、意義深い。  

他者との連携や交流の重要性を学校現場に生かすため、教職員による目標の重点化や具

体的な取り組みの設定を可能にした学校要覧の作成に取り組んでいる。原籍校の教職員と

協力して作成する過程で、各々の教職員の形式知が明らかになる。さらに、議論を通して、

「新たな知」に触れる。そして、教職員が自校の教育活動や既存の分掌組織を体系的に整

理したり、教育課題の共有化や自己への内在化を図る契機をつくったりすることを通して、

組織の協働性が生み出されるのだと考える。  
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 都市化・少子高齢化・ 

高度情報化の進展など 

 子どもたちの生活様式や価値観が多様化 

 子どもたちを取り巻く社会環境が大きく変化 

子育て不安や学校，教師に対しての不満などから期待過大で様々な要求がある。それ

は保護者の悩みの表れであるが，その悩みを受け止められるほどの資質を教師は備え

ているのか… 

 

校区・保護者の実態 

 落ち着いた環境であるが，新興住宅地の
ため保護者どうしの横のつながりは希薄 

 留守家庭（両親共働き）がおよそ半数 

生徒の実態 

 基本的な生活習慣は定着 

 問題行動・不登校は少ない 

 自己目標が甘く，現状に満足 

 相手の話を聴くことが苦手 

教師・学校の実態 

 若手教師は経験不足で，教職経験が長い教師は経験則で処理しがちである。 

 校内研修の内容が系統化されていないため，教師のニーズに合っていない。 

 学校が比較的落ち着いているため，指導方法や保護者対応に対する課題意識が低
下している。 

 問題行動等が起こったときの 

情報が共有できていないこと 

から，その場その場の対応に 

なりがちである。 

 教師と保護者との信頼関係を 

問う質問（図１）に対して， 

保護者が否定的な回答をして 

いる割合は「話しやすい雰囲 

気をつくる」は 23.5%，「話を 

じっくり聴く」は 17.6%，「子 

どもの良いところを見つける 

」は 38.2%もある。 

しかしいずれの質問も教師は 

否定的な回答をしていないこ 

とから，互いの意識には大き 

なズレがあった。教師が思う 

ほど保護者は教師の対応を評 

価していないことがわかった。 

図１ 教師と保護者との信頼関係アンケート(４月) 

「気になっていることや困っていることを話すとき」 
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３ 研究のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 研究の成果とまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「カ行」の生徒理解 

か…観察 き…記録 く…工夫 
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目指す教師の姿勢 
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ｼｽﾃﾑ 

 

校内 

研修 

校内連携システムの構築  

 チームワークづくり 

「報告・連絡・相談」の習慣化 

 情報の伝達ルート 

問題行動発生時に，素早く， 

もれのない伝達を徹底 

 付箋の活用 

生徒の観察を心がけ，良い面を 

青色の付箋に，気になる面を 

赤色の付箋に記録し，担任の 

机上に貼る。担任はその記録を 

蓄積し，指導に生かす。 

 

校内研修体制の確立 

 校内研修会 

課題を解決する糸口に

なる内容の研修を計画

的に実施する。 

 

 自主研修会 

若手教員の育成を目的

とし，中堅教員がそれ

ぞれの得意分野で講師

を務める。ディスカッ

ションしやすい雰囲気

づくりを期待する。 

 
「付箋」の活用例 

 担任の机上に生徒の様子
を記録した付箋を貼る  

担任はもらった 
付箋を個人の 
ノートに蓄積 
していく 

 

図２ 教師と保護者との信頼関係アンケート(比較) 

「気になっていることや困っていることを話すとき」 
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校内連携システムの構築 

12 月に実施したアンケート 

（図２）では，「子どもの良 

いところを見つけてもらえた」 

で否定的な回答をした保護者 

の割合が，30.6 ポイントも減 

少した。これは付箋を活用し 

た生徒観察やそれに伴う教師 

の意識の変化が大きい。 

校内研修体制の確立 

校内研修会は本校の課題解 

決にせまる内容で，計画的に 

実施した。教師と保護者とで 

互いの意識のズレが大きかっ 

た「話しやすい雰囲気をつく 

ってくれた」「話をじっくり 

聴いてもらえた」では，否定 

的な回答をした保護者の割合が，それぞれ 16.4 ポイント，14 ポイント減少した。実施

した校内研修が効果的に活用され，教師の保護者対応が評価されたと言える。 

自主研修会を行うことで，若手教員がディスカッションしたり中堅教員に相談した

りする場面が見られるようになった。継続した取り組みで教師の資質が向上していけ

ば，保護者との信頼関係を高めるために意義のあることだと考える。  
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別な支援を必要とする児童がクラスに在籍することである。初任者教員の学級経営が困難
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２．先行研究 
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(ecological  model:たとえば、Reilly,1974)や(Reynolds etal,1984)などの理論による考え

方である。個のアセスメントや支援計画を考える場合、発達検査の特徴や行動観察が重要

であり、そこから導かれた目標設定、判断仮説、指導仮説が重要である。また、クラス集

団のアセスメントや指導計画を考える場合、クラス集団の特性とクラスの中での個の適応

状態・参加状態をみることが重要である。方法としては、◆学級風土質問紙、◆Q-U、◆

生態学的アセスメント、◆ソシオメトリック・テストなどがある。個やクラス集団のアセ

スメントや指導計画には、つねに P-D-C-A のサイクルの視点が必要である。   

３．初任者教員の指導事例  

「個とクラス集団」の両面のアセスメントと指導計画をしっかり立てることで、今まで
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困難だと思われた支援が可能になってきた事例を示した。事例１は、児童の検査(WISC-

Ⅲ)などから、その子の行動の特徴を知り、支援計画を立て、改善されてきた事例であった。

事例２は、Q-U などからクラス集団の特性を読み取り、クラス集団での個の適応や参加を

促すことにより、個がクラス集団に居場所を求めるようになってきた事例であった。 

４．考察 

「学級のユニバーサルデザインを考える」こととはどのようなことなのかを考察した。

生徒指導の研究から、先述の「生態学モデル」の環境要因に着目して、環境要因としての

クラス集団からのアプローチを考えてみた。その下支えとして、学習指導では、特別支援

教育の視点を取り入れた誰にでも「わかる授業」づくりが大切である。また、生徒指導で

は、従来から言われてきた「生徒指導の三機能」を学級経営に生かすことが大切である。

児童生徒に自己存在感を与えることに、共感的な人間関係を育成すること、自己決定の場

を与え自己の可能性を伸ばしてやることである。  

５．最後に 

特別な支援を必要とする児童を抱える学級では、学級担任は、指導形態を色々工夫しな

がら指導を行っているが、子どもたちの一人一人の特性や問題行動が多様であるため、予

防的な対応が難しい現状がある。そのため、学級担任の負担が増えたり、手だての遅れか

ら学級の集団が崩れ、学級崩壊を起こしかねない場合がある。また、担任自身が肉体的、

精神的に疲れ、病気になったり、学校を去るというケースも見てきた。初任者教員の事例

を通し、誰にでもできる学級経営の方法を試みてきたが、実際、日常的な教育活動におい

てはそんな簡単なことではない。当然、カウンセリングマインドとゼロトレランスの問題

が学級担任に押し寄せてくる。「何で、あの子は許されるの？」しかし、それでも特別支援

教育を視点とした「学級のユニバーサルデザイン」を構築していくことが重要である。な

ぜなら、そこには、共生社会のモデルがあり、その学びはすべての児童が共有できると思

われるからである。そこに教育的な価値が見い出され、「今困っている子のニーズに応える

ことは、今困っていない子のニーズに応えることになるだろう。」という仮説が実証される

のではないだろうか。「学級のユニバーサルデザイン」は学級経営のすべてに求められる。 

【主な参考文献】  

日本特別ニーズ教育学会編・代表荒川智・高橋智（2007） 特別ニーズ教育 ミネルヴァ  

全国情緒障害教育研究会編（2004）通常の学級における AD/HD の指導 第２版 日本文

化出版 

相澤雅文・清水貞夫・三浦光哉（2008） 特別支援教育コーディネーター かもがわ出版     

国立特殊教育総合研究所（2005）LD・AD/HD・高機能自閉症の子どもの指導ガイド 東

洋館出版   

石隈利紀 (2009)  学校心理学 誠信書房 

本郷一夫編 (2008)  発達アセスメント 有斐閣 
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『中学校における暴力行為予防のための実践プラン』 

～SVPP (School Violence Prevention Program）による取り組み～ 

 

兵庫教育大学大学院 教育高度化専攻 心の教育実践コース 修了 

西 村 純 一（尼崎市立大庄北中学校教諭） 

 

 

問題の所在とプランの目的 

 近年,児童生徒の「暴力行為」が深刻な問題として注目されている。2009 年度の文部科学

省の問題行動調査によれば,暴力行為が小中高全体で過去最多となり,6 万件を超えたことが

報告された。学校種別では小学校が 7115 件,中学校は 4 万 3715 件,高校は 1 万 83 件で,中学

校が突出している。発生件数のみで各発達段階における暴力の出現特性を論じることはでき

ないが,中学生の時期は暴力が顕在化しやすい時期と捉えることができる。 

 2010 年度に実施した A 市での教師の意識調査（A 市内 11 校 256 人を対象に調査）におい

ては,「現在,生徒からの暴力行為に対して脅威を感じながら仕事をしている」という教師が

26％にものぼり,「過去に生徒からの暴力行為に対して脅威を感じて仕事をしていたことがあ

った」という教師については,67％という高い数字が示された。暴力の脅威を感じて仕事をし

なければならない状態は精神的に極めて厳しい状態にあり,些細なきっかけで教師の自己崩

壊（バーンアウト）に陥ることもある。国際労働機関（ＩＬＯ）がかつて指摘したように「教

師は戦場なみのストレスにさらされている」と言える。 

 本プランの目的は次の 3 点である。第一は,生徒が将来に亘り「暴力行為」を引き起こさ

ないようにすることである。第二は,暴力を振るう主体だけでなく,教師をはじめ周囲の相互

作用に着目し,変化を促進することである。第三は,協働意識のもとにプログラムを実施する

ことで,教師にプラスの作用が働き,ひいては生徒を含め学校全体を元気にすることである。 

SVPP の概要 

プログラムを構想するにあたって,まず学校現場の教師の意見を聞き,組み込むことを重要

視した。職員研修を行う上で個人のスキルアップだけでなく,「暴力行為の予防」という共通

の目的を意識することで,教師集団に協働性が芽生えることもプラスアルファーの効果とな

ると思われる。教師向け SVPP を実施することで,教師の個人対応能力が向上し,生徒の微妙な

心情や行動の変化を感じる危機対応意識が職場レベルで向上すると考えられる。 

 生徒向けの SVPP では道徳と学活を活用して,非行予防におけるエクササイズや,暴力行為

に対しての学習も行った。多面的なアプローチによって,暴力行為抑制のための幅広いオプシ

ョンを持つことをねらいした。特に,アンガーマネジメントにおいては,セルフトレーニング

をすることにより,生徒の内面からの変化が起きることが予想される。こうしたプログラムの
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実施によって,教師と生徒の関係にも変化が生じ,学校の安心・安全が促進されることが期待

されるプログラムと考えることができる。 

結果と考察 

中学生用攻撃性質問用紙 23項目を用い，プログラム実施前後で対応のあるｔ検定を行った。

その結果,「警戒心」(ｔ(201)＝1.97，ｐ<.05)と「身体的攻撃」(ｔ(201)=2.30，ｐ<.05)に

有意差がみられた。プログラムにおいて焦点化した「身体的攻撃」が減少したことは一定の

成果と考えられる。ただ,男子に対してのみ効果がみられ,女子に対しては効果がみられなか

ったことは,女子の身体的な攻撃性が男子に比べてもともと低かったことが要因のひとつと

考えられる。また,プログラムの内容が男子に特徴的な身体的攻撃を中心に組まれていたこと

も要因であると思われる。 

「警戒心」の数値が高くなったことは,生徒が周囲の悪口や暴言,暴力に対して敏感になっ

た結果と思われる。女子に特徴的な内面的攻撃（無視する,悪い噂を流す,孤立させる）を含

んだ攻撃性の抑止をめざすプログラムを開発することが今後の課題である。なお、対象学年

の暴力行為件数は昨年度と比べると大幅に減少した。2 年生の不安定な時期から 3 年生への

移行というプログラム以外の要因も考えられるが,実態的な数値として,一定の効果があった

と考えられる。 

まとめ 

生徒指導というと問題の後追い指導に陥りがちであるが,実際には予防的・開発的な取り組

みが重要であることはいうまでもない。しかし,学校現場では事件が起きた事後対応,事後指

導が殆どである。本プランでは,事前の予防的・開発的なプログラムを実施することで教員間

の危機意識を高めるとともに,生徒の暴力行為への関心と理解を深めることができたと考え

ている。 

学校における暴力行為の発生は,学校崩壊だけでなく教師の崩壊へもつながりかねない大

きな社会問題でもある。本プランの開発を通じて感じたことは，学校現場では危機への対処

にあたって即効性を求めがちであるが,重要なことは生徒の将来を見据え,先の展望を持った

教育を行うことである。そのためには回り道に見えても理論や学問的な知見を基盤とした時

間をかけた地道な実践を具体化することが重要であると考える。実践にあたっては,絆 

(social bond）を意識し,同僚や生徒との信頼関係を築くことが不可欠の前提となる。 

（共同研究者 新井肇） 
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ピア・サポートトレーニングプログラムとＱ-Ｕを活かした

学級づくりと個別支援

奈良教育大学大学院教育学研究科教職開発専攻 修了

川 畑 惠 子（奈良教育大学附属中学校 教諭）

【キーワード】ピア・サポートトレーニングプログラム、傾聴スキル、問題解決スキル、

対立解消スキル、Ｑ-Ｕ、学級集団の把握、個別の理解、職員研修、スキルアップ

本校第１学年と第２学年は、ピア・サポートトレーニングプログラムとＱ -Ｕを柱とし

た学級づくり・個別支援を行い、個々の成長を支援することに努めた。

中学１年生は対人関係、特に相手との距離の取り方において、経験不足から生じるトラ

ブルが多発する。このような状況を改善し、親和的な関係を構築するためのスキルを身に

つける機会を設ける必要を強く感じ、ピア・サポートのトレーニングプログラムを実施し

た。また、第２学年はクラス替えがあり、新たな人間関係の構築と学級づくり、個別支援

にプログラムを活かした。

ところで、プログラムの実施にあたっては、生徒達の実態を知ること、ソーシャルスキ

ルが育成されてきたかどうか、活動が有効に機能しているかどうか等を分析し、検証し、

改善することが必要となってくる。そこで、Ｑ -Ｕを学級集団の把握と個別の理解に活か

すことにした。Ｑ -Ｕの実施については、生徒の変化を把握するために、プログラム導入

前の６月と、プログラム終了後の 11 月の年２回とした。

また、ピア・サポートの研修を奈良教育大学池島徳大教授に、Ｑ-Ｕの研修を奈良教育

大学粕谷貴志准教授に依頼し、職員の共通理解とスキルアップを図った。

ピア・サポートのトレーニングプログラムは①「傾聴スキル」上手な聴き方・傾聴姿勢

を身につける、②「問題解決スキル」よりよい問題解決の方法を考える、③「対立解消ス

キル」対立解消の練習をする、という３つの活動を中心に据え、全 10 回行った。毎回の

活動では、エクササイズ、ロールプレイング、中心の活動、シェアリングという流れを定

着させた。そして、教員が共通の指導観を持ちプログラムを実施するために、事前研修を

必ず実施してから各学級で実践を行った。なぜ、ピア・サポートトレーニングプログラム

を組む上で、①「傾聴スキル」、②「問題解決スキル」、③「対立解消スキル」という活

動を中心に据えたかというと、前年時の第２学年に不登校の状態を示す生徒がおり、個別
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支援と学級集団づくりに、この３つのスキルが有効であるという結果を得たからである。

「傾聴スキル」は、話し手と聴き手という１対１の形をとり、聴き手が話し手を見てう

なずき、相手の言葉を確認し、話しやすい状態を作る姿勢を身につける学習である。この

ことによって、話し手は、聴き手が自分を受容してくれていること、共感してくれている

ことを実感できる。「問題解決スキル」は４人のグループを組み、自分が悩んでいる問題

について、他の３人が解決策をそれぞれアドバイスするという学習で、様々な解決方法に

気付くことができる。解決策を提案した者も、自己有用感が味わえる。「対立解消スキル」

は、３人または４人のグループを組み、対立している２人の問題を残りの者が調停すると

いう学習である。対立している者はそれぞれの言い分を述べることで、不満を出すことが

できる。また、調停というお互いが合意しながら問題を解決する方法をとるので、不満が

残らない。調停する側も第三者として客観的に問題をとらえて解決策を提案できるという

技能を獲得できる。いずれのスキルを獲得する場合も、傾聴姿勢が前提となる。

全 10 回のピア・サポートプログラムは次のとおりである。

①すてきな挨拶をしよう。②友だちのいいところを発見しよう。③言葉について考えよ

う。④話すこと、聞くことの基本をマスターしよう。⑤上手な｢聴き方｣を身につけよう。

⑥｢聴き上手｣のプロを目指そう。⑦よりよい問題解決の方法を考えよう。⑧対立解消の練

習をしよう。⑨身の回りの問題を解決しよう。⑩活動を振り返ろう。

毎回のトレーニング活動を終えるごとに、振り返りシートを記入させたところ、｢傾聴

姿勢｣を身につける活動では、話をじっくり聞いてもらったという満足感や、自分の存在

を認めてもらえたという充実感が書かれていた。「対立解消」の練習では、お互いの言い

分が出し合え、また、相手の気持ちを理解することもできたという振り返りが書かれてい

た。生徒会でも活動を取り入れたいという声も出てきた。活動終了後は毎回、満足度も調

査した。その結果、どの活動でも 80 ㌫以上の生徒が満足感を覚えている。

次は振り返りシートに書かれた生徒の感想である。

｢わたしは中学校へ入学したとき、知り合いが全くいなかったので、とても不安でした。

でも、今日の活動で、いろいろな人と話をすることができて、緊張感がとれました。また、

このような機会を作ってほしいと思いました。｣｢今日の活動ではじっくり話を聞いてもら

うことができて、気持ちがすっきりしました。相手の人が、うなずきながら僕の話を聞い

てくれたので、ああ、きちんと聴いてくれているのだなあと、気持ちがよくなりました。

僕も人の話を聞くときはしっかりと相手の顔を見て、うなずきながら聴こうと思いまし

た。｣「実際の部活動のもめごとで、対立解消の学習が生かせてよかったです。」

こうしたプログラムの実施により、登校をしぶる生徒も自己の存在感・自己肯定感を確

認することができ、自らの力で登校を促すという変化が見られた。

Ｑ-Ｕの事後調査では、「学級生活満足群」に属する人数の増加した学級が、第１学年４

学級中３学級見られ、活動の有効性が確認された。
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ミドルリーダーとしての教師力向上をめざして

－「数学的コミュニケーション力」を育成するモデル授業の構想 －

岡山大学大学院教育学研究科 教職実践専攻（教職大学院） １年

圓 井 大 介（岡山県・岡山市立鹿田小学校教諭）

１． ミドルリーダーとしての資質能力

学校組織では，校長・教頭といった管理職による

学校経営を主体とする「ゼネラリスト」と，教諭といっ

た児童の教育を主体とする「スペシャリスト」が混在

している。経験を積み，ミドルリーダーへと移行する

に伴って，児童の教育のみならず，学校・学年経営

へのかかわりが増えていくため，ミドルリーダーの資

質能力として，管理職の学校経営をサポートすると

いったゼネラリストとしての資質能力だけが強調され

がちになる。しかし，若手教員を「教育のスペシャリスト」に育てるという資質能力がミドルリーダに

とって，最も重要な能力であり，大局的にみて，学校経営に大きく関連してくると考えている。

それは，「授業が変われば，学校が変わる」からである。児童に教育を施す機会は，授業にお

ける割合が最も多く，学校全体の授業力が上がり，子どもたちの学力が伸びていることを保護者

や地域が実感することが，学校の信頼を勝ち取る一番の近道であると考えているからである。ミド

ルリーダーが「授業改善」を果たし，学校全体に「授業改善」を浸透させることが「教育改善」に繋

がっていく。学校といったチームの授業力を向上させる中心的役割がミドルリーダーであることか

ら，ミドルリーダーのスペシャリストとしての「授業力」を向上させることが喫緊の課題である。

２． 授業改善とコミュニケーション力の育成

知識基盤社会化に伴って，従来求められてきた「個

の能力」だけでなく，付け加えて，「チームとして働け

る能力」が求められてきている。この能力とかかわりを

もつ表現力やコミュニケーション力は，２１世紀に必要

な資質能力としての「キー・コンピテンシー」，内閣府

からの「人間力」，経済産業省からの「社会人基礎力」

などと大きく関係しており，「授業改善」の視点として，

表現力・コミュニケーション力の育成が挙げられる。
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３． 数学的コミュニケーション力を育成するモデル授業の構想

表現力の育成に，思考力の育成を抜きに考えることはできな

い。それは，思考力がないと表現しようにもできないからである。

思考の表れが表現であり，表現することが思考を強化するととら

えている。つまり，コミュニケーション力を含めた表現力を育成す

るには，思考力の育成についても考える必要があり，思考力と表

現力の育成の一体化が必要である。そこで，本研究は，算数科

に焦点をあて，算数科特有の思考力を深化させるコミュニケーション力を「数学的コミュニケー

ション力」とし，数学的コミュニケーション力を育成するモデル授業を構想し，実際の授業とその

省察を通して，ミドルリーダーとしての授業力の向上を図っていく。（第５学年「分数」の単元で，

数学的コミュニケーション力を育成するモデル授業を構想し，実践した。それらの詳細は省略）

４． 省察

（１）深化・発展していくために

数学的コミュニケーションに「反省的思考」を取

り入れることで，深化・発展させていく。反省的思

考とは，「自ら為した行為や思考を対象とする思

考」で，課題解決のために自分のとった思考をふり

返るといったメタ認知の側面をもち，思考力の育成

に欠かせないものと考えている。この反省的思考

を「自力解決」と「話し合い」の二つの場面に取り入れ

る。自力解決時における反省的思考を「基礎的な反省的

思考」，話し合い時における反省的思考を「思考を深化さ

せる反省的思考」とネーミングした。この二つの反省的思考

により，思考力が効果的に育成されるが，特に，数学的コミュ

ニケーションを行ったあとの，「思考を深化させる反省的思考」

が思考力の育成に大きな効果をもたらすと考えている。

（２）ミドルリーダーとしての教師力向上について

ミドルリーダーとしての授業力の向上は，実際の授業を通して

でしか育成されないと考えている。しかし，単に授業を行えば向上

していくわけでない。培いたい力や教材の本質などを明確にすることが必要で，本研究で構想し

たモデル授業（詳細省略）のような授業を積み重ねていくことで，ミドルリーダーとしての授業力は

向上していくという実感を得た。また，それに加えて，授業力を向上させるために欠かせないのが

「授業の省察」である。個人での省察はもちろんのこと，同僚教員に実際の授業の姿を見せ，一

緒に省察を行い，問題点や改善案を出し合い，次の授業に生かしていくことが授業力を大きく向

上させていく。そのため，学校で多角的に省察・分析する機会を構築していくことが課題である。
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児童の体力・運動能力の向上をめざして 

～学校や家庭で自ら進んで体を動かし，体力を高めていこうとする児童の育成～ 

 

鳴門教育大学大学院学校教育研究科高度学校教育実践専攻 修了      

森本英己（徳島県鳴門市里浦小学校教諭＜実践は鳴門市桑島小学校＞） 

 

１ 課題分析  

 ｢体力・運動能力の低下｣という問題は，本校においても例外ではなく，以前より問題意識を抱

えていた。そこで，体力向上を目的とした取り組み（学校カリキュラム面）や，児童の体力や運

動能力の向上をめざした取り組み（児童の実態面）に着目して学校分析を進め，この両面におけ

る課題を明らかにした。そして，自ら進んで体力や運動能力を高めていこうとする意識を強く抱

き，実践できる児童の育成をめざすためには，以下の２点を中心に実践研究を進める必要がある

と考えた。 

① 全校児童の体力・運動能力の向上をめざした取り組みを再度見直す。 

② 体育の授業や休み時間中の外遊び，学校行事や特別活動の充実を図る。 
２ 課題解決 

（１） 実践研究の計画 

課題解決に向けた研究の柱を，Ⅰ｢学校全体｣，Ⅱ｢体育の授業の充実｣，Ⅲ｢遊びの充実｣，Ⅳ｢特

別活動の充実｣とし，構造化を図った。この中で，研究の柱Ⅳが最も有効な手段であった。そこで，

この柱における取り組みに焦点化し，実践研究の流れを説明する。 

（２）第１期（４月の実践研究） 

①【教育目標の具現化】 

職員を対象に，｢体力向上面におけるよさと課題｣というテーマでワークショップを行い，児童

の実態と学校カリキュラム面でのよさと課題を整理した。そして，その結果の分析を通して，遊

びや体を動かす数多くの経験を積ませること，その経験を通して仲間意識やコミュニケーション

力，自ら考え工夫する力（思考力・創造力），リーダーとして仲間を引っ張り支える力の向上をめざそう

と考えた。また，具体的に育てたい子ども像を，『遊びや，体を動かす様々な経験を積ませ，体

力向上をめざそう』・『友だちとコミュニケーションを図りながら活動できる子どもを育てよう』

とし，全職員が協力して児童の体力・運動能力の向上をめざした取り組みを展開していこうとす

る共通認識を確立することができた。 

②【カリキュラムのプラン（Ｐ）の作成】 

体を動かす様々な経験を積ませ，①で記した様々な力を高めていくためには，体育だけでなく，

意図的に体を動かす（遊ぶ）場の設定が必要であると考えた。そこで，従来の｢ふれあい班｣とい

う異年齢集団に着目し，その活動時間である｢ふれあいタイム｣に様々な遊びを継続して行うこと

で，体力の向上はもちろんのこと，課題として挙げられた様々な力の向上もめざすことにした。 
③【活動に向けた条件の整備＜人＞・＜もの＞・＜組織と運営＞】 
○｢ふれあいタイム｣の活動に向け，最高学年である６年生全員を対象に事前フィールドワーク

を行い，全ての遊びの場を経験させたり，活動の進め方等を練習したりする時間を設け，リーダ

ーとして自信を持った進行等ができるための手立てを講じた。また，遊びを自分たちで工夫，発

展させる力や仲間意識の向上等，活動を通して身につけたい力を考慮して，毎週金曜日の朝と休

み時間の両方に活動を展開する新しい時間割りを設定した。 
○遊び方をあまり知らない児童が，様々な遊び方を知り，それを体

験できることを目的として，｢くわっこ元気アップシート｣を開発した。

そして，｢ふれあいタイム｣に，このシートを活用して遊ぶことで，進



─ 176 ─

んで体を動かそうとする意欲を高め，体力・運動能力の向上につなげていこうと考えた。 

（３）第２期（５月～７月の実践研究） 

 ①【カリキュラムの実施（Ｄ）】 

 計画や条件整備が整った６月より，「ふれあいタイム」がスタートした。 

 ②【カリキュラムの評価・改善（Ｓ・Ｉ）】 

 ７月の活動終了時には，児童を対象としたアンケート・意識調査，そして，教員を対象として

『前期「ふれあいタイム」の成果と課題』ワークショップを実施して活動を振り返り，評価を行

った。児童への調査結果からは，全校児童の約 70％が活動に対して好印象を抱いていることが分

かり，その楽しさを感じた要因も，活動を通して様々な力が身につき始めたことによって得られ

たことが明らかになった。しかし，その反面，仲間意識のさらなる向上やグループをまとめる高

学年のリーダーとしての資質の向上，コミュニケーションの活性化，体力向上も意識した活動へ

と発展させていく必要性を強く感じることができた。また，教員からの意見としても，児童の成

長を実感しながらも，高学年のリーダーとしての資質や活動への意欲のさらなる高まりを期待す

る声や，教師の関わり方に対する課題が挙げられた。 

（４）第３期（10 月～12月の実践研究） 

 ①【カリキュラムのプラン（Ｐ）の作成】 

 10 月からの活動では，前期の反省と評価，それに伴う改善点を意識した新たな目標を掲げ，そ

れに伴う条件整備を進めた。 

 ②【カリキュラムの実施（Ｄ）】 

 計画・条件整備等を整え，10月より後期「ふれあいタイム」がスタートした。後期は，高学年

のリーダーの資質の向上をめざし，『「ふれあいタイム」活動予定・振り返りシート』を導入し

た。６年生児童は，そのシートに活動予定や新たな遊びの計画を綴る

過程を通して，自分自身がグループの雰囲気を盛り上げようとする意

識や，より楽しい遊びに発展させていこうとする意識を高めることが

できた。また，同時に，翌年度リーダーとなる４・５年生の意識の向

上をめざして「チャレンジカード」を導入する等の新たな手立てを講

じたことによって，各班の雰囲気も明るくなり，活動中のコミュニケ

ーションも見られるようになった。そして，各班の担当教諭には，『教

師用「ふれあいタイム」活動振り返りシート』に毎時間の児童の様子や教師の声かけ等を綴ると

いう新しい手立てを講じた。この「教師の手立て」欄への具体的な記述は，教師の活動へのかか

わり方の共有化と，かかわりの面での不安を払拭することを目的として，随時「くわっこ元気ア

ップ通信」で発信した。このような手立てを講じたことで，各班の担当教諭が，以前よりも明確

かつ具体的な手立てを持って児童に関わる場面が見られるように変容した。 

 ③【カリキュラムの評価・改善（Ｓ・Ｉ）】 

 前期と同様に，12月の後期活動終了時には，児童を対象としたアンケート・意識調査，そして

活動に関わった教員を対象として『後期「ふれあいタイム」の成果と課題』ワークショップを実

施し，今までの活動を振り返り，評価を行った。児童への調査結果から，全校の約 86％の児童が

活動に好印象を持ったことが分かった。また，その楽しさを感じた要因も，仲間意識のさらなる

高まりや，よい雰囲気の形成だけではなく，前期にはほとんど見られなかった体力の向上やコミ

ュニケーションの活性化を意識できたことによる楽しさであることが明らかになった。また，活

動に関わった多くの教師からも，同様の声が聞かれ，後期の活動において新たな手立てを講じた

ことによる成果であると感じた。 

（５）第４期（1月～２月の実践研究）とまとめ 

第４期として，１月～２月にも活動を継続して実施した。１年間の活動を通して，体力や運動

能力の向上を数値的に立証することはできてはいないが，この活動が軌道に乗り，学校の一つの

文化として定着すれば，将来的に子どもたちの体力や運動能力は確実に向上していくのではない

かという強い手応えを得ることができた。 
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んで体を動かそうとする意欲を高め，体力・運動能力の向上につなげていこうと考えた。 

（３）第２期（５月～７月の実践研究） 

 ①【カリキュラムの実施（Ｄ）】 

 計画や条件整備が整った６月より，「ふれあいタイム」がスタートした。 

 ②【カリキュラムの評価・改善（Ｓ・Ｉ）】 

 ７月の活動終了時には，児童を対象としたアンケート・意識調査，そして，教員を対象として

『前期「ふれあいタイム」の成果と課題』ワークショップを実施して活動を振り返り，評価を行

った。児童への調査結果からは，全校児童の約 70％が活動に対して好印象を抱いていることが分

かり，その楽しさを感じた要因も，活動を通して様々な力が身につき始めたことによって得られ

たことが明らかになった。しかし，その反面，仲間意識のさらなる向上やグループをまとめる高

学年のリーダーとしての資質の向上，コミュニケーションの活性化，体力向上も意識した活動へ

と発展させていく必要性を強く感じることができた。また，教員からの意見としても，児童の成

長を実感しながらも，高学年のリーダーとしての資質や活動への意欲のさらなる高まりを期待す

る声や，教師の関わり方に対する課題が挙げられた。 

（４）第３期（10 月～12月の実践研究） 

 ①【カリキュラムのプラン（Ｐ）の作成】 

 10月からの活動では，前期の反省と評価，それに伴う改善点を意識した新たな目標を掲げ，そ

れに伴う条件整備を進めた。 

 ②【カリキュラムの実施（Ｄ）】 

 計画・条件整備等を整え，10月より後期「ふれあいタイム」がスタートした。後期は，高学年

のリーダーの資質の向上をめざし，『「ふれあいタイム」活動予定・振り返りシート』を導入し

た。６年生児童は，そのシートに活動予定や新たな遊びの計画を綴る

過程を通して，自分自身がグループの雰囲気を盛り上げようとする意

識や，より楽しい遊びに発展させていこうとする意識を高めることが

できた。また，同時に，翌年度リーダーとなる４・５年生の意識の向

上をめざして「チャレンジカード」を導入する等の新たな手立てを講

じたことによって，各班の雰囲気も明るくなり，活動中のコミュニケ

ーションも見られるようになった。そして，各班の担当教諭には，『教

師用「ふれあいタイム」活動振り返りシート』に毎時間の児童の様子や教師の声かけ等を綴ると

いう新しい手立てを講じた。この「教師の手立て」欄への具体的な記述は，教師の活動へのかか

わり方の共有化と，かかわりの面での不安を払拭することを目的として，随時「くわっこ元気ア

ップ通信」で発信した。このような手立てを講じたことで，各班の担当教諭が，以前よりも明確

かつ具体的な手立てを持って児童に関わる場面が見られるように変容した。 

 ③【カリキュラムの評価・改善（Ｓ・Ｉ）】 

 前期と同様に，12月の後期活動終了時には，児童を対象としたアンケート・意識調査，そして

活動に関わった教員を対象として『後期「ふれあいタイム」の成果と課題』ワークショップを実

施し，今までの活動を振り返り，評価を行った。児童への調査結果から，全校の約 86％の児童が

活動に好印象を持ったことが分かった。また，その楽しさを感じた要因も，仲間意識のさらなる

高まりや，よい雰囲気の形成だけではなく，前期にはほとんど見られなかった体力の向上やコミ

ュニケーションの活性化を意識できたことによる楽しさであることが明らかになった。また，活

動に関わった多くの教師からも，同様の声が聞かれ，後期の活動において新たな手立てを講じた

ことによる成果であると感じた。 

（５）第４期（1月～２月の実践研究）とまとめ 

第４期として，１月～２月にも活動を継続して実施した。１年間の活動を通して，体力や運動

能力の向上を数値的に立証することはできてはいないが，この活動が軌道に乗り，学校の一つの

文化として定着すれば，将来的に子どもたちの体力や運動能力は確実に向上していくのではない

かという強い手応えを得ることができた。 

 

児童が主体的に学び合う授業づくり 

―教師と児童、児童と児童のコミュニケーションを中心に― 
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私は「児童同士が主体的に学び合うことのできる授業」を理想として考えている。そうし

た授業を行うことで，児童らは自ら課題を解決する力を身に付けることができるとともに，

学習内容を深く理解することができるのではないかと考えるからである。 
そのように考えるようになったきっかけとして，大学院１年次後期の実習で，「鉄ぼう運動」

の授業実践を１単元通して行った経験がある。 
この授業では，得意児童と不得意児童とが混ざったグループを作って練習を行い，得意

児童が不得意児童に教えることのできるような授業のかたちをとった。すると，今まで鉄

棒に触ることのなかった児童も，得意児童に教えてもらったり，励まされたり勇気づけら

れたりすることで，実際に鉄棒に触れてみて練習を行うことができていた。結果として，

児童が児童同士のコミュニケーションをもとに主体的に活動に取り組む姿を見ることがで

きたのである。そこで，私はこのような「児童同士のコミュニケーション」とそれを生み

だすことができた，「グループワーク」に焦点を当てた授業づくりを行うことで，児童の意

欲や主体性を高めることができるのではないかと考え，「児童が主体的に学び合う授業づく

り」をテーマとして本研究を行うこととした。 

本研究では，「児童が主体的に学び合う授業」を行うために，これまで次の２点に着目し

て授業実践を行ってきた。１つは，グループワークでの学び合いを取り入れた授業づくりで

ある。このことは，体育の授業実践を経験したことから，他の教科でもグループワークによ

る取り入れた授業を行うことで，児童同士のコミュニケーションを促し，児童の主体的な学

び合いを生みだすことができるのではないかと考え，手立てとして取り入れることとした。 
もう１つは，教師が児童の発言に対して問い返しを行うことで，児童の発言を深めたり，

考えを全体に広げたりといったことを意識した授業づくりである。このことは，体育以外の

授業実践を行う中で明らかになった自己の課題として，「児童の発言について教師が説明して

しまう傾向」が見られたため，学習内容の重要なポイントについて児童が深く考えられるよ

うに，また，他の児童がそれを聞いて学べるように工夫したいと考え取り入れることとした。 
これら２つの手立てを取り入れた授業をこれまで行ってきた。授業実践１では，第４学年

国語科「いろいろな意味をもつ言葉」の授業を行った。学習内容としては，「いろいろな意味

をもつ言葉（多義語）」を用いて，簡単な「なぞかけづくり」を行った。また，授業では，グ

ループワークを取り入れた授業づくりを行い，児童同士のコミュニケーションや主体的な学

び合いを生みだしたいと考えた。 
授業実践１を行ったことで，成果として次の２点が挙げられた。１つは，グループワーク

を取り入れた授業づくりを行ったことで，児童同士のコミュニケーションが多くの場面で見

られたということがある。このことは，ビデオ映像による授業風景や，プロトコル分析など
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で児童一人ひとりが課題の作成のために話し合いに参加する姿が見られたことから明らかと

なった。 
もう１つは，普段の授業の中でワークシートの作成に遅れの見られる児童も，課題の内容

を理解しワークシートを作成することができていたということがある。このことから，グル

ープワークによる児童同士の学び合いが生まれたことにより，児童の学習内容の理解が深ま

ったのではないかと考えられた。 
こうした成果から，グループワークを取り入れた授業づくりを行うことで，児童のコミュ

ニケーションを生みだすとともに，児童の主体的な学びを促すことが明らかとなった。 
授業実践２では，ごんぎつねの最後の「６」の場面をクラス全体で読みとり兵十とごんの

気持ちの変化をつかむ授業を行った。用いたワークシートでは，６の場面の叙述を書き出し

てあり，その時の登場人物の気持ちを考えさせた。また，児童らにはあらかじめワークシー

トを作成してきてもらい，考えた内容をクラス全体で発表し合いながら読みを深めるかたち

で授業を行った。 
教師は授業の中で，教師自身の課題である，「児童の発言に対して教師が説明してしまう傾

向」の改善のために，発問に答えた児童の発言に対して，「なぜ，そのように思ったのか。」

「どの部分からそれが分かるのか。」といった問い返しを意識しながら授業を行うこととした。

そうした，問い返しを行っていくことで，児童がした発言に対しての根拠を引き出したり，

さらに深い考えを引き出すことができるのではないかと考えたからである。 
そうした授業づくりを行ったことで，次のような成果が見られた。１つは，授業の中で問

い返しを行ったことで，児童の発言を深めるとともに，他の児童を広げることができた場面

が見られたことがあった。例えば，最後にごんが兵十に理解してもらえた場面では，ごんの

気持ちを「やっと分かってもらえた，です。」と答えた児童に対して，教師が「どうしてやっ

と分かってもらえたって考えたのかな？」と問い返したことで，「くりがおいてあるのを見た

兵十が，ごんに聞いてごんがうなずいたから。」という児童がそのように考えた根拠を引き出

すことができており，他の児童にもその考えを伝えることができていた。  
もう１つは，この授業を行った後に，「６」の場面をもとにして，話しの中には実際には存

在しない「７」の場面を想像して書くという授業を行ったのだが，すべての児童が「６」の

場面をもとに想像力豊かに書きこむことができていた事が成果として挙げられた。このこと

から，問い返しを取り入れた授業づくりを行ったことで，児童は「６」の場面について深い

読みを行うことができていたと考えられた。 
しかし，そうした授業を行ったことで，いくつかの課題も見つかった。大きな２つとして，

まず１つは問い返した内容を，教師をはさまない児童主体の話し合いにまでは，つなげるこ

とができていなかったことが挙げられる。改善としては，「他の人はどのように思いますか？」

「本当にこれであってるの？」といった，児童の考えを他の児童につなげる問い返しを行う

ことが必要であると考えられた。 
もう 1つは，発問の内容・数の絞り込みができていないために，考える時間が足らず，教

師が答えを言ってしまう場面が見られたことが挙げられる。改善としては，その教材のねら

いに迫る部分の発問に焦点をしぼった発問計画を立てること，また，そのときに児童の発言

にたいして意図を持って問い返しを行うことが必要であると考えられた。 
以上の２つの課題と改善点を生かして，今後も授業を行っていきたいと考えている。 
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で児童一人ひとりが課題の作成のために話し合いに参加する姿が見られたことから明らかと

なった。 
もう１つは，普段の授業の中でワークシートの作成に遅れの見られる児童も，課題の内容

を理解しワークシートを作成することができていたということがある。このことから，グル

ープワークによる児童同士の学び合いが生まれたことにより，児童の学習内容の理解が深ま

ったのではないかと考えられた。 
こうした成果から，グループワークを取り入れた授業づくりを行うことで，児童のコミュ

ニケーションを生みだすとともに，児童の主体的な学びを促すことが明らかとなった。 
授業実践２では，ごんぎつねの最後の「６」の場面をクラス全体で読みとり兵十とごんの

気持ちの変化をつかむ授業を行った。用いたワークシートでは，６の場面の叙述を書き出し

てあり，その時の登場人物の気持ちを考えさせた。また，児童らにはあらかじめワークシー

トを作成してきてもらい，考えた内容をクラス全体で発表し合いながら読みを深めるかたち

で授業を行った。 
教師は授業の中で，教師自身の課題である，「児童の発言に対して教師が説明してしまう傾

向」の改善のために，発問に答えた児童の発言に対して，「なぜ，そのように思ったのか。」

「どの部分からそれが分かるのか。」といった問い返しを意識しながら授業を行うこととした。

そうした，問い返しを行っていくことで，児童がした発言に対しての根拠を引き出したり，

さらに深い考えを引き出すことができるのではないかと考えたからである。 
そうした授業づくりを行ったことで，次のような成果が見られた。１つは，授業の中で問

い返しを行ったことで，児童の発言を深めるとともに，他の児童を広げることができた場面

が見られたことがあった。例えば，最後にごんが兵十に理解してもらえた場面では，ごんの

気持ちを「やっと分かってもらえた，です。」と答えた児童に対して，教師が「どうしてやっ

と分かってもらえたって考えたのかな？」と問い返したことで，「くりがおいてあるのを見た

兵十が，ごんに聞いてごんがうなずいたから。」という児童がそのように考えた根拠を引き出

すことができており，他の児童にもその考えを伝えることができていた。  
もう１つは，この授業を行った後に，「６」の場面をもとにして，話しの中には実際には存

在しない「７」の場面を想像して書くという授業を行ったのだが，すべての児童が「６」の

場面をもとに想像力豊かに書きこむことができていた事が成果として挙げられた。このこと

から，問い返しを取り入れた授業づくりを行ったことで，児童は「６」の場面について深い

読みを行うことができていたと考えられた。 
しかし，そうした授業を行ったことで，いくつかの課題も見つかった。大きな２つとして，

まず１つは問い返した内容を，教師をはさまない児童主体の話し合いにまでは，つなげるこ

とができていなかったことが挙げられる。改善としては，「他の人はどのように思いますか？」

「本当にこれであってるの？」といった，児童の考えを他の児童につなげる問い返しを行う

ことが必要であると考えられた。 
もう 1つは，発問の内容・数の絞り込みができていないために，考える時間が足らず，教

師が答えを言ってしまう場面が見られたことが挙げられる。改善としては，その教材のねら

いに迫る部分の発問に焦点をしぼった発問計画を立てること，また，そのときに児童の発言

にたいして意図を持って問い返しを行うことが必要であると考えられた。 
以上の２つの課題と改善点を生かして，今後も授業を行っていきたいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 主題設定の理由 

在籍校のＢ中学校区は、平成１８年度より、Ａ小学校・Ｂ中学校・Ｃ小学校と共通の目

標を設定し、施設分離型の小中一貫教育を推進している。現在、市は市内全中学校に施設

分離型小中一貫教育を推進しており、他の中学校からみるとモデル校的な扱いになる。 

Ｂ中学校区は、Ａ小学校とＢ中学校は隣接しているが、Ｃ小学校とは、約１.５㎞離れ

ており、会議などは車で移動しなければならない。つまり、施設分離型なので、学校組織

の意思疎通が不十分になりがちで学校運営が難しいという課題がある。 

そこで、ミドル・アップダウン・マネジメントという手法を取り入れ、学校組織の意思

相通を円滑にし、学校組織の活性化を図りたいと考えた。  

２ 研究主題の意味 

ミドル・アップダウン・マネジメントとは、「中間的立場に立つミドルが学校運営にリ

ーダーシップを発揮して、学校経営方針や活動の

方向性を教職員に周知徹底させるために指導・助

言などの働き掛けをしたり、逆に教職員の教育活

動に対する考えを集約して管理職に伝えたりする

など、組織の意思疎通を円滑にして学校の活性化

を図る手法」である。   

施設分離型小中一貫教育校では、このミドルが

複数いるので、このミドルがチームとなって、学

校組織の活性化を図りたいと考えた。今回は、研

究主任部会に焦点をあてて授業づくりを中心に実践していった。 

３ 研究の実際 

○ １学期（計画を立てる段階） 

ここでは、１年間の研究活動で、何を大事にして授業実践をするのかを計画していくこ

とをねらいとしている。まず、３校校長部会より、「Ｂ中学校区の学び方が、中期部しかで

きていないので、前・中・後期の系統表が必要」ということを、ミドルの研究主任部会に

 

施設分離型小中一貫教育校における 

学校組織の活性化を図る一方途 

～ミドル・アップダウン・マネジメントを通して～ 

 

福岡教育大学大学院 教育学研究科 教職実践専攻 学校運営リーダーコース ２年 

西 田 剛 信 （宗像市立日の里西小学校主幹教諭） 

 



─ 180 ─

提示された。それを踏まえて、研究主任部会で協議し、「中期部の学び方を基に系統表をみ

んなで作ろう」と決め、研修会の目的、日程、内容等を具体化し、各学校の学年研修会で

説明した。学年研修会では、中期部の学び方を基に、児童生徒の実態などを考慮しながら

学年で話し合った。その際、研修会シートに学び方の修正案や教師のアイデアを書くよう

にした。その後、研究主任部会で、研修会シートに書かれた内容をお互いに出し合い、学

び方系統性を作成していった。また、教師のアイデアとして「前任校で、学び方や学習規

律のチェックシートを作成して実践していたので、Ｂ中学校区でもチャレンジしてみては」

という事がシートに書かれていた。そこで、このアイデアを基に、学び方チェックシート

も作成して、３校校務会議の場で、トップである３校校長部会、３校教頭部会に提供して

いった。以上のような流れで、ミドル・アップダウン・マネジメントを実践していった。 

○ ２学期（実践の段階） 

ここでのねらいは，１学期に明確にしてきた学び方系統表をもとに公開授業や協議会を

行いながら，学び方の系統表を日常化することである。公開授業の場は，大きく２通りあ

る。１つは，３校合同公開授業研修会に向けて研究授業を行う部研（２学年単位）である。

これは，近接学年でお互いの授業を見合い，児童生徒の実態や学習規律や学び方を共通理

解していく場である。２つ目は，３校合同公開授業研

修会である。３校合同公開授業研修会が各学校で１回

ずつ行われるので，他校の教師が授業を参観し，協議

会を行う研修会である。これらの実践を通して，３校

の教職員が，１学期に作成された学び方系統表を日常

化しようとする姿が見られた。右の資料は、Ａ小学校

低学年担任の部研が終わった後の感想である。「役割分

担をはっきりさせて」「学習規律や学び方を意識するよ

うに」「同学年で指導している」等，学校組織を活性化させようとする姿がうかがえる。  

４ 研究の成果と課題 

 
【成果】 
○ 学び方系統表の作成で，原案をもとに各学年部の意見やアイデアを吸い上げなが

ら，授業づくりの重点化を図ったことは，Ｂ中学校区のめざす授業像や子ども像が

明確にされ，共通理解を図ることができた。  
○ チェックシートをもとに，部研でお互いの授業を見合った研修会を行ったことは，

協議会での協議の柱が明確になり，学年部会で協力して授業改善を行おうとするよ

うになった。  
○ チェックシートをもとに，３校合同公開授業研修会を行ったことは，協議会での

協議の柱が明確になり，他校の情報を増加させるものになった。  
【課題】 
○ ミドル・アップダウン・マネジメントの実践の積み上げや見通しを持ってきちん

と計画を立てる必要があること。  
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提示された。それを踏まえて、研究主任部会で協議し、「中期部の学び方を基に系統表をみ

んなで作ろう」と決め、研修会の目的、日程、内容等を具体化し、各学校の学年研修会で

説明した。学年研修会では、中期部の学び方を基に、児童生徒の実態などを考慮しながら

学年で話し合った。その際、研修会シートに学び方の修正案や教師のアイデアを書くよう

にした。その後、研究主任部会で、研修会シートに書かれた内容をお互いに出し合い、学

び方系統性を作成していった。また、教師のアイデアとして「前任校で、学び方や学習規

律のチェックシートを作成して実践していたので、Ｂ中学校区でもチャレンジしてみては」

という事がシートに書かれていた。そこで、このアイデアを基に、学び方チェックシート

も作成して、３校校務会議の場で、トップである３校校長部会、３校教頭部会に提供して

いった。以上のような流れで、ミドル・アップダウン・マネジメントを実践していった。 

○ ２学期（実践の段階） 

ここでのねらいは，１学期に明確にしてきた学び方系統表をもとに公開授業や協議会を

行いながら，学び方の系統表を日常化することである。公開授業の場は，大きく２通りあ

る。１つは，３校合同公開授業研修会に向けて研究授業を行う部研（２学年単位）である。

これは，近接学年でお互いの授業を見合い，児童生徒の実態や学習規律や学び方を共通理

解していく場である。２つ目は，３校合同公開授業研

修会である。３校合同公開授業研修会が各学校で１回

ずつ行われるので，他校の教師が授業を参観し，協議

会を行う研修会である。これらの実践を通して，３校

の教職員が，１学期に作成された学び方系統表を日常

化しようとする姿が見られた。右の資料は、Ａ小学校

低学年担任の部研が終わった後の感想である。「役割分

担をはっきりさせて」「学習規律や学び方を意識するよ

うに」「同学年で指導している」等，学校組織を活性化させようとする姿がうかがえる。  

４ 研究の成果と課題 

 
【成果】 
○ 学び方系統表の作成で，原案をもとに各学年部の意見やアイデアを吸い上げなが

ら，授業づくりの重点化を図ったことは，Ｂ中学校区のめざす授業像や子ども像が

明確にされ，共通理解を図ることができた。  
○ チェックシートをもとに，部研でお互いの授業を見合った研修会を行ったことは，

協議会での協議の柱が明確になり，学年部会で協力して授業改善を行おうとするよ

うになった。  
○ チェックシートをもとに，３校合同公開授業研修会を行ったことは，協議会での

協議の柱が明確になり，他校の情報を増加させるものになった。  
【課題】 
○ ミドル・アップダウン・マネジメントの実践の積み上げや見通しを持ってきちん

と計画を立てる必要があること。  

 

ねりあいによる子どもの学びの高まり～小学校国語科文学教材において 

 
長崎大学大学院教育学研究科教職実践専攻 ２年  

野口亮介                 
 

 
（はじめに） 
私は、教師の発問に子どもが答える IRE 構造の授業（いわゆる一問一答型の授業）から、

子どもが主体となる授業への転換をめざしている。転換のキーワードは、ねりあいと子ども

の高まりだ。ねりあいとは授業において教師の発達的介入（teaching&caring）によって子
どもが自らの意見を明確にし、そして差異を媒介とした協働学習を発展させることである。

そこで子どもが高まるとは、差異を媒介した協働学習からそれぞれの児童生徒が自らの意見

と考えを持つことである。その際、教師の介入は相対化され、それ自身も相対化した意見と

なる。このねりあいという仕組みを取り入れることで、協働学習を発展させる。その具体的

方策として、小学校国語科文学教材における３段階の授業モデルを構想し、それをもとに授

業を実地した。 
（授業モデル作成までの経緯） 
 子ども主体の授業のために、最初に「やまなし」の授業実践を行った。教材を高度化する

ことで、ねりあいの活発化をねらった実践であったが、教師の介入なしでは教材に対する考

えが深まらないことが明らかになった。次の実践では、教師の介入のありかたをみるために

私の授業と教師歴約２０年の熟練教師の授業における発話の比較を行った。その結果、授業

の流れの中で子どもの考えを授業展開に位置づけ、それを深めるような発問を行うことで、

子どもの高まりがみられることが明らかになった。このような実践を経て、子どもの高まり

を教師がモデルとして想定し、その中で子どもの考えを深める介入を行う必要性を感じ、本

授業モデルを作成した。 
（３段階の授業モデル） 
本モデルで子どもは主観と客観の視点を移動して考えながら、３段階を経て自らの考えを

発展させる。 
Ⅰ．原中心化～Blank box approach～ 
１段階目は主観的な視点で物語を読む原中心化の段階で、子どもはここで初めて作品に触

れる。子どもが読む前に、教師が作品の中の作者の主張がもっとも表れている部分を空所

（Blank box）にしておく。その状態で子どもは客観読みを媒介とせず物語を通読し、空所
に入りそうな言葉を考えて入れる。そうすることで、作者の物語の世界のイメージを積極的

に読み取ろうとし、自分で考えた言葉を入れることで自分の思いを持つことができる。そし

て、それを協働学習においてねりあうことで、作品の世界を基盤にしながら子ども同士の思

いの差異により主題の世界が相互に明らかになる。また、物語を読んで作者の世界を明らか

にしようという必然性が子どもの中にうまれる。このように、作者の世界の一部に自分の言

葉を入れ、作者の世界を基盤に自分の思いを持つ段階を原中心化とする。 
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Ⅱ．脱中心化～Gap & Concept approach～ 
２段階目は主観を離れ、客観的な視点で物語を読む段階だ。本段階では、空所にしていた

部分が開示され、子どもは自分たちの言葉と作者の言葉の違いが明らかになる。また、もっ

とも作者の主張が表れている部分が明らかになるため、作品の持つ概念的イメージの違いも

ここで明らかになる。そこから、客観読みを媒介としながら、原中心化した自分たちの言葉

との比較によって作者の思いを知り、自らの思いを相対化する。ここでの客観読みは、２つ

の方法によってなされる。１つめは、作者と子どもの違い（Gap）を追求する方法だ。空所
が開示された時点で作者との違いは明らかになっている。その違いの根拠を考えることで作

者の主張に近づくことができる。２つめは、作者の概念的なイメージ（Concept）にせまっ
ていく方法だ。本文の中に作者の持っている主題ついての概念を、端的に表した言葉（名詞、

接続詞）がある。それらに注目して、客観読みを行うことで作者の主題にせまることができ

る。このように、空欄の開示によって明らかになった作者と子どもの思いの違いを客観読み

によって読み取り、それによって自らの思いを相対化しながら作者の思いにせまる段階を脱

中心化とする。 
Ⅲ．再中心化～think & writing & teacher’s message approach～ 
３段階目は、再び主観的に考える段階だ。本段階では、第三者に向けて作品から読み取っ

たことを手紙に書くということを行う。その際に、何を伝えるべきかを考えることで、子ど

もは作品から人間に普遍な真理を言語化し抽出する。ここでいう人間に普遍的な真理とは、

主題から子どもが抽出する作品の本質的なものだ。それは、その後の生活の場面における、

具体的な行動や考え方の原理となりうるものである。何を書くべきか話し合うことで、一人

ひとりが受け取っている真理の差異によってより理解を深める。最終的にそれを手紙として

書くことで自分の言葉で真理をとらえなおすことができる。そして、最終的に教師自身も授

業の中で再中心化した自らの思いを子どもに伝える。このように、作品の本質を理解し、最

初に考えた主観的理解を主体的考えに発展させる段階を再中心化とする。 
（方法） 
村野四郎の「鹿」を教材として、３時間の小学校６年生国語科で授業実践を行った。本実

践では原中心化では「生きる時間が黄金のように光る」の下線部を空欄にし、脱中心化ので

は「じっと、すんなり」「彼」「黄金」という言葉に注目した。再中心化では、鹿を食べる村

人に手紙を書くという活動を行った。これらを、授業ビデオと話し合いにおける各班でのレ

コーダーによる音声記録をもとに作成した発話プロトコルをもとに分析した。 
（結果と考察） 
 「鹿」の主題について理解するためには、「黄金のように光る」の部分をいかに子どもにつ

かませるかが肝要となる。しかし、本実践ではその部分の押さえが足りず、子どもの意見が

原中心化の段階で止まってしまった。また、子どもに３段階の思考をさせることを教師がイ

メージしすぎていたことによって、教師の言いたいことを子どもが探って、それを自分の考

えとして書くという部分が多く見られた。 
（課題） 
教材ごとの主題とそこに至るまでの過程を明確に教師が持つこと、授業中に出てきた子ど

もの意見を授業過程に組み込むこと、この２つが本実践研究において課題としてあげられた。

これらを改善し、一人ひとりの意見が意味を持ち全体として考えが発展していく授業実践を

目指す。 
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Ⅱ．脱中心化～Gap & Concept approach～ 
２段階目は主観を離れ、客観的な視点で物語を読む段階だ。本段階では、空所にしていた

部分が開示され、子どもは自分たちの言葉と作者の言葉の違いが明らかになる。また、もっ

とも作者の主張が表れている部分が明らかになるため、作品の持つ概念的イメージの違いも

ここで明らかになる。そこから、客観読みを媒介としながら、原中心化した自分たちの言葉

との比較によって作者の思いを知り、自らの思いを相対化する。ここでの客観読みは、２つ

の方法によってなされる。１つめは、作者と子どもの違い（Gap）を追求する方法だ。空所
が開示された時点で作者との違いは明らかになっている。その違いの根拠を考えることで作

者の主張に近づくことができる。２つめは、作者の概念的なイメージ（Concept）にせまっ
ていく方法だ。本文の中に作者の持っている主題ついての概念を、端的に表した言葉（名詞、

接続詞）がある。それらに注目して、客観読みを行うことで作者の主題にせまることができ

る。このように、空欄の開示によって明らかになった作者と子どもの思いの違いを客観読み

によって読み取り、それによって自らの思いを相対化しながら作者の思いにせまる段階を脱

中心化とする。 
Ⅲ．再中心化～think & writing & teacher’s message approach～ 
３段階目は、再び主観的に考える段階だ。本段階では、第三者に向けて作品から読み取っ

たことを手紙に書くということを行う。その際に、何を伝えるべきかを考えることで、子ど

もは作品から人間に普遍な真理を言語化し抽出する。ここでいう人間に普遍的な真理とは、

主題から子どもが抽出する作品の本質的なものだ。それは、その後の生活の場面における、

具体的な行動や考え方の原理となりうるものである。何を書くべきか話し合うことで、一人

ひとりが受け取っている真理の差異によってより理解を深める。最終的にそれを手紙として

書くことで自分の言葉で真理をとらえなおすことができる。そして、最終的に教師自身も授

業の中で再中心化した自らの思いを子どもに伝える。このように、作品の本質を理解し、最

初に考えた主観的理解を主体的考えに発展させる段階を再中心化とする。 
（方法） 
村野四郎の「鹿」を教材として、３時間の小学校６年生国語科で授業実践を行った。本実

践では原中心化では「生きる時間が黄金のように光る」の下線部を空欄にし、脱中心化ので

は「じっと、すんなり」「彼」「黄金」という言葉に注目した。再中心化では、鹿を食べる村

人に手紙を書くという活動を行った。これらを、授業ビデオと話し合いにおける各班でのレ

コーダーによる音声記録をもとに作成した発話プロトコルをもとに分析した。 
（結果と考察） 
 「鹿」の主題について理解するためには、「黄金のように光る」の部分をいかに子どもにつ

かませるかが肝要となる。しかし、本実践ではその部分の押さえが足りず、子どもの意見が

原中心化の段階で止まってしまった。また、子どもに３段階の思考をさせることを教師がイ

メージしすぎていたことによって、教師の言いたいことを子どもが探って、それを自分の考

えとして書くという部分が多く見られた。 
（課題） 
教材ごとの主題とそこに至るまでの過程を明確に教師が持つこと、授業中に出てきた子ど

もの意見を授業過程に組み込むこと、この２つが本実践研究において課題としてあげられた。

これらを改善し、一人ひとりの意見が意味を持ち全体として考えが発展していく授業実践を

目指す。 

 
イオンの移動観察実験に関する教材開発 
～マイクロスケール実験で銅イオンを調べる～  

 

宮崎大学大学院教育学研究科教職実践開発専攻  1 年 

沼 口 和 彦 （宮崎県立宮崎北高等学校教諭） 

 
 

1. はじめに 

2008 年度に中学校学習指導要領が

告示され，平成 24 年度から全面実施と

なる。この改訂のポイントの 1 つとし

て，「理数教育の充実」が挙げられ，そ

の中でも理科においては「粒子」が大

きな柱の 1 つとなっている。そこで，

中学 3 年生の粒子概念に関する理解度

を把握するため，宮崎県立高等学校一

般入学者選抜学力検査の問題内容と正

答率を分析した(fig.1)。  

物理・生物・地学・化学の 4 領域の過年度比較において，化学的領域の正答率が低い傾

向がわかった。その中でも「粒子概念に関する問題」の正答率はさらに低いという事実が

判明した。特に平成 23 年度の粒子概念に関する出題は，今回の改訂で再び中学校に移行さ

れた「水溶液とイオン」に関する学習内容についての出題であった。さらに問題内容を詳

細に検討した結果，電気分解の実験結果と水溶液中の原子が電気を帯びていることを結び

付けて説明できる力を培うための手立てが十分に行われていない状況が明らかになった。 

 

2. 研究の目的 

イオンなどの粒子概念を理解させるための最初の段階においては，適切な実験を行うこ

とによって，巨視的な現象と微視的な世界をつなぐイメージを培う必要がある。しかし，

イオンの視覚化を目的としたイオン移動観察実験（銅イオンの移動を青色のしみの動きで

確認する実験）は，15V という高い電圧と 10 分以上の観察時間を要するため，どの教科書

においても結果を載せるだけにとどまっている。そこで，環境問題に配慮したグリーンケ

ミストリであるマイクロスケール実験を導入することで，「低電圧（10V 以下）で安全に扱

えること」，「短時間（10 分以内）での観察を可能とすること」，「手軽な装置により生徒一

人一人が扱えること」という 3 点の目標実現を目指し，教材開発を行うことにした。  

Fig.1 県立高等学校一般入学者選抜学力検査 

正答率比較結果 
（宮崎県教育研修センター発表資料をもとに分析） 

H20     H21    H22     H23 
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3. 実験 

硫酸銅水溶液の支持体として，アガーを用いた電気泳動装置を作製し，9V 直流電圧を加

え，銅イオンの移動観察実験を行ったところ，①銅イオンの移動が途中で止まる，②陽極

の炭素棒が腐食されるという，2 つの問題点が明らかになった。  

①については，水の電気分解によって生じた水酸化物イオンが，移動中の銅イオンと反

応し，水酸化銅の青白色沈殿となることでイオンの移動を止めていることがわかった。ま

た，②については，炭酸ナトリウム水溶液が陽極の炭素棒のダメージを最小限に抑えるこ

とが確認できた。  

 

4. 実験装置の改良 

3. 実験における①，②の問題を

解決するために，電気泳動装置の

改良を試みた(Fig.2)。陰極相，陽

極相，およびアガー支持体による

銅イオン移動相を分離し，陰極相

に 0.3mol/L 希硫酸を，陽極相に

1mol/L 炭酸ナトリウム水溶液を
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った結果，銅イオンが途中で止ま
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Fig.4 硫酸銅と過マンガン酸カリウムの混合水溶 

液を用いたイオン観察実験 

Fig.2 改良した電気泳動装置の概観図 
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0.3 mol/L NaNO3aq+Agar 
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７ 講演 

 

平成 23年度日本教職大学院協会総会 

日時 平成 23年 5月 27日（金）15:30～16:00 

会場 ホテルフロラシオン青山 3F「孔雀」 

 

○講演題目「教職大学院の現状と課題」 

須原愛記（文部科学省高等教育局大学振興課教員養成企画室専門官） 

 

（司会） ただ今から、文部科学省高等教育局大学振興課教員養成企画室須原専門官から、

「教職大学院の現状と課題」と題しましてご講演をいただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

（須原） 皆さんこんにちは。ただ今ご紹介いただきました文部科学省大学振興課教員養

成企画室の須原と申します。教職大学院の担当になりまして、去年の 4月から担当させて

いただき、約 1年 3カ月が経とうとしております。各大学の先生方におかれましては、日

ごろから教職大学院の発展のためにご尽力いただきまして、誠にありがとうございます。

まだ私は 1年と少しという短い期間ではありますけれども、この期間の中で教職大学院の

現状、そして、もちろん成果もたくさんありますが、一方で課題も見えてきていますので、

その点につきましてご説明させていただきます。この後、鼎談があると伺っておりますの

で、それにつながるようなお話をさせていただきたいと思います。 

 教職大学院も、今年で設置から 4年目を迎えるこ 

とができました。これまで平成 18年当初において、 

具体的に教職大学院をどうつくっていくのかと、設 

置の段階から各大学では先生方がどういう形にしよ 

うかと本当に悩まれつつ、いろいろな試行錯誤を繰 

り返しながらこのように取り組みを進めてきていた 

だいたことだと思います。本当に先生方の努力、ご 

尽力のおかげだと思っています。本当にありがとう 

ございます。 
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 4 年目になり、AC（アフターケア）だとか、認証評価も昨年から始まっています。その

中で成果もたくさん出てきていますけれども、課題も見えてきています。それはまた中教

審の問題と絡まって、どういう方向でそれを変えていけばいいのかということは、皆さん

注視していただいていると思うので、中教審の最近の動きと絡めてお話ししたいと思いま

す。 

 そう言った後ですが、まず初めにということで、3 月の東日本大震災を受けて皆さまに

一言だけお願いしたいことがあります。その話をしてから、教職大学院の話に移らせてい

ただきます。 

 この中にも被災地の大学がありますし、ご身内、ご親類の方にご不幸があった方もいら

っしゃると思います。本当に心よりお見舞い申し上げます。 

 文部科学省でも大震災を受けて、まずは被害状況の把握、そして復興に向けて、どうい

う取り組みが必要なのかということを考えてきました。そういう取り組みも行ってきまし

た。教大協にもお願いをして、特に教育学部・教職大学院として何ができるかということ

で、学生、教員を含めてボランティア活動をぜひ行ってくださいということでお願いして

います。被災地の復興、他県に避難した子どもたちもたくさんいます。その中でわれわれ

教育学部・教職大学院、教育に携わる大学関係者として一体何ができるのかということを、

ぜひ考えて行動に移していただきたいと思い、ここに書かせていただいています。 

 例を簡単にご紹介します。岩手大学では、教育学部が学生を集めて、日帰りのボランテ

ィアなどを企画されています。そして、大学で認めるボランティア活動では単位を認定す

るようという取り組みも行われています。それから被災地にある宮城教育大学においては、

大学として組織を立ち上げ、学生ボランティアが学習支援や炊き出しなどを行うようなス

キームを作られています。そしてまた、教職大学院の学生を被災した学校へ派遣すること

も今後検討したいと伺っています。また、東京学芸大学では、東京に避難してきている中

高生に補習活動の支援を実施するなど、特に被災地が中心になっていますが、例えば避難

している子どもたちにどう対応していくのかということで、協力できる部分は協力すると

いう形でそれぞれの大学で取り組みが進んでいます。 

 この復興支援はまだまだ長い時間がかかります。そして、学校の先生方も、とにかく何

とかしなくてはいけないと、今はとても頑張っていらっしゃいますが、だんだんと疲れが

出てくると思いますし、子どもたちもそうだと思います。今は何とか自分の気持ちを保っ

ていられるかもしれませんが、この後またさらなる支援が必要になってくると思います。
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その段階において、私たち教職大学院の関係者として何かできることはないか。実際に、

遠い大学の方に現地に行って何かしてくださいということではありませんが、それぞれが

できる範囲で復興にご協力いただけたらというふうに考えています。 

 文部科学省としても、学生がボランティアに行きやすいように通知も出させていただい

ているので、そういうものを参考にしながら、各大学で何ができるかということをぜひ考

えていただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、本題に戻らせていただきます。皆さま既にかなり読み込まれているかと思い

ますので、詳しい説明はそれほど要らないかと思いながらも、今後どういう方向で中教審

が進んでいくのかということで、少しおさらい的に審議経過報告の内容をご紹介します。 

 この審議経過報告は今年 1月に取りまとめられたものです。それからこの審議経過報告

を受けて、さらに詳しい内容を 3月くらいから議論しようということにはなっていたので

すが、先ほどご説明した震災の影響で、文部科学省のあらゆる審議会はストップしました。

それが最近ようやく少しずつ動き出している状況です。 

 この中身について簡単に復習ということでご紹介します。まず、教員養成の在り方です。

これは 1年から 2年程度の修士レベルの課程等での学習を要すること、これを修士レベル

化と呼んでいます。これについて今後検討を進めるということです。その際には修士レベ

ルの課程等として、専門職学位課程だけでなく、修士課程やこれらの内容に類する学習プ

ログラムを活用することについて検討するということになっています。これは何を意味し

ているかと言いますと、もちろん教職大学院が中心ではなのですが、教職大学院だけで将

来の修士レベル化が果たして受け皿として十分なのかということは、一つ検討課題である

ということを念頭に置いて書いてあることです。ただ、方向性はまったく決まっていない

のでこれから議論することにはなりますが、どういう形で修士レベルを図っていくのかと

いうことで挙げています。 

 次に、教職大学院の成果として、教育委員会との連携、学校現場の課題に即した授業内

容、実務家教員と研究者教員の協働体制などの面についてかなり成果が出ているというこ

とで、評価している文章が入っています。その教職大学院の修士レベル化の課程の受け皿

として主力を担うということが明記されています。このため、今皆さまが取り組んでいた

だいている教職大学院の取り組みがベースとなって、この修士レベル化が実現していくの

です。 

 それから、教職課程の質の保証というところに、教職大学院をはじめとする修士レベル
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の課程に関しては、大学間の相互ネットワークの構築を検討し、教員養成の質を保証する

必要がある、と書かれています。教職大学院の質の保証について、今各大学で取り組んで

いただいているところだとは思いますが、大学間のネットワークといった場合にはどうで

しょうか。この教職大学院協会でも少し取り組みはありますが、これはまだまだ課題が多

いのではないかと考えています。 

 次に、教員免許制度の在り方です。これは、修士レベル化を行うにあたっては、学士課

程修了で基礎的な資格、仮に基礎免許状と呼んでいますが、これを与えて、その後に必要

な課程を修了すれば修士レベルの資格を付与するということについて、修士レベル化を図

っていこうということです。この修士レベルをいつ学習するのか、その課程を修了するの

かということについては、まだ具体的に合意したものはありません。ストレートマスター

のように、大学 4年を出た後すぐに取るべきなのか、それとも一定期間現職として働いて

から教職大学院等で学んで取るのか、そのようなことも含めてこれから検討ということで

す。 

 それから、教員免許状により一定の専門性を公的に証明する専門免許状を創設するとい

うことも検討しています。これについてもまだ中身は具体的には決まっていません。この

修士レベル化との関係をどうするのかという点も課題ですし、具体的に、ではこれをどう

処遇と結び付けていくのかということもこれから検討ということです。 

 次に、5.教育委員会大学等の関係機関の連携・共同についてです。ここは、教育委員会

と大学の連携は既にかなり進んできていると思いますが、それをより広げて、例えば地域

社会、多数ある地域の関係機関、保護者も含めて、地域の教育にかかわる多様な機関・人

たちに入ってもらって、どう教職大学院を評価し、支援していただき、よりよいものにし

ていくか、そういうスキームを構築してほしいという思いを込めて書かれています。特に

教職大学院には、これを率先して行っていただきたいと、これは副大臣がよくおっしゃっ

ていることなのです。既に素地はできつつあると思っていますが、さらにそれをどう機能

させるかというところで、1歩も 2歩も先に行ってほしいという思いです。 

 それから、当面取り組むべき課題というところで、管理職の資質・能力の向上と書いて

います。中教審の場においても、教員の資質・能力の向上と言うけれども、一般の 100万

人近くいる教員の全員をレベルアップさせるというのはなかなか難しい。そうであれば、

管理職をレベルアップさせた方がより早いのではないか、学校の取り組み自体を改善する

のにはよいのではないかという意見も多数挙がっています。その中で、では管理職の養成・
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育成はどう行われているのかを考えたとき、これは必ずしも十分ではないのです。その場

合に教職大学院も含め、学校経営を中心とした専攻やコースの充実を図る必要があると指

摘されています。これはもちろん教職大学院だけではなくて、研修センター等さまざまな

機関を含めて、もっと強化していく必要があるということです。これが中教審の指摘です。 

 この中教審の指摘と、これから AC等その他文部科学省で行っている調査の内容を含めて、

最後に課題ということで、今まで少しずつ申し上げたいろいろな課題をまとめて整理した

いと思います。 

 次は教職大学院の特性と書いていますが、これは説明の必要はないと思います。ストレ

ートマスター・新人教員の育成等とスクールリーダーの養成の実施を中心とした理論と実

践を架橋するような形で取り組みをしているというのが教職大学院です。 

 それから、大学の設置状況です。昨年と今年については新たな設置はありません。しか

し、定員自体が昨年から 10人減っています。昨年は 840名でしたが、今年は 830名になっ

ています。これは早稲田大学が定員の見直しをされて、10人減ということになっています。 

 それから、アフターケアの状況についてご説明します。アフターケアは大学の完成年度

まで実施するものです。留意事項が付けば、留意事項が解消されていると判断されるまで

行うものです。平成 22年度は、23大学が対象になっていましたが、最終的に 4大学にの

み留意事項が付された形で、残りの大学についてはアフターケアの対象ではなくなってい

ます。留意事項を付された大学はここに挙げていますが、主に定員の未充足（7 割未満）、

教育委員会との連携、設置基準上にある履修科目の単位の上限を決めなくてはいけないこ

とが明確ではなかったということで付けさせていただきました 4大学です。平成 23年度に

ついては、5 大学です。先ほどの 4 大学プラス完成年度を迎えていない山梨大学が対象と

なり、5大学となっています。仮に今年どこも留意事項が付かなければ、今年度で ACがひ

とまずは終わりということになります。 

 平成 22年度の所見の概要ということで、全体的には教育委員会との連携ですとか、教職

課程全体の活性化の面で、着実に実績を積み重ねてきているという評価がなされています。

ただし、下にも課題が書いてありますが、すべての教職大学院で教育内容の質の保証を図

るような取り組みを行っていく必要があるということが指摘されています。ここに書いて

ある課題については後で出てきますので、そのときに説明させていただきます。 

 先ほどの報告にもあったように、認証評価が昨年度から始まっています。昨年度は対象

となる 6大学がすべて適格認定を受けています。今年度も確か 6大学近く対象になると聞



─ 190 ─

6 

いています。先ほどの AC（アフターケア）も終わっていき、認証評価のプロセスに入りつ

つあります。そういうことから、皆さまには積極的にこれまでの取り組みを評価・検証し

ていただき、カリキュラム等を見直していただく時期にきていると考えています。 

 では、今現状としてどういう課題があるのか、どういう方策をとっていくべきなのかと

いうことをご説明したいと思います。 

 まずは、教員就職率ですが、これは 90％で、非常に評価できるのではないかと思ってい

ます。学生がまだ少ないこともありますが、参考に学部での数字を書いていますが、学部

で 60％を切るくらいですから、それに比べればかなり成果が出ているのではないかと思い

ます。ただ、これは臨時的任用も含むと書いています。正規採用だけだと 5割ちょっとと

いうことになります。そこは少し課題もあるのかなと。県によって任用の形態が違うので

一概に判断はできないのですが、やはり教職大学院まで出ていただいた方なので、ぜひ正

規採用を増やしていただきたいと思います。 

 卒業生・修了生が出ているということで、お願いをしたいことがあります。まずは、修

了生のフォローアップです。どういう力が修了生に付いているのか、また学部卒で就職し

た人たち、既存の院で就職した人たちとどういう点で違うのか、どういう能力が優れてい

るのかをぜひ検証していただきたいと思っています。まさにこれが質の向上につながって

くると思います。それが分かれば、制度の改正に向けてどこを強化すればよいのか、足り

ないところはどこなのかということを検討できると思っています。 

 それから、方策 2に書いていますが、修了生のネットワークの構築、そして理論と実践

の架橋の支援をぜひお願いしたいと思っています。修了生を出してはい終わり、それまで

ということではなく、ぜひ教職大学院を出た方たちのネットワーク、そしてまた、そうい

う人たちが大学にいろいろな情報を持ってきて新たな取り組みにつなげていくというよう

なことを、ぜひやっていただきたいと思います。上記のフォローアップともかなり関係し

てくると思いますが、教職大学院に行くことのメリットを広げていっていただきたいと考

えています。 

 それから、入学定員の充足率に移ります。今年度の速報をまとめました。92.4％となっ

ています。昨年が 95.5％ですので、少し減っています。なかなかマスコミなどは何大学定

員割れしているのだとか、充足状況が悪いのではないかということに注目しがちなので、

ちょっと下がると、ああどうしようかなと思うのですが、全体的には充足状況は改善して

いると私どもは分析しています。ただし、現職教員の派遣の減少や、一部の大学では入学
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者確保に悩んでいるという傾向が見られます。各大学にはより一層志願者と入学者の確保

に努めていただきたいと思っています。入学定員は充足しているが、入試であまり落ちて

いないというのは、一方で質の保証ではどうなのかという点もあるので、ぜひ志願者全体

を増やしつつ、資質のある学生を確保して、それをさらに教職大学院の取り組みにつなげ

ていただきたいと思います。 

 方策 1、2、3と書かせていただいています。まず、入学者の確保のためには、後ほど詳

しく説明しますが、修了者にメリットの付与ということで、これはなかなか難しい問題で

はありますが、ぜひ教育委員会と連携していただきたいと思います。 

 それから、学校現場、学部学生に教職大学院を知っていますかと聞いたときに、まだま

だ十分ではないと思います。この前、私は学校現場に行って教職大学院の話をしましたら、

既存の修士課程の話を向こうがずっとしていて、違うのですといつ言おうかなと思ったく

らいです。なかなか浸透していないことが現状ですので、ぜひ一層の PR をお願いしたいで

す。 

 それから、学生への配慮ということです。これもどこまでするかは難しい問題なのです

が、やはり学生のニーズにどれだけ応えていくのかです。そして、県の派遣だけではなく

て、現職の勉強をしたいなと思うような、勉強しやすい環境づくり、通いやすい環境づく

り等もより一層考えていく必要があると思っています。 

 それから、教育委員会のニーズを踏まえた教職大学院の改善・充実。教職大学院は教員

のための大学院なので、これは欠かせないことだと思っています。ぜひこれからも積極的

に、教育委員会と連携体制を構築していっていただければと思っています。 

 メリットに関する取り組みということで挙げていますが、給与や処遇はなかなか大学で

どうにかするのは難しいことだとは思いますが、一方でしっかり教育委員会と話をしてい

く必要があると思います。もちろん名簿登載期間の延長もそうかと思います。採用試験の

免除、それから初任者研修の免除ということで、これは実は 18年答申に、任命者の判断に

よって免除できることをやっていくべきだと書いているのですが、まだ全然進んでいない。

この 6大学のうち 5大学は東京都なので、東京都と岡山のほんの一部ということです。本

当はこの課程を出た学生は初任者研修と同程度の、それを越えるくらいのものであってほ

しいと思っていますので、そこをどういう形で免除していくのかは、教育委員会という相

手があるので、大学だけではできないのですが、そういう形でできるのかを模索していた

だきたいと思います。 
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 それから奨学金、授業料減免ということで大学独自で取り組んでいるということもあり

ます。こういう取り組みをしていただくことで、修士レベル化への布石になっていくと思

います。なかなか制度が決まらないから、大学としてどうしていいか分からないというこ

とではなく、こういう取り組みを着実に進めることで修士レベル化が進んでいくと思いま

す。 

 それから、例えば学部の接続コース、1 年コース、長期履修コース、小学校免許取得コ

ース、実習免許という形で、いろいろな形で学生を確保する、学生のニーズに応えたコー

スの設定です。こういうものを柔軟に見直していただいて、教職大学院に求められる役割

を確実に果たしていっていただきたいと思っています。 

 それから、各大学の取り組み事例に触れます。時間の関係で詳細は割愛させていただき

ますが、例えば研究者教員・実務家教員の協働（群馬大学）では、ほぼすべての授業でテ

ィーム・ティーチングをしています。福井大学は何回も例で使わせていただいていますが、

1 年間にわたる長期のインターンシップをしています。京都教育大学は、私立大学も取り

組んだ教職大学院を設置している。それから、学校経営コースを設置して、学位とは切り

離したものだと聞いていますが、校長・教頭を対象にした研修を、京都府と京都市と連携

してやっていると聞いています。また、兵庫教育大学では、今年から文部科学省が付けた

特別経費で、4＋αの接続に関するモデルカリキュラムや、今まであまり議論されていない

一般学部の卒業生や社会人経験者を対象としたカリキュラムをどうするのかなど、教育実

習のモデルの開発ということで、取り組みを今年度から始めていただいているところです。 

 そこで、今後の検討課題ということで幾つか挙げています。まずは、今行っている教職

大学院の取り組みの着実な実施と成果の定着です。これまで行っている取り組みは、どこ

の大学の話を聞いても、間違っているとか全然足りないということはないと思います。ぜ

ひ今の取り組みをもっと進めていくこと、学生さんの力を着実に付けてその成果を広げて

いくことをしていただきたいと思うのが一つです。 

 それから、教職大学院の教育内容や教育体制の見直しを、さらに進めていただきたいと

思います。初めに決めたカリキュラムが完璧なわけではないと思います。既にカリキュラ

ムをだいぶ変えたというところもあると思います。ぜひ見直し等を進めていただきたいと

思います。 

 それから、大学教員の資質向上のための取り組みです。それぞれの学生の力を付けさせ

るのはもちろんなのですが、そのためには大学教員がもっと力を付けなければいけないこ
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とがあります。先ほど紹介した群馬大学では、実務家教員と研究者教員が TTを行うことで

よりよい効果が出ていると聞いているので、どうすれば教員同士で切磋琢磨しよりよい教

育をしていくことができるのかを検討していただければと思います。 

 それから、教職大学院をモデルとした学部・既存の修士課程の見直しということがあり

ます。教職大学院だけ取り組みがよければいいというわけではありません。既存の修士課

程や学部にもまだまだ課題がたくさんあります。今教職大学院でいい取り組みだと評価さ

れているものをどう学部に広げていくか、既存の修士は教科専門がメインだということも

あるかもしれませんが、そちらについてもどう実践等を絡ませていくのかも課題かと思っ

ています。 

 具体的な課題についていろいろ説明したかったのですが、時間もないので見ておいてい

ただければと思います。今までいろいろ説明したもののエッセンスをまとめていますので、

この 2枚のところでさまざまな課題があると思います。ぜひこれらの点について、各大学

で、どのように教職大学院の今までの取り組みを広げていくか、改善していくかというこ

とを考えていただければ、それが修士レベル化を進めるための大きな力となります。その

ベースがないと修士レベル化も進まないと思うので、ぜひ大学におかれまして積極的な取

り組みをお願いしたいと思います。 

 最後に、付け足しのようで申し訳ないのですが、教職大学院だけではありませんが、専

門職大学院で学部・博士課程のダブルカウントの件はどうなっているのかという質問があ

ったのですが、昨年の秋に質保証システム部会でダブルカウントが学部と修士課程、専門

職学位課程を認めないという案を示されました。しかし、その案についてはもう一度しっ

かりと現状を踏まえつつ検討しようということになっておりますので、具体的な方法は決

まっていません。これから各大学に実態の調査を投げさせていただくことになっています。

それを踏まえてどうするか、学部と専門職学位課程、博士課程の関係を整理した上で対応

を決めることになっているので、そこはもうしばらく結論は先ということになっています。 

 それから、最後に、修士レベル化の議論ですが、震災を受けて一時ストップしていて、

実際にちゃんと進んでいくのだろうかと心配されている方もいると思います。例えば予算

や法律改正にかかるものなど、実際上難しい問題はあるかもしれません。しかし修士レベ

ル化を進めていくのだ、教員の質の向上を図っていくのだという大きな方向性自体は揺る

がないものだと思っています。スピード感などは多少変わってくる可能性がありますが、

今検討しているものの延長にあるものだと思っているので、大学関係者の皆さんが積極的
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に取り組みを進めていただくことで修士レベル化にアクセルがかかっていくと思うので、

大学からもいろいろな取り組みを発信していただきたいと思います。 

 副大臣からも、今度教育振興基本計画の見直しをするということで、近々中教審にかけ

るという話も聞いています。その中で絶対に修士レベル化を入れてくれという話があった

と聞いているので、文部科学省として教員の修士レベル化を進めていくという決意がある

と思います。その趣旨をご理解いただいて、各大学で取り組みをぜひ進めていただきたい

と思います。 

 すみません。最後時間がなくて駆け足になってしまいました。それでは私の話はこれで

終了させていただきます。どうもありがとうございました。 
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終了させていただきます。どうもありがとうございました。 

1 

８ 鼎談 

 

○中教審特別部会報告 

「新しい教員養成制度の中での教職大学院の位置づけと役割」 

パネラー 堀内  孜 （兵庫教育大学大学院教授） 

      日渡  円 （兵庫教育大学大学院教授） 

      松木 健一 （福井大学大学院教授） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（加治佐） これより鼎談として、「新しい教員養成制度の中での教職大学院の位置づけと

役割」というテーマで始めます。私から、簡単に趣旨と鼎談を行っていただく方をご紹介

したいと思います。 

 総会資料の資料 10の 29ページからにありますように、本年度の総会で、どのような意

見交換や情報交換をするかということで 25大学に照会をかけました。そうしたら、たくさ

んの有効なご意見をいただきました。これをどれか取り上げて検討するということも考え

ましたが、ほとんどが、先ほど須原専門官からご紹介のあった中教審の教員の資質能力向
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上特別部会での審議のテーマであるということがありましたので、ここはよりリアリティ

を持っていただくということも含めて、実際に特別部会の委員である本教職大学院協会加

盟大学の先生方に行っていただくということで、このご意見を扱わせていただくというこ

とにしました。 

 今日、鼎談をお願いするのは、皆さん方の向かって右から、福井大学大学院教育学研究

科教職開発専攻の松木健一教授です。それから、兵庫教育大学大学院学校教育研究科教育

実践高度化専攻の堀内孜教授です。同じく、兵庫教育大学大学院の日渡円教授です。3 人

の先生方、どうぞよろしくお願いいたします。 

 進行は堀内先生よろしくお願いします。 

 

（堀内） 今、加治佐会長からご紹介いただきました。大変貴重な時間ですが、1 時間と

仰せつかっております。手元の時計では 4時 10分ですので、開始が 10分遅れています。

長引けば長引くだけ懇親会の時間を削ることになるということを言われていますので、ブ

ーイングが飛ばない範囲で進めたいと思っています。 

 会長から趣旨説明というか、どのような企画でこの鼎談なるものを考えられたかという

ことがありました。自分のことも含めてお断りしておいた方がいいと思うのは、この場に

中教審の委員を仰せつかっている者が 3名、それから、言うまでもありませんが、教大協

の村松会長、それから全連小の会長でいらっしゃった向山先生は中教審のメンバーです。5

人でやってもよかったかと思いますが、結局、教職大学院協会身内ということがあって 3

人となりました。 

 なおかつ、ご存じかと思いますが、私と日渡先生は３月まで違うところに勤務しており

ましたので、多分、中教審はそちらの仕事というか、それで委員をやれという経緯もあっ

たかと思います。たまたま会長大学の兵庫教育大学に所属しており、内輪で何をやるのか

というお叱りもいただきそうですが、私も日渡さんも着任して 2カ月程度ですので、どち

らかというと、前職の方のイメージでこの話をするところもあろうかということを先にお

断りしたいと思います。 

 私は 3月まで、京都教育大学教職大学院の研究科長を務めておりましたし、日渡さんは

ご存じのように、宮崎県五ヶ瀬町の教育長をなさっていました。そのような立場での教員

養成制度の高度化と教職大学院をどうしたらいいかという部分も含めてのことだろうと思

います。 
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3 

 3人で先ほど打ち合わせをしましたが、このテーマのとおり、6年制、もしくは 4＋αと

いう教員養成制度の大学院化、高度化、また、中間報告のまとめにありましたように、こ

れらを養成、採用、研修を繋いだわが国の教師教育制度全体を大きなくくりとして、高度

化させていくということですので、教育委員会との連携や地域との関係などいろいろなも

のが含まれています。それをこの 1時間の中で論議する余裕は当然ありませんので、コア

として、新しい制度の中で教職大学院はどのような役割や位置を占めるべきなのか、それ

に向けて 3年間の経験をどう生かしたらいいのかということを軸にしようではないかと考

えています。 

 何点かの論点も共有したいというお話をしましたが、それにあまりとらわれても意味が

なくなるので、三者三様、この新しい制度に何を期待し、どのように変えていったらいい

のかということを取りあえず提起し、当然のことながら、ここにいらっしゃる他の先生方

のご意見もいただきながら、中教審の論議にこのようなことを反映できればいいのではな

いかと設定しました。 

 最初に 5～7分程度、今言った観点で、何を今課題として考えているのかを 3人からまず

提起していきたいと思っています。中教審の名簿も入っていると思います。たまたま、あ

いうえお順の後半にこの 3人が固まっておりまして、私と日渡さんの間に例の藤原さんが

入っているという状況で、部会の前後ではしょっちゅう雑談を交わしてきた仲間でもあり

ます。その順序でもよかったのですが、今日、一番まっとうな切り口からやっていただき

たいということで、松木先生、それから日渡先生、私は司会を仰せつかっていますので最

後に発表するという順序で考えています。 

 松木先生、5～7分程度で恐縮ですが、よろしくお願いします。 

 

（松木） それでは、トップバッターで話をさせていただきたいと思います。教職大学院

において、今後出てくる中教審の答申が明るい光を差してくれるような状態になってくれ

ればいいと非常に期待しております。また、われわれ自身もそちらの方向に努力をしてい

かなければいけないのではないかと思いますので、そんな視点から報告をさせていただき

ます。お手元の資料を見ながらお聞きください。 

教員免許状のパラダイム転換 

 戦後の教員養成のやり方は「免許状主義」、「大学における教員養成」、それから「開放性」

の３原則の下に進めてきたのではないかと思います。その 3原則を踏まえつつも、ある意
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味、大きな転換期を迎えている、つまり、パラダイムの転換が起きつつあるということを

実感しています。そして、それが教職大学院にとっても意義あるものではないかと考えて

いるところでもあります。 

 一番大きなパラダイム転換は何かというと、免許状の性質そのものが変わっていくので

はないかということです。今までは職業に就くための資格としての免許だったものが、教

師の生涯の職能発達を支える免許に変わろうとしているのではないかと思います。別にそ

れは今始まったことではなくて、今までの中教審の答申を眺めてみますと、そのような経

過が改めて分かると思います。つまり、これまでの中教審答申が、大学の学部レベルの免

許状を最小限の資質として定義したということは、逆に言うと、教師教育としてはそれ以

上の必要性を謳っていることでもありますし、そこに踏み込もうと思ったら、大学と教育

委員会等の連携、あるいは養成、採用、研修の総合化、一体化ということの大前提になる

のではないかと思います。 

 そのように教員免許状が変わってくると、教員免許状で培う中身の問題もかなり変わっ

てくると思っています。教職や教科専門がそれぞればらばらにやって、学生が勝手に 4年

間積み上げれば、あとは予定調和的に教員の最低限の資質が備わるとしてきたカリキュラ

ムから、生涯にわたる教師の資質の在り方を念頭に置きながら、むしろ逆に学部段階では

何を身につければよいのか、実際の教師の実践から再構築することが必要になるのではな

いかと思います。 

 それから、教師の資質を向上させていこうと思ったときに、現実の学校や教師の置かれ

ている条件、あるいは制限といったものを前提にした上で考えていかなければいけないの

ではないかと思っているところでもあります。学校自身が抱えている様々な条件の中で研

修をどう組み立てていったらいいのか、教員免許状の在り方をどう組み立てたらいいのか

などということを考えていかなければいけないのではないかと思っています。 

 さらに、教師に求めていく資質、能力については、知識基盤社会が求める学力の在り方

が変わってきているのですから、教師に求める資質の中身も変わって当然なのではないか

とも思っています。子どもたちに「協働する力」といったようなことを求めていくときに、

教師自身にそのような力がなければどうにもならないし、大学の授業の中でそれが実現で

きるような形になっていなければ意味がないというような気がしています。大学の授業の

中身と学校の授業の中身は、ある意味、フラクタルな構造になっている。そのような大学

の授業を実現する必要性もあると思っています。伝達指導一辺倒の授業形態で、協働を訴
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えても虚しさを感じます。 

 換言しますと、これまで教師の資質向上を個人研鑽で何とかやろうとしてきましたが、

個人の研鑽では、教員集団の協働性を培うような研修は不可能です。研修の在り方が個人

研鑽から共同体における協働性の育成に変わる必要があります。それに伴って恐らく専門

職論といわれるような議論も変わってくるし、教師教育の方法も変わります。あるいは、

個人評価の方に特化しつつある教員評価の在り方も当然変わっていくのではないか、大き

な変更も生み出していくのではないかと期待しております。 

教職大学院の課題 

 このような教員免許状に関するパラダイム転換が起きることを前提に、教職大学院はこ

れからどうあったらいいのか考えると、まずは規模の問題が浮かび上がってきます。仮に

専門免許状が教職大学院で請け負っていくことになるとすると、専門免許状の中の一つ、

例えば管理職になるのに必要となる「学校経営」を取り上げてみましょう。「学校経営」の

取得必要人数は、これはデータが古くて申し訳ありませんが、平成 17 年度に 5000～6000

人の新任教頭の数が出ていますので、おおよそその程度の入学者ないしは免許取得受講者

を想定しなければならない。各都道府県で見ていただければ、新任教頭の数が書かれてい

ると思います。今後教職大学院は、5000～6000人を抱えていけるような規模に、質の問題

も含めながら量的な転換をしていかなければならなくなります。 

 それから、入学対象も大きく変わってきます。これが教員養成系学部にとって大きな光

ではないかとも思っています。団塊の世代の退職に伴って、しばらくの間は教員採用が増

えますが、少子化の中で教員採用は先細りしていくのは目に見えています。その中で、教

員養成の役割も縮小していかざるを得ない。しかし、18歳を対象にした教員養成から、教

員生活三十数年を対象にした教師教育に我々自身が切り替えることができれば、そこにま

た大きな需要が広がってくるのではないかと思います。しかし、我々自身が努力しなけれ

ば、校内研修、あるいは民間教育団体の研修についても、免許単位の認定化ということが

出てきましょう。そういうことになれば、せっかく広がってきた芽を我々自身が摘んでし

まうようなことになるかもしれません。教職大学院自身が積極的に教員の研修の在り方に

かかわっていきながら、役割を果たしていく。大学としての学問の自由も含めて、研修の

中に広く取り入れていっていただけるような協働を教育委員会と連携する中で実現してい

くということが、教職大学院の将来にとって非常に重要ではないかと思っています。 

 それから、実務家教員の先生方がたくさん教職大学院に来て、非常にいい役割を果たし
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てくださっています。しかし、今後のことを考えると、教職大学院のスタッフとして安定

して力量のある教員を確保していく仕組が必要になると思います。教職大学院として Ed.D．

（Doctor of Education）のようなものの創設を念頭に置いていく必要があるだろうし、実

務家教員、研究者教員の協働に関する研究開発といったことも重要になってくるかと思い

ます。 

この 25大学がネットワークをきちんと作っていきながら、日本全国としての資質の保証

をしていく仕組みを作っていく必要があるのではないかと思っています。各大学が独自性

を発揮することは重要ですが、相互評価しながら大学の授業を向上させる共同利用センタ

ーを教職大学院協会が中心となって打ち立てていくことが必要になる。授業連携や FDを全

国レベルで実現していく組織です。 

話が大きくなってしまってすみませんでした。また、ご質問の中で、堀内先生が提案さ

れたことについてお伺いしたいと思います。 

 

（堀内） ありがとうございました。1 分ぐらいオーバーしていますが、日渡さんよろし

くお願いします。 

 

（日渡） 今、行われている特別部会は、世の中では大学側と教育委員会側がぶつかった

とよくいわれます。もちろん私は 3月まで教育委員会にいたので、どちらの方に立ってい

たかということはお分かりかと思います。 

 今の部会で問題になったこと、私が主張したことは 3点ありました。一つは、教員の資

質の向上というのは、養成だけでなく、採用、研修と評価でなくてはいけないということ

です。特に採用後 40 年近く面倒見ている教育委員会の責任が重大であるということが 1

点目です。 

 二つ目は、質の向上というものが、こういう言い方はおかしいかもしれませんが、効率・

効果の面から見ると、先ほどから何回も出ているように、100 万人の教員を養成するより

も、3万人の校長を対象にした方が効率・効果が上がります。さらに 1700人の教育長を対

象にするともっと効果が上がるだろうというようなことも言っています。 

 三つ目は、養成については、任命権者や国民のニーズに沿ったカリキュラムなどの変更

が必要であるということです。以上、三つを主張してきました。 

 資料の 33ページに審議経過のポイントがあります。それに沿って話をすると、教員の資
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 三つ目は、養成については、任命権者や国民のニーズに沿ったカリキュラムなどの変更

が必要であるということです。以上、三つを主張してきました。 
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質の向上については、教員免許制度の見直し、教員養成、採用、研修、校長のリーダーシ

ップ、マネジメント能力の向上、教育委員会、大学との関係機関の連携、協働という六つ

のことを総合的、一体的に検討しなければならないということが 1年間の審議のポイント

でした。 

 教職大学院という方向から見てみると、いわれている「4＋α」の「α」というのは、免

許の質のことをいっているので、4 年で基礎免を、＋αで一般免ということを検討の方向

性と位置づけていることからすると、これは言葉どおり、教員免許の修士化をいっている

わけです。 

 それから、専門免許状の創設が検討されますが、個人的には歓迎です。免許は 6年とい

うことになるので、6 年の就学体制とカリキュラムの変更が求められていくのではないか

という気がしています。一方、専門免許については、教職大学院に特化していく。教職大

学院が特化するのではなくて、専門免許は教職大学院の方に特化するのではないかという

感じがしています。 

 そこで、周辺の環境の要素となるのが、今行われているものでは新採研や 10年研や免許

更新講習や管理職への任用研修です。個人的なイメージでは、6 年履修して一般免許で採

用、そして 10～15 年で再教育ということを繰り返していくのではないかということです。

あくまでも個人的な考えです。 

 現在の形で受け入れるではなく、まったく違った考え方を持たないと、現状に対して新

しい制度をどう受け入れるかということは不可能に近いのではないかという気がしていま

す。教職大学院についても、今はこうだからきっとこのようにしなくてはいけないという

発想ではなくて、新しい発想に対して教職大学院がどう変わったかということが求められ

ていくのではないでしょうか。 

 教員の資質向上は全体で見るわけですので、受け入れる側のキャパも含めて抜本的な見

直しが必要だろうと思います。今まで 4年の体制と人員でやってきた教員の養成を 6年で

やるということで、専門免許状等創設もありますので、教職大学院に対して制度改正によ

る需要というものは格段に高まることが予想されます。従って、現状を大きくしていかな

ければならないということだけは、私たち教職大学院側として重要なポイントではないか

という気がします。今のままでは受け入れられません。以上です。 

 

（堀内） ありがとうございました。私も同等の発言をさせていただきます。最初のポイ
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ントとして 3点お話しできればと思います。これはマスコミも含め、中教審の中でも当初

いろいろ論議がありましたが、今の 4年学士課程をベースとする免許制度がどうして不十

分なのか。要するに高度化の必要性論議です。しかし、須原さんがその話はもう終わった

かのように言ってくださったので、私もそれでいいのかなと思っています。ここにいらっ

しゃる方はもとより、論理としては、短大卒のいい先生がいらっしゃるなど、いろいろな

意見がまだあります。これは観念的な話であって、教職大学院の関係者の方には話をする

必要はないと思いますが、これが 6年なのか、4＋αなのかといったことがかかわる問題を

含んでいます。私は、いわゆる高度化の確信犯というところから発言しましたが、88 年、

98 年と過去 2 回の免許法の改正で、これで 59 単位枠を突破することができなくて、ゴテ

ゴテの免許資格になってしまいました。 

 要するに、59単位の外にいろいろな単位をやって、学部の養成課程のカリキュラムがご

ちゃごちゃになったというイメージを私は持っています。なおかつ、先ほど他の先生も言

われたように、社会が変化し、高度化し、教師に求められるものが変わってきています。

もっと言えば、人間的により成熟したものを教師としてわれわれは送り出さなければいけ

ない状況にあると思います。 

 先のまとめ、報告のときにもこれはかなりもめて、日向さんに怒られたところもありま

したが、要するに専門職基準という考え方を持つべきではないかと。逆転しています。各

大学で、あるいは教大協でも、カリキュラムスタンダードということをやっていますが、

免許法で定めたものの上に各大学が何をやるかという考え方です。これは諸外国から見た

らやはりおかしいのです。免許法自体が何に基づいて、何科目何単位のことを設定してい

るのか。中教審や各専門家の方が論議してはいますが、国民的な合意を持っているかどう

か。今の日本の社会で、どのような中身を持った者を教師としてわれわれは認めたらいい

のか。これが専門職基準だと思います。その上に、今の制度ならば、免許制度を載せて、

その免許制度を大学の裁量で運用したときにカリキュラムスタンダードがあるということ

を理論的には整理してもらいたい。 

 ただ、6年か 4＋αかというときに、やはり弾力的であるからαだと私は思っています。

現に 1～4年まで大学院制度で動かしているわけです。ですから、αが 2ではなくて 1だと

いう論理にはしてもらいたくありませんし、それではおかしいだろうと思っています。こ

れが 1点目です。 

 2 点目は、先ほど若井先生が法科大学院等のことをご発言いただきましたが、私は心配
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ないと言えばうそですが、鈴木副大臣が選挙のときに、各県で 600 人ということを打ち上

げました。その後はあまりおっしゃらないのでちょっと日和ったかなと思っていますが、

要するに当たり前に今の高度化を考えたときに、正規採用であのとき約 2万 5000 人です。

講師を含めて約 4万人教師になっています。これを高度化する受け皿をどうしたらいいか

という話に結び付けないとこの制度設計はできません。830 どころか、教職大学院的なも

のを数万人まで想定しないと、この制度設計はできないだろうと、今の段階では当然無理

です。ですから、教大協に加盟している国立の養成系大学の修士課程が今、ちょうど 3333

と語呂がいい数になっています。合わせて約 4000 人です。それから一般大学、東大、京大、

あるいは私学の教職課程を置いている大学院が数万人の規模になっています。これをくし

刺しにして、教職大学院モデルというカリキュラム開発をしなければいけないと思います。

すべて教職大学院パターンを適用するのは絶対に無理です。それほどハードなものを数万

人規模で養成はできないと思います。そのコアになるのは教職大学院です。ですから、若

井先生のご心配は杞憂に終わらせたいと思っていますが、830 人は到底足りない。最低数

千人までコアを組み直さなければいけない。その上に、さらに一般の大学院まで、例えば

今の 45 単位ということならば、20 単位ぐらい教職大学院パターンのカリキュラムをジョ

イントしていく、もちろん実習も含めてということです。残りの 15 単位ぐらいは、今まで

の教科内容を中心にやっていただきます。今、修士課程がそのような三層構造になってい

ますが、これをくし刺しにしたところの弾力的な枠組みを作り直すことが必要だろうと思

います。 

 3 点目は、先ほどの大月理事のお話にもありましたが、評価機構の話です。文字どおり、

今の教職大学院の制度的な欠陥が見え始めています。要するに教科内容を扱っていない、

扱えない。それから、私学には一部かなり無理をして参入していただいていますが、他の

圧倒的多数というと、早稲田さんに失礼ですが、かなり大手の私学には今のところ参入し

ていただいていないという問題があります。中高免許に対応した教職大学院パターンの開

発が必要だろうと思っています。私の前任校では、同志社、立命等かなり大手の私学さん

にも連合で参加していただいて、中高免許を持った人たちに教職大学院の教育を提供する

という試みをしていますので、先行モデルにしていただけるのではないかと思っています。 

 もう 1点、幼稚園、あるいは小学校教育の問題です。この免許を大学院が持っているか

どうかという話です。これは文科省の方もそういう言い方をされて同じ考えだと納得しま

したが、幸い、幼保一体化の動きにみんな目をそらしてくださいと申し上げていいのでは
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ないかと思います。こちらの方の決着がついたときに、新たに幼稚園教員の免許をどうす

るかということを別枠で考えていただいていいのではないかと思います。ここは多分、大

変意見が分かれます。ここにはいらっしゃらないと思いますが、短大の先生が目くじらを

立てて、とんでもないという話は当然想定されます。小学校以上高校までの普通免許とい

う枠の中で高度化も考える。幼保一体化の話がまとまったとき、また別途考えていただく

ような現実論があってもいいだろうと思っています。 

 3 点申し上げましたが、具体の話、中教審の方でだんだんこのような方向に移ります。

その中で、教職大学院モデルと言いましたが、これがなければ高度化できないという共通

認識を中教審に限らず、広く教育界で持っていただくという戦略を、この協会を中心とし

て立てていただくことが取りあえずは必要だろうと思っています。 

 最後になりましたので、つなぎ方が悪くなりますが、今、3 人が改革に対する論点、あ

るいは基軸をどこに置いたらいいかという話をさせていただきました。時間が迫っている

ので 10分程度にしたいと思いますが、3人が今のところの立場で発言したので、ここはど

うなっているかという相互の意見交換をさせていただきたいと思います。 

 日渡先生から行きましょう。どうですか。 

 

（日渡） 大学院の＋αは、言葉として 4に接続させるのか、離すのかということに興味

があるのですが、それは接続させるのではなく、離すような雰囲気で聞こえるのです、そ

れはどのようにお思いですか。 

 

（松木） 制度としては両方ありだと思っています。4 年卒業後に就職をして、実際に働

きながら、考えていただき、もう一度入学するというのも十分ありだと思っています。 

 

（堀内） 私は、また前任校の経験しか出せませんが、既に就学する者がものすごく多様

になっています。いわゆるストレートマスターの学校が終わってすぐに来る者、現職で来

る者、その中間段階もあります。免許は持っているけれども、教職に就かず、ほかの職に

就いた者、極論を言うと主婦もいます。そのような方が、これから本気で教職を目指した

いということで来ている者も 1～2人ですが、います。ですから、問題なのは、このような

制度設計をするときに、できるだけフレキシブルにするということが今後の制度設計を 

可能にすることになるのだろうと思います。ストレートマスターか、それとも現職かの二
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元論に終始しがちですが、要するに課程、プログラムを提供する話であって、学習する側

はまったく自分のスタンスで選択可能にしていくという弾力性を持たないと、多分、この

ような大きな枠組みを設定することに無理が生じるだろうと思っています。 

 先生、何かほかに。 

 

（松木） 教職大学院が果たす役割ということに関して、先ほど堀内先生から、教科の力

をしっかり付けていくというような方向性も一つあるのではないかというお話がありまし

た。そういう意味でいくと、他の大学院で学んでいる人たちが教職大学院に来て、例えば

学校実習を核にした部分の 10 単位、20 単位を取得していくようなシステム、まさに京都

が行っている連合のような形で、ほかの大学の大学院生もやってくる。25の教職大学院が

各地域の拠点になっていきながら、地域のそれぞれの教職修士（専門職）資格を取りたい

学生を受け入れていくような仕組みも必要になってくるのではないかと思います。 
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職大学院パターンがあってもいいだろうと思います。それを国立の養成系大学が設定する

ならば、今の多くの教科内容を担当している先生方に教職大学に参画してもらう道は可能

だろうと思っています。そのような制度設計をしないと、現実に数が合わない、あるいは

既存の養成大学の存立そのものが大変難しくなると思っています。これは、この 3人の問

題ではなくて、また後でそのことについて、このようなことが考えられるのではないかと

いうようなご発言をフロアからいただければと思っています。 

 問題提起になったかどうか分かりませんが、中教審の第 2ラウンドは、これからいよい

よワーキングも含めて始まるという位置に立ちました。別に私も業界代表のつもりではあ

りませんが、自分の立ち位置は教職大学院であるという意識を持っていますので、いらっ

しゃる先生方から、こういうことをやるべきである、あるいはこういう論点を詰めるべき

であるというご意見をいただければ、そのようなものをできるだけ反映していきたいと考

えています。時間は限られておりますが、われわれの発言にとらわれず、これから中教審

で詰めていく教職大学院を軸とした教員養成制度の高度化ということについて、論点、資

格、課題というものをわれわれにいただければありがたいと思います。いかがでしょうか。

ご自由にご発言いただければ。 

 

（篠原） 現実に教職大学院の運営を実質やっているサイドから見れば、今後の教員養成

制度改革の方向が見えにくい。民主党の 6年構想、さらに文科省がそれにどのような対応

をしていくか。関係の中教審、研究協力者会議などの議論が一時凍結されている現状では、

これについてはわれわれは特別部会にぎりぎり期待するしかないということが前提にあり

ます。 

 その上でお話をしたいと思いますが、まず、特別部会そのものにかかわって、お三人が

教職大学院の立場で非常に努力をされているということは非常に認識し評価しますが、今

日のお話を伺っていると、失礼な言い方になるかもしれませんが、まず、基本的に大学に

おける免許制度の修士化の現実可能性が本当にあるのかないのかという議論がどの程度な

されているのか。 

 例えば松木先生は、教職大学院定員を 5000 人にするというのは、多分努力によってでき

るのではないかとおっしゃいました。日渡先生は、どうも 6年の方向で養成制度が変わっ

ていく感じがするとおっしゃいました。最後に、堀内先生は、いわゆる私学における修士

課程も含めて弾力化で、くし刺しにすればいいという非常にアバウトな構想をお話しにな
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りました。心配なのは、まず 6年養成の修士化の現実可能性があるのかないのかというと

ころからの議論を徹底的にされているのかがとても気になります。 

 もう一つは、教職大学院モデルという言葉はどうも飛び交っているようですが、これは

堀内先生がおっしゃるように、教科との関係や、先生も僕も立ち上げで苦労しました。そ

のときにわれわれは内憂外患でした。内憂の中には、その学部の中の他の専攻との関係が

あります。ここは非常に悩ましい問題です。今ある内憂の問題は、すべての教育学研究科

が統一の形で、教職大学院方法のシステムを受容するということは可能性がとても低いと

思っています。さらに、今ある教育学を見ていったとしても、例えばおっしゃったように、

過去 2年における単位化が、教科専門とわれわれとの関係を見れば、質と量によって完全

にばらばらです。それから、細かいことを言いますが、免許法に基づく教職課程基準にお

いても、幼少と中高における現況対応の大学院修士課程の科目が整然とそろっているかど

うかというところが、まずあいまいになっています。つまり、既存の研究課程さえも教員

養成に向けた制度という意味において相当な問題があると、ここは議論されたのかどうか。 

 その点、いかがでしょうか。 

 

（堀内） ありがとうございました。われわれは一委員として参画させてもらっています

が、答えられる質問ではなかろうとも思います。文科省の方もいらっしゃるので、また個

人の資格でも結構ですので、発言をしてもらいたいと思います。最初に、このような制度

改革の可能性の見通しですが、文字どおり大震災があって、毎日の国会中継を見ていると、

明日にも菅内閣はつぶれてもおかしくありません。これは私個人の意見でなくてマスコミ

がそう言っているだけですが、という条件に今あります。 

 ただし、これはまったくの主観ですが、文科省の方が割とぴんしゃんしてきたかなと。

すみません、前にお二人いらっしゃいますが（笑）。最近、いろいろなところのお話を聞い

ていると、私個人では、腹が据わったような気がしています。これは多分、一番大事なこ

とだろうと。政界、あるいは政治状況がどう変わっても、ビューローとして腹が据わるか

どうかというのは、こういうときに一番大きな問題だろうと、私は主観的な見方をしてい

るというのがまず 1点です。 

 それから、いわゆる免許基準の問題があります。教職課程プログラムはアバウトとおっ

しゃいましたが、ある意味では、この教職課程の内容を誰がどのように実現していくかが

最も現実的な課題です。現実的に解釈するときの問題が一番何かというとき、まさに篠原
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先生が言われたとおりで、国立の養成大学の現在の教員構成に足場を置いた場合に、ここ

にいるのは少数派であって、多数派の方はここに来ていません。ただ、ここには学長先生

が何人かいらっしゃっています。本当にありがたいのですが、学長のリーダーシップでこ

うしたいというところしか期待できません。ここにいらっしゃっている学長先生はまだい

いだろうと思いますが、来ていない大学はどうかなという話も、多分かやの外にはあるの

だろうという気がしています。ですから、篠原先生からの質問は、われわれが答えられる

質問ではなかったと思います。もちろん、今言ったことも問題提起として受け止めてご発

言いただくと思いますが、今のことでお二人から何か言っていただければと思います。 

 

（松木） 十分な議論がされているかというと、私もされていないと思います。それから、

規模の問題に関しては、例えば先ほど挙げた 6000人の規模で教職大学院を作ろうと思った

場合に、どんな資源が身の回りにあるのだろうか。そして、その資源を開発していくには

何をしたらいいのかということについては、かなり真剣に考えていかなければいけないと

思っています。 

 一つは、研修と採用を一体化していくという方向性ではないかと思っています。日渡先

生がいらっしゃいますが、私は教育委員会のやっている研修がすべていいとは全然思って

いません。もちろん、大学の授業もかなり問題があると思いますが、研修も結構問題があ

ります。初めて教職大学院の中で実務家の先生と研究者の先生が一緒になってやって、新

しいものが生み出され始めました。各都道府県の教員研修センターと教職大学院のコラボ

レーション、これは規模的な拡大をしていく上でも一つの方向性として、可能性があるの

ではないかとは思っています。 

 

（日渡） まず、αの部分ですが、私も十分な議論はなかったように感じています。ただ、

一人一人の委員は一人一人の考えを持っているので、ある人は言うでしょう、ない人は言

わないでしょうというようなことになると思います。＋2 で行った方がいいと思っている

人は、そういう点を言うし、思っていない人は言わないだけのことです。ただ、多数とし

ては感じられなかったということはあります。 

 先生がおっしゃったお話で言うと、今回の場合は、教員の資質向上が大きなテーマでし

た。どうも最初は、全体の流れは養成の方が中心でした。養成が悪いと私も言っていまし

た。しかし、ずっと話をしていくと、養成、採用、研修と、ほとんどは教育委員会、行政
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の方に責任があるのではないかという話になって、最終的には一体のものなのだというこ

とになってくると、教育委員会の脆弱性にみんな気づいてくると思います。 

 今度は、教育委員会は弱いではないかと、大学側、養成側が言うのではなくて、それを

養成の一つのプロセスの中に入れていって、教育委員会の弱い部分については大学で再教

育しましょうなどということが、今後出てくる可能性もあるのではないでしょうか。 

 

（堀内） ありがとうございました。同じ論点かどうか分かりませんが、中教審の論議で

も、今お話があったように、大学か教育委員会かと、分かりやすいから二元論的にするの

です。ところが、大学にしても、たまたま私は今、大学は 2校目ですが、スクールカラー

というよりも、システムが全然違っています。 

 教育委員会も、いわゆる任命権者の教育委員会ということは共通ですが、東京都のよう

に何万人も教員を抱えているところから、数千人止まりのところもあります。あるいは政

令市もそうです。六十幾つかの教育委員会は規模からいって極めてまちまちです。ここで

やっている研修も本当に多様です。質、量ともに多様です。例えば私は学校経営が専門で

すが、学校経営に関して、以前、文科省の事務局に、各県や政令市はどんな研修をやって

いるか早く調べてもらいたいという要望を出しておきました。多分、1～2日で終わってい

るところから、1 カ月近いプログラムを組んでいるところまで、これぐらいの差がありま

す。これを一括りにして、このような質向上をしなければいけないというのは、やはり乱

暴です。先ほどの＋αの部分も、フレキシブルであるというのは、大学院制度は 2年を標

準として、倍の 4年まで就学できます。長期履修も今、大学院制度で認められています。

短期履修もあります。これをそれぞれのキャリアに応じて選択する部分と、大学院がある

意味で枠を付ける部分というような弾力的な枠組みをしないと、到達度としての高度な専

門性の保証ができないということだと思います。 

 そこまで詰めた論議を中教審はできないし、しなかったということなので、今後の課題

としてもいいのですが、要するに何を目標として高度化を図っていったらいいのか。その

ときの課題として必要なのは、われわれは今、何を対象として考えているのかという現実

認識だと思います。 

 そういうことになると、4＋αなのか 6なのかうんぬんという話になりやすいですが、わ

れわれはそうしたところを目標、目途として制度改革に向かっていったらいいかというこ

との共通認識というか、認識のレベルをそろえていくということがこれからの課題だろう
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と思います。篠原先生のご提起に対して、完全に答えきれていないと思いますが、そのよ

うな方向性は今後、確認したいと思っています。 

 たくさんいらっしゃると思いますが、まずお一人、お二人にはご発言いただこうかと思

いますが、いかがでしょうか。 

 村松先生にごあいさついただいたのにお帰りになられるのはもったいなくて、もちろん

中教審の委員でもあるし、学芸大の学長でもあるし、教大協の会長であるという三つの肩

書きでここに来ていただいていますので、先生がわれわれと一緒の方向で確認していただ

くと、中教審も論議しやすくなると思っていますので、できれば、今言ったことで先生の

お考えをいただければありがたいと思います。 

 

（村松） 考えをまとめていたわけではありませんが、堀内先生がおっしゃる規模の問題

をどのように考えていくかです。まず、教職大学院自体がまだ少数派だという話がありま

す。6 年化というか＋αの方向を支持する立場でお話をしますが、それをどうやって実現

するか、できるのかという話ではなくて、多分、実現していくためにはどのようにしなけ

ればいけないかという議論をしなければいけない時期に入っています。いろいろな複線コ

ース、柔軟なシステムと、今お話しになっているようなことしかあり得ないし、そうであ

るべきだろうという気がします。 

 論点とは少し違うかもしれませんが、過日、博士課程のある 9つの国立大学教育学部長

の会議に教大協から 2大学の学長が出席しました。2年ほど前から、教大協の単科の 11大

学と、この 9大学との交流を行っています。私どもが 9大学の会議に行って、この特別部

会の話の進捗状況をぶつけましたが、皆さんどのぐらい関心を持って今までこのことに注

目しているのかというところに、ほとんどレスがありません。ほとんど把握されていませ

ん。国立の教育学部長たちです。この状態は何とかしなければいけないと思いました。早

く共有しないといけないと思いました。もちろん教職大学院モデルを中核に、こういうス

タンスが考えられるということをしておくべきですが、それと並行して、文科省の方にも

申し上げておきたいのですが、早めに情報を広げていくことが必要です。 

 私立大学も教職大学院のあるところは当然取り組んでいらっしゃいますが、一般的に教

員養成が厳しくなるらしいという私学の危機認識が一方にばーっと広がっているだけで、

それ以上のことがほとんど押さえられていないというところで、本格的に制度設計できる

のだろうかと心配です。現実的に日本の教員養成を高度化していくためには、前に鈴木文
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科副大臣が早く国民的議論をと特別部会の冒頭でおっしゃったと思いますが、本当にそれ

が必要だということを今、非常に感じています。 

 教職大学院モデルのようなことでイメージをある程度作っていく作業と並行して、情報

公開をしていくことがとても大事だということを今、切実に思っているところです。ご趣

旨に合わないかもしれませんが、今、思っていることを申し上げました。 

 

（堀内） ありがとうございました。国立の養成系大学の学部長先生方にそのような認識

が広がっていないというのは大変ショックなご発言でした。逆に言うと、われわれも日々、

現場の先生方、マスコミの人とやりましたが、既存の修士課程と区別がつかないというよ
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の中でベストのものをコアとして制度設計をいち早く打ち出すということも必要かと思っ

ています。これは聞かなかったことにしてください（笑）。 

 それから、若井先生はいらっしゃいますね。先生は、そんなに心配しなくてもよろしい

と。もし、これを行うなら、教職員が足りないから何とかしろというのがすぐに来るだろ

うというようなことを申し上げましたが、いかがでしょうか。 

 

（若井） この場を暗くしないためにさすが堀内先生と思って、そんなにきまじめに考え

なくても大丈夫ではないかと。これは震災後の議論と同じで、あまりまじめに考えると先

はないと。アバウトに考えて、明日があるよという話と近いところがあります。 

 先ほど篠原先生からかなり立ち入った質問内容が出されたと私は理解しています。中教

審の委員で、村松先生も委員でいらっしゃるので、私が期待したのは、教職大学院という

加盟校自体がまだ 25 でしょう。圧倒的少数です。これを多くの人たちに分かっていただく

ためには、教職大学院というのは本当に大事なことをしてくれているのだということを分

かってもらう必要があります。そういう面では、事業計画の中で広報活動に力を入れてい

くということです。教職大学院年報を出すだけではなくて、もっといろいろなことをやっ
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て、これは当事者として本当に大事な課題だと思っています。 

 ただ、どれぐらいのことをやっておけばいいのかというと、一つは先ほど私が気になっ

たのは評価です。これは別に教職大学院にかかる評価だけでなく、大学の評価全体につい

て、評価をまじめにやることは決して悪いことではありません。しかし、評価を受ける側

も行う側も大変なエネルギーを費やしています。しかし、例えば教職大学院というものに

ついての評価の結果がマスコミ公表されたときに、見る人たちがどこに注目するかという

ことです。そうしたら、結局あえいでいる教職大学院、定員充足できないでいる教職大学

院というところがものすごく強調された格好になってしまいます。ですから、それは教職

大学院の当事者努力が足りないために、そういうことになっているのだとなってしまうと、

比較的優等生、言い方は少しどぎついかもしれませんが、国立もそうだし、私立もそうで

すが、かなり頑張っている大学が教職大学院に名を連ねてきているわけでしょう。しかし、

そこでもそんなに苦しいのか、厳しいのかという話になってしまえば、今、様子見をして

いるところはもっと慎重になってきます。 

 ですから、そこについてそういう方向へ走ってしまうと、質保証の観点から法科大学院

の失敗を繰り返さないということで、非常に厳しく、すべての大学にお願いする話ではな

いのだということを文科省でもある時期まで非常に強調していたでしょう。特定の整った

ところが教職大学院をつくっていけばいいのだと。しかし、制度設計の例えば量的な観点

から言えば、堀内先生の言っているとおりで、私もそう思っています。ある一つの見通し

さえつけられれば、間違いなく広がりを持っていくだろうと思います。ただ、今はそれの

障害になるというか、それを妨げている力があります。経済的な一つの問題、それから、

予期しなかった震災の問題がプラスに働いてくれればいいのですが、これがまた財政的な

観点でブレーキになっていく可能性もあります。そういう中で、もう少し明るい見通しを

持ってもらいたいと思って、先ほど私は発言しました。 

 評価をまじめにやること自体は大事なことですが、それが何か当事者努力が足りないた

めに、どうもうまくいっていないというような感じの印象のものでは困ります。かといっ

て、「一生懸命やっているのだから、みんな◎を付けてください」などと言うつもりは、私

は全然ありません。先端を走っている教職大学院の方々がお集まりになっているわけです

から、ここで一体どういう努力をしたらいいか、一番肝心な努力は一体何だろうかという

ことです。そうしたら、やはり質的な観点から努力をしていくというのが一番分かりやす

い。それぞれの大学の歴史もありますし、やり方も違うでしょうが、みんな模索していけ
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ばいい。 

 しかし、定員充足に関して言えば、私が質問をしていながら自分で答えを言います。自

分で言っては失礼だと思って黙っていましたが、やはり法科大学院のときと決定的に違う

ということ、要するに教職大学院を出た人たちは、優遇策とは言いませんが、どういう正

当な扱いをされるのかということについての話が共通項として話し合われてきませんでし

た。これは総務省、財務省とのかかわりで、文科省も非常に頑張ってくれましたが、なか

なかその合意が取り付けられなかったでしょう。先生もご存じのとおりです。ですから、

スタートするときに、総務省からの調査表が来たではないですか。大学院を出た人たちに

有利な扱いをするという裏的な、どういう趣旨なのか、私も理解しかねていますが、何か

裏取引をやっているのではないかと、そういうことのないようにという意味だったかもし

れません。同じ政権の下で国策としてやろうとしていることがこんなことであっていいの

かということで、私は非常に強い不信感を覚えました。 

 しかし、それは消えました、そこはクリアしたということで私も伺っているので、もう

一つ教職大学院として、みんなで共通理解の下にもう一歩踏み出せばいいと。そういう面

では、今日ご登壇いただいた 3人の先生方に、私どもがこんなに多くの期待をしているの

だということは言い方は違いますが、みんな先生方に期待していますので、あまり拡散し

た印象レベルの話を中教審の委員が毎回言っているようなレベルだと国会とほとんど変わ

りありません。ですから、もう少し内容のあるプロとしての議論を深めてもらいたいと思

います。大学院の議論です。大学院がどうあったらいいかという最先端の議論をしようと

しているのですから、「という指摘もある」といったたぐいのレベルのことが中教審で話し

合われていくべきではないので、もっと具体的にそれぞれの大学がどういう努力をしてい

るかということを、克明にいろいろな形で紹介しながら議論を深めていっていただきたい

と、私はそれを願っています。 

 

（堀内） ありがとうございました。時間があと 5分内ということですが、ご発言いただ

きたい方はたくさんいますが、この後も意見交換、情報交換会が用意されていますので、

そちらでご意見をいただければと思います。 

 進行の責任上、簡単にまとめの話ができればと思っています。今、若井先生から、法科

大学院うんぬんから始まるご発言がありました。今日の須原さんもそうだし、文科省の方

のプレゼンのときに、いつもストレートマスターの第 1期生が教員になった率が 9割とい
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うお話をいただきますが、極めて身内のところで止まっていませんか。要するに、いつも

学部だけのときにはランキングで、上越か兵教でしたが、一喜一憂しながら、この大学は

58％で第 13 番目などとやっていたあの表が今年は確か出ませんでした。私が見ている限り

出なかったし、出していいかどうかは別ですが、そうすると教職大学院は 19 大学でしょう

か、トップが 100％、一人か二人も出ますので 100％から 0になるかもしれません。これは

やめた方がいいかもしれませんが、平均で 9割を超えましたぐらい、もう少しマスコミが

触れてもよかったのではないかという気がしています。 

 このようなことだけでなく、今、若井先生に言っていただいたように、これからの話で

すが、今日、須原さんからもフォローアップの話があったように、どこの大学も今までと

は違ってかなり取り組んでいると思います。修了生は間違っても指導力不足で 1年目でこ

けてしまったというのでは困るということで、従来の学部卒とは違ってフォローアップ体

制を持ってきていると私は思っています。 

 そのようなものを丹念に拾って、教職大学院はこれからどういう形で教員養成に貢献し

ようとしているのか、どのような新たなシステムを立ち上げようとしているのかというこ

とを拾って広報していただければと思います。また、われわれの反省材料になってくるだ

ろうし、今言ったように、新たな制度設計でものすごく緻密なことをわれわれはやってき

たと、それら幾つかの層構造を組む必要があると思います。先ほど言いましたように、2

万 5000 人や 4万人を対象に、今われわれが 800 人を対象にやったのと同じことは絶対にで

きません。今のわれわれのスタッフを 10 倍ぐらい増やしてくれれば別ですが、そこには知

恵や工夫が要ると思います。 

 併せて、今日はあえてお金の話は出しませんでしたが、多分、文科省はお考えだと思い

ます。インセンティブうんぬんという形は常に伴っていました。修士化にしたときに、で

は教員の給与ベースは一体どうしたらいいのだろうと、今までどおり資格だけをあげると

いうわけにはいかないだろうと。一方で、今回の震災の問題も含めて、公務員給与の引き

下げが起こっていて、教員は特にその中のターゲットにされているという中で、財政的に

どのようなインセンティブを付けるのか。そのときに文科省 1省では賄いきれないと思い

ますが、現政府の大変厳しい状況の中で、教員給与の確保というものが高度化と結び付く

方向を打ち出さないと、絵に描いた餅に終わるのではないかと思います。 

 消費税 10％うんぬんかんぬん、私は消費税 20％論者ですので、私の論ではすぐにお金は

出しますが、皆さんがそういうわけにはいきません。要はもう少しいろいろなものをつな
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 消費税 10％うんぬんかんぬん、私は消費税 20％論者ですので、私の論ではすぐにお金は

出しますが、皆さんがそういうわけにはいきません。要はもう少しいろいろなものをつな

21 

ぐような、見える全体像というものになると、われわれはわれわれの持ち分で教職大学院

はこの枠の中で、このようなことを今までやってきたし、もっと頑張りますというメッセ

ージが出せるだろうと思います。 

 12 月に協会としてのいろいろなイベントがあるということで、この協会を軸に、今言っ

た課題をフォローし、また、いい結果が出るように進めていただけると思っています。大

変勝手な取りまとめをして申し訳ないと思いますが、これから我々の生存そのものにかか

わるような方向に動こうとしているということだけは共通認識し、鼎談になったかどうか

分かりませんが、このお話を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 
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（平成２３年４月１日現在）

区 分 大 学 院 名 研 究 科 名 専　攻　名 定　員

国立 北海道教育大学大学院 教育学研究科 高度教職実践専攻 45

国立 宮城教育大学大学院 教育学研究科 高度教職実践専攻 32

国立 山形大学大学院 教育実践研究科 教職実践専攻 20

国立 群馬大学大学院 教育学研究科 教職リーダー専攻 16

国立 東京学芸大学大学院 教育学研究科 教育実践創成専攻 30

私立 聖徳大学大学院 教職研究科 教職実践専攻 30

私立 創価大学大学院 教職研究科 教職専攻 25

私立 玉川大学大学院 教育学研究科 教職専攻 20

私立 帝京大学大学院 教職研究科 教職実践専攻 30

私立 早稲田大学大学院 教職研究科 高度教職実践専攻 60

国立 上越教育大学大学院 学校教育研究科 教育実践高度化専攻 50

国立 福井大学大学院 教育学研究科 教職開発専攻 30

国立 山梨大学大学院 教育学研究科 教育実践創成専攻 14

国立 岐阜大学大学院 教育学研究科 教職実践開発専攻 20

国立 静岡大学大学院 教育学研究科 教育実践高度化専攻 20

私立 常葉学園大学大学院 初等教育高度実践研究科 初等教育高度実践専攻 20

国立 愛知教育大学大学院 教育実践研究科 教職実践専攻 50

国立 京都教育大学大学院 連合教職実践研究科 教職実践専攻 60

国立 兵庫教育大学大学院 学校教育研究科 教育実践高度化専攻 100

国立 奈良教育大学大学院 教育学研究科 教職開発専攻 20

国立 岡山大学大学院 教育学研究科 教職実践専攻 20

国立 鳴門教育大学大学院 学校教育研究科 高度教育実践専攻 50

国立 福岡教育大学大学院 教育学研究科 教職実践専攻 20

国立 長崎大学大学院 教育学研究科 教職実践専攻 20

国立 宮崎大学大学院 教育学研究科 教職実践開発専攻 28

日 本 教 職 大 学 院 協 会 会 員 大 学 一 覧
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【日本教職大学院協会組織図】 （平成23年10月1日現在）

専門委員会

○授業改善・ＦＤ検討委員会

○企画・広報検討委員会

○教育委員会等連携検討委員会

兵庫教育大学

理事会

事務局次長　三尾　忠男（早稲田大学）

事務局次長　立木　　正（東京学芸大学）

市川　　博（帝京大学）

田中　雄三（鳴門教育大学）

理　事　加賀　　勝（岡山大学）

理　事　新地　辰朗（宮崎大学）

事務局長　　米田　　豊（兵庫教育大学）

事務局

日
本
教
職
大
学
院
協
会

監事

会　長　加治佐　哲也（兵庫教育大学）

副会長　田中　喜美（東京学芸大学）

副会長　長島　啓記（早稲田大学）

総会（会員校）

事務担当

理　事　福井　雅英（北海道教育大学）

理　事　松木　健一（福井大学）

理　事　髙乘　秀明（京都教育大学）
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所　　属 職　　名 氏　　　　名 備　　　　考

早稲田大学大学院 教　授 三　尾　忠　男

福井大学大学院 教　授 松　木　健　一 　座長

岐阜大学大学院 教　授 石　川　英　志

兵庫教育大学大学院 准教授 永　田　智　子

奈良教育大学大学院 准教授 宮　下　俊　也

大　学　名 職　　名 氏　　　　名 備　　　　考

宮城教育大学大学院 教　授 田　幡　憲　一

帝京大学大学院 講　師 清　水　保　徳

早稲田大学大学院 教　授 田　中　博　之

愛知教育大学大学院 教　授 佐　藤　洋　一

兵庫教育大学大学院 教　授 浅　野　良　一 　座長

岡山大学大学院 准教授 高　瀬　　　淳

宮崎大学大学院 教　授 三　輪　佳　見

大　学　名 職　　名 氏　　　　名 備　　　　考

北海道教育大学大学院 教　授 玉　井　康　之

群馬大学大学院 教　授 入　澤　　　充

玉川大学大学院 教　授 坂　野　慎　二

岐阜大学大学院 教　授 篠　原　清　昭 　座長

静岡大学大学院 教　授 山　崎　保　寿

兵庫教育大学大学院 准教授 大　野　裕　己

鳴門教育大学大学院 教　授 岩　永　　　定

日本教職大学院協会専門委員会委員名簿（平成23年度）

企画・広報検討委員会

授業改善・FD検討委員会

教育委員会等連携検討委員会
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日本教職大学院協会規約

（平成21年５月29日制定）

第１章 総則

（名称）

第１条 本会は日本教職大学院協会（以下「協会」という。）と称し、英語ではJapan

Association of Professional Schools for Teacher Education（略称JAPTE）と称する。

（組織）

第２条 協会は、教職大学院を設置する大学・学部を会員として組織する。

（目的）

第３条 協会は、会員相互の協力を促進して教職大学院における教育水準の向上を図り、もっ

て優れた教員を養成し、社会に貢献することを目的とする。

（事業）

第４条 前条の目的を達成するため、協会は次の事業を行う。

(1) 教職大学院が行う教育の内容及び教育条件整備の検討と提言

(2) 教職大学院の教育実践研究の検討と提言

(3) 教職大学院の教員の研修・交流

(4) 教職大学院学生の研修・交流

(5) 教職大学院の入学者選抜方法の検討と提言

(6) 教育委員会等との連携方法の検討と提言

(7) 前各号のほか、協会の目的を達成する上で必要と認めた事業

第２章 会員

（会員の資格）

第５条 協会の会員は、教職大学院を設置する法人のうち、法人の意志に基づき入会手続を行

い、総会の議決により入会を認められたものとする。

（会員の代表者）

第６条 会員は、その代表者１人を定めて、協会に届け出なければならない。これを変更し

たときも、同様とする。

２ 代表者は、教職大学院を設置する法人の学長又は教職大学院を代表する者とする。

３ 協会の総会には、第１項により届け出られた者が出席しなければならない。会員代表者が

総会に出席できないときは、当該教職大学院の専任教員による代理出席を認める。この場合

は、書面により代理出席を委任されたことを申し出なければならない。

４ 理事会への出席においても、前項の代理出席に関する規定を準用する。

（入会及び資格喪失等）

第７条 教職大学院を設置する法人が入会を希望するときは、書面により協会に申し出て、総

会の議決により入会の承認を得るものとする。

２ 入会後、会員の設置する教職大学院が閉鎖され、又はその設置認可が取り消されたときは、

会員の資格を失う。

３ 会員が協会の目的に反する行為をしたとき、又は会員としての義務に反したときは、理事
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会の提案に基づく総会の決議により除名することができる。その議決は、総会員の３分の２

以上の多数による。

４ 会員が退会を希望するときは、書面により協会に届け出て、総会の議決により退会の承認

を得るものとする。

（入会金及び年会費）

第８条 会員は、年会費を納めなければならない。年会費を滞納した会員は、退会したものと

みなすものとする。

２ 会員は、入会にあたって入会金を納めなければならない。

３ 年会費及び入会金に関する細則は、別に定める。

第３章 役員

（役員の構成）

第９条 協会に次の役員を置く。

(1) 会長 １人

(2) 副会長 ２人

(3) 理事 ８人（会長、副会長を含む。）

（理事の選任）

第10条 理事は、総会がこれを選任する。

２ 欠員が生じた場合の後任の理事は、前任者の属する会員から選出する。

（会長及び副会長の選任）

第11条 会長は、総会において選任された理事がこれを互選する。

２ 副会長は、会長が理事の中から指名し、理事会の承認を経てこれを選任する。

３ 会長及び副会長のうち１人は私立大学の会員代表者とする。

４ 欠員が生じた場合の後任の会長及び副会長は、前任者の属する会員から選出する。

（役員の任期）

第12条 会長、副会長及び理事の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合の後任の会

長、副会長及び理事の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 会長、副会長及び理事は、再任を妨げない。

（会長及び副会長の職務）

第13条 会長は、協会を代表し、会務を総括する。

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、会長があらかじめ指名した者がその職

務を代行する。

３ 会長及び副会長は、その任期が満了する日において後任の会長及び副会長が選出されてい

ないときは、後任の会長及び副会長が選出されるまで引き続きその職務を行う。

（理事の職務）

第14条 理事は理事会を構成し、会務を執行する。

第４章 会議

（総会の招集）

第15条 会長は、毎年１回、会員の通常総会を招集しなければならない。

２ 会長は、必要があると認めるときは、臨時総会を招集することができる。総会員の３分の
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１以上の会員が、会議の目的たる事項を示して請求したときは、会長は臨時総会を招集しな

ければならない。

３ 総会の議長は、会長がこれにあたる。

（総会の議決方法）

第16条 総会は、総会員の過半数の出席がなければ、議事を開き議決することができない。

２ 総会の議事は、本規約に特別の定めのある場合を除き、出席会員の過半数でこれを決し、

可否同数のときは議長の決するところによる。

３ 会員は、総会において各々1 個の議決権を有する。

（理事会の招集）

第17条 理事会は会長がこれを招集し、その議長となる。

（理事会の議決方法）

第18条 理事会は、総理事の過半数の出席がなければ、議事を開き議決することができない。

２ 理事会の議事は、本規約に特別の定めのある場合を除き、出席理事の過半数でこれを決し、

可否同数のときは議長の決するところによる。

（理事会の議決事項）

第19条 理事会は、次の事項を議決する。

(1) 総会に提案すべき事項

(2) 入会金及び年会費に関する事項

(3) 専門委員会の設置に関する事項

(4) 副会長の選任並びに事務局長の任免の承認

(5) その他、協会の事業を実施するために必要と認められる事項

第５章 専門委員会

（専門委員会の設置）

第20条 協会の事業の遂行に必要な調査研究を行うため、理事会の下に専門委員会を置くこと

ができる。

２ 専門委員会による調査研究の結果は、理事会に報告しなければならない。

（専門委員会の任務・構成等）

第21条 各専門委員会の任務及び構成等については、理事会が別に定める。

第６章 監事

（監事）

第22条 協会に、監事２人を置く。

２ 監事は、会員代表者のうちから理事会が選出する。ただし、理事は監事を兼ねることがで

きない。

３ 欠員が生じた場合の後任の監事は、前任者の属する会員から選出する。

（職務）

第23条 監事は、協会の業務及び会計を監査し、理事会にその結果を報告しなければならない。

２ 監事の任期が終了する年度の翌年度に行われる前項の監査及び報告は、前任の監事が行う

ものとする。

（任期）
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第24条 監事の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合の後任の監事の任期は、前任

者の残任期間とする。

２ 監事は、再任することができない。

第７章 事務局

（事務局の設置）

第25条 協会の事務を処理するため、事務局を置く。

２ 事務局は、会長が属する大学に置き、副会長が属する大学がこれに協力するものとする。

（事務局長及び職制）

第26条 事務局に事務局長１人及び必要な職員を置く。

２ 事務局長は、事務局を統括する。

３ 事務局長は、理事会の承認を経て会長が任免する。

第８章 会計

（経費）

第27条 協会の事業を実施・運営するために必要な経費は、次の各号に掲げる収入をもって充

てる。

(1) 入会金及び年会費

(2) その他、寄附金等

（経費の管理）

第28条 協会の経費の管理は、理事会の議を経て事務局が行う。

（会計年度）

第29条 協会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月末日に終わる。

（予算及び決算）

第30条 会長は、毎年３月末日までに翌年度の事業予算案を作成し、理事会の議を経て総会の

承認を求めなければならない。

２ 会長は、毎会計年度終了後２ヶ月以内に決算書を作成し、理事会の議を経、監事の意見を

添えて総会の承認を求めなければならない。

第９章 規約の変更及び解散

（規約の変更）

第31条 本規約は、総会の議決によって変更することができる。

２ この議決には、総会員の３分の２以上の同意を要する。

（解散）

第32条 協会は、総会の議決によって解散することができる。

２ この議決には、総会員の４分の３以上の同意を要する。

第10章 細則

（細則の制定）

第33条 本規約の施行上必要な細則は、理事会の議を経て会長が定める。
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附 則

（施行期日）

第１条 本規約は、平成21年５月29日から施行し、平成20年10月16日から適用する。

（会員）

第２条 第５条の規定にかかわらず、教職大学院協会設立総会（平成20年10月16日開催）で協

会への参加の意志決定を行った法人は、入会手続を経たものと見なす。

（連合教職大学院）

第３条 本規約の適用については、複数の法人が一の教職大学院を設置した場合においては、

あわせて一の会員として扱うものとする。

（設立総会における会長等の選任）

第４条 協会の最初の総会において選出された会長、副会長及び理事は、本規約に基づき選任

されたものとみなす。

（最初の役員の任期）

第５条 協会の最初の会長、副会長及び理事の任期は、第12条第１項の規定にかかわらず、そ

の設立の日から平成22年の第１回の総会までとする。

（設立総会の議長）

第６条 協会の最初の総会の議長は、第15条第３項の規定にかかわらず、日本教育大学協会会

長がこれにあたる。

（最初の監事の任期）

第７条 最初の監事の任期は、第24条第１項の規定にかかわらず、選出された日から平成22年

３月31日までとする。

（設立当初の会計年度）

第８条 協会の最初の会計年度は、第29条の規定にかかわらず、その成立の日に始まり平成22

年３月31日に終わるものとする。

（日本教育大学協会との関係）

第９条 協会の設立及び運営に当たっては日本教育大学協会の協力を得ることとし、設立後も

連携を図るものとする。
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日本教職大学院協会会費等細則

（平成21年2月16日制定）

（平成24年3月10日改正）

（入会金）

第１条 教職大学院協会（以下、「協会」と略す。）の会員は、各々入会にあたって10万円

の入会金を所定の時期までに協会に納付しなければならない。

（年会費）

第２条 協会の会員は、各々年度ごとに30万円の年会費を所定の時期までに協会に納付しな

ければならない。

（既納の入会金等）

第３条 既納の入会金及び年会費は返還しない。

附 則

本細則は平成21年２月16日から施行する｡

附 則

本細則は平成24年４月１日から施行する｡
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日本教職大学院協会専門委員会細則

（目的）

第１条 この細則は，日本教職大学院協会規約（以下「規約」という。）第21条の規定に基づ

き，専門委員会の所掌事項及び構成等について必要な事項を定めるものとする。

（設置）

第２条 日本教職大学院協会（以下「協会」という。）理事会の下に，次に掲げる専門委員会

を置く。

(1) 授業改善・ＦＤ検討委員会

(2) 企画・広報検討委員会

(3) 教育委員会等連携検討委員会

（所掌事項）

第３条 授業改善・ＦＤ検討委員会は，次に掲げる事項を所掌する。

(1) 教育課程の見直しに関すること。

(2) 教育の内容及び教育条件整備に関すること。

(3) 教員の研修・交流に関すること。

(4) 教育実践研究の推進に関すること。

２ 企画・広報検討委員会は，次に掲げる事項を所掌する。

(1) 事業計画の企画・立案に関すること。

(2) 広報活動の推進に関すること。

(3) 広報誌の刊行に関すること。

(4) 協会運営の円滑化に関する提案に関すること。

３ 教育委員会等連携検討委員会は，次に掲げる事項を所掌する。

(1) 教員派遣に関する教育委員会との連携に関すること。

(2) 実習に関する教育委員会との連携に関すること。

(3) 修了生の教員就職支援に関する方策に関すること。

(4) 教育委員会等への要望に関すること。

（構成）

第４条 専門委員会は次の各号に掲げる者をもって組織する。

(1) 座長

(2) 委員 若干人

（座長）

第５条 専門委員会に座長を置き，座長は，理事会が規約第５条に定める会員の中から選出し，

会長が委嘱する。

２ 座長は専門委員会を招集し，議長となる。

３ 座長に事故があるときは，会長があらかじめ指名した理事がその職務を代理する。

（委員）

第６条 専門委員会の委員は，座長が会員の中から推薦し，会長が委嘱する。

（任期）

第７条 座長及び委員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じた場合の後任

の座長及び委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（理事会への報告）

第８条 専門委員会は，必要に応じて専門委員会における調査研究の結果等を理事会に報告す

るものとする。

（委員以外の者の出席）

第９条 専門委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の者の出席を求め，意見を聴く

ことができる。

（事務）

第10条 専門委員会に関する事務は，事務局において処理する。

（補則）

第11条 この細則に定めるもののほか，専門委員会の運営に関し必要な事項は，理事会が別に

定める。
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附 則

１ 本細則は，平成21年10月23日から施行し，平成21年５月29日から適用する。

２ 第５条及び第６条の規程により最初に委嘱された第２条第１項に定める委員会の座長及び

委員の任期は，第７条の規定にかかわらず，委嘱された日から平成23年の第１回の総会まで

とする。

附 則

本細則は，平成22年４月１日から施行する。
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区　　　　分

開催日 平成２３年　５月２７日（金）
場　所 ホテルフロラシオン青山　３Ｆ「孔雀」
開　会 ①会長挨拶

②来賓祝辞
　・日本教育大学協会会長

議　事 ①平成22年度事業報告について
②平成22年度決算報告について
③平成23年度事業計画について
④平成23年度予算計画について

報告事項 ①理事会報告
②専門委員会活動報告・事業報告
③教職大学院認証評価の状況について
④その他

講演 文部科学省講演「教職大学院の現状と課題」
　　（文部科学省高等教育局大学振興課　須原愛記専門官）

鼎談 中教審特別部会報告「新しい教員養成制度の中での教職大学院の位置づけと役割」

　　（兵庫教育大学　掘内孜教授・日渡円教授，福井大学　松木健一教授）
（第６回）
開催日 平成２３年　５月２７日（金）
場　所 ホテルフロラシオン青山　２Ｆ「桃」
議　事 ①平成22年度決算について

②平成23年度事業計画について
③平成23年度予算計画について　

報告事項 ①専門委員会委員の委嘱について
②平成23年度総会における情報・意見交換について
③その他

（第７回）
開催日 平成２４年　３月１０日（土）
場　所 キャンパス・イノベーションセンター大阪　４階　多目的スペース
議　事 ①役員の選出等について

②細則の改正について
③平成23年度事業報告について
④平成24年度事業計画について
⑤平成23年度の予算執行状況について
⑥平成24年度総会について
⑦その他

報告事項 ①先導的大学改革推進委託事業の進捗状況について
②その他

（第６回）
開催日 平成２３年　９月２３日（金）
場　所 キャンパス・イノベーションセンター大阪　４０２号室
議　事 ①「教職大学院のＦＤや授業検討に関する共同利用センター」構想について

②その他
（第７回）
開催日 平成２３年１０月３０日（日）
場　所 キャンパス・イノベーションセンター大阪　４０２号室
議　事 ①「教職大学院のＦＤや授業検討に関する共同利用センター」構想について

②その他

開催日 平成２３年　７月１６日（土）
場　所 ニッセイ新大阪ビル　「ネットカンファレンス大阪　会議室Ｄ」
議　事 ①平成23年度シンポジウムの開催について

②その他
（第９回）
開催日 平成２３年１１月１３日（日）
場　所 キャンパス・イノベーションセンター東京　３０４号室
議　事 ①平成23年度日本教職大学院協会シンポジウムの全体進行について

②ポスターセッション実施の詳細について
③その他

（第10回）
開催日 平成２４年　２月２６日（日）
場　所 ニッセイ新大阪ビル　「ネットカンファレンス大阪　会議室Ｄ」
議　事 ①教職大学院の学修成果に係るポスターセッション発表の概要について

②平成23年度日本教職大学院協会年報の作成について
③平成24年度事業計画について
④平成24年度シンポジウムの検討について
⑤その他

授業改善・ＦＤ検討委
員会

平成２３年度日本教職大学院協会事業報告

内　　　　　　　　　　　容

理　　事　　会

（第８回）

企画・広報検討委員会

総　　　会

1
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（第４回）
開催日 平成２３年　５月２８日（土）
場　所 キャンパス・イノベーションセンター東京　３０４号室
議　事 ①「教育委員会等との連携に関する調査」結果の集計・分析の計画について

②教職大学院シンポジウムの企画について
③その他

（第５回）
開催日 平成２３年　７月　９日（土）
場　所 キャンパス・イノベーションセンター東京　３０４号室
議　事 ①「教育委員会等との連携に関する調査」結果の分析について

②教職大学院シンポジウムの企画について
③その他

開催日 平成２３年１２月１１日（日）
場　所 学術総合センター　２階「一橋記念講堂」ほか
参加数 約２６０人

テーマ
４年目を迎えた教職大学院の成果と課題
　－教員養成改革と教職大学院への各界からの期待－

内　容 ○開会
○基調講演
　「教職大学院の現状と課題」（文部科学省　磯田文雄　高等教育局長）
○パネルディスカッション

（森民夫氏，北城恪太郎氏，早川信夫氏，武田岳彦氏，
　長島啓記副会長（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

○教育委員会等との連携報告
○ポスターセッション「教職大学院における学修の成果」

開催日 平成２３年１２月１１日（日）
場　所 学術総合センター　２階　中会議室４
参加数 １８教職大学院（３１人）
事項 教職大学院FDネットワークセンター（仮称）の創設に関する意見交換会

時　期 平成２３年　５月
内　容 平成22年度協会年報の送付，ＨＰへの掲載

配付先
会員校，会員校を除く日本教育大学協会会員校，都道府県教育委員会，政令指定
都市教育委員会，文部科学省ほか教育関係機関

時　期 平成２３年　８月
内　容 各会員大学作成教職大学院関係冊子等の相互交換促進
配付先 各会員大学

ＦＤ関係事業

広 報 活 動 等

シンポジウムの開催

教育委員会等連携検討
委員会

2
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